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教育委員会
教育企画課

育英事業

・有用な人材を育成するため、
進学の意欲と能力を有しながら
経済的理由により修学が困難
な者に対する奨学資金を貸与
します。

【目標】
・進学の意欲と能力を有しながら経済
的理由により修学困難な者に対し、予
算の範囲内で、修学上必要な資金を貸
与し、有用な人材を育成します。

【効果】
・修学困難者を支援します。
・有用な人材の育成に寄与します。

・進学の意欲と能力を有しながら
経済的理由により修学困難な者
に対し、修学上必要な資金を貸与
し、有用な人材を育成します。

＜貸与＞
・貸付金額（無利息）：高校生　年36万円 ／ 大学生　年60万円　（上限）
・貸付期間：在学する学校の正規の修学年限を超えない期間
・貸付者数・貸与額：高校生　20人　7,080,000円 ／ 大学生　235人　136,260,000円

※高校生には高等専門学校生を、大学生には短大生及び専門学校生を含む。
＜返済＞
・貸与を受けた年数の2倍の年数の期間内にその受けた奨学資金を返済。ただし、特
別な事情により教育委員会が認めた場合は、4倍まで延長可能

償還額：　136,206,500円（467人）
滞納額：　 19,163,000円（ 42人）

＜滞納対策＞
・私債権回収等業務の弁護士への委託
・高額滞納者の滞納額の全部又は一部を返済　1,070,000円（3人）

【効果】
・修学困難な新規の高校生7人と大学生62人に修学に必要な資金を貸与し、有用な人
材育成に寄与することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・進学の意欲と能力を有しながら経済的理由により修学
困難な者に対し、修学上必要な資金を貸与することがで
きた。
・Ｈ29年度貸付件数　　255件
・Ｈ29年度返済分回収率（現年度）　　96％
・新規貸付者

Ｈ28年度　　77人
Ｈ29年度　  69人

・高額滞納者９名は、弁護士へ回収業務を委託した。着
手金、債務者１名につき20,000円の委託契約。その結
果、１人滞納額の全額、２人が一部（総額1,070,000円）を
返済した。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・新規貸与者は年々減少しているが、進学意欲があるに
もかかわらず、経済的理由により修学が困難な子どもに
対して必要であり、有効な事業であると評価できる。（貸
与者の減少は少子化の影響もあると考える。）
・国による給付型奨学金制度の本格運用がH30年度から
始まったが、給付額が十分ではないとの意見もあり、国
の制度も勘案しつつ、今後の事業方針の検討を行う必要
がある。
・弁護士へ回収業務を委託したことにより1,070,000円を
回収できたことは評価できる。強制徴収できない私債権
には大変有効な手段であるため、今後も引き続き取り組
まれたい。
・なお、滞納者の現状把握・分析、貸付者の現状把握、
返済能力等、収納管理室など専門部署との連携を行う余
地がある。

教育委員会
教育研修所

子ども自立援
助事業

・増加の傾向にある不登校児童
生徒の学校復帰を目指し、支
援を行います。
・不登校児童生徒の自己肯定
感の醸成を行い、学校復帰に
対する支援を行います。
・問題を抱えた児童生徒の置か
れた環境へはたらきかけ、問題
解決に向けて支援を行います。

【目標】
・市内小中学校の不登校児童生徒出現
率の低下（1,000人当たり30日以上の欠
席者数）
H28年度　小学校4.3‰　中学校29.1‰
（国：小学校4.8‰　中学校30.1‰）
H30年度　小学校（国の出現率を下回
る）　中学校（国の出現率を下回る）
・年間50日以上欠席者の適応指導教
室通室率の向上　H29年度小学校
12.2％中学校15.9％→H30年度50％

【効果】
・不登校傾向児童生徒の早期発見、早
期対応を図ることで減少やその状況の
改善が図られます。

・不登校傾向のある児童生徒の不
登校未然防止や不登校児童生徒
の学校復帰を目指すため、校内
支援員等の配置や適応指導教室
において教育相談員を配置し、支
援を行います。
・心理カウンセラーの配置、メンタ
ルフレンド、個別相談アシスタント
の派遣を行い、個々の状況に合
わせたきめ細かな支援を行いま
す。

・適応指導教室へ教育相談員を配置：かやの木教室4人、あけぼの教室3人
・メンタルフレンド（2人）、個別相談アシスタント（3人）、心理カウンセラー（1人）の配置
・支援を必要とする児童生徒の在籍する学校へスクールカウンセラーの時間外配置及
びスクールソーシャルワーカーの派遣
・全小中学校で30日以上欠席の子どもの人数（病気、怪我除く）　93人（H28年度　84
人）

【効果】
・必要性の高い学校へ個別相談アシスタント等を配置したことで、支援を必要とする児
童生徒へ日常的にきめ細かな教育相談活動を行うことができます。
・スクールカウンセラーの時間外配置により、緊急のケース会議や児童生徒に対応す
ることができます。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・近年、増加傾向にある不登校児童生徒の学校復帰を支
援するため、教育相談員・心理カウンセラーの適応指導
教室への適正配置、また個別相談アシスタント等の学校
配置により、不登校児童生徒の早期発見・早期対応を進
め、不登校児童生徒の状況の改善を図ることができた。
・スクールソーシャルワーカーの派遣によって、問題を抱
えた児童生徒の置かれた環境へ働きかけ、問題解決に
向けて支援を行うことができた。
・適応指導教室利用者
かやの木　Ｈ28年度14人　Ｈ29年度19人
あけぼの　Ｈ28年度 5人 　Ｈ29年度4人
・不登校児童生徒の出現率
小学校

 H28年度18人：市4.30‰（国4.8‰）
　 H29年度22人：市5.30‰（国10月以降公表）
中学校
　H28年度66人：市29.1‰（国30.1‰）
　H29年度71人：市32.2‰（国10月以降公表）

・スクールソーシャルワーカーの実績
Ｈ29年度
学校のケース会議参加　25件
面談・家庭訪問・関係諸機関と連携　12件

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・かやの木教室の利用者数は増加傾向、あけぼの教室
の利用者数は横ばい、不登校児童生徒の出現率は、小
学校が横ばい、中学校が増加傾向にあり、全体としては
微増といえる。
・しかし、利用率（利用者数/不登校児童数）はH28が
22.6％、H29が24.7％と微増しており、対象児童の学校復
帰へ向けて一定の効果があったと評価できる。（H27は
23.4％）
・市単独での専門職員の配置、適応指導教室の開設箇
所数など、手厚い支援を実施しているため、今後も早期
発見・早期対応に努め、よりきめ細やかな対応など改善
が望まれる。
・なお、あけぼの教室については、「市有財産（施設）運
用管理マスタープラン」に基づき移転を余儀なくされるた
め、効率的かつ効果的に事業実施できる場所を選定でき
るよう、早期に検討を進められたい。

教育委員会
学校教育課

学力向上支援
事業

・学ぶ意欲を高めることで、生
涯にわたって学び続ける市民
の育成につなげます。
・学力向上等について研究指定
校を定めて、深く研究推進を行
い、その実績を全小中学校に
発信します。
・県費の教員だけでは対応でき
ない多様な支援を要する児童
生徒への支援を行う人材を配
置します。

【目標】
・指定校研究発表　H29年度：4校以上
H30年度：4校以上 （H28年度実績：4
校）
・早寝早起き朝ごはんの定着率
H29年度：90％以上　H30年度：90％以
上
（H29年度小学校 実績：起床 6時半ま
で78％、朝食99％）
（H29年度中学校 実績：起床 6時半ま
で67％、朝食96％）

【効果】
・知識と知恵を身につけた子どもたちが
育成されます。

・子どもの学力向上のため、小中
学校において学力を高める研究と
実践を行います。
・家庭での生活習慣や学習習慣を
向上させるため、学校と家庭が連
携したプログラムを実践します。
・児童生徒の状況に合わせた支
援を行うため、人材の適正配置を
行います。

・学力検査の実施と分析　対象：小学校2年生、4年生、中学校1年生
・学力アッププログラムに関わるシートの作成　対象：全幼保小中の園児、児童生徒
・幼、保、小連携事業の実施
・指導助手31人、介助員11人、特別支援アシスタント50人の配置
・各学校図書館へ学校司書の配置　9人
・小中学校へＡＬＴ（英語指導助手）の配置　業者委託7人、直接雇用3人
・教師の指導力向上を図るための研究校の指定　4校
・中学校35人相当学級の実施　2校

【効果】
・学校と家庭の連携プログラムにより、生活習慣及び学習習慣の向上を図ることができ
ます。
・各校の状況にあわせた児童生徒の支援を行うための適正な人材配置により、学力の
向上を図ることができます。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・学力アッププログラムにより、学校と家庭が連携し、児童
生徒の「早寝・早起き・朝ごはん」の定着や家庭学習の定
着に向けた研究・実践を行った。
・結果、家庭生活及び家庭学習の向上を図ることができ
ている。今後もさらなる定着を図るため、学校現場や保護
者に対し、学力アッププログラムの趣旨と効果を発信して
いく。
・早寝早起き朝ごはんの定着率
幼稚園・保育園
H28年度　平均起床時刻6時29分
朝食98％
H29年度　平均起床時刻：調査なし
朝食99％
小学校
Ｈ28年度　起床6時半まで80％　朝食93％
Ｈ29年度　起床6時半まで78％　朝食99％
中学校
Ｈ28年度　起床6時半まで71％　朝食87％
Ｈ29年度　起床6時半まで67％　朝食96％

・学力検査の分析（関心意欲：全国比）
小学2年生　　国語　算数
　　H28年度　　95　　92
　　H29年度　　92　　92
小学4年生　　国語　算数
　　H28年度　　94　　93
　　H29年度　　91　　90
中学1年生　　国語　数学　英語
　　H28年度　　97　　93　　96
　　H29年度　　93　　93　　91

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・「早寝・早起き・朝ごはんの定着率」について、朝ごはん
は幼保小中で向上が見られるが、早起きは小中で低下し
ている。
・学力検査の結果分析のうち、関心意欲についても、小
２・小４・中１の全てで横ばい又は低下している。
・低下した原因を分析し、今後に活かしていくことが必要
であると考えるが、それができなければ、事業の必要性
に疑問を持たざるを得ない。
・市単独で配置している人材について、事業効果の測
定、成果の検証を行い、国県への人材配置の要望など、
財源の確保を行う余地がある。また、人材配置につい
て、学校規模等適正化計画に基づいた適正な配置に努
めることが必要である。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

教育委員会
学校教育課

中津川市の未
来を担う人材
育成事業

・自他の命をかけがえのない大
切なものとして理解するととも
に、心情を育てます。
・ふるさと中津川を愛する心を
育むために、学校同士の交流
をし、活動の活性化を図りま
す。
・科学への興味関心を高め、将
来を担う青少年を育成します。

【目標】
・生徒会サミット：中学生生徒会のサミッ
トを毎年継続して開催します。
・市内de交流：体育活動を通じて、小学
校間の交流促進を図ります。
・GSSS：H30年度、参加者満足度を
95％以上にします。

【効果】
・生徒会サミット：次代を担うリーダーが
育成されます。
・市内de交流：小学校間の児童の交流
により他校の良さを学び、中1ギャップ
の予防につながります。
・GSSS：科学への興味関心の向上が図
られ、人材が育成されます。

・命の尊さを学ぶ「命の教育」や、
関係団体との共催により学校間の
児童生徒の交流を図る「生徒会サ
ミット」「市内de交流」を開催し、児
童生徒に広く学ぶ機会、交流する
機会を提供します。
・著名な講師陣から最先端科学を
学ぶ機会を提供し、科学への興味
関心を高めるとともに未来を担う
青少年育成のために、GSSS（※
1）を開催します。

＜命の教育推進事業＞
・実行委員会開催、研究授業　対象：全幼稚園、保育園、小・中学校（年1回）
・小動物ふれあい交流　対象：全小学校（年1回）
・獣医師による命の教育　対象：全小中学校（年1回）
・助産師による思春期教室　対象：全中学校（年1回）
＜市内de交流事業＞
・市内deオリンピック
・共催：ロータリークラブ、センターロータリークラブ、ライオンズクラブ
・開催日：10/18　対象：小学生　参加者：7校　139人
＜岐阜サマー・サイエンス・スクール＞
・著名な講師陣から最先端科学を学ぶ3泊4日の研修合宿
・開催日：8/1～8/4　対象：中学生　参加者：70人　特別講師：天野　浩先生（名古屋大
学教授）
＜すご技中津川プロジェクト事業＞（新規）（企業版ふるさと納税活用事業）
・「現物を見る」「営みを聞く」体験型の学習を通じて、中津川で働くことの素晴らしさへ
の気付きを促し、将来の進路選択に中津川市の産業を視野に入れる基盤の確立　対
象：小学生　実施校：19校

【効果】
・命の教育により、かけがえのない命の大切さを学び心情を育てます。
・市内de交流により小学校間の児童の交流が図られ他校の良さを学んだり、また中1
ギャップの予防につながります。
・GSSS（※1）参加者が、理工学、医療等の大学へ進み社会で活躍しています。
　　H29年度参加者満足度：96％

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・命の教育推進事業を行い、児童生徒に自他の命の尊さ
を伝えるとともに、共に高まり合う意識を高めることができ
た。
・生徒会サミットを開催し、次代を担うリーダーの育成が
図れた。
・市内de交流を開催し、小学校間の児童の交流、また他
校の良さを学んだり、中1ギャップの予防につながった。
・岐阜サマーサイエンススクール開催により、科学に関す
る興味を向上させ、未来を担う人材の育成が図れた。
・すご技中津川プロジェクト事業を開催し、「現物を見る」
「営みを聞く」体験型の学習を通じて、中津川市で働くこと
の素晴らしさへの気付きを促進することができた。

命の教育推進事業
　・全小学校対象（年1回開催）
生徒会サミット事業
　・全中学校対象（年1回開催）
市内de交流事業
　・小学生対象　　参加校7校　139人
岐阜サマーサイエンススクール事業
　・中学生対象　参加者　70人
すご技中津川プロジェクト事業
　・小学生対象　実施校　19校

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・命の教育推進事業は、効果を計ることは難しいが、児童
生徒に自他の命の尊さを伝え、共に高まり合う意識を高
めるために必要であると考える。
・民間団体との共催により開催した「市内de交流事業」及
び市内企業の協力により実施した「すご技中津川プロ
ジェクト」については、官・民連携による事業展開のあり
方として、また、中津川の企業の良さを肌で感じることが
できる事業として評価できる。
・ただし、市内de交流事業については、一部の学校のみ
の実施のため、事業内容の検討を要する。
・「岐阜サマーサイエンススクール」参加者の満足度が
96％であることは評価できる。引き続き高満足度となるよ
う取組みを継続していただきたい。
・「すご技中津川プロジェクト」について、事業のPR、効果
測定、検証など事業効果の向上を図ることが必要であ
る。

教育委員会
幼児教育課

公立保育所事
業

・幼児期は健全な心身の発達
に向けた生活の基礎・基本を習
得する重要な時期であり、保護
者の就労等により保育が必要
な児童を公立保育所で保育し、
たくましい子に育つための支え
とします。

【目標】
・保育を必要とする児童を全て受け入
れます。（受入数/希望数＝100％）
・民間にお願いできる部分はお願いし、
手厚い支援を必要とする児童の保育な
どは公立が担う協働と役割分担を進
め、保育の受入体制を充実します。

【効果】
・市の未来を担う子どもたちの健やかな
成長が見込まれます。

・公立保育所において、児童一人
ひとりの成長の状況を踏まえなが
ら、遊びや集団での行動、運動、
自然とのふれあいなどを通じて、
生活の基礎・基本を習得できるよ
うな保育と環境整備を行い、「生き
る力」の基となる心情、意欲、態度
などを総合的に育みます。

・公立保育所での保育実施：15園（H28年度　16園　田瀬保育園と下野保育園の統合に
より1園減）
　　H29.4.1園児数　1,020人
・保育士の雇用・人事管理：正規89人、常雇63人、日々雇用114人
　　（日々雇用保育士のうち社会保険加入者の時給を920円から1,000円に増額）
・保育士等を目指す学生への修学支援金の貸付（13人）

【効果】
・民間との役割分担を進め、誠和あい保育園・家庭保育園くっく・のぞみ保育園・こばと
保育園で未満児保育の受入開始・拡大を行い、保育の受入体制を整えたことにより、
待機児童を0人とすることができました。
・修学支援金の創設により、保育士等を目指す学生への支援ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・私立園との協働のもと受入体制を整え、待機児童0人を
保つことができた。
・就学支援金を創設し、13人への貸付を行い、3人の卒業
者がいずれも市内園の保育士としての採用にいたってい
る。保育士等を目指す学生の支援ができた上に、保育士
の確保にもつながった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・待機児童0人を保つことができたこと、及び就学支援金
の貸付を受けた3人の卒業者がいずれも市内園の保育
士として採用されたことは、評価できる。
・また、日々雇用保育士の待遇改善を実施したことによ
り、保育士確保に繋がっていると考える。
・引き続き、保育士のさらなるスキルアップによる保育内
容の充実を図るとともに、計画的な保育士の採用、施設
改修等を進め、多様な保育ニーズに対応できる体制づく
りを図っていくことが必要である。
・今後ますます高くなると予想される保育ニーズに対応で
きるよう、公立・私立園の役割分担を進め、公立園と私立
園との連携を図っていくことが必要である。

教育委員会
幼児教育課

法人保育所事
業

・幼児期は健全な心身の発達
に向けた生活の基礎・基本を習
得する重要な時期であり、法人
保育所との連携と役割分担の
下で受入体制を充実していく方
針に基づき、保護者の就労等
により保育が必要な児童の受
け入れを行います。

【目標】
・保育を必要とする児童を全て受け入
れます。　（受入数/希望数＝100％）
・民間にお願いできる部分はお願いし、
手厚い支援を必要とする児童の保育な
どは公立が担う協働と役割分担を進
め、保育の受入体制を充実します。

【効果】
・市の未来を担う子どもたちの健やかな
成長が見込まれます。

・法人保育所へ保育の委託や財
政的な支援を行い、法人保育所に
入所する児童の健やかな成長を
支えます。

・保育所（8園）、小規模保育事業所（2園）への児童の受け入れ委託 H29.4.1　園児数
598人
・未満児保育の受入れ拡大（のぞみ保育園10人、こばと保育園15人）
・小規模保育事業所で未満児保育の受入れ開始（新規）（誠和あい保育園19人、家庭
保育園くっく15人）
・施設整備補助金（こばと保育園未満児室改修工事）

【効果】
・民間との役割分担を進め、誠和あい保育園・家庭保育園くっく・のぞみ保育園・こばと
保育園で未満児保育の受入開始・拡大を行い、保育の受入体制を整えたことにより、
待機児童を0人とすることができました。
・法人保育所への委託や財政的支援により、保育環境を整えることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・私立園との協働のもと保育ニーズの受入体制を整え、
待機児童0人を保つことができた。
・特に年々高まる3歳未満児の保育ニーズに対しては、小
規模保育事業所2園の受入れが開始したこと、こばと保
育園未満児室改修工事により受入れを開始したことによ
り、大幅な受入増加につながった。
・また、こばと保育園の増築工事・改修工事に対する支援
を行い、さらに15人の受入体制を整えることができた。
・西保育園が「にし こまの森」として幼保連携型認定こど
も園としての認可を受けることができ、保護者の多様性に
も対応できるようになった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・年々高まる3歳未満児の保育ニーズに対して、小規模
保育事業所2園の受入れが開始したこと、及びこばと保
育園未満児室改修工事により受入れを開始したことによ
り、大幅な受入増加につながった結果、待機児童0人を
保つことができたことは、大いに評価できる。
・また、西保育園が「にし こまの森」として幼保連携型認
定こども園としての認可を受けることができたことは、多
様化する保育ニーズに対応しやすくなると考えられ、評価
できる。
・国県の負担もあり、効率の面においても優れており、事
業効果は高いと考える。
・今後ますます高くなると予想される保育ニーズに対応で
きるよう、公立・私立園の役割分担を進め、公立園と私立
園との連携を図っていくことが必要である。

教育委員会
幼児教育課

公立幼稚園事
業

・幼児期は健全な心身の発達
に向けた生活の基礎・基本を習
得する重要な時期であり、幼児
教育を希望する児童を公立幼
稚園で受け入れ、たくましい子
に育つための支えとします。

【目標】
・私立幼稚園と協力しながら、幼児教育
を希望する児童を全て受け入れます。
　（受入数/希望数＝100％）
・子どもたちの健やかな成長のための
環境を整え、その心身の発達を助長し
ます。

【効果】
・市の未来を担う子どもたちの健やかな
成長が見込まれます。

・公立幼稚園において、児童一人
ひとりの成長の状況を踏まえなが
ら、遊びや集団での行動、運動、
自然とのふれあいなどを通じて、
生活の基礎・基本を習得できるよ
うな幼児教育と環境整備を行い、
「生きる力」の基となる心情、意
欲、態度などを総合的に育みま
す。

・公立幼稚園での幼児教育実施：6園　H29.4.1　園児数　246人
・幼稚園教諭の雇用・人事管理：正規24人、常雇4人、日々雇用17人
　　（日々雇用教諭のうち社会保険加入者の時給を920円から1,000円に増額）
・入退園受付、利用者負担額の決定及び徴収
・幼稚園教諭の知識向上のための研修実施：年12回実施
・施設維持管理、安全管理、備品配置

【効果】
・幼児教育を希望する児童を全て受け入れることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・私立幼稚園との連携の下で、幼児教育を希望する児童
をすべて受け入れることができた。
・日々雇用教諭の待遇改善を行い、教諭の離職防止と児
童の受入の充実につながった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・日々雇用教諭の待遇改善を実施したことにより、離職防
止及び児童の受入の充実に繋がったことは評価できる。
・引き続き、幼稚園教諭のさらなるスキルアップによる教
育内容の充実を図るとともに、計画的な幼稚園教諭の採
用、施設改修等を進め、幼児教育ニーズに対応できる体
制づくりを図っていくことが必要である。
・今後も、公立・私立園の役割分担を進めるなかで、高ま
る幼児教育ニーズ、私立園の子ども・子育て支援新制度
への移行の意向とあわせて、子ども・子育て支援事業計
画の見直し等の対応ができるよう連携を図ることが必要
である。

教育委員会
幼児教育課

私立幼稚園助
成事業

・幼児期は健全な心身の発達
に向けた生活の基礎・基本を習
得する重要な時期であり、私立
幼稚園との連携と役割分担の
下で受入体制を充実していく方
針に基づき、園及び保護者に
対して財政的な支援を行いま
す。

【目標】
・幼児教育を必要とする児童を全て受
け入れます。
　　（受入数/希望数＝100％）
・私立幼稚園の運営への補助と保護者
への財政支援により、幼児教育を受け
やすい環境を整えます。

【効果】
・幼児教育を受ける機会を広く提供で
き、市の未来を担う子どもたちの健や
かな成長が見込まれます。

・私立幼稚園の運営への補助と保
護者への財政支援を行い、幼児
教育を受けやすい環境を整えて、
私立幼稚園に入園する児童の健
やかな成長を支えます。

・私立幼稚園　4園　H29.4.1 園児数 526人
・私立幼稚園助成事業（特別支援児対応補助）　4園
・就園奨励費事業（授業料等補助）　4園
・読み聞かせ・読書活動事業　4園
＜私立幼稚園教諭復職支援金＞（新規）　1園
・私立幼稚園に復職する教諭に支援金を補助し、私立の幼稚園教諭を確保

【効果】
・私立幼稚園の運営への補助と保護者への財政支援により、幼児教育を受けやすい環
境を整えることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・私立幼稚園の運営への補助と保護者への財政支援を
行い、入園希望者を全て受け入れることができた。
・幼児教育に特色のある私立幼稚園への入園希望者は
増えていること、幼保連携型認定こども園への移行を目
指す園が増えているため、私立幼稚園とのさらなる連携
を進める必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・運営費の補助と保護者への財政支援により、幼児教育
を受けやすい環境を整えることができたと評価する。
・幼保連携型認定こども園への移行を目指す園が増えて
いること、及び学校規模等適正化基本計画に基づいた、
公立・私立園の役割分担を進めていく必要があることか
ら、第２期「子ども・子育て支援事業計画」の策定に向け
て連携を図ることが必要である。
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教育委員会
施設計画推進
室

こども園整備
事業

・未来を担う子ども達が安全で
安心して教育や保育を受けら
れる施設を整備します。
・幼稚園・保育園それぞれの利
点を持つこども園を整備するこ
とで、保護者の就労状況や家
庭環境に応じ
た教育や保育を柔軟に行うこと
ができます。
・効率的な施設整備を行いま
す。

【目標】
・坂本幼稚園と坂本保育園を統合移転
し、坂本こども園としてH32年度に開園
します。
・H29年度目標：地盤調査、建物建築設
計（～H30年度）
・H30年度目標：法的手続、用地取得、
敷地造成工事、建物建設工事（～H31
年度）

【効果】
・安全安心な施設整備と保護者の就労
状況などに応じた教育や保育を柔軟に
行うことができます。
・老朽化した2園を1園として統合整備す
ることで、効率的な施設運営ができま
す。

（整備予定）
・整備場所：中津川市茄子川字長
連寺地内
・敷地面積：約5,600㎡
・建物面積：1,300㎡～1,400㎡
・建物構造：木造平屋建て
・定　　　員：120人

・用地交渉に伴う補償物件調査
・建設に係る地盤調査
　　ボーリング調査　5か所　延べ60ｍ、標準貫入試験　5か所　延べ60回
・設計業者の選定（1次審査19者、2次審査5者）及び基本設計着手
・開発許可申請など法的手続き準備
・地権者との用地交渉　34回（坂本連絡道路含）
・地元説明会　5回（坂本連絡道路含）

【効果】
・説明会及び用地交渉の中で地元関係者らの理解を深め、地権者との交渉を進めるこ
とができ、H30年度の用地取得に向けて地権者と意思疎通を図ることができました。
・建築設計の業者選定に当たり、指名競争入札から公募型プロポーザルへ変更したこ
とで、優れた設計業者を選定することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

坂本こども園整備に向けた地元説明、用地交渉、補償物
件調査、地盤調査、基本設計着手、法的手続き準備など
計画通り実施できた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・H32年4月の開園に向けて、地元説明、用地交渉、補償
物件調査、地盤調査、基本設計着手、法的手続き準備な
ど計画通り進んでいることは評価できる。
・他の保育園、幼稚園について、住民サービスの向上及
び費用対効果を勘案しながら、こども園化についての検
討を進める必要がある。

健康福祉部
健康医療課

母子保健事業

・安心して子どもを産み育て、
子どもが健やかに成長するた
めに、ライフステージに合わせ
た切れ目のない継続的な支援
を行います。

【目標】
・次世代を担う子どもを安心して産み育
てられる環境づくりを推進します。
・合計特殊出生率（1人の女性が生涯に
産む子どもの数）
 H28年実績：1.50人
 H30年目標：1.80人

【効果】
・子どもの健やかな成長発達を促し、安
心して子育てができます。

・不妊治療のうち一般不妊治療
費、特定不妊治療費に対し経済
的支援を行います。
・安全な妊娠・出産に向けて妊婦
健康診査費用助成、妊娠期から
の健康支援を行います。
・子どもの健やかな成長・発達を
支援するために、健診・訪問・相
談事業を行います。

＜妊婦健康診査助成事業＞
・1人14回助成　受診票の発行実人数　588人　　受診延べ人数　6,781人
＜乳幼児健診＞
・3か月児：42回　569人（97.4％）、1歳6か月児：24回　549人(98.7％)、3歳児：24回　602
人
（99.8％）
　※（　）受診率
＜相談事業＞
・6か月児：42回　566人、1歳児：30回　551人、2歳児：24回　612人
・なんでも相談：144回　2,590人
＜こんにちは赤ちゃん事業＞
・対象：生後4か月までの赤ちゃん　訪問件数　540件
＜一般・特定不妊治療助成事業＞
・申請件数　一般不妊治療　15件（実　15件）　　　　特定不妊治療　70件（実　45件）
・妊娠成立　一般不妊治療　 3件（成功率　20％）　　特定不妊治療　23件（成功率
32.9％）

【効果】
・子どもを安心して産み育てる環境づくりが向上したことにより、合計特殊出生率はH28
年は1.50人であり、国1.44人と比べ高い状況を維持しています。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市の合計特殊出生率はＨ28年1.5０と低下した
が、依然として全国より高い状況である。
・費用負担の大きい不妊治療に対し助成を行うことで、
H29年度は特定不妊治療助成、一般不妊治療助成をあ
わせ60名の申請者、26件の妊娠成立の実績があった。
一般不妊治療助成を始めたH28年度以降、申請者60名
以上、25件以上の妊娠成立の実績を推移しており年々出
生数が減少する中一定の効果を上げている。
・出生数が減少する中。妊娠・出産・子育てを通じてよりき
め細やかな切れ目のない支援体制について充実していく
必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・合計特殊出生率は毎年国より高い数値となっており、今
後も維持すべきである。また、目標数値達成に向けた取
り組みとして、不妊治療の支援についてさらに周知してい
く必要がある。
・H28年度から特定不妊治療助成事業に加え一般不妊治
療助成事業を開始、H29年度は合わせて26件の妊娠成
立となり一定の成果があがっている。
・子どもを安心して産み育てられる環境づくりの推進のた
め、結婚、妊娠、出産、子育てとを一連として捉え、それ
ぞれの事業で費用対効果を最大限に高めるため、関係
部間の連携強化が必要である。

教育委員会
子育て政策室

子育て支援事
業

・子どもを持つ保護者が、家庭
や地域において感じている育児
不安を軽減し、安心して子育て
できる環境づくりを行います。

【目標】
・子育て支援センターの設置を進めま
す。　H27年度：5か所→H30年度：7か
所に増
・利用者支援事業で幅広く子育てに関
する相談を受け、必要な支援につなげ
ます。

【効果】
・地域のニーズに応じた子育て支援策
を充実することで、安心して子育てがで
きる環境が整います。

・育児に対する不安を持つ家庭が
増えており、安心して子育てがで
きるように、乳幼児を中心とした子
育て支援を実施します。

＜子育て支援センターの運営＞
・5か所（直営2か所、委託3か所）　年間延べ利用者 31,411人
・「子育てまつり」を開催し子育て支援センターをＰＲ　2回
　　（6/2　東美濃ふれあいセンター　来場者309人、10/6　アートピア付知交芸プラザ
来場者270人）
＜子育てなんでも相談窓口（利用者支援事業）＞
・子育てニーズに基づいた情報提供、相談、専門機関の紹介や連絡調整　相談件数
336件
＜安心・子育てガイドの配布＞
・改訂し、子育て支援施策をＰＲして利用を促進　作成部数　1,500冊
＜ファミリー・サポート・センター事業の運営＞
・運営委託：社会福祉協議会　利用会員：1,482人、サポート会員：271人
＜児童館・児童センターの運営・管理＞　4館（指定管理）、年間利用者：71,954人
・児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにする場の提供
　　（児童センター、東児童館、西児童館、坂本ふれあい施設の4館を一括指定管理）
【効果】
・「子育てまつり」を2回開催し、子育て親子の交流や子育て支援センターをＰＲし、同セ
ンターの利用につながりました。
・子育てに関する総合相談窓口としての「子育てなんでも相談」により、相談者を適切な
支援先につなげ、育児不安の軽減を図りました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・子育てに関する総合相談窓口としての「子育てなんでも
相談（利用者支援事業）」により、相談者を適切な支援先
につなげた。H29年度実績　相談件数336件
・子育て支援センター未設置地域において、子育て支援
センター運営委託先となりうる団体設立の為の、子育て
団体育成支援事業創設に向けた検討・協議を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・子育て中の親子への重要な支援策であるため、「子ど
も・子育て支援事業計画」に基づき、計画的な事業の実
施及び強化が必要である。
・「子育てなんでも相談（利用者支援事業）」の相談件数
が、H28年度は4か月間で52件だったのが、H29年度は1
年間で336件（4か月当たり112件）と倍以上に増えてお
り、子どもを持つ保護者の育児不安を軽減し、安心して
子育てできる環境づくりにつながっていると評価できる。
・しかし、事業を評価するには相談件数よりも相談者の満
足度が重要であり、そうした点の把握をしていくことが重
要であると考える。
・子育て支援センターの新設については、担い手団体の
確保策を講じているところであり、新規設置に向けて慎重
に進めていくべきである。

教育委員会
子育て政策室

放課後児童ク
ラブ運営事業

・保護者が就労等により昼間家
庭にいない児童に対して、適切
な遊びや家庭に代わる生活の
場を提供し、児童の健全育成を
図ります。
・施設の老朽化や利用者の増
加に伴う移転、分割、未設置校
区の解消などのため、学校施
設等の改修による施設整備を
行います。

【目標】
・施設整備、未開設校区での開設等を
進め放課後の子どもの安全安心な居
場所を確保します。
　　（未設置校区、H29年度:1校区→
H30年度:0校区）
・放課後児童クラブによる居場所の確
保（H27年度:18クラブ→H30年度:20クラ
ブ）

【効果】
・すべての小学校区において地域の実
情に合った安全安心な放課後の子ども
の居場所を確保し、児童の健全育成を
図ります。

・父母会が運営する放課後児童ク
ラブへの運営委託や会計処理等
の事務処理や運営状況を確認し、
運営の適正化に向けた支援をしま
す。
・公設民営の考え方の下、老朽化
等による施設整備の優先順位を
付ける中で、学校施設等の活用を
視野に入れながら、順次施設整備
を進め、安全安心な居場所を確保
します。

・放課後児童クラブの運営委託：20クラブ
（H28年度　18クラブ）
・委託料算定基準額を国庫補助基準に引き上げ
・支援員の処遇改善を行うための運営支援
・各クラブを訪問し、会計処理等の事務、運営状況の確認、相談などの支援を実施
　　（訪問回数：各クラブ1回）
・父母会長を対象とした懇談会を開催し、情報共有や運営支援の実施　3回
・報告書作成のための説明会を開催　4回

【効果】
・安全・安心な放課後の子どもの居場所を確保し、児童の健全育成を図りました。
・「放課後児童クラブ運営マニュアル」の充実や報告書作成説明会で、運営面の負担軽
減を図りました。
・父母会懇談会により、各クラブの情報共有や交流が進みました。
・委託料を増額し、支援員処遇改善加算の適用による支援員の処遇改善を行いまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・委託料を増額し、放課後児童支援員等処遇改善等事業
による指導員の処遇改善を実施した。また、実施に伴い、
事前に説明会を行い、クラブの理解促進に努めた。
・父母会長を対象とした懇談会を開催し、クラブ間の連携
を図った。
・提出書類の様式を見直し、クラブの書類作成に係る負
担軽減を図った。
・未設置校区への設置について、地域事務所と地区区長
会と協議を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・公共施設、学校施設の余剰スペースを活用した施設整
備は、施設の有効活用が図られており、今後の公共施設
の在り方の観点からも評価できる。
・また、運営団体への財政的支援だけでなく、運営にか
かるソフト面への支援を行っている点は、お金をかけずに
クラブのニーズに対応しており、評価できる。
・年々市民のニーズは高まっており、施設の増設や未設
置地区への設置要望もあるため、必要な経費を勘案しな
がら、学校規模等適正化計画、学校施設の整備計画と
の整合を図り、計画的に事業を推進していく必要がある。
・H29年度は未設置地区（神坂地区）に放課後児童クラブ
を新設することを目標としていたが、利用人数の見込み
や支援員の確保等による課題により芳しくない進捗状況
である。放課後の子どもの居場所の確保について、別の
方法も視野に入れながら、引き続き検討していく必要が
ある。

教育委員会
子育て政策室

子ども・子育て
事業

・「中津川市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、幼児期の
教育・保育、地域の子ども・子
育て支援施策を計画的に実施
します。
・核家族化、少子化が進む中で
子育てに不安や孤立感を感じ
ている家庭が増えており、また
共働き家庭も増えていることか
ら、求められる子育てしやすい
環境の整備について協議、検
討を行います。

【目標】
・子育て環境の満足度「普通～高い」と
感じる人の割合を高めます。
　（H26年度：72％　H30年度：85％）
・「子ども・子育て会議」を開催し、地域
の実情に応じた子育て支援策を実施し
ます。

【効果】
・中津川市の子育て支援策の充実に取
り組み、「住んでよかった」「住み続けた
い」と思えるまちづくりを進めます。

・中津川市子ども・子育て会議に
おいて、中津川市の子育て支援
のあり方、実施すべき子育て支援
策などについて協議・検討を行い
ます。
・中津川市子ども・子育て支援事
業計画に位置付けられている施
策を計画的に実施するため、進捗
管理、評価などを行います。

＜子ども・子育て会議の開催＞
・子ども・子育て支援事業計画の進捗管理
・子育て支援のあり方、支援策の協議、検討
　　会議開催回数：4回、部会2回　委員20人
＜保育環境充実への取り組み＞
・病児・病後児保育所のH30年度開設に向けた協議・検討
・子育て団体育成支援事業の創設に向けた協議・検討

【効果】
・子ども・子育て支援事業計画の進捗管理を行い、H31年度目標に対する評価におい
て、重点事業の目標達成率がH28年度より10.5％向上しました。
　（H28年度　60.5％→H29年度　71％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・子ども・子育て支援事業計画の実施に向けた、子ども・
子育て会議による、病児・病後児保育施設のH30年度整
備計画及び、子育て団体育成支援事業の創設に向けた
協議・検討を行った。
・子ども・子育て支援事業計画の進捗管理を行い、重点
事業の目標達成率においてH28年度より10％以上向上し
た。

　　　　　　　H28年度
目標達成　23事業（60.5％）
　　　　　　　　↓
　　　　　　　H29年度
　　　　　　　27事業（71％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・計画の目標達成率の向上は評価できる。
・しかし、3割近くの事業が目標未達成の状況であるた
め、最終年度であるH31年度までに100％となるよう事業
を推進する必要がある。
・また、施設整備を伴う事業については、「市有財産（施
設）運用管理マスタープラン」と整合させて検討していく必
要がある。
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定住推進部
定住推進課

子どもを増や
すための事業

・晩婚化、共働き家庭の増加な
どの社会情勢の変化に伴い、
結婚・出産・育児の多様な市民
ニーズへの対応が求められて
います。
・少子化の要因に挙げられる晩
婚化、未婚化への対応として出
会いの支援から結婚生活支援
という流れをサポートします。

【目標】
・独身者から新たに結婚生活を送る世
帯への支援策として、出会いのサポー
トと結婚生活の経済的支援を行い、本
市の少子化対策の強化を図ります。
　（結婚相談所の利用件数　H29年度：
72件　H30年度：84件）
　（新婚世帯生活支援件数　H29年度：
36件　H30年度：36件）

【効果】
・独身者の結婚意欲の向上や、結婚生
活の経済的支援による経済的な不安
や負担の軽減により、出生数の増加が
見込まれます。

・未婚者の出会いのサポートとし
て市内各地域の結婚支援活動補
助や、他自治体・県との連携によ
る広域的なお見合いをサポートし
ます。
・経済的な理由で結婚に踏み切れ
ないカップルの結婚生活を支援す
るために家賃を補助します。

＜結婚相談事業＞
・結婚相談所の開設　月2回
・相談員（6名）による日常的なメール・電話相談を実施
＜婚活セミナー・婚活パーティー事業＞
・婚活に有効なスキルを学ぶセミナーの実施及び各種婚活イベントを実施
　　婚活セミナー　1回　　婚活パーティー　3回
＜地域等の結婚活動支援事業＞
・地域や団体が主体となって取り組む婚活イベントを支援（区長会等3団体）
＜新婚さんいらっしゃい事業＞
・民間賃貸住宅に住む新婚世帯に対し、上限1万円/月で1年間の家賃を補助
　　H29年度補助申請件数　29世帯

【効果】
・婚活パーティーにおいて11組のカップルが成立しています。
・H29年度結婚件数　4件　H29年度までに21件が成婚しています。
・新婚さんいらっしゃい事業により転入者が増加しました。（29世帯中13人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・前年度に引き続き県の広域結婚活動支援事業に参画
し、登録会員の出会いの機会の増加につながった。
・会員の登録更新を行ったことで、婚活に対して意欲のあ
る会員の絞込みができた。H29年度末登録者数男性46
人、女性19人、計65人
・市主催婚活パーティーの男性参加者向けセミナーを行
い、市内で男女の出会いのイベントや結婚活動支援を
行っている方にセミナー講師を依頼するなど、市内民間
団体の活用を行い、婚活パーティーではカップルが3組成
立した。
・結婚活動支援事業を民間事業者に委託することを考え
たいが、結婚活動支援民間団体が地域の実情に精通し、
委託できそうな事業者がいないことから、直接事業を行う
必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・婚活パーティーによりカップルが毎年成立しており、事
業の効果が少しづつ現れている。
・しかし事業の効果として出生数の増加を掲げているが、
出生数との因果関係についての検証が不足しており、子
どもを増やすことにつながっているかは図ることが出来な
い。結婚支援から子育て支援までを一体的に行うことで
出生数の増加を見込むことができるため、本事業の目標
を達成するためには他事業との連携が不可欠である。
・一部事業を民間へ委託したことで、目標達成へのアプ
ローチの幅が増えた。今後の事業実施の手法について
は様々な手法のうちもっとも効果の高いやり方を選択し、
実施していく必要がある。

健康福祉部
健康寿命対策
室

８万人のヘル
スアップ事業

・日常的な介護を必要とせず
に、自立した生活ができる「健
康寿命」を延ばす取り組みを推
進します。
・市民の健康づくりに対する意
識を高め、市民が予防活動を
自主的に行っていける仕組みを
構築します。

【目標】
・生活習慣病による年齢調整死亡率
（※1）の減少を目指します。
10万人当たり75歳未満のがん
   H22年実績:80.2　　H30年目標:73.9
10万人当たり75歳未満の脳血管疾患
   H22年実績:男性51.3･女性28.0
　 H30年目標:男性41.6･女性24.7

【効果】
・健康づくりの自主的な取組を広げるこ
とにより、生活習慣病の発症予防、重
症化予防となります。

・文化スポーツ部、商工観光部、
教育委員会など関係各課と連携
すると共に、地域、関係団体など
と連携し、健康づくりに取り組みや
すい環境を作っていきます。
・乳幼児期から高齢者まで、それ
ぞれのライフステージに応じて健
康づくりに取り組めるよう、情報提
供を行います。

＜普及啓発＞
・健康づくり推進の普及啓発品配布　8,330件、私の健康づくり宣言募集　3,307件
＜バランスメニューの普及＞
・けんぱち弁当・メニュー利用促進　7事業所、調理実習開催　14回　357人、
　  広報なかつがわ掲載　12回、食べて健康レシピ配布　12,000部
＜健康教育実施＞
・健康づくり運動教室　2教室　24人（水中運動　11人、糖尿病予防　13人）
・健康推進員会　15支部、各年6回
・職域に向けた出前講座　3事業所 164人
＜受動喫煙防止対策＞
・市内自治会集会施設「建物内禁煙ポスター」配布　355施設

【効果】
・生活習慣病による年齢調整死亡率（※1）が減少しました。（10万人当たり）
　　75歳未満のがん H27年74.8　→　H28年73.8
　　脳血管疾患 H27年男性38.2･女性22.3　→　H28年男性36.9･女性22.9

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・75歳未満がんの年齢調整死亡率(対10万人)を改善する
ことができた。  (最新H28年)
  75歳未満がん：73.8 (H27年度：74.8)
　脳血管疾患：男性36.9 (H27年度：38.2)
　　　　　　　   　女性22.9 (H27年度：22.3)
・イメージキャラクターのけんぱちくんを活用し、各年代に
アプローチしたことにより、市民に健康づくりの取り組みを
PRすることができた。
・けんぱちくん弁当活用事業所 7か所(Ｈ28年度末3か所)
となった。家庭でのバランスメニュー普及を目指して、食
べて健康レシピ集を配布した。
・運動習慣が1割程度の壮年期・中年期をターゲットに、
次年度「アプリで健康ウオーキング事業」を実施する。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・平均寿命と健康寿命との乖離を抑えるという高齢化時
代のニーズにマッチした事業であるが、せっかくの取り組
みも市民に認知されていなくては十分な効果が得られな
い。
・けんぱちくん弁当活用事業所は、H28年度3か所から
H29年度7か所と増加し、市内事業所を巻き込んだ取り組
みは市民の認知の観点からも評価できる。
・引き続き、関係部署間、地域、関係団体等を巻き込み、
健康づくりに取り組みやすい環境づくりの構築に努めて
いく必要がある。

健康福祉部
健康医療課

地域医療対策
事業

・医師不足や様々な医療ニーズ
が求められる中、住み慣れた地
域で安心して生活できる医療体
制、切れ目のない医療を提供
できる病診連携の体制をつくり
ます。

【目標】
・医師の確保と、持続可能な地域医療
体制を目指します。
　　H27実績　市民病院：紹介率 41.6％
逆紹介率 28.6％　　坂下病院：紹介率
23.6％　逆紹介率 14.8％
　　H30目標　市民病院：紹介率 43％
　　逆紹介率 28％　　　坂下病院：紹介
率 26％　　逆紹介率 14％
・保健・医療・福祉・介護等が連携した
包括ケアを推進します。

【効果】
・地域医療体制が確保されます。

・市民の健康を守る地域医療を維
持します。
・医師を確保するために、奨学資
金貸付事業や地域総合医療セン
ターを基盤とした内科医（総合医）
の確保と育成を実施します。

・東濃地域医師確保奨学資金等貸付事業
　　貸付状況：新規　2名、継続　7名
・名古屋大学と連携した地域総合医療センターの運営
　　常勤医師　2名
・公立病院と民間医療機関連携の推進
　　市民病院：紹介率　　H28年度　44.7％　→　H29年度　47.6％
　　　　　　　逆紹介率　H28年度　26.2％　→　H29年度　21.9％
　　坂下病院：紹介率　　H28年度　26.1％　→　H29年度　24.2％
　　　　　　　逆紹介率　H28年度　17.8％　→　H29年度　21.0％

【効果】
・医師の確保ができたことで、公立医科3診療所の継続運営ができ、へき地での医療体
制の確保ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域総合医療センター事業により公立診療所に医師2
名の派遣ができた。
・医師確保奨学金は、新規貸付者2名を増員できた。これ
に伴い、将来の中津川市で働く医師を確保する見込みが
できた。今後も奨学金のPR等に努める。
・H28年度で寄附講座は終了したが、内科医（総合医）を
目指す医学生や大学医学部に対し、地域医療実習生の
受け入れや地域医療ジャンボリーの実施など、当市の地
域医療への取り組みを継続的に積極的にPRすることで
地域医療を維持することができた。今後も引き続き、医師
にとって魅力ある地域とするための環境整備、地域包括
ケアの推進に努めていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域医療体制の維持は必要である。
・名大への寄附講座が終了したが、地域総合医療セン
ターを基盤とした医師招聘対策により、引き続き大学医
学部との連携は保たれている。
・市民の健康を守る地域医療を維持していくため、地域医
療に対する環境整備を含め病院事業部と連携した医師
招聘対策を今後も継続して行っていく必要がある。

健康福祉部
高齢支援課

高齢者活動推
進事業

・高齢者の社会参加を推進する
団体に対し活動の活性化と安
定的な組織運営を支援します。
・長寿の高齢者に敬意を表し、
お祝いすると同時に所在や生
活状況を確認する機会を確保
します。

【目標】
・老人クラブ活動を通じて高齢者の健
康づくりや生きがいづくり、文化活動を
推進します。
・シルバー人材センターの運営を支援
し、高齢者の就労機会等を確保しま
す。
・敬老祝いを通じて対象者の存命確認
を実施します。

【効果】
・高齢者の多様な活動の場ができるこ
とで、介護予防や健康づくりにつながり
ます。
・高齢者の所在及び生活状況の確認が
できます。

・老人クラブやシルバー人材セン
ターなどが継続して活動ができる
よう支援します。
・長年にわたり地域に尽くしてきた
高齢の方を敬愛し、ご長寿をお祝
いするため、敬老祝事業を行いま
す。

・老人クラブに対する支援
　　活動支援補助金　138クラブ、会員数　10,776人（H28年度　140クラブ、会員数
11,149人）
　　連合会活動支援補助金
　　活性化交付金（健康増進・文化活動・環境友愛）
・中津川市シルバー人材センターに対する運営事業交付金
　　会員数430人、受託件数　計　3,864件（公共　628件、民間　3,236件）
・敬老祝事業
　　市内の年齢上位　5名、100歳　30名、米寿　534名の合計569名
　　市長、市職員が訪問し祝品を贈呈
　　　（米寿の方へは坂下高校の生徒が作成した敬老祝品及び障がい者作業所で作成
した敬老祝品を合わせて贈呈）

【効果】
・高齢者が地域の多様な場で活動する機会ができることで、生きがいづくりや健康づく
りを図れました。
・長年にわたり地域に尽くしてきた高齢の方への感謝を示すとともに、所在や生活状況
の確認ができました。
・敬老祝品作りを通し、高校生に福祉への意識向上及び障がい者作業所の活用が図
れました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・高齢化が進むなかで、高齢者自身が生きがいを持って
活動する機会が作られており、健康寿命の増進にもつな
がっている。
・また地域で活躍する貴重な人材として、高齢者の経験と
力を発揮できるよう、活動に対する支援を継続する必要
がある。
・高齢者人口の増加の反面、高齢者を取り巻く社会環境
の多様化により老人クラブ及びシルバーへ入会する会員
数の減少が見られることが課題となっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・老人クラブやシルバー人材センターへの活動支援は、
高齢者の生きがいづくり、健康づくりの中核的な事業であ
る。
・本事業は補助金交付が主体であるが、健康寿命の増
進の観点から各老人クラブに対し8万人のヘルスアップ
事業の取り組みを周知し、活用していただけるよう健康
医療課と連携した積極的な働きかけが必要である。
・自部門評価に見られる地域社会の希薄化については全
国的にも大きな課題であることから、補助金を交付して終
わりではなく、両団体と課題解決に向け取り組んでいく必
要がある。

健康福祉部
高齢支援課

在宅介護支援
センター運営
事業

・高齢者が住みなれた地域で、
尊厳のある、その人らしい生活
を続けていくために、高齢者や
そのご家族が地域の身近な場
所で、地域の様々なサービス、
支援、在宅介護等に関する相
談ができる在宅介護支援セン
ターを運営します。
・地域で支援の必要な高齢者
等を見守り支えていくために、
地域住民や関係機関の連携拠
点としての役割を担います。

【目標】
・高齢者等が地域の身近な場所で、相
談支援を受けることができようにしま
す。
・地域で高齢者等を見守る体制をつくり
ます。

【効果】
・高齢者等が地域の身近なところで介
護等の相談ができ、早期に相談支援に
つながることで、安心して生活を送るこ
とができます。

・地域での高齢者等の相談支援
の機関として、中津東、中津南、
中津西、坂本、苗木、山口地区の
市内6か所で在宅介護支援セン
ターを運営します。

・在宅介護支援センターの運営委託　6か所
・高齢者の総合相談支援　　　　　延べ8,010件
・在宅高齢者の実態把握訪問調査　延べ2,196件
・介護予防教室の実施　174回　参加実人数　303人（延べ2,433人）
・地域住民との連携作りとして相談協力員を各在宅介護支援センター毎に設置
　　相談協力員懇話会の実施
　6地域各1回
　　（主な構成員：区長、民生委員、地区社協、老人クラブ、交番、郵便局、薬局、ＪＡ、
新聞店など）
・介護保険制度、福祉サービス申請代行及び調整　2,544件

【効果】
・地域の身近な場所に相談窓口があることにより、高齢者等が相談しやすく、必要な支
援につなげることで不安の軽減が図れています。
・実態把握訪問により、独居高齢者世帯などの生活状況等の把握ができています。
・高齢者が介護予防に取り組むことにより、閉じこもり予防や健康維持につながってい
ます。
・地域住民等と連携することにより、見守り支援の体制作りが進んでいます。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・高齢化が進むなかで、地域の身近な場所で高齢者等の
総合相談ができる場所としての役割を担っている。
・H29年度は13か所のセンターの内７ヶ所を介護保険事
業による地域包括支援センターへ移行しセンターの機能
強化を図った。
・今後も機能充実を図るために、介護保険事業による地
域包括支援センターへの移行など継続可能な体制作りを
行う必要があり、H30年度に向けて引き続き調整を進め
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・高齢者の総合相談ができる場所として大切な役割を
担っている。
・H29年度については、機能の強化及び財政負担の観点
から、13か所ある在宅介護支援センターのうち7か所を地
域包括支援センターへ移行しており、機能強化及びコスト
の削減努力がなされている。
・残る6か所の移行に向け、引き続き調整を進める必要が
ある。
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健康福祉部
高齢支援課

高齢者福祉施
設等運営事業

・安全で安心して各施設を利用
してもらう環境を整え、計画的
に修繕・工事を実施し、老朽化・
突発事故等を防ぎます。
・養護老人ホーム清和寮は、老
人福祉法に規定された施設で
あり、居宅において養護を受け
ることが困難な方を市が措置し
ます。

【目標】
・健康増進及び教養の向上、生きがい
づくり、ボランティア活動・介護予防・
サークル活動の場所として、安全かつ
安心して施設利用ができるよう施設運
営を行います。
・修繕、備品、工事に多額の費用を要
するため施設ごとに修繕計画等を立て
実施します。

【効果】
・各施設の安全性、機能性を確保でき
ることにより、施設を有効に利用するこ
とができます。

・福祉施設の安定的な事業運営
ができるよう、必要な維持管理を
行います。

・高齢者福祉施設の維持管理　26施設
　　指定管理施設　15施設
　　（清和寮、坂下・付知・蛭川福祉センター、デイサービスセンター9施設、
　　　ショートステイ事業所1施設、グループホーム1施設）
　　主な維持管理委託施設　4施設
　　（川上保健福祉施設かたらいの里、福岡健康増進施設ほっとサロン、
　　　地域福祉センターゆうらく苑、老人福祉センター）
・主な施設修繕、備品購入
　　坂下福祉センター：電話主装置交換
　　福岡健康増進施設ほっとサロン：ろ材交換、貯湯槽電極装置取替
　　蛭川福祉センターやすらぎ荘：屋内消火栓呼水槽修繕
　　デイサービスセンター椿苑：特殊浴槽の更新

【効果】
・計画的に修繕等の維持管理を行うことにより、利用者が安心して施設を継続利用する
ことができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・適切な施設運営管理により、市民に安全に利用してい
ただくことができている。
・老朽化に伴う修繕が毎年度新たに発生していることが
課題となっており、設備の更新を含めた修繕計画の見直
しが必要である。
・今後もマスタープランに沿って民間移譲・地域移譲の調
整を進める。
・H30年度は、合併以降課題となっている施設の利用料
金について統一が図れるよう関係部署と連携のうえ調整
を進める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・日頃から施設や設備の点検に努め、各施設の状態を把
握し計画的な維持管理に努める必要がある。また、必要
に応じて長寿命化を図ることが重要である。
・自部門評価にあるように、施設の老朽化に伴う大きな修
繕が毎年度発生しており、財政の圧迫につながってい
る。
・今後も市有財産（施設）運用管理マスタープランに基づ
いて民間移譲を計画的に進め、維持管理経費の低減に
努める必要がある。
・また、合併以降の課題である施設の利用料金の統一が
図れるよう関係部署と連携のうえ調整を進める必要があ
る。

健康福祉部
高齢支援課

成年後見活用
安心事業

・認知症等により判断能力が衰
え日常生活に支障が出る高齢
者等が増加しているため、市民
の権利を守り、安心した生活が
送られるよう成年後見制度を適
切に利用でき、相談支援を提供
する機関を設置します。
・経済的な理由などにより制度
利用が困難な方も利用できるよ
うにします。

【目標】
・成年後見制度について総合的な相談
支援を提供する成年後見センターを設
置運営することにより、申請手続を行
い、受任者の問題で制度利用ができな
い方を無くします。

【効果】
・市民が成年後見制度について、専門
的な相談支援を受けられることで、早期
に同制度の利用につながり、安心して
生活を送ることができます。
・委託先法人が後見等受任機関になる
事により、後見人の担い手の確保がで
きます。

・成年後見センターを設置し、成年
後見制度に関する相談・支援業務
を委託により行います。

・相談業務：専門相談窓口を設置、巡回相談の実施
・親族等申立事務支援事業：親族で申し立てる場合、その事務負担により申立てに至
らないケースを支援し、制度の普及を図る。
・市長申立事務支援事業：市長申立てを行う場合、申立てに係る事務の支援を行う。
・広報啓発活動事業
　　相談員数　　4名（常勤2名、非常勤2名）
　　相談件数　213件
　　巡回相談　 12回
　　受任人数  124人（後見48人、保佐59人、補助17人）

【効果】
・経済的な理由で、制度の利用につながりにくい方も制度利用につなげることでができ
ました。
・高齢者だけでなく、障がい者への相談支援にもつながり、安心して生活することができ
ました。
　　受任人数124人中、障がい者58人

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・成年後見制度を必要とされている方や親族に対しての
専門相談機関としての役割を担うことができている。
・また成年後見センターが法人後見として後見人を受任
でできることで、特に低所得者等の方に対応する後見人
の担い手不足の問題の解消につながっている。
・センターとの連絡会において、障がい者担当も参加、連
携強化を図る機会とした。
・成年後見利用促進法に基づく成年後見制度利用促進
基本計画（H29～H33）が国により示されたことにより、セ
ンターの担う役割がますます重要となっており、機能強化
を図る必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・相談窓口を設置し、制度の利用という点では一定の成
果が得られている。
・受任人数のうち、約半数が障がい者という状況で、H29
年度より障害援護課も含めた連絡会議を開催し、連携強
化に努めている。横の連携による効果的な事業実施に期
待する。
・委託料は据え置きとなっているが、相談員数に対する
相談件数などコストに見合ったものになっているかについ
て検証する必要がある。

健康福祉部
障害援護課

児童扶養手当
事業

・児童扶養手当法に基づき、離
婚、死亡などでひとり親となった
世帯や、保護者が重度の障が
いを持つ世帯などの対象者に
対し、生活の安定のため手当を
支給します。

【目標】
・国の制度に基づき、適正な手当支給
を行います。

【効果】
・適正に手当を支給することにより、受
給者世帯の生活の安定と自立の支援
につながります。

・離婚、死亡などでひとり親となっ
た世帯や保護者が重度の障がい
を持つ世帯などに手当を支給し、
児童が育成される家庭の生活の
安定と自立を助け、児童の心身の
健やかな成長を図ります。
・児童扶養手当法に基づき対象者
に継続実施する事業です。

・児童扶養手当額
　　 H29.4月～　　　全額支給　　　　    一部支給
　　　　　　　　　　　　 42,290円　　　42,280円～10,240円
　　（加算額）2子 　   9,990円       9,980円～ 5,000円
　　　　　　　　3子～ 　5,990円       5,980円～ 3,000円
・対象者数　　受給者数　468人　対象児童数　711人
（H30年3月31日現在）
・支払月　　  4月、8月、12月（年3回）

【効果】
・対象となる世帯に手当を支給することにより、受給者世帯の生活の安定と自立につな
がりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・児童扶養手当法に基づき、父又は母と生計を同じくして
いない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促
進に寄与するため、当該児童について児童扶養手当を
支給することにより、児童の福祉の増進が図られた。
・対象者の状況を正確に把握し、公正公平な執行を心掛
ける必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法に基づく事業として手当の支給は必要ではあるが、対
象者の状況を正確に把握し、公正公平な執行に努める
必要がある。
・また、その他事業と同様、効率的な執行については常
に留意する必要がある。

健康福祉部
福祉相談室

児童福祉総務
事業

・通告、相談をしやすい環境を
整え、児童虐待を早期発見して
適切に対応することで児童の権
利、命や心を守り虐待の重度
化、世代間連鎖等を予防しま
す。
・ひとり親家庭からの相談を受
け、課題解決に向けた助言指
導を行い、各種制度を利用した
自立支援を実施して、ひとり親
家庭が安心して子育てできる環
境を整えます。

【目標】
・家庭児童相談、ひとり親家庭に関する
相談体制を維持します。
・ひとり親世帯が安定した収入を得て自
立するための支援を行います。

【効果】
・児童虐待を早期発見し、適切な対応
を行います。
・ひとり親世帯の経済的自立が可能と
なります。

・児童の権利、命や心を守るため
に児童虐待通告や相談をしやす
い環境を整え、児童虐待を早期に
発見して適切な対応を行います。
・ひとり親家庭等からの相談を受
け助言指導を行い、各種制度を活
用するなどした自立支援を行いま
す。

・家庭児童相談事業、ひとり親家庭相談事業
　　相談員　　2名
　　相談件数　　857件
・子育て短期支援事業　　5名
・母子生活支援施設扶助事業　　1世帯
・ひとり親世帯の経済的自立の支援
　　高等職業訓練促進給付金事業　　3名
　　自立教育訓練給付金事業　　1名
・要保護児童・ＤＶ防止地域対策協議会の開催による関係機関との連携強化
　　代表者会議及び実務者会議　　5回

【効果】
・児童虐待等について、関係機関と連携することにより虐待の予防及び早期解決につ
ながりました。
・ひとり親家庭への経済的自立の支援につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・相談しやすい環境、体制を整備したことにより、H29年度
相談件数は922件でH28年度の974件とほぼ同じ相談件
数となった。
・相談しやすい環境が周知され、相談者の不安解消、虐
待等の予防及び早期解決つながり、一定の成果が得ら
れている。今後も継続した支援を行っていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・相談件数は微減、相談者の不安解消、虐待等の予防及
び早期解決という点では一定の成果が得られているもの
と思われる。
・今後も相談しやすい環境、体制による継続した支援が
望まれる。

教育委員会
発達センター

児童発達支援
事業

・児童数が減少していく中で、つ
くしんぼ・どんぐりへの通所児の
人数は横ばい状態が続いてお
り、療育の必要な児童割合は
増加傾向にあります。
・障がい児あるいは発達の気に
なる児童に対しては「早期発
見・早期療育」が大原則であ
り、どの児童も発達の経過に個
人差はあるものの、適切な療育
指導によって発達が保障されま
す。

【目標】
・発達相談等により、発達支援センター
につながってきた児童の通所率100％
にします。
・理学療法士等専門スタッフによる指導
を計画的に実施します。

【効果】
・早期発見、早期療育により、発達が促
されます。
・専門スタッフの指導により通常の療育
では行き届かない指導ができます。

・障がい児や乳幼児期の発達が
気になる子どもとその保護者等に
対して、自立した生活ができるよう
に通所施設での指導や適応訓練
等、子どもの発達段階に応じた療
育支援を行います。

・通所による療育指導　（個別指導、グループ指導）
　　通所児数　　つくしんぼ　146人、どんぐり　84人　（H29年度末実績）
・理学療法士等専門スタッフによる指導
　　理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による専門的指導の実施
　　つくしんぼ：42回　　どんぐり：31回
・保護者支援のための学習会等の開催
　　11/27（月）場所：福岡総合事務所　講師：加藤永歳先生　参加者：計75人
・療育関係職員支援の研修会の開催　つくしんぼ・どんぐり合同　3回
・岐阜県障害幼児研究会への参加　5回
・東濃地区障害幼児研究会への参加　3回

【効果】
・支援が必要と判断された児童を100％療育支援につなげることができ、早期発見・早
期療育により、個々の課題に合わせた適切な療育指導を行うことができました。
・どんぐりの統合により、職員の協力体制が強化され、より効果的な指導を行うことがで
きました。また、どんぐり保護者会の結成により、保護者同士の交流の場を持つことが
でき、保護者支援につながりました。
・つくしんぼのウッドデッキ改修により、指導環境の改善を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・支援が必要と判断された児童を100％療育支援につな
げることができ、早期発見、早期療育により個々の課題
に合わせた適切な療育支援を行うことができた。
・発達支援センターどんぐりの統合により、職員の協力体
制の中でより効果的な指導を行うことができた。
今後もつくしんぼとどんぐりの連携を深めながら職員のレ
ベルアップを図っていきたい。
・この事業を継続するためには、専門的な研修を受講し
経験年数をつんだ「児童発達支援管理責任者」が必要で
あるため、後継者育成が喫緊の課題となっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・支援が必要な児童を100％療育支援につなげることが
できたことは、早期発見、早期療育につながり、評価でき
る。
・また、どんぐりの統合により、職員が協力しながら効果
的な指導を行えたことは評価できる。
・後継者育成が喫緊の課題とのことだが、継続が必要な
事業であるため、長期的な人材の確保・育成に早急に努
めていただきたい。
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教育委員会
子育て政策室

子ども相談・支
援事業

・子どもの発達に関する相談窓
口が求められ、丁寧な聴き取り
や助言等が重要になっている
ため、身近で分かりやすい相談
窓口を構築します。
・子どもの成長や発達について
悩みや不安を抱える方が身近
で気軽に相談でき、子どもに
あった支援や助言が受けられ
るよう、保護者や関係者と連携
して対応します。

【目標】
・支援を必要とする人に発達相談、発
達検査を実施します。（発達相談延べ
人数　H29年度　1,693人→　H30年度
2,000人）
・障がい等の早期発見や適切な支援の
ため、保護者や関係機関との連携を図
ります。
・発達障がいへの理解促進のため、職
員や市民向けの講演会等を開催しま
す。（3回）

【効果】
・発達のつまずきを早期発見し、早期対
応することで保護者が見通しを持って
子育てを行い、子どもが適切な支援を
受けることが可能となります。

・子どもの成長や発達についての
悩みや不安を解消するため、発達
相談や検査を行います。
・子どもの障がいや発達の遅れを
早期に発見し、適切な支援を行う
ため、保護者や関係機関との連携
を図ります。
・職員のスキルアップ・市民向けの
発達障がい理解促進のため研修
会、講演会を開催します。

・発達相談及び必要に応じた発達検査の実施　相談：延べ 1,693人　発達検査：延べ
377人
・早期発見や適切な支援を行うため、幼保・小中学校からの依頼により訪問指導を実
施　学校や園への訪問 110回　793人（幼保　406人、小学校　331人、中学校　56人）
・関係部署間の連携を図るため、発達支援連絡会等及びシステム実務担当者会議を
開催　4回
・市民病院、坂下病院との連携による「運動発達ことばの相談会」を開催
  　「運動」の分野：8回、相談人数 22人　「ことば」の分野：8回、相談人数 30人
・市民、保護者、職員を対象とした発達障がい理解促進講演会を開催　5回、156人参
加

【効果】
・発達相談の延べ人数は、H28年度から39人増加し、0～15歳児の相談割合は、0.56％
増加しました。（相談割合：H28年度15.21％→H29年度15.77％）
・運動発達ことばの相談会では、体の使い方やことばの発音に心配のある子どもの相
談を受け、療育支援につなぐなど、関係機関と連携して支援を行うことができました。
（相談人数：H28年度 51人→H29年度 52人）
・発達障がい理解促進講演会の開催により、発達障がいへの理解や保護者同士がつ
ながるきっかけとなりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・子どもの成長や発達についての悩みや不安を解消する
ための発達相談や検査を行った。
・子どもの障がいや発達の遅れを早期に発見し適切な支
援へとつなげることが重要であり、関連部署とも連携を密
にし引き続き事業を進める。
・H29年度実績
　相談人数：延べ1,693人
　発達検査：延べ377人
　幼保・小中学校訪問指導　110回　延べ793人
・学校や園からの発達相談や訪問相談の依頼が多くあ
り、1か月程待ちがある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・少子化でありながら、相談人数は増加し、発達検査の
人数も1人減少しただけであり、幼保、小中学校と連携し
た支援が実施できていると評価する。
・発達障がいは、早期発見・早期療育が不可欠であるた
め、今後も関係機関とさらなる連携を行い、多様化する相
談への対応、継続的な支援など充実を図る必要がある。

健康福祉部
障害援護課

乳幼児等医療
費助成事業

・子どもの医療費（保険診療の
自己負担分）を助成すること
で、健康の保持と子育て世帯の
負担軽減を図り、安心して子育
てができる環境を整えます。

【目標】
・子育て世帯の経済的負担を軽減し、
安心して子育てができる少子化対策を
実行します。
・中学校卒業までの子どもに対し保険
診療の入院・外来医療費の自己負担分
を助成して経済的負担を軽減します。

【効果】
・次世代を担う子ども達の健全な育成
を支援します。

・子どもの傷病の早期治療を促進
し、子育ての経済的な負担を軽減
するため、中学校卒業までの子ど
もに対し、保険診療の入院・外来
医療費の自己負担分を助成しま
す。（所得制限なし）

・助成対象者数　9,943人（県単独分：4,154人　市単独分：5,789人）
　＜県単独分（0歳児～未就学児）＞
　　        受診件数     総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院　　       714　　 295,025,015    　  26,374,272
　　入院外　  68,879　　 504,805,152 　　　 98,375,879
　　合計　　   69,593　　 799,830,167　　　 124,750,151
　＜市単独分（小学生～中学生）＞
　　        受診件数　　 総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院　　      208  　　 74,937,610　　　　12,343,792
　　入院外　  74,832　　 656,825,198  　　 159,923,914
　　合計　　   75,040　　 731,762,808　　　 172,267,706

【効果】
・医療費を助成することで、健康の保持と子育て世帯の経済的負担の軽減が図られ、
安心して子育てができる環境の向上につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市民福祉医療費助成金支給条例に基づき医療
費の支給を実施した。
・子育て世帯の経済的負担の軽減と健康の保持のため、
必要な事業である。
　前年度対比
　　対象者　98％
　　受診件数　98％
　　医療費　96％
・早期受診は重症化を防ぐためにも重要であるが、事業
費の増加原因の可能性が伴うため課題となっている。
・全国健康保険協会岐阜支部、国民健康保険課と連携
会議を開催し、次年度以降医療費適正化の啓発を行うこ
ととした。（小中学生の保護者を対象）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・子育て世帯の経済的負担軽減の観点から必要な事業
であり、早期受診と早期治療を推進することで重症化を
防ぎ、将来的な医療費の抑制に期待できる。
・H29年度については医療費は減少しているものの、安易
に受診できてしまうことから、適切で節度ある受診に理解
を求める必要があり、自部門評価にある関係機関との連
携による取り組みは評価できる。
・助成対象年齢等の条件については県内市町村の水準
も上がってきたことから市町村間バランスはとれている
が、事業費が拡大していくようであれば助成条件や運用
方法等事業内容の見直しの検討が必要である。
・県内ほぼ同様の制度となっている状況では、市負担と
なっている部分について県補助となるよう強く要望してい
く必要がある。

健康福祉部
障害援護課

ひとり親医療
費助成事業

・母子家庭等、父子家庭のひと
り親世帯の医療費（保険診療の
自己負担分）を助成すること
で、健康の保持と世帯の負担
軽減を図り、安心して生活でき
る環境を整えます。

【目標】
・ひとり親世帯の経済的負担を軽減し、
安心して生活できる環境を整えます。
・母子家庭の母子、父子家庭の父子、
両親不在の遺児に対し、保険診療の入
院・外来医療費の自己負担分を助成し
て経済的負担を軽減します。

【効果】
・子育て環境の整備に寄与します。
・医療機関への早期受診が促され、ひ
とり親世帯に安心感を与えます。

・ひとり親世帯の経済的負担解消
のため、保険診療の入院・外来医
療費の自己負担分を助成します。
（所得制限あり）

・助成対象者数　1,330人（母子：1,241人　遺児：8人　父子：81人）
　＜母子家庭等＞
　　        受診件数     総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院　　　　　  48　　　14,318,500 　　 　   2,672,417
　　入院外　　16,319　　 154,440,032　    　 37,508,975
　　合計       16,367　　 168,758,532　　  　 40,181,392
　＜父子家庭＞
　　        受診件数　　 総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院             1　　　　　  93,490　　　　　    18,698
　　入院外　　　 693         7,800,420　　　　　1,741,907
　　合計          694         7,893,910　　　　　1,760,605

【効果】
・医療費を助成することで、健康の保持と世帯の経済的負担の軽減が図られ、安心して
生活できる環境の向上につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市民福祉医療費助成金支給条例に基づき医療
費の支給を実施した。
・ひとり親世帯の経済的負担の軽減と健康の保持のた
め、必要な事業である。
　前年度対比
　　対象者　98％
　　受診件数　98％
　　医療費　95％
・早期受診は重症化を防ぐためにも重要であるが、事業
費の増加原因の可能性が伴うため課題となっている。
・全国健康保険協会岐阜支部、国民健康保険課と連携
会議を開催し、次年度以降医療費適正化の啓発をおこな
うこととした（小中学生の保護者を対象）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・ひとり親世帯の経済的負担軽減の観点から必要な事業
であり、早期受診と早期治療を推進することで重症化を
防ぎ、将来的な医療費の抑制に期待できる。
・乳幼児等の助成事業と同様に、適切で節度ある受診に
理解を求める必要があり、関係機関と連携した取り組み
に期待する。
・H29年度は医療費が減少となっているが、今後事業費
が拡大していくようであれば助成条件や運用方法等事業
内容の見直しの検討が必要である。

健康福祉部
障害援護課

障害者総合支
援給付事業

・障がい者が地域で自立した生
活をするためには様々な支援
を必要とするため、障害者総合
支援法に基づいて適切な障害
福祉サービスを提供します。

【目標】
・福祉施設入所者のうち地域生活へ移
行をめざす人数
  H29年度　3人　  H30年度　6人
・障害福祉サービスを提供し、在宅で安
心した生活ができるよう支援します。
・施設サービスを提供し、常時の介護
や医療行為を受けながら安心した生活
ができるよう支援します。
・障がいや発達の遅れがみられる就学
前の児童へ早期に専門的な療育支援
を提供します。

【効果】
・障害福祉サービスを提供することで、
障がい者の自立した生活や社会参加
が促進されます。

・障がい者が安心して生活できる
よう、障害者総合支援法に基づい
たサービスや計画相談支援、就
労・居住支援、補装具支給、更生
医療費等の支援を行います。

・訪問系サービス（訪問介護等）
　　　　　　実人数　 60人　利用時間　39,609時間
・通所系サービス（生活介護、就労継続支援等）
            実人数　510人　利用回数　92,769回
・入所系サービス（施設入所支援等）
　　　　　　実人数　158人　利用回数　52,895回
・計画相談支援（計画相談支援、障害児相談支援）
　　　　　　実人数　788人　利用回数　 1,514回
・障害児通所支援（児童発達支援等）
　　　　　　実人数　318人　利用回数　13,483回

【効果】
・障害福祉サービスの提供により、障がい者が住み慣れた地域で安心して生活するこ
とができました。また、常時介護や医療行為が必要な自宅では生活できない障がい者
も施設サービスを利用することで安心して生活することができました。
・障がい者施設で就労訓練や集団生活への適応訓練を受けることで、障がい者の自立
や社会参加が促進されました。
・障がいや発達の遅れが見られる児童へ就学前に専門的な療育を行うことで、早期に
日常生活や集団生活能力が向上しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・障がい者に対し、障害者総合支援法に基づいたサービ
スや計画相談支援、就労・居住支援、補装具支給、更正
医療費等の支援を行い地域で生活ができるよう支援を
行った。
　前年対比
　　対象者　105％
　　扶助費　107％
・各サービス利用量が増加傾向であるが、一部では減と
なっているサービスも増えている。今後も適切なサービス
の提供を行い抑制に努める必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・多様な福祉サービスの給付があるなかで、予算的には
拡大推進していくものではないことから、現状維持とすべ
きである。
・自部門評価にある利用減となっているサービスについ
ては原因を分析し、場合によっては事業内容の見直しが
必要である。

健康福祉部
障害援護課

地域生活支援
事業（障がい
者）

・障がい者が地域で自立した生
活をするためには様々な支援
を必要とするため、障害者総合
支援法に基づき地域の実情に
応じた障害福祉サービスを提
供します。

【目標】
・手話奉仕員養成講座修了者数
　H29年度　6人　　H30年度　10人
・障害福祉サービスを提供し、障がい者
が自立した生活を送るために必要な
サービスをきめ細かく利用できるよう支
援します。

【効果】
・障害福祉サービスを提供することで障
がい者が安心して自立した日常生活及
び社会生活を送ることができます。

・地域において障がい者が安心し
て自立した日常生活及び社会生
活を送ることができるよう、地域生
活支援事業による障害福祉サー
ビスを提供します。

・相談支援事業　　　　　    相談件数　1,465件
・日中一時支援事業　　　  利用回数　3,508回  利用人数  86人
・移動支援事業　　　　　    利用回数　  537回  利用人数  22人
・訪問入浴事業　　　　　    利用回数  　411回  利用人数   9人
・日常生活用具給付事業　利用件数　1,860件  利用人数 230人
・意思疎通支援事業　　　  利用件数　  139件  利用人数  19人
・手話奉仕員養成講座　　 1講座（26回）　　修了者数　 6人
・点字・声の広報なかつがわ発行 　 各12回（12か月分）など

【効果】
・障がい者が住み慣れた地域で安心して自立した日常生活を送ることができたほか、
社会参加の促進を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

障がい者に対し、障害者総合支援法に基づいた地域の
特性に応じた障害福祉サービスをきめ細かく提供し、自
立した日常生活又は社会生活ができるよう支援を行っ
た。
　前年対比
　　対象者　　98％
　　扶助費　　94％
・サービスの一部が他事業へ移行したことにより減となっ
た要因もあるが、今後も事業を効率的、効果的に実施し
抑制に努める必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・障がい者が安心して自立した日常生活または社会生活
を送るため事業としての必要性は高いと考える。
・事業費は減少しているが、利用者ニーズを分析し、さら
に効率的、効果的な事業実施に努める必要がある。
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健康福祉部
障害援護課

重度心身障害
者医療費助成
事業

・障がい者の医療費（保険診療
の自己負担分）を助成すること
で、健康の保持と世帯の負担
軽減を図り、安心して生活でき
る環境を整えます。

【目標】
・障がい者の経済的負担を軽減し、安
心して生活できる環境を整えます。
・重度心身障がい者に対し、保険診療
の入院・外来医療費の自己負担分を助
成して経済的負担を軽減します。

【効果】
・医療機関への早期受診が促され、障
がい者の健康の保持と生活環境の向
上を支援します。

・重度心身障がい者の経済的負
担軽減のため、保険診療の入院・
外来医療費の自己負担分を助成
します。（所得制限あり）

・助成対象者数　3,889人（県単独分：2,851人　市単独分：1,038人）
　＜県単独分（身体障害者手帳1～3級、療育手帳A1～B1、精神障害者保健福祉手帳
1～2級）＞
　　        受診件数     総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院        3,634    1,681,536,170　　 　 120,757,806
　　入院外   84,037     3,243,917,386 　   　274,097,990
　　合計      87,671     4,925,453,556 　   　394,855,796
　＜市単独分（身体障害者手帳4級、療育手帳B2）＞
　　　　　　受診件数　　 総医療費（円）     市助成額（円）
　　入院         513       258,304,317　　  　  20,630,345
　　入院外　 29,384       540,920,294 　   　  66,918,201
　　合計      29,897       799,224,611　    　  87,548,546

【効果】
・医療費を助成することで、健康の保持と世帯の経済的負担の軽減が図られ、安心して
生活できる環境の向上につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市民福祉医療費助成金支給条例に基づき医療
費の支給を実施した。
・重度心身障がい者の経済的負担の軽減と健康の保持
のため、必要な事業である。
　前年度対比
　　対象者　99％
　　受診件数　100％
　　医療費　100％
・早期受診は重症化を防ぐためにも重要であるが、事業
費の増加原因の可能性が伴うため課題となっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・障がい者の経済的負担軽減の観点から必要な事業で
あるが、自部門評価の課題としてあるように、適切で節度
ある受診について理解を求める必要がある。
・当市は助成水準が県内市町村のなかでも特に高いグ
ループに入っている。現行制度の条件設定は、合併協議
に基づくもので10年以上経過しているが、医療費につい
ては今後も増加が見込まれるため、他市とのサービスバ
ランスも踏まえ見直すことが必要である。

健康福祉部
障害援護課

生活保護事業

・生活保護法により、最低限度
の生活の保障をするため、あら
ゆる資産・能力等を活用して
も、なお生活に困窮する方に対
して生活扶助、医療扶助等の
保護費を支給します。
・被保護者が経済的自立を図る
ため、就労支援、健康管理など
日常生活支援、社会とのつな
がりを作る社会的支援等必要
な支援を行います。

【目標】
・保護が必要な方に対して、確実に保
護を実施するとともに就労による自立
の促進、不正受給対策の強化、医療扶
助の適正化、他法制度の活用指導等
を継続して行い、本制度が市民の信頼
に応えられるようにします。

【効果】
・最低限度の生活を保障し、経済的自
立に向けた就労支援、健康管理など日
常生活支援、社会とのつながりを作る
社会的支援等、必要な支援を行うこと
で自立につながります。

・生活に困窮する方の最低限度の
生活を保障するため、困窮の程度
に応じて必要な保護を行い、自立
に向けた支援を行います。

・被保護者の必要に応じた各扶助費の支給
　　（各扶助費）生活扶助費、住宅扶助費、教育扶助費、医療扶助費、生業扶助費、葬
祭扶助費、介護扶助費、中国残留邦人支援扶助費
・家庭訪問等による生活実態の把握、就労支援員による就労相談、就労支援等の実施
＜H29年度の状況（H30年3月31日現在）＞
・生活保護世帯数及び人数　          175世帯、210人
・保護率　　　　　　　　　                  0.26％
・生活保護開始世帯及び人数　       17世帯、 26人
・廃止世帯及び人数　　　　　           29世帯、34人
・相談件数                      　         82件
・家庭訪問実施件数　　　               延べ744回
・就労支援により就労に至った人数　15人

【効果】
・各扶助費により健康で文化的な最低限度の生活を保障し、就労可能世帯について就
労支援等により自立につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・生活困窮者自立支援制度事業及び関係各機関との連
携により、就労可能年齢層が居住する世帯については相
談自体も減少傾向にある。
・生活保護制度は世帯収入を基準として判断するため、
就労出来ない高齢者のみの世帯が増加しており、核家族
化が進んだ故の社会的問題であると考える。
・いたずらに扶助費が増加することがないよう、生活保護
法に基づく公平公正で適正な扶助費の執行を心がける
必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法に基づく扶助であるため事業としては必要であるが、
拡大して推進していくものではなく、現状維持とすべきで
ある。
・生活保護者に対して過度な保護とならないよう、対象者
に対する就労支援、状況把握に努め、引き続き公平公正
で適正な執行に努める必要がある。
・生活保護に至る前の支援としての生活困窮者自立支援
事業等を有効に活用し、関係機関と連携のうえ保護費の
削減に努める必要がある。

健康福祉部
障害援護課

生活困窮者自
立支援事業

・社会情勢の変化による生活困
窮者の増加を背景に、H27年4
月1日から「生活困窮者自立支
援法」が施行されました。
・法に基づき、生活保護に至る
前の施策として、対象者の早期
発見と生活困窮者の自立を図
るため各種支援を行います。
・福祉事務所には「自立相談支
援事業」として相談窓口の設置
と相談員の配置などが義務付
けられ、支援体制を整えていま
す。

【目標】
・生活困窮者に対し、関係機関と連携を
図り、相談を受け付け自立に向けて必
要な支援を継続して行います。
　就労者数　H29年度 14人
　　　　　　　　H30年度 15人

【効果】
・生活困窮者の早期自立につながりま
す。
・増加する生活保護費の抑制が図られ
ます。

・社会福祉協議会と連携を図り、
自立相談支援事業相談窓口への
相談者（生活困窮者等）に対し、
訪問支援や就労支援、住居確保
に係る給付金の支給などを行い、
早期自立に向けて支援します。

＜自立相談支援事業、就労準備支援事業＞
・委託先：中津川市社会福祉協議会
・支援員配置　3名（①主任相談支援員、②相談支援員、③就労支援員）
・新規相談件数：117件（内訳：就労19件、生活費34件、ひきこもり8件、食料17件、債務
滞納9件、病気・障害11件、家計・住居8件、家族問題3件、その他8件）
・対応状況：就労14件、他機関への引継32件、終了54件

【効果】
・生活困窮者からの各種相談を受け、関係機関と連携のうえ改善に向けた支援を行う
ことで、生活困窮者の不安の解消が図られるとともに、就労による自立につながりまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・相談件数は微減であるが、相談内容は金銭問題のみで
なく、病気や障害、家族問題など多岐に渡る。生活保護
に至る前の施策として、対象者の早期発見と生活困窮者
の自立を図るため、関係機関と連携をし生活困窮者の早
期自立につなげているが、様々な状況に対応するために
も、社会福祉協議会と連携を密にして取り組んでいく必要
がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・前年度と比較して相談件数は微減だが、生活困窮者が
自立することは生活困窮者の解消だけでなく、生活保護
費の削減が望める。
・生活保護事業において、就労可能世帯の相談は減少
傾向にあり、保護世帯数及び保護者数も減少しているこ
とから一定の成果が得られている。
・事業の周知や関係機関との連携をより強化し、引き続き
自立支援による生活保護費の抑制につなげていく必要で
ある。

定住推進部
市民協働課

コミュニティ助
成事業

・自治総合センターが、宝くじの
社会貢献広報事業として、地域
社会の健全な発展と住民福祉
の向上に寄与するための事業
で、地域コミュニティ活動のため
に必要な設備等を整備します。

【目標
・地域コミュニティ活動のために必要な
設備等を整備します。
　　採択件数1件以上

【効果】
・助成金を活用して、地域に必要な備
品等を整備することにより、地域のコ
ミュニティ活動の充実・強化を図ること
ができます。

・住民が自主的に行うコミュニティ
活動の促進を図り、地域の連帯感
に基づく自治意識を盛り上げるこ
とを目指すもので、コミュニティ活
動に直接必要な設備等（建築物、
消耗品は除く）の整備を実施しま
す。

＜一般コミュニティ助成＞
　　H25年度　　要望件数：5件　　　採択件数：4件
　　H26年度　　要望件数：6件　　　採択件数：3件
　　H27年度　　要望件数：7件　　　採択件数：1件
　　H28年度　　要望件数：9件　　　採択件数：2件
　　H29年度　　要望件数：7件      採択件数：1件（苗木区長会：音響資材及び軽量テン
ト整備）

【効果】
＜苗木区長会＞
・「あんどん祭り」に使用する設備のうち、老朽化していた音響設備の更新や軽量テント
を整備することで、音響設備の不良解消と実行委員会の作業負担の軽減などお祭りを
さらに盛り上げることにつながりました。
・世代間交流の活性化と地域コミュニティの向上につながる事業の継続化に寄与するこ
とができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・岐阜県経由で自治総合センターに申請しており、地域か
らも切望されている助成金であり、採択された地域にとっ
ては、地域活動が活性化され非常に有意義なものとなっ
ている。
・採択件数は、H29年度：1件であり、計画どおり遂行でき
た。
・採択件数は減少傾向（H29年度：1件、H28年度2件）であ
るため、採択基準や他の採択案件の分析を行うなど、要
望案件が採択されるよう研究し、有効な助成事業としてい
く必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・自治体に対する国・県補助金があまりないなかで、コ
ミュニティ助成事業は、使途も広くコミュニティ活動の充実
を図る非常に貴重な財源であり、今後とも確保していきた
いところである。
・近年の動向を見ると要望を多く出しているにも関わらず
採択件数は減少しており、今後とも厳しくなることは容易
に想像できるところである。担当課においても地域性や
過去の採択実績を考慮して、要望内容を精査、指導して
いるが、採択される事業数が限られているため、市として
自治総合センターの採択基準をより研究したうえで要望
していくべきである。

定住推進部
定住推進課

集落支援員事
業

・まち協等地域団体と行政が連
携し、地域の課題解決に取り組
む人材が必要となるが、ボラン
ティアでその役割を担う人材を
確保することが困難であること
から、地域でのコミュニティの維
持活性化を図るため、地域の
実情に合わせて、集落支援員
を配置します。

【目標】
・積極的に地域づくりに取り組める方を
集落支援員として地域に設置し、各地
域の実情にあった課題に取り組みま
す。
　（集落支援員設置地域数　H29年度：
7地域　H30年度：10地域）

【効果】
・集落支援員が中心となり地域内での
課題に取り組むことにより、地域住民が
問題を解決しながら地域コミュニティの
維持活性化を図ることができます。

・積極的に地域づくりに取り組める
方を地域において選出し、空き家
活用、移住定住支援のほか地域
の実情に合わせた団体活動の支
援を行います。

＜各地域での活動＞
・落合地区（2名）633時間
　　内容：地域団体の活動支援
・阿木地区（1名）888時間
　　内容：域学連携事業による地域調査支援・調整、地域団体の活動支援
・神坂地区（1名）820時間
　　内容：空き家所有者への利用意向確認、地域団体の活動支援、中学生との地域
　　課題に関する懇談
・坂下地区（1名）720時間
　　内容：域学連携事業による活動支援・調整、空き家調査・台帳整備、地域団体の
　　活動支援
・付知地区（H29年9月から）（1名）50時間
　　内容：空き家調査、地域団体の活動支援
・福岡地区（1名）342時間
　　内容：空き家調査、地域団体の活動支援
・蛭川地区（1名）706時間
　　内容：移住希望者への空き家斡旋対応・支援、地域団体の活動支援

【効果】
・空き家調査、あっせんによる移住者の増加や、域学連携事業による活動支援等によ
り各地域の団体、行事及び課題解決の取組みが推進されました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・人口減少により、地域コミュニティが縮小していくなかで
集落支援員の担う役割は益々大きくなっている。
　H29年度の主な実施業務
　域学連携事業による地域課題調査支援・調整
　空き家所有者への利活用意向・調査
　移住希望者への空き家斡旋対応、支援
　地域団体の活動支援
・阿木地区では、岐阜大学が地域課題の解決のため域
学連携事業に取組み、集落支援員が地域の住民と学生
が意見交換を行えるよう調整や、住民意識の調査を支援
するなど、学生と住民の間を取り持った。その結果、住民
は学生から見た阿木地域の魅力の発見や、若い世代の
意見を聞くことができ、また、学生たちは、地域に若者が
少ないという現状を知り、阿木の子育てのしやすさを発信
して若者を地域に呼び込もうと、地域と協力して「阿木で
子育てしませんか」という移住促進パンフレットを発行し
た。
・地域の実情や課題を知っている集落支援員がコーディ
ネートしたからこそできた良い例であり、このような例を他
の地域にも広げていくことが大切と考えている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市職員の減少に伴い地域の事務所へ配置する職員も
減少しているなかで、地域コミュニティの維持を行うに
は、行政の力だけでは不可能であり、地域の実情を理解
する集落支援員の持つ役割は非常に大きい。
・集落支援員は各地区に配置されており、類似の課題も
あるため先進的な取組みをした地区があればそれを他
の地区にも情報共有することで波及効果を期待できる。
・阿木地区の様に集落支援員だけではなく、大学などの
機関と協働して地域課題を解決することで、集落支援員
にはない観点から課題解決につなげることもできるため、
連携することによる効果を検証し、効果があれば実施し
ていく必要がある。
・活動時間については各地域ばらつきがあり、イベントの
参加回数など目に見える実績もあるが、それ以外の成果
が見えにくい内容についても、必ず年度区切りで費用対
効果も含め必要性の検証を行わなければならない。
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定住推進部
市民協働課

自治会活動支
援事業

・地域と行政が連携し、より住
みやすいまちづくりを推進する
ための地域支援や、事務連絡
等を円滑に進めるために、自治
会活動を支援します。
・地域に住む人々が日常生活
において、その地域の課題を協
働・連携し自ら解決していくため
の支援をします。

【目標】
・自治会加入率　H30年度：79.0％

【効果】
・行政と地域が互いの情報を共有する
ことで、相互理解を図ることができま
す。
・各地域の代表者等による地域間交流
により、地域の理解を深めます。

・協定を締結して、広報配布・委員
選出など6項目を担っていただい
ています。
・地域の自主的な活動を支援する
ため、各種会議の開催や情報提
供を行います。
・地域活動を支援するため、各地
域へ自治活動支援交付金等を交
付します。
・自治会集会施設の整備工事及
び耐震化工事について補助金を
交付します。

・H29年度自治会加入率　76.7％
・各地区区長会等へ自治活動支援交付金を交付　15地区
・区長会連合会の総会（1回）及び理事会（3回）を開催
・区長業務や地域活動に関する課題等を解決するため、区長会検討部会を開催　6回
　　市内で実施されている地域づくりの取組みの事例発表等の実施
・まちづくりや地域活性化に関する研修会として、視察研修を開催　2回
　　テーマ：他市の現状を知り、中津川市の未来を考える
　　視察先：多治見市（駅周辺区画整理事業、長瀬テクノパーク他視察）H29.10月
　　テーマ：若者の力を活用したまちづくり
　　視察先：福井県鯖江市（市民まちづくり課）　H29.11月
・自治会集会施設整備補助金の交付（増改築1件：坂本12-4区）

【効果】
・理事会等を定期的に開催することにより、行政と自治会との情報共有や、市内他地区
の自治会活動等の状況把握することができ、相互理解を深めるとともに、スムーズな自
治会活動運営を行うことができました。
・自治会集会施設の整備に対して補助金を交付することで、地域コミュニティの活性化
につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・自治会と行政は、よりよい地域環境を作るための対等な
パートナーであり、この事業を通じ互いの連携が図られて
いる。また地域の代表が集まり、情報交換を行うことで互
いの取り組みを知ることができ、それぞれの活動に活か
すことができており、行政からの情報も円滑に伝達するこ
とができるため、今後も継続することが重要である。
・区長会連合会の会議等については、総会1回、理事会３
回、検討部会６回と計画どおり実施。また、それぞれの地
域の活動に活かしてもらうため、まちづくりや地域活性化
に関する視察研修、地域づくりの取り組みの事例発表会
の他、会議の中での発案により、他市の現状を知り、中
津川市のまちづくりを考えるきっかけとして、多治見市へ
各地区代表者となる理事会で現地視察研修を行った。連
合会や各地区区長会と協定締結している協定項目につ
いても、自治会に関する取り組みなどの情報伝達及び意
見交換等、遂行することができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市の財政状況が厳しくなるなかで、施策を行うた
めには市民の理解が不可欠となる。市の施策は住民に
理解されて初めて意味を成すものであることから、今後ま
すます効率の良い施策を行うためにも本事業は地域と行
政の連携という点においても非常に重要な取り組みであ
る。
・自らの地域が抱える課題について、自主的に解決して
いくという本事業の目標に対して、他市の視察に行くなど
して取組みの参考にする機会を作っている。
・視察等を行うなかで、中津川市の現状が他市と比較し
て優れているのか劣っているのか。そのなかで中津川市
の施策が有効なものかどうかを自治会が判断できること
が、今後の中津川市の施策を理解してもらううえでも有効
と考えるため、継続していく必要がある。

定住推進部
市民協働課

がんばる地域
サポート事業

・地域活動の活性化を図るた
め、各種団体による創意工夫を
生かした地域づくり活動を支援
します。
・また地域課題の解決や、地域
コミュニティの向上につなげま
す。

【目標】
・支援する団体数　 H30年：25団体以上
　
【効果】
・地域課題の解決に取り組む人材や団
体が育成されます。
・地域の特性を生かした地域の活性化
につながります。

・地域活動の活性化のため、補助
金の交付、団体活動の相談、サ
ポートを行うなど、各種団体による
創意工夫を生かした地域づくり活
動を支援します。

・H29年度支援した団体　25団体
＜立ち上げ部門＞
・団体立ち上げやＮＰＯ法人化のために必要な経費の助成（1年間：5万円以内）　1団体
・精神疾患の患者及び快復者の居場所や就労機会を提供する作業場にコミュニティス
ペースを作り、社会復帰へのサポートを行う団体へ助成
＜絆部門＞
・地域の課題解決や活性化に取り組む団体に助成（最長3年間：20万円以内）　22団体
・地域の交流や活性化を生み出すためのイベント開催や地域内での交流の場づくりを
行う団体、地域の魅力を発信する取り組みを行っている団体など、市内で活動する団
体に助成
＜協働部門＞
・行政と協働し、市の政策的課題に取り組む団体に助成（1年間：30万円以内）　2団体
・地域に根付いた森（里山）づくりリーダーの育成の手助けを目的とし、里山を整備し、
森の中の遊びを通じ、自然と触れ合う環境を提供する団体
・地域の歴史的文化財の魅力を伝えるためパンフレット作成、外国人観光客用への情
報発信など、多くの訪問者を迎え地域の活性化に努めた団体へ助成

【効果】
・地域課題に取り組む団体の育成につながり、同時に地域の特性を活かした地域の活
性化に寄与することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・住民が団体を立ち上げ、地域課題のために活動するこ
とは、地域の人材育成につながるため必要な事業であ
り、その結果、活力ある地域づくりにつながるため有効で
ある。
・また地域住民自らが課題に取り組むことは、地域が望
む姿に向かって速やかに取り組むことができ効率的であ
るため、継続していくことが重要である。
・年間活動団体の目標数値を25団体以上としており、H29
年度は25団体に活動していただいたことから、計画どおり
遂行できた。
・学習会の開催、団体の交流会は継続して開催し、補助
期間が終了したあとも団体が自立して活動ができるよう
支援していく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域の自立に向けた取り組みは定住推進部としての中
心事業の一つであり、本事業はそのなかでも初期投資に
あたる部分であり、この投資をいかに効率的に行うかが
当面の目標である。
・団体への補助については時限を設けてあり、支援団体
が時限終了後フォローアップはするものの基本的には補
助期間内にいかに自立させるかに注力すべきであり、そ
こを改善することで効率的な補助を行うことができる。

定住推進部
市民協働課

市民協働推進
事業

・協働のまちづくりを進めるた
め、地域リーダーの発掘や人材
育成を図ります。
・地域の活性化や人材育成を
進めるため、大学と地域の継続
的な連携を図ります。

【目標】
・学習会等参加者満足度
　H30年度：80％以上
・地域に関わった学生等の延べ人数
　H30年度：5,000人/年以上

【効果】
・協働によるまちづくりにより、地域の活
性化につながります。
・地域の特性を踏まえた地域の自主・
自立化が促進されます。

・人材（団体）育成を進めるため、
地域づくり型生涯学習講座や団体
交流会等を実施します。また地域
が自立して取り組むことができる
よう支援します。
・協働の意識を高めるため、協働
指針を活用した市民及び職員向
けの研修等を実施します。
・地域の活性化や人材育成を進め
るため、域学連携事業を展開しま
す。

＜人材育成・団体育成＞
・地域づくり型生涯学習：大学教授等の専門家が継続的に地域へ入り、団体等との交
流や学習会を実施
　　2地区（苗木地域、川上地域）
・協働の指針を活用した学習会等：活動団体学習会1回、職員研修1回、テーマ「協働の
まちづくり」
・まちづくり協議会：まちづくり協議会を対象とした研修会及び会長会議の開催2回
＜域学連携＞
・「かしも木匠塾」の連携成果を土台にし、取組みを全市的に拡大し、学生が地域での
活動に参加
・H29年度新規連携協定締結：名古屋外国語大学、大正大学
・地域に関わった学生等：18大学、延べ6,191人
　　加子母地域（木匠塾）8大学、延べ4,655人、全域（中京学院大学）延べ401人、
  　蛭川・阿木・馬籠・加子母地域他（至学館大学、岐阜大学、名古屋外国語大学、大
正大学他）
　　9大学、延べ1,135人
＜地域づくり活動支援事業＞モデル事業　3団体
・地域で活動する団体の稼ぐ力の支援、支援団体同士の交流、レベルアップのための
学習会の開催
・活動の取組みの報告会の開催　4回
・新規モデル事業団体の募集、選定 2事業（中津：ＯＤＥＫＯ、付知：付知農産加工グ
ループ）

【効果】
・協働意識の醸成を図るとともに、協働の取組みについての理解を深めることができま
した。
・地域内の団体活動を支援することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・この事業により地域の課題に応じて地域づくりを支援す
る手法（域学連携等）を選択している。そうした地域では、
住民自らが課題を解決しようとする動きへと変わってきて
おり、この動きを加速させるには継続することが重要であ
る。またこの事業においては、地域活動団体が継続した
取り組みができるよう支援を開始しており非常に有効であ
る。
・域学連携事業では、市内で活動した大学生等の延べ人
数は、H29年度実績：6,191人(18大学）で、H30年度の目
標値である5,000人を既に超え、計画を大きく上回ること
ができた。新たに名古屋外国語大学、大正大学と連携協
定を結ぶことで、中津川市をフィールドとして地域の課題
解決、地域づくりや地域活性化、地域を担う人材を育成
する取り組みとして活動を行う大学が2大学増え、多くの
学生が中津川市で活動できることとなった。
・地域づくり支援事業については、モデル事業3団体につ
いて、地域資源を活用し、地域の魅力や価値を高めるこ
とに取り組む団体等を「地域で稼ぎ、循環を生み出す」と
いう視点で支援。各団体共通支援として、メンバーの意思
改革などの学習会、視察、専門家からの指導など実施
し、稼ぐ力、商品作り、団体内部のサポートを支援してき
た。生産量を増やす、新商品の開発、パッケージデザイン
の見直しなど実施。稼げる組織づくり、考え方など基本的
なところからサポートすることで、団体メンバーの意識も
向上し、地域資源の価値、稼ぐ力を高めることができた。
課題としては、商品のＰＲや販路の拡大、売り方などサ
ポートしていく必要がある。
・効果や実績が見えにくい事業だが、住民の意識も変わ
りつつあるため、今後も活動フィールドである地域、大学
（学生）、団体に対し有効な学習会の組み立てや活動の
周知、また、地元の若者に視点を置き、地元高校生を活
動に加え、地域を知り、愛着を持ってもらう必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・大学等との連携により地域での活動が活発になってい
ることは認める。
・域学連携事業に参加する大学も近年の取組みの結果
増加しており、関係所属の事業を含めると多くの地域に
学生が入り、地域住民と連携して事業を実施できている。
・さらに事業の効果を上げるためにも、機運の高まってき
ている大学だけではなく地域住民の積極的な域学連携
事業への参画が必要である。
・事業の性質上、効果がすぐ表れるような事業ではないこ
とは自部門評価にも記載されているが、事業の成果につ
いては単に参加した学生数で図るのではなく、域学連携
事業により地域が活性化した内容についての成果や地
域への愛着を醸成した結果、学生の移住につながるな
ど、多角的な観点で評価をするべきである。
・地域づくり活動支援事業についてはモデル事業の取組
みをおこなった結果、潜在能力のある地域資源を専門家
の指導を通じて見直し、価値や稼ぐ力を高めることができ
た。
・地域に埋もれている魅力や資源は外部から見れば活用
次第では商品になったり、魅力をさらに向上できるため、
地域と一体になって、磨き上げていく必要がある。

定住推進部
定住推進課

地域活性化推
進事業

・人口減少や高齢化に伴い地
域コミュニティの維持が大きな
課題となっているなかで、地域
活動を活性化するため、地域や
各種団体の創意工夫による魅
力づくりや地域での助け合いを
促進する活動に対して支援を
行います。
・地域への交付金の活用によ
り、各地域の自主自立に向けた
活動が活発化し、まちづくりへ
の参加意識が醸成されます。

【目標】
・地域づくりへの関心を高め、地域づく
り意識を醸成します。
　　地域一括交付金充当事業数
　　H29年度：56件　H30年度：60件

【効果】
・段階的に各地域の自主自立に向けた
活動が活発化し、活力ある地域が持続
されます。

・地域活動の活性化のため、地域
課題解決の活動や地域の特性を
生かしたイベント活動、地域づくり
組織等の支援を行い、地域の絆
づくりのための様々な活動の継続
性を高め、地域住民や地域団体
等の協働により安心して暮らし続
けられる地域づくりを推進します。

＜地域一括交付金事業＞
　合計　57事業
・イベント事業　計24事業
　　（地域で実施する特徴的な地域イベント、地域づくり団体、地域が協働により生活環
境の改善や地域課題への解決を図る際の原材料費等の支給、夏祭り等各地域への支
援）
・運営支援事業　計12事業（まちづくり協議会等）
・政策・地域課題対応事業　計9事業（空き家調査等）
・協働の生活環境づくり事業　計12事業（植栽、草刈り等）
＜三宿連携事業＞
・中津川宿・落合宿・馬籠宿が連携して三宿街道祭りを実施
・六斎市ごへーまつり　（11/5　来場者20,000人）
・落合宿まつり　（11/5　来場者2,500人）
・馬籠宿場まつり　皇女和宮降嫁行列　（11/3　来場者5,000人）

【効果】
・補助金をまとめて交付することで、地域づくり組織が身近な地域課題を自主的に解決
するとともに、地域の状況に応じた特色ある地域づくりを推進するための活動ができま
した。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域一括交付金は地方交付税の減小に伴い、H29年度
から31年度までの3年間で10％削減を掲げ、H29年度3％
削減することができた。
・上記のほか、イベントへの補助金は、決算額に対する補
助金の割合が2分の1以上の場合は、交付額を4％削減
し、地域で独自に財源を確保するよう地域の自主・自立を
促し、それに対し特に増額の要望はない。
・地域一括交付金充当事業数　H29年度実績57事業で
あった。空き家調査、まち協法人化、公民館指定管理受
けるための調査研究など1課題5万円、1地域2課題まで
交付した。地域毎の課題に取り組めるようにし、空き家所
有者への利活用アンケート調査の実施や公民館指定管
理の受託につながり、それぞれの課題に活用されてい
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ｃ 効率でな
い

総合評価⇒Ｃ 縮小/見
直

【外部評価対象事業】
・厳しい財政状況のなかで地域の理解を得ながら補助金
を削減できたことは評価できる。
・地域活動の主体であるまちづくり協議会や区長会が交
付金を活用して課題を解決することができれば、地域の
懸案事項の解消と同時に地域の活性化にもつながるが、
現状としては過去からある地域イベントを継続するため
の財源となってしまっている。
・交付金の算定方法などの根本的な見直しはもちろんの
こと、事業内容や繰越金などの状況を確認しながら、地
域の自立や課題解決に向けて真に必要な額を交付する
事業へと移行していくべきである。
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生活環境部
市民課

戸籍住民基本
台帳事業

・戸籍法、住民基本台帳法に規
定された市民生活に不可欠な
各種手続き及び個人情報の管
理等を行います。

【目標】
・戸籍法、住民基本台帳法等により市
が取り扱う業務を法改正等にも遅滞な
く対応し、正確かつ円滑に遂行します。

【効果】
・市民生活に不可欠な個人情報の記録
及び証明発行により、市民サービスの
向上が図られます。

・戸籍システム及び住民情報シス
テムを利用し、法令に沿った個人
情報の管理及び運用を行います。

・社会保障・税番号制度施行に伴うマイナンバー（個人番号）カードの交付
　　991件（総交付数　5,902件）
・戸籍システム及び住民情報システムデータの管理及び運用による届出処理、証明書
発行等
　　戸籍・住民異動届出の処理　18,657件
    戸籍謄抄本・住民票・印鑑証明等の発行　86,146件
・東濃5市間での証明書の広域交付
　　本市が行う他市の証明発行　  691件
　　他市が行う本市の証明発行　1,335件

【効果】
・マイナンバー（個人番号）カードの交付及び戸籍・住民情報に係る届出の適切な処理
により、市民生活に不可欠な個人情報の記録及び証明発行ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・戸籍システム及び住民記録システムを利用し、法令に
沿った管理及び運用を行い、届出、申請及び証明発行の
合計で10万件以上を処理した。今後も適正な管理、運用
を継続していく。
・マイナンバーカード等記載事項の充実（旧姓併記）に対
応するＨ29年度システム改修を完了した。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法定受託事務事業であるため、市の独自裁量で事業を
行うことはできないが、情報の適切な管理・運用が求めら
れているため、さらなる管理の徹底を行い、業務を円滑
に実施することが必要である。
・社会保障・税番号制度について、制度変更など国・県か
らの情報を把握しシステム改修・業務対応を進めることが
必要である。

定住推進部
定住推進課

地域交通推進
事業

・自動車などの交通手段のない
地域の高齢者等が買い物や通
院などで移動する手段を確保
するため、コミュニティバスや自
主運行バスの運行、明知鉄道
の運営を支援します。

【目標】
・交通弱者の移動手段として、安全安
心な輸送の確保と効率的で利便性の
高い交通網の構築を図ります。
・公共交通の安全で継続的な運行と、
年間利用者数を維持します（2.5人/
便）。

【効果】
・交通手段を持たない方の通学、通院、
買い物等日常生活に必要な移動手段
が確保されます。

・市民の日常生活に必要な移動
手段の継続的確保のため、コミュ
ニティバスや自主運行バスを運行
します。
・異なる交通機関の乗り継ぎを円
滑化するとともに、公共交通の必
要性をＰＲし、利用促進を図りま
す。
・明知鉄道の存続のため、運営
費・維持修繕費等を支援します。

・コミュニティバス運行事業（9地区）
　　落合、阿木、神坂、山口、坂下、加子母、付知、福岡、蛭川
・自主運行バス等運行補助（3路線）
　　川上（かおれ）線、夕森線、加子母市民病院線
・公共交通利用促進イベント開催（1回）
　　健康福祉まつりにて、バスの乗り方教室、子供向け車両展示、写真撮影会（11/5）
・明知鉄道の安全運行に必要な運営費や維持修繕費等への補助
・坂下駅運営委託

【効果】
・コミュニティバス、自主運行バス運行、明知鉄道への補助を行い、公共交通の維持及
び市民の移動手段を確保しました。
・コミュニティバス利用者数　23,289人（H28年度　23,627人）
・自主運行バス利用者　　　　53,626人（H28年度　55,427人）
・明知鉄道利用者　　　　　  380,889人（H28年度　380,126人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民の利便性向上のため、地域や運行事業者の意見
を踏まえ、路線・時刻表の改正を行った。
・交通事業者等に運行を委託することで、安全で永続的
な事業体制を整えている。
・公共交通機関は、マイカー利用や人口減少に伴い利用
者数も減少しているが、高齢者等交通弱者の生活の足と
して必要不可欠であり、利用者数の増減にかかわらず事
業を継続することが求められている。路線バスと競合し、
コミュニティバスを運行することが難しい市内都市部でも
要望の声があるため、平成30年度にタクシーを活用した
他市の取り組みを視察・研究するなど、新たな運行方法
についても検討していく。
・今後も利用者の意見を踏まえ利便性向上や運行の効
率化を図り、地域住民が住み続けられるまちとなるよう、
公共交通機関の維持・継続を図っていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・公共交通の利用者が減少する最大の要因は人口減少
であることは間違いないが、担当課としても「公共交通網
形成計画」を策定するなかで、「保有車両数」「運転免許
保有状況」などの数値を取り上げながら、人口減少だけ
でなく自家用車での乗り合いや高齢者ドライバーの増加
なども公共交通離れを助長していることを分析し、今後の
見通しや課題など問題意識を持ちながら事業進捗を行っ
ている。
・広範囲に集落を抱えている中津川市においては、コミュ
ニティバスや自主運行バスはコストも高く、少ない需要に
対して過大なサービスを継続し続けることは市の厳しい
財政状況を考えても不可能である。維持を行うならば相
応の受益者負担を求めるべきであり、利用人数や乗車率
の目標を恒常的に下回る路線については廃止するなど
実情に合わせて対応していかなければならない。
・今後もタクシーを活用するなどの新たな取組みについ
て、情報を収集し、費用対効果を第一に考えて進めてい
くべきである。

定住推進部
定住推進課

高校生バス通
学補助事業

・高等学校等への遠距離通学
を余儀なくされている生徒は、
通学手段によって高額な通学
費用がかかり大きな地域格差
が生じています。
・通学に係る費用の公平性・通
学手段の確保のため、市内に
住所を有し高校へ通学する生
徒の保護者に対して通学定期
券購入費を補助します。

【目標】
・遠距離通学を余儀なくされている高校
生の高額なバス通学費用に係る世帯
の経済的負担軽減と、通学
手段としてバス路線の維持を図ります。
　（高校生バス通学費補助利用人数
H29年度：200人　H30年度：200人）

【効果】
・高校生の通学定期券の一部を補助す
ることで、世帯の負担軽減を図るととも
に路線バスの利用が促進され廃止抑
制につながります。

・遠距離通学を余儀なくされている
高校生の高額なバス通学費用に
係る世帯の経済的負担軽減と、バ
スの利用促進を図るため、遠距離
通学をしている高校生の通学定期
券購入費用に対して補助を行いま
す。

高校生の通学定期券の購入費用に対し、購入額の一部を補助
・対象路線：路線バス、明知鉄道
・対象区間：自宅から自宅最寄りの駅までのバス区間
・補助金額：年額120,000円を控除した金額の1/2（千円未満切り捨て）
　　　　　　年間補助対象上限額 345,000円

【効果】
・申請件数176件に対し、13,026,000円の補助を行いました。（H28年度 180件
12,489,000円）
・申請者アンケートによる補助事業満足度は94.5％（H28年度95.7％）であり、遠距離通
学世帯の経済的負担軽減につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・H28年度から補助率を上げ、遠距離通学世帯の負担軽
減につなげているが、特に市北部在住世帯の高校通学
に対する負担感は大きい。生まれ育った自宅から高校へ
通学できることは、定住推進の観点からも若者の地元定
着と地域の衰退を防ぐ一助となり、さらには公共交通事
業者の維持にもつながると考えられる。申請者の満足度
も９割以上をキープしており、今後の事業継続・拡充によ
り通学費用の負担軽減を図ることは必要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川市は行政区域が広く、市内の遠距離通学者に
とっては高校進学が経済的負担につながっている。市民
の公平性を考えることは行政の役割のひとつではある
が、厳しい財政状況を考慮すると予算と折り合いをつけ
ながら進めていくべきであり、これ以上の拡充は事実上
困難な状況である。
・しかしながら、通学者の負担の不均衡については行政
として手当をする必要があるため、今後とも継続して取り
組む必要性がある。

文化スポーツ部
生涯学習ス
ポーツ課

スポーツ政策
事業

・スポーツは、健康増進・体力
向上はもとより、市民の生きが
いや子どもの生きる力を育み、
地域の交流を促進するなど大
きな力を持っており、８万人の
ヘルスアップと連携して市全体
で推進します。
・特に高齢者等にとってスポー
ツに取り組むことは、生きがい
づくりや生活習慣病予防、健康
維持の効果があり健康寿命の
延伸につながります。

【目標】
・一市民1スポーツの推進（スポーツ実
施率の向上）　H25年度実績：31.2％
H32年度：50％
・各地区のウオーキングコースの設定
H28年度実績：4地区、H29年度：4地
区、H30年度：4地区（毎年4地区ずつ設
定し、H30年度には全15地区中の12地
区で設定完了）

【効果】
・スポーツをすることで健康増進につな
がり、さらには福祉・医療費の抑制が図
られます。
・一市民1スポーツの推進やスポーツで
の地域づくりが図られます。

・スポーツを楽しむ機会を増やす
ため、スポーツ教室、イベント、大
会等を開催します。
・誰もがスポーツ活動に取り組め
るようライフステージに応じたス
ポーツ教室を開催します。
・仲間づくりや自発的なスポーツ
活動の発展のため、スポーツ推進
委員や総合型地域スポーツクラブ
との連携を図りスポーツ活動の活
発化を推進します。

・各地区のスポーツ推進を担う「スポーツ推進委員（42人）」の活動を支援　30回
・一市民1スポーツを目指し、体育協会15支部の活動を支援
　　各支部において元旦マラソン、マレットゴルフ大会、軽スポーツ大会等を実施
・市民と協力しウオーキングコースを設定　4地区（落合・阿木・川上・付知）
・第17回スポーツフェスティバルin中津川の実施
　　11/5（日）　参加人数　710人
・第7回ビーチボール大会　参加チーム数　32チーム

【効果】
・ウオーキングコースの設定、スポーツ推進委員との連携によるスポーツ活動の場の創
出等により、市民がスポーツに触れ合う機会の提供とスポーツをするきっかけづくりが
できました。
・健康福祉部と連携したスポーツ推進を行い、福祉・医療費の抑制につながる健康増
進の取り組みができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・スポーツ推進委員と連携し、スポーツフェスティバルや
ビーチボール大会等を開催し、市民がスポーツに触れる
機会の提供を行うことができた。
（スポーツフェスティバル参加者数710名・ビーチボール大
会参加チーム数32チーム）
・スポーツ推進委員、体育協会支部、健康推進員等によ
り市内４地区で新たにウォーキングコースを設定するな
ど、身近にスポーツを取り入れる環境づくりができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・スポーツに触れる機会や楽しむ機会をつくることは、子
どもから高齢者までの心と身体の健康づくりに直結する。
特に高齢者にとっては生きがいづくりや生活習慣病予
防、健康維持の効果が見込まれ、健康寿命の延伸や医
療費抑制につながるため、必要性、有効性を認める。
・引き続き体育協会等の関係団体やスポーツ推進委員と
の協力体制の強化を図りながら、市民が自主的にスポー
ツを楽しめるような取り組みを充実させていくことが必要
である。
・健康福祉部の8万人のヘルスアップと連携することでよ
り効果が高まると思われるが、どのように連携して取り組
んでいるのかが不透明である。取り組み内容をアピール
して市民に積極的な参加を促すなどして事業の効率性を
高めていく必要がある。

文化スポーツ部
生涯学習ス
ポーツ課

こどもの夢推
進事業

・運動離れが進んでいるため、
運動やスポーツに親しめる環境
を創出します。
・子どもたちが「自信」と「誇り」
を持ち豊かな心を育むため、各
活動で優秀な成績を収めた子
どもを称えます。
・将来の夢を持てない子どもが
増えていると言われている時代
において、夢を持つこと、努力
をすることの大切さを学びま
す。

【目標】
・市内全小学校5年生全員を対象にした
「夢の教室」の実施率　100％
・スポーツ少年団入団率の増加　H28年
度：12.1％、H29年度：12.2％、H30年
度：12.5％
・子ども金メダルの授与者数の増加
H28年度：250人、H29年度：260人、H30
年度：270人

【効果】
・子ども金メダルの対象者を増やすこと
で、子どもたちの意欲を伸ばし、郷土愛
を育みます。
・トップアスリートとの交流で、夢を持つ
ことや努力することの大切さを学び、健
全育成につなげます。

・「夢」「仲間」を考える機会をつく
るため、トップアスリートから学ぶ
機会を提供します。
・子どもたちの体力向上、人間形
成を図るため、スポーツ少年団活
動を支援します。
・優秀な成績を収めた子どもたち
に『子ども金メダル』を贈呈し、そ
の頑張りを称えます。

・ＪＦＡこころのプロジェクト『夢の教室』を開催　25教室　693人
　　トップアスリートの経験談に基づく授業
　　対象：市内全小学校の5年生
・スポーツ少年団活動の支援をするため交付金を交付　6支部　全30単位団
・子ども金メダル授与式を開催　前期・後期の年2回
　　51事業　311人（前期:27事業175人、後期:24事業136人）

【効果】
・トップアスリートと触れ合うことで、子どもたちが大きな目標を持ち、失敗してもあきらめ
ずに努力する大切さを考える機会を提供できました。
・スポーツ少年団活動により、体力の向上と仲間との交流を図る場の提供ができまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・トップアスリートによる、こころのプロジェクト「夢の教室」
事業では事後アンケートから、「努力すること」を大切だと
考える子どもが授業前後で39％増加したことが確認でき
た。
・子ども金メダル事業では、授与対象者の拡大により、各
活動で優秀な成績を収めた多くの子どもたちを称えること
ができた。
（Ｈ28年度268人・H29年度311人）
・スポーツ少年団では、団員確保に向けた新たな取り組
みを行っていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・本事業は子どもたちの意欲を高める効果に重点を置い
て進めているものであるが、子ども金メダルの現在の組
み立てでは、結果として能力の高い者だけが獲得して終
わりになってしまっている。優秀な成績を収めた子どもを
称えることは良いことだが、結果に表れなかった努力も評
価してあげる取組みも検討していくべきである。また、前
年度から対象人数も多く単価も高いことを指摘している
が、特段の改善点が見られないことから、子ども金メダル
事業を再度見直していく必要がある。
・スポーツ少年団は、団員確保対策として活動内容の見
直し等実施しているようであるが、効果が現れてないた
め、再度見直しが必要である。

-23-



所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

文化スポーツ部
図書館

読書推進事業

・中津川市教育大綱に掲げる
「学び、活かす市民」を育むた
め、家庭・地域・学校・行政・関
係団体が相互に連携をとりなが
ら、いつでも、どこでも、だれも
が読書に親しめる環境づくりと
読書活動を推進します。

【目標】
・図書館ボランティア養成講座開催数
 H29年度：18回
 H30年度：20回
・ブックサポーター養成数
 H29年度：90人（累計627人）
 H30年度：100人

【効果】
・図書館まつりやはがきコンクールなど
の行事開催を通じて、読書の啓発が図
られます。
・読書活動は、心豊かに生きる力とな
り、人々がかがやき、いきいきと暮らす
効果を生み出します。

・読み聞かせの大切さを伝えるた
め、お話し会を開催します。
・図書館を一層市民に身近なもの
とするため、企画展や図書館行事
を市民協働で開催します。
・読み聞かせや図書館サポーター
養成講座を開催し、ボランティアを
育成します。
・利用者の欲しい情報に対応する
ため、図書資料を充実します。

＜絆スタート＞
・3か月健診にて絵本の紹介
　　健康福祉会館 24回　420人（H28年度：24回　392人）
　　坂下・福岡・付知　各6回　163人（H28年度：130人）
＜絵本で子育て事業＞
・幼稚園・保育園への訪問お話し会
　　25園　1,907人（H28年度：19園　1,600人）
＜ボランティアと協働による図書館行事の開催＞
・第6回図書館まつり　参加人数　1,807人（H28年度：2,146人）
・第7回はがきコンクール　応募点数　1,976通（H28年度：1,964通）
・第9回えほんジャンボリー　参加人数　470人（H28年度：624人）
・月替わり企画展示（図書館くらぶ協働）　中央館　12回、地域館巡回展示

【効果】
・絆スタートや絵本で子育て事業により、乳幼児期の子どもや親が絵本に出会う場をつ
くり、読み聞かせの大切さや楽しさを伝えました。
・企画から運営まで市民協働でイベントを開催することで、図書館を核とした市民交流
を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・図書館を市民にとって身近な施設として活用してもうら
ため『中津川市民読書基本条例』、『中津川市子ども読書
活動推進計画』に基づき、継続して様々な行事や講座を
開催し、全市的な読書活動を進めてきた。
・中央館の図書貸出数は対前年比101.5％と微増ではあ
るが、団体（学校、福祉施設等）貸出しがＨ28年度22,344
冊からＨ29年度は27,403冊（対前年比122.6％）と大幅に
増加しており、来館しない、できない市民へも図書を届け
ることができた。
・図書等ボランティアの養成講座は、20回行い、受講実数
は71名から86名と増加した。新たに福岡公民館を会場と
した読み聞かせサポーター養成講座を開講し、23名（実
数）の方が参加した。また、中高生を対象としたジュニア
サポーター養成講座には12名の参加があり、28年度の6
名から倍増であった。
・今後もニーズにあった講座や行事内容、開催時期、地
域を見極めながらさらなる充実を図っていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・「図書館くらぶ」をはじめとする多くのボランティアを新た
に養成し、協力を得ることで、蔵書数の充実だけに依らな
い、真に市民が主役の読書推進活動が進められている。
・図書貸出数がほぼ横ばいであることから、読書する市
民が固定化されていると考えられる。これまで読書への
興味関心のなかった市民にどのように魅力発信を行うか
が課題であり、引き続きイベント内容の工夫を行うなどが
必要である。過大な予算をかけることなく読書への楽しみ
を啓発、魅力を発信する事業が進められているところか
ら、長期的な継続、効果の発揮が期待できる。

文化スポーツ部
生涯学習ス
ポーツ課

公民館を拠点
とした地域づく
り事業

・公民館は地域づくりの拠り所
であり、地域の生涯学習、ス
ポーツ、文化芸術活動等の拠
点とするため、各地域の特性に
応じた市民参画の運営を行い
ます。
・地域づくりや地域課題に取り
組む人材育成を行います。
・市内で一番古い阿木公民館
（S46建築）を地域コミュニティ・
地域防災・生涯学習の拠点とし
て、また診療所として整備しま
す。

【目標】
・公民館建設と利活用に向けた地元協
議実施回数
 H29年度：4回　H30年度：5回
・地域づくり人材育成講座受講数
 H29年度：30名　H30年度：30名
・指定管理公民館
 H29年度：1か所　H30年度：2か所

【効果】
・地域拠点施設を中心とした地域活動
が活発になり、地域コミュニティ活動の
推進が図られます。
・地域を担う人材が育成され、地域主体
の公民館運営が進みます。

・地域住民に親しまれる施設整備
を図ります。
・地域づくり・人づくりに関する講
座を開催し、地域課題解決の拠点
づくりをします。
・市民参画による公民館の運営管
理を進めるため、公民館運営事業
の一部を委託し、順次指定管理者
制度の導入を進めます。

＜阿木交流センター整備＞
・まちづくりの拠点施設とするための地元建設委員会との会議を開催　14回
・地元建設委員会の意見を踏まえた実施設計の完成
＜地域づくり人材育成講座＞
・地域課題から地域づくり活動を考える講座の開催　坂下公民館　受講者数　31名
＜公民館業務指定管理＞
・指定管理者制度導入による福岡公民館の運営管理の開始
・市民参画による運営管理を目指した苗木・付知公民館業務の一部委託
　　貸館・図書業務、講座の企画運営
＜馬籠ふるさと学校改修＞
・馬籠ふるさと学校改修工事　外部改修　屋根瓦の補修、壁木の塗装
　　内部改装　宿泊機能を有するための各部屋の改修とスプリンクラーの設置
・馬籠自然休養村センター解体工事　建築年 S53年、構造 鉄骨造及び木造併用二階、
延べ床面積 691.04㎡

【効果】
・福岡公民館を指定管理にしたことで、地域のまちづくりの拠点として、地域住民自らの
手による運営が実現できました。
・馬籠ふるさと学校を改修整備したことで、各種スポーツ等の合宿機能、外国人観光客
の滞在拠点、地域交流施設といった、地域活性化のための整備ができました。また、指
定管理にしたことで民間のノウハウを活用した管理運営体制を整えることができまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・阿木公民館の建替えは実施設計が完成し、H30年度着
工計画の建物等整備工事の準備が整った。
・付知・苗木公民館の一部業務委託することで、課題とそ
の対策が整理され、平成30年度指定管理者制度導入す
るための環境が整った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ｃ 効率でな
い

総合評価⇒Ｃ 縮小/見
直

【外部評価対象事業】
・公民館業務の指定管理は、民間ノウハウの導入、活用
により機能アップすることを目指して実施したが、直営と
比較して何が向上しているのか目に見える成果がない。
・新たな公民館の指定管理を導入する前に、現在の指定
管理の状況について十分な検証を行う必要があり、費用
だけが嵩んでいるのであれば効率性に疑問を持たざるを
得ないことから事業の進め方自体の見直しを要する。

文化スポーツ部
文化振興課

芝居小屋管理
事業

・芝居小屋は、地域の娯楽の殿
堂として建てられ、コミュニティ
の拠点として地域の人々に大
切に受け継がれており、また近
年では市外からの見学者も多く
訪れるようになっています。芝
居小屋を後世にのこすとともに
有効活用を図るため、地域と協
働による管理と観光資源として
の活用を行います。

【目標】
・芝居小屋見学者
 H27年度実績：19,222人
 H29年度目標：19,720人
 H30年度目標：20,000人

【効果】
・芝居小屋を保存し、観光資源として活
用することで、地域住民の誇りや愛着
の高揚を図り、地歌舞伎などの伝統芸
能を活性化させ、個性あるまちづくりに
つながります。

・M24年に建てられた常盤座、M27
年に建てられた明治座を当時の
姿のまま保存し、定例で行われる
地歌舞伎公演の伝統文化を後世
にのこしていきます。

＜明治座管理運営事業＞
・明治座の管理（指定管理）、施設の公開（入口、客席、舞台裏、楽屋等）
・地歌舞伎の公演（加子母歌舞伎保存会）
・飛騨・美濃歌舞伎大会なかつ川2017　  10/29（日）
・明治座クラッシックコンサートの実施     6/10（土）～6/11（日）
・利用者数　22,828人  （H28年度　16,195人）
＜常盤座管理運営事業＞
・常盤座の管理（指定管理）、施設の公開（入口、客席、舞台裏、楽屋等）
・地歌舞伎公演、常盤座演劇フェスティバル　9/30（土）～10/1（日）
・利用者数　4,753人　（H28年度　6,326人）

【効果】
・伝統ある芝居小屋を地域ぐるみで保全管理するとともに、芝居小屋の魅力を活かした
観光などの地域づくりに取り組むことができました。
・芝居小屋を活かした地域づくりを進めることで、地歌舞伎などの伝統芸能の保全や新
たな芸術活動の推進につなげることができました。
・以上の総合的な取り組みにより、来館者も目標値を大きく上回りました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・伝統ある芝居小屋を地域ぐるみで保全管理するととも
に、芝居小屋の魅力を活かした観光などの地域づくりに
取り組むことができ、県外からの歌舞伎公演観覧者が多
く見られるなど、明治座利用者の約7,000人増につながっ
た。
・Ｈ30年秋にＮＨＫ朝ドラ「半分青い」の関係で加子母明治
座より生中継を行われるため、これらの機会を逃さないよ
う、ＴＶなどのメディアを利用した、新たなＰＲ方法につい
ても力を入れていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・H27年度の明治座保存改修後、地歌舞伎などの魅力発
信の拠点としての環境が充実したことで見学者が増加す
るなど、集客・魅力発信などの効果が発揮されている。
・芝居小屋も指定管理を導入しているが、公民館と同様
で民間ノウハウを活用してどの程度機能アップが図られ
ているのが見えてこない。特に常盤座は直営と比較して
経費面や集客数など大きな変革が無いのであれば、指
定管理の見直しが必要である。

文化スポーツ部
文化振興課

美術展開催事
業

・郷土の偉人である前田青邨画
伯、熊谷守一画伯を顕彰し、全
国公募展を開催することによ
り、業績や魅力を発信し、美術
創作活動の普及向上を行いま
す。
・市民が気軽に出品できるよう
市民展を開催し、市民の創作
意欲を高めます。

【目標】
・応募作品数の増加
　青邨大賞公募展(H27年度実績：228
点　H30年度目標：235点)
　守一大賞公募展(H28年度実績：438
点　H31年度目標：450点)
　市民展(H28年度実績：228点　H29年
度目標：240点  H30年度目標：250点)

【効果】
・前田青邨画伯、熊谷守一画伯の出身
地であることを市外に発信し、市民に
は、2人の偉大な画家の出身地である
ことに誇りをもってもらえます。
・市民展の開催により、市民の創作意
欲を高めることが、レベルの向上につ
ながります。

・前田青邨記念大賞及び熊谷守
一大賞展を3年に1回（トリエン
ナーレ）開催し、全国から出品され
たレベルの高い芸術作品を展示し
ます。
・市民の創作意欲を向上させるた
めの機会として、日ごろの芸術活
動による作品を展示します。

・絵画全国公募展であるH30年度 第8回前田青邨記念大賞展の開催に向けての要項
作成･発送･受付
・第66回中津川市民展
　　展覧会期：11/25（土）～12/3（日）
　　会　　  場：にぎわいプラザ5階
　　表 彰 式 ：12/3（日）　入賞作品58点
　　応募作品数（審査対象）　259点

【効果】
・郷土の偉人「前田青邨」「熊谷守一」を顕彰するとともに、全国的に中津川市をＰＲでき
ました。
・市民の創作活動に関する成果発表の場づくりや地域の文化芸術レベルの向上、市民
の創作意欲の高揚につなげられました。
・市民展出品作品がH28年度より31点増加しました。（H28年度　228点、H29年度　259
点）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民展では259点の応募がありH28年度より31点応募数
が増加し、芸術活動に励む市民の成果発表の場や目標
として実施できた。Ｈ30年には新しい試みとして『観覧者
の方の審査』を導入する予定をしており、より多くの方に
市民展に参加していただけるよう企画を考えていく。
・ロータリークラブ60周年記念事業として『ふるさとの偉人
前田青邨展』が開催され、市も展示やＰＲ小中学校への
授業などで大きく関わった。
・市内小中学校に対し、学芸員による展示会場での解説
授業や、学校への出前授業を実施し、多くの子どもたち
に、郷土の偉人について学んでもらうことができた。
・青邨大賞の賞金については、審査員及び有識者への調
整を行い了承された。（Ｈ30年度の青邨大賞より、前田青
邨記念大賞は100万円となる。）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・青邨大賞と守一大賞で異なる賞金の設定について、審
査員及び有識者と調整を行い、青邨記念大賞の賞金を
100万円に調整できた。
・過去の受賞者はほとんどが市外在住者である。市内に
応募できる人がいないのか、応募しづらい状況ができて
しまっているのかわからないが、その点を検証し、気軽に
市民が応募できるような態勢作りが必要である。
・学芸員による市内小中学校への出張活動により芸術文
化への潜在的なニーズを掘り起こす機会になっていると
思われるが、単年度の活動で効果を出すのは難しい。次
年度以降も継続的に行うとともに、興味をもった子どもが
将来にわたり芸術活動への意欲を高めるための環境を
整えていく必要がある。
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文化スポーツ部
文化振興課

文化財保護事
業

・地域を知るための貴重な資源
として、また地域住民の宝とし
て指定文化財を後世に継承し、
さらには市民に文化財保護の
大切さを周知するため、保存、
整備、公開の取組みを進めま
す。
・指定文化財を活かした地域づ
くりに向け、市民と協働し文化
財の保存に努めます。

【目標】
・地域にある文化資源を保存・整備し、
観光資源としても有効活用します。
　（指定文化財：国指定9件、県指定30
件、市指定251件）
・文化財標柱設置率（史跡、天然記念
物）H30年度目標：94％
  （全147件のうち累計138件設置）
・無形民俗文化財を保存継承するととも
に市内外への魅力発信を行います。
　（恵那文楽、坂下の花馬、蛭川の杵
振踊など）

【効果】
・貴重な文化財の姿を後世に伝えるとと
もに、郷土の歴史に対する愛着を深め
ます。

・地域に伝わる貴重な文化財を後
世に継承していくため、文化財の
保護・保存を行い、公開を進めま
す。

・指定文化財の適正な保存管理のための管理謝礼　141件
・指定文化財愛護標柱、説明板の設置（劣化交換含む）　14基 （H28年度　12基）
・無形民俗文化財の保存・継承に対する支援交付金　6件
・所有者の文化財保護事業に対する補助金　1件
・各種開発に伴う埋蔵文化財の調査
　　発掘調査　1件、試掘調査　4件、立会調査　6件
・落合宿本陣の一部公開　63日　見学者延べ　3,078人

【効果】
・文化財の所有者や保存団体へ援助を行うことで、文化財の保護、保存につなげられ、
そのことで多くの見学者が訪れる等、文化財の活用を図れました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市には、国・県・市の指定をあわせると290件の指定文
化財がある。これらの文化財を知ってもらうため、文化財
愛護標柱や説明看板の設置を毎年計画的に行っており、
H28年度は案内看板12か所の設置を行った。
・各種開発に伴う埋蔵文化財の調査の関係で発掘調査1
件、試掘調査4件、立会調査6件を行った。Ｈ30年度には
発掘調査の報告書作成に取組み、一般市民向けへの発
掘調査報告会を実施することを予定している。
・Ｈ29年度から落合本陣の一部公開を実施し、約3,000人
の見学者があった。本格修繕にあっては制約も多いが、
将来にわたり文化財的な価値をなくさないような修繕を行
うことで、歴史遺産として魅力ある観光資源にもなり、有
効活用が図られると考える。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市が所有する文化財の魅力発信により、市のＰＲ及び
観光資源となるよう有効活用が求められている。文化財
保護の重要性については議論するまでもないが、市とし
て多くの文化財を抱えている現状であり、保存の対応等
を限られた財源の枠組みの中で行わなければならない。
観光事業と連携し、計画的な事業推進が必要である。
・国指定等に伴い大きな制約がかかることなども踏まえ、
今後の文化財の国県指定については十分な議論と慎重
な合意形成に努めることが必要である。

文化スポーツ部
文化振興課

苗木城跡整備
事業

・本市の貴重な歴史文化資源
である国史跡苗木城跡を後世
に伝えていくとともに、観光資源
として活用できるよう遺構や景
観の整備を行います。

【目標】
・石垣整備　石垣底辺総延長555ｍのう
ち H29年度：80.4％（446ｍ）、H30年度：
80.4％（446ｍ） 完了
・案内看板　汚損したものの修復

【効果】
・地元を中心とした案内ボランティアと
連携し、観光客の集客につなげます。

・国史跡に指定され、本市の貴重
な歴史文化遺産である苗木城跡
の魅力をより向上させるため、「史
跡苗木城跡保存管理計画策定
書」に基づき、計画的に石垣の修
復や遺構の整備などを行うこと
で、歴史資源と観光資源両面から
磨きをかけていきます。

・二の丸跡領主居間石垣撤去積上工事　撤去24㎡、積上27㎡
・名古屋鉄道株式会社所有地の購入　62筆　132,590.82㎡

【効果】
・計画どおりに進められており、石垣の健全な姿を後世に伝えることができ、見学者に
も苗木城を理解するための要素として、活用されました。
・名古屋鉄道株式会社所有地を購入したことで、将来にわたって、苗木城跡周辺の景
観が保全されます。
・購入地の一部（青邨記念館跡地前）を観光バス及び乗用車の駐車場として整備したこ
とで、苗木城跡を訪れる観光バスの駐車場不足の解消につながりました。
・苗木城跡入込数がH28年度より約3万人増加しました。
  （H28年度：46,653人→H29年度：76,902人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・二の丸跡領主居間石垣撤去積上工事は計画どおり完
了できた（Ｈ27～Ｈ29年度事業）。石垣の健全な姿を後世
に伝えることができ、見学者にも苗木城を理解するため
の要素として、活用されている。
・観光バス及び乗用車の駐車場に整備したことで、苗木
城跡を訪れる観光バスの駐車場不足の解消につながっ
た。
・苗木城跡周辺の、名古屋鉄道株式会社所有地を購入し
たことで、将来にわたって、苗木城跡周辺の景観が保全
された。今後は地元とも相談しながら、購入地の有効活
用を図っていきたい。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・苗木城跡は文化財としてだけでなく観光資源としても中
核的な役割を果たしており、事業計画に基づき昭和年代
から実施してきた整備を今後も継続して行っていくことが
重要である。
・名鉄所有土地の購入については、増加する観光客のた
めの乗用車及び観光バス用駐車場を確保できた部分は
有効的であったが、その他ほとんどは利用目的のない山
林である。景観保全目的なら景観法に基づいて規制をか
ければ済むことから、土地購入の効果と有効性について
は疑問が残るところである。
・しかしながら、最近のお城ブームもあり観光客が増加し
たのは事業実施による効果であるので、今後も観光事業
と連携し、魅力発信に努める必要がある。

文化スポーツ部
文化振興課

郷土資料調査
活用事業

・近代行政文書や古文書等の
郷土資料を調査資料のデータ
ベースを作り、管理や利用の便
を図ります。

【目標】
・行政文書や地域の郷土資料の調査、
整理を行い、検索の元データとなる目
録（資料リスト）を作成します。
　資料調査目標
    H29年度：約1,500点
    H30年度：約2,000点

【効果】
・資料調査を行わなかったとしたら、消
失したかもしれない古い文書を整理し、
保存することで、地域の姿を後世にの
こし、地域を学ぶ貴重な資料とすること
ができます。

・市内で保管されている行政文書
や、地域の郷土資料（古文書な
ど）を調査し、整理して、検索（閲
覧）に備える作業を行っていきま
す。

・旧家所蔵の古文書等調査、目録作成
　　福岡787点、坂下492点、蛭川578点 を目録に入力
・H27～H28年度で行った郷土資料デジタルアーカイブ作成公開事業の絵図、古文書の
検索システムのＰＲ
・講演会開催
　　中津川市郷土の歴史資料デジタルアーカイブ作成公開事業講演会
　　　「郷土の歴史資料の幅広い活用を目指して
　　　　　　 －市立図書館・苗木遠山史料館・中山道歴史資料館の利用拡大－」
　　日時：9/16（土） 13:30～　会場：中津川文化会館　参加者：43人

【効果】
・講演会の開催により、市民に郷土資料についての認識を持ってもらうことができまし
た。また古文書検索システムでの公開により、多くの人が中津川市の郷土資料に触れ
る機会を持てました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・H27～H28年度で行った郷土資料デジタルアーカイブ作
成公開事業の絵図、古文書の検索システムをＰＲし、講
演会を開催し、市民に郷土資料についての認識を持って
もらうことができた。（参加者43名）
・古文書検索システムでの公開により、多くの人が中津川
市の郷土資料に触れる機会を持てた。
・地域資料の目録作成事業は、約1,600点の資料の目録
を作成し、資料所在の確認と整理を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・デジタルアーカイブ化は、歴史資料保存のためには必
要な事業であり、有効的である。
・多くの市民に郷土資料について認識を持ってもらうため
に開催した講演会については、参加人数が43名という実
績はあるものの、事業目的を考えれば、より多くの参加
者を募ることが課題であると言える。
・せっかく市費を投じて作成するのであれば、もう少し積
極的に広くＰＲし有効活用していくべきである。

文化スポーツ部
文化振興課

文化施設管理
運営事業

・優れた音楽、演劇等の鑑賞の
機会を提供し、市民の文化活
動及び芸術活動を支援するた
め、中津川文化会館、アートピ
ア付知交芸プラザ、福岡ふれあ
い文化センターの管理運営を
行います。

【目標】
・文化施設3館の利用者数
  H27年度実績：79,415人
  H29年度目標：81,000人
　H30年度：81,800人

【効果】
・普段とは違った規模の大きなホール
での発表や鑑賞は、市民の文化活動
のレベルの向上、発展につながりま
す。

・中津川文化会館、アートピア付
知交芸プラザ、福岡ふれあい文化
センターの運営、維持管理を行い
ます。
・古典芸能、演劇、音楽コンサー
ト、ミュージカル、映画などの優れ
た芸術文化の鑑賞機会を市民参
加、参画の中で提供していきま
す。

＜施設の管理運営＞
・中津川文化会館　利用者数　53,903人（H28年度：56,397人）
　　指定管理者：一般社団法人中津川市文化協会
・アートピア付知交芸プラザ　利用者数　13,753人（H28年度：16,369人）
・福岡ふれあい文化センター　利用者数　 7,529人（H28年度：6,748人）
　　指定管理者：ふくおかまちづくり協議会
＜市民文化芸術鑑賞事業＞
・東美濃ふれあいセンターを含む2館で実施
・コンサート等 6公演、映画上映 6公演、ロビーコンサート 12公演、
　文化講座（伝統芸能等）9講座、歴史講座 5講座、スタンウェイピアノ無料体験 1回
・ふれあい文化だより発行　全12回

【効果】
・各文化施設を活動拠点とする文化団体等との連携により、各文化施設の利活用が図
られ、また地域の文化芸術活動の振興や継承及び文化を通じたまちづくりを推進でき
ました。
・文化施設3館の利用者数　75,185人（H28年度：79,514人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・文化会館はH27年度から中津川文化協会が指定管理で
運営を開始。舞台公演のほか、ロビーコンサート、文化講
座など市民参加型の新たな事業を企画し来場者確保に
努めており、市と一体となって市民に対する文化水準の
向上、文化の振興に取組んでいる。
・文化会館、アートピア付知、福岡ふれあい文化センター
は施設の老朽化により、修繕が必要なところが各所に見
られる。利用者が安心して文化活動が行えるよう保守点
検や事後調査を怠らず安全の向上に努めていく。
・Ｈ31年度には文化会館改修工事を行う予定となってお
り、Ｈ30年度はそのための老朽化の調査と実施設計を行
う。これにより、利用者には不便をかけることになるので、
利用者や文化協会と調整しながら、影響が最小限になる
よう努めたい。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川文化会館は、H27年度からの指定管理化により
舞台公演数の増加や新たな企画を開催するなど、集客
数の向上への取り組みを積極的に行っている。施設老朽
化に伴う施設改修については、長期的な視点からの抜本
的な判断が必要である。
・いずれの施設も老朽化に伴い緊急的な修繕等の事例
が多く発生している。利用者の安全面を鑑み、施設・設備
の修繕を要する箇所の点検等を常日頃から行い、各施
設の状態を把握し安全面等を考慮しながら財政的観点と
並行して計画的な維持管理に努めることが必要である。
・市有財産（施設）運用管理マスタープランで用途廃止と
定めた施設については、実施計画に基づいて計画的に
作業を進め、維持管理経費の低減に努める。

文化スポーツ部
鉱物博物館

中山道歴史資
料館事業

・江戸と京都・大阪を結ぶ重要
な街道であった、中山道の中津
川宿に残る江戸時代から明治
初期にかけての古文書等の資
料を中心とした調査・研究・収
蔵品を公開します。

【目標】
・中山道歴史資料館利用者数
H29年度：20,000人　H30年度：20,100人
・収蔵する資料の保存・調査研究を推
進します。
・企画展を開催し、古文書や収蔵品に
関する教室や出前講座・講演等の普及
活動を積極的に実施します。

【効果】
・資料の散逸が防がれ、蓄積された資
料情報とともに後世に伝えられます。
・外国人を含め広く市民の興味・関心や
知識・情報活用力を高めることができま
す。

・江戸・明治期の中山道に関わる
古文書等の資料収集・研究・わか
りやすい展示等を行います。
・市民の生涯学習や文化活動等
を積極的に支援します。
・地域文化の紹介に努め、ボラン
ティアでの参加など、「人々がかが
やくまち中津川：歴史文化に魅力
があるまち」を目指します。

・開館日数　301日　利用者　29,130人　（H28年度　23,977人→5,153人増）
・学校等団体利用者数　131件　利用者　4,518人
・企画展の開催　2回　 29/4/1～29/9/28　観覧者延べ　4,464人
                            29/10/1～30/3/29　観覧者延べ　4,612人
・古文書講座の開催　25回　参加者延べ　471人
・歴史講座の開催　24回　参加者延べ　416人
・講演会の開催　1回　参加者　64人
・無料デー開催
　  5/7（日）春の中山道まつり　1,315人
　  5/21（日）国際博物館の日　287人
   11/3（祝）文化の日　455人
　 11/5（日）秋の中山道まつり　2,561人
　　1/10（月）十日市　1,850人
　　六斎市（毎月第一日曜日）延べ　6,390人
・職場体験等受け入れ　9人（中学生4人、高校生4人、教員1人）
・脇本陣森家の建造物の紹介
　　来場者 6,072人（上段の間（復元）、土蔵展示スペース公開）

【効果】
・中津川宿界隈でのツアー来館、収蔵資料を用いた出前講座及び出前授業等館外で
の普及活動を行い、多くの利用者の興味や関心を得ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中山道中津川宿に関わる古文書等のほか落合宿、馬
籠宿にも係る貴重な資料を保存、研究及び展示を行い広
く市民、観光客に興味、関心、情報活用力及び知識を高
めるための施設であり、継続運営が必要である。
・学校等からの依頼により、出前講座に出向いたり、テレ
ビや新聞等でPR活動を行うことにより館外利用者数等増
加している。（前年度比121％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・利用者数（館外含む）が年々伸びている。館内と館外の
利用者数の状況は分からないが、出前講座、テレビや新
聞等のＰＲ活動が効果として表れていると言える。その他
にも本町街なみ環境整備や観光振興による中津川宿来
訪者の増加も利用者数の伸びにつながっていると思われ
るので、引き続き他事業とも連携した活動が必要である。
・館自体は貸借物件であり、現在の場所で継続するのか
という議論はあるが、H29の賃貸借契約満了を期に賃借
料の見直しを図り、H30以降の賃借料を減額することがで
きたことは評価できる。
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文化スポーツ部
鉱物博物館

苗木遠山史料
館事業

・苗木遠山家資料や旧苗木藩
領内の歴史的・文化的遺産を
中心に、市民の生涯学習や文
化活動を積極的に支援し、地域
文化の紹介に努め「人々がか
がやくまち中津川：歴史文化に
魅力があるまち」を目指します。
・国指定史跡である「苗木城跡」
のガイダンス施設として、全国
からの観光客、見学者のため
のガイドや資料提供等を行いま
す。

【目標】
・苗木遠山史料館利用者数
H29年度：36,500人　H30年度：37,000人
・収蔵する資料の保存・調査研究を推
進します。
・企画展示を開催し、古文書や収蔵品
に関する教室等の普及活動を実施しま
す。
・国指定史跡である「苗木城跡」に関す
る情報・知識を提供します。

【効果】
・資料の散逸が防がれ、蓄積された資
料情報とともに後世に伝えられます。
・市民の興味・関心や知識・情報活用
力を高められ、観光客を取り込むことが
期待できます。

・苗木遠山家資料や旧苗木藩領
内の文化的遺産を中心に調査・研
究・収蔵品を公開します。
・サポーターポイント制度によるボ
ランティアを充実し、親しみやすい
運営・活動を展開します。

・開館日数　303日　利用者　23,753人（H28年度　22,746人→1,007人増）
・企画展の開催　3回　観覧者延べ 5,832人
・学校等団体利用者　26件　利用者 1,124人
・講座等の開催　23回　受講者延べ 725人
・無料デー開催
　 5/21（日） 国際博物館の日 303人
 　8/6（日）  友政18年ぶりに苗木城を奪還した日 195人
　 11/3（祝）  文化の日 634人
・友の会、案内ボランティアとの連携
・職場体験等受入れ　5人（中学生4人、教員1人）

【効果】
・資料の散逸が防がれ、蓄積された資料情報とともに後世に伝えられました。
・苗木城跡のガイダンス施設として資料提供を行い、郷土の歴史・文化への興味・関心
を高められました。また、山城ブームが訪れ来訪者の増加により、まちづくり協議会等
各種団体が連携し、地域の一役を担い活性化が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・苗木遠山家、苗木藩領内の貴重な資料を保存、研究及
び展示を行い広く市民、観光客に興味、関心、情報活用
力及び知識を高めるための施設であり、継続運営が必要
である。
・旅行会社の企画構成の関係上観光目的のみの利用者
は減少しているが、苗木城跡が「岐阜の宝もの」に認定さ
れてからは、山城ブームの到来も併せ、史料館へマニア
の来館者が増加。（前年度比104％）
・H28年度までの史料館は、城ブームの観光地目的の休
憩所になっており、本来の利用目的の方の迷惑になって
いる。しかし、よい機会であり駐車場のスペースに簡易テ
ント等ブースの設置等、関連部署、まちづくり協議会、遠
山史料館友の会及び案内ボランティア等連携し、対策に
取組む。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・観光客は目に見える風景や景観だけでなく、それを作り
上げた時代背景や史実なども併せて楽しむために訪れ
る。苗木遠山史料館は、苗木城跡を補完する施設とし
て、苗木遠山家、苗木藩領内の貴重な資料を保存、研究
及び展示を行うとともに、広く興味、関心、情報活用力及
び知識を高めるために必要な施設である。
・利用者数がH27年度には36,535人で、すでにその時点
で目標数値を達成していたにもかかわらず、H29年度に
は23,753人と大幅に減少しており、H30年度での目標達
成の見込みは低い。館の利用者数が苗木城跡の観光客
数の増減（いわゆるお城ブームなど）に大きく影響を受け
るため、増減があることはやむを得ないが、せっかく来訪
した観光客を休憩所としてだけでなく、本来の利用目的で
使用してもらえるよう連携が必要である。

文化スポーツ部
鉱物博物館

子ども科学館
事業

・次世代を担う子どもたちが気
軽に立ち寄り、実験や体験を通
して触れ合うことで科学への興
味・関心を育てます。
・砂防（防災）に関しての情報を
提供することで、子どもたちの
科学への興味・関心、防災意識
を向上させ、同時に市民の生涯
学習や文化活動を支援します。

【目標】
・子ども科学館利用者数
H29年度：17,600人　H30年度：17,800人
・実際に目で見て、触れて、体験し、学
習できる科学館を目指します。
・科学的分野を中心にすえた教室等の
教育普及活動を実施します。
・末松安晴博士の功績を市民に伝え、
体験装置を通し子ども達に科学のおも
しろさを伝えます。

【効果】
・次世代を担う子ども達の科学への興
味・関心や知識・情報を活用する力を
育てることができます。

・子どもたちの科学への興味を高
めるため、常設展示を充実してい
きます。
・情報提供の充実と学校等への学
習支援を行い、タイムリーな各教
室を開催します。
・末松安晴博士顕彰室を公開し、
博士の功績を広く市民に伝え、体
験装置を通し子ども達に科学のお
もしろさをわかりやすく伝えます。

・開館日数　305日　利用者　17,423人（H28年度　15,662人→1,761人増）
・学校等団体利用者　72件　利用者　2,579人
・教室の開催　13回　参加者延べ　119人
・夏休み工作相談
・科学館まつりの開催　11/23（祝）　参加者　217人
・無料デーの開催　5/21（日）国際博物館の日　257人
　　　　　　　　　　　 11/3（祝）文化の日　494人
・職場体験等受入れ　7人
（中学生6人、教員1人）
・中津川工業高等学校生徒による土曜教室の実施及び普及事業の連携、ボランティア
の受入れ
・中津川Ｄ51の会への協力連携
・末松安晴博士顕彰室の充実
　子ども達により理解しやすいように、音と振動装置、白熱球・蛍光灯・ＬＥＤ球の3種類
の分光観察器、簡光通信実験装置、半導体レーザー光源装置などの説明及び実験方
法を表示

【効果】
・各教室を行ったことにより、子ども達の科学を通じてのものづくり等の関心を高めるこ
とができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・文化勲章を授章された末松安晴博士は中津川出身であ
り、その功績を顕彰し、広く伝えることは栄誉なことであ
り、子ども達の科学への興味を高め、科学者及び技術者
へと将来を担う学習の施設として継続が必要である。
・少子化により子どもの利用者は減少傾向だが、年間パ
スポートの販売が多いため、親御さんと共に楽しめる講
座、教室等の回数を多くし、リピータを増加させる。（前年
度比111％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ｃ 効率でな
い

総合評価⇒Ｃ 縮小/見
直

・文化勲章を受章された末松安晴博士の功績を伝える顕
彰室は、子どもたちの科学への興味を高めるため、また
末松氏からの寄附金も入っていることもあり維持し続ける
必要がある。
・ただし、子ども科学館はH4建築で、すでに雨漏りなど施
設の老朽化による修繕必要箇所が発生しており、改修に
は莫大な費用がかかるため、他の博物館施設との統合
を視野に入れて検討が必要である。

文化スポーツ部
鉱物博物館

鉱物博物館事
業

・国内有数の鉱物産地を背景と
した博物館で、他には無い学術
的にも貴重な標本資料を多数
収蔵しており、これらの貴重な
資料を後世に伝えていきます。
・活断層を市域に抱える市とし
て、地震・活断層についての啓
発など、自然科学に対する市民
の理解度向上のために、博物
館の教育普及活動を行いま
す。

【目標】
・鉱物博物館利用者数
H29年度：15,500人　H30年度：15,800人
・自然科学を中心にすえた教室等の教
育普及活動を実施します。
・市民が参加できる活躍の場を提供し
「参加型博物館」の推進に努めます。

【効果】
・標本資料の散逸が防がれ、蓄積され
た資料情報とともに後世に伝えられま
す。
・次世代を担う子どもたちの自然に対す
る興味・関心や知識・情報活用力を高
めます。

・長島鉱物コレクションや苗木地方
の鉱物など貴重な資料を保存・活
用し、市民の自然科学に関する生
涯学習の支援や学校への学習支
援をするため、収蔵資料の調査・
登録・企画展の開催、教室の開催
や活断層に関する啓発等の教育
普及活動を行います。
・活動の広報を行います。

・開館日数　302日　利用者　15,198人（H28年度　15,547人→349人減）
・学校等団体利用者　103件　利用者　4,651人
・企画展開催　2回　観覧者延べ　8,821人、講演会　1回　参加者　84人
・私の展示室開催　1回　観覧者延べ　3,256人
・各教室等の開催　39回　参加者延べ　1,067人
・ストーンハンティング実施　日数　221日　参加者延べ　9,021人
・ミュージアムフェスタ開催　7/30（日）　参加者　920人
・無料デー開催　5/21（日）国際博物館の日　599人
　　　　　　　　　　11/3（祝）文化の日　891人
                　　 3/17（土）  150人
・コンサートの開催　1回　3/17（土）　参加者　118人
・博物館協議会の開催　2回　委員　10人
・友の会との連携
・広報活動　学校へのチラシ配布、「恵那山」4回等
・博物館実習　1人
・職場体験等受け入れ　2人（中学生2人）

【効果】
・企画展・各教室等の開催により、自然科学への関心を高めるとともに、防災知識等活
用力を高めることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・全国的にも数少ない地質系の博物館として、長島コレク
ション、苗木地域で採掘された希少鉱物、活断層や地質
など貴重な資料についての保存、研究及び展示を行い広
く市民、研究者に興味、関心、情報活用力及び知識を高
めるための施設であり、最近では、地震等自然災害に関
心を持つ利用者が増加傾向であり、防災意識、知識を高
めるためにも継続運営が必要である。（前年度比98％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・利用者数がほぼ横ばいであり、特に今後の際立った増
加を見込むことは難しい。
・貴重な鉱物の保存、教育普及活動での活用など必要性
は認め、粛々と運営していくだけであるが、鉱物博物館
はH9建築で、今後施設の老朽化対応も必要になってくる
と思われることから、将来的には他の博物館施設との統
合を検討する必要がある。

文化スポーツ部
鉱物博物館

東山魁夷心の
旅路館事業

・日本を代表する東山魁夷画伯
の貴重な絵画等を展示・紹介す
ることにより、郷土にゆかりのあ
る文化人を広く市内外に顕彰
し、豊かな文化を伝えます。

【目標】
・東山魁夷心の旅路館利用者数
H29年度：7,500人　H30年度：7,500人
・収蔵する東山魁夷画伯の絵画等を展
示・紹介します。

【効果】
・広く市民に地域の文化を伝え、生涯学
習や文化活動を支援することができま
す。

・中津川市山口とゆかりのある東
山魁夷画伯の絵画を展示・紹介す
ることにより、市民の生涯学習・文
化活動を積極的に支援し、「人々
がかがやくまち中津川：歴史文化
に魅力があるまち」を目指し、地域
文化の紹介・振興と市民や観光客
が親しみやすい運営を行います。

・開館日数　308日　利用者　5,475人（H28年度　5,650人→ 175人減）
・展示替え　4回
・無料デーの開催　5/21（日）国際博物館の日　204人
                  　　　8/5（土） ワークショップ絵手紙　9人
　　　           　　　 8/6（日） 開館記念日　155人
　　　　　　　　　　　　（うち岡田正春氏講演会　22人）
   　            　　 11/3（祝）文化の日　386人
　　　　　　　　　　　　（うちリコーダアンサンブル　80人）
・山口小学校児童絵の製作、作品展　参加者　27人
・市内小中学校への出張展示　実施校（第二中学校）　1校　観覧者　161人

【効果】
・講演会や出張展示を行い、美術鑑賞の楽しみ方や、子ども達へ収蔵する作品等を広
く紹介することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・郷土にゆかりある東山魁夷画伯の貴重な絵画を関心を
高めながら広く伝えることが、中津川市として必要であ
る。（前年度比97％）
・夏休み期間中は、小中学生を対象に館内で「美術館
探検！」と題してクイズラリーを開催したり、市内小中学
校への出張展示を行い作品鑑賞のポイントなどを解説す
るなどして、それぞれ絵画への興味を持たせる工夫をし
ている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・小中学生を対象としたイベントや学校への出張展示な
ど、絵画への興味を持たせる工夫はされているが、利用
者数はほぼ横ばい状態である。隣接する道の駅 「賤母」
とも連携し、利用者の取り込みを図ることも必要であると
考えられる。
・貴重な東山魁夷画伯の絵画の展示、紹介、収蔵を引き
続き粛々と行っていくだけであるが、本館はH7建築で、今
後施設の老朽化対応も必要になってくると思われること
から、将来的には他の博物館施設との統合を検討する必
要がある。

財務部
資産経営課

庁舎耐震整備
事業

・市役所本庁舎（S47年建築）
は、耐震基準を満たしておら
ず、大規模地震が発生した際
には倒壊の恐れがあります。防
災拠点としての機能確保と行政
機能の継続性を確保するため、
耐震化を図ります。

【目標】
・H29年度末までに耐震補強及び必要
最小限の改修工事を実施します。
・Iso値（※1）＝0.99以上

【効果】
・大規模地震発生時等に防災拠点とし
ての機能や行政機能の継続性が確保
されます。

・防災拠点としての機能と行政機
能の継続性を確保するため、耐震
補強工事を実施します。
・本庁舎は建築後44年経過してお
り施設が老朽化しているため、必
要最小限の改修工事を行います。

・耐震基準を満たしていない本庁舎をH28からH29年度で、Iso値を0.99以上にする耐震
補強工事を実施
　　Is値（※2）　耐震補強前：南北方向　0.45～2.16、東西方向　0.69～2.21
　　　　　　　　 耐震補強後：南北方向　1.17～2.16、東西方向　1.02～2.16
・改修工事内容
　　屋根改修、トイレ改修、給排水設備改修、議場排煙対策、電話交換機更新等
■全体計画　H26からH29年度
・H26年度：基本設計　　H27年度：実施設計　　H28からH29年度：耐震改修工事
・総事業費878,275,898円、H29年度の事業費428,767,256円

【効果】
・H30年2月に耐震補強工事が完了し、Is値（※2）＝1.02となり、防災拠点としての機能
確保と行政機能の継続性が確保できました。
・改修工事により、障がい者用トイレをオストメイト対応トイレにする等、来庁者が利用し
やすい施設になりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・必要最小限な改修工事を工期延長を行うことなく、Ｉｓ値
（構造耐震指標）=1.02に上げることができ、また防災拠点
としての機能確保と行政機能の継続性が確保できた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

【外部評価対象事業】
・防災拠点として機能するだけの能力を有した改修を行う
ことができたことは評価できる。
・事業の進捗についてもほぼ予定通りの工事を行うこと
ができた。
・改修工事が完了したことで耐震整備という事業の効果
を発揮できる。
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生活環境部
防災安全課

自主防災組織
育成事業

・「防災」「減災」を推進するため
には、ハード対策だけでは限界
があることから、ソフト対策を可
能な限り推進し、ハード・ソフト
を組み合わせた防災対策を実
施していきます。そのために、
市民一人ひとりの防災意識（自
助・共助）の高揚を図ることや
災害に対する心構えの啓発、
避難に関する知識の普及によ
り地域防災力の向上を目指しま
す。

【目標】
・市民の防災に対する意識の向上
　防災訓練参加率
　　H29年度目標：25.0％
　　H30年度目標：28.0％
・防災士の育成
　  H29年度目標：325人
　  H30年度目標：350人

【効果】
・地域防災力の向上により「災害に強い
まちなかつがわ」が形成されます。

・自主防災会を育成して地域の防
災力を高めるため「避難所開設運
営マニュアル」の作成や防災士養
成講座（中津川市地域防災リー
ダー育成講座）を実施するととも
に、各地域の防災訓練の支援を
行います。
・災害発生に備えた防災訓練など
を行い地域防災力の強化を図ると
ともに、自主防災会の育成や防災
士を養成するための機会を提供し
ます。

・自主防災組織育成のための防災訓練の実施
　　H29年8月27日　参加人数　19,872人　参加率　24.9％
・自主防災会リーダー研修会の開催　中津地区　4回
・防災講演会の実施　H29年7月7日　参加人数　214人
・防災士養成講座（中津川市地域防災リーダー育成講座）の開催　4日間　53人
・消火栓ホース格納箱設置　29台（川上2台、加子母10台、付知7台、蛭川10台）
・「避難所開設運営マニュアル」の作成　H29年度末　17避難所

【効果】
・防災士（地域防災リーダー）の養成により、平常時から災害時までの地域のリーダー
ができ、地域防災力の向上を図ることができました。
　　H29年度末　346人（H28年度末　294人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・自主防災会リーダー研修や防災士養成講座、防災講演
会の実施により、地域の防災力の向上を図ることができ
た。
・防災士（地域防災リーダー）の養成について、H28年度
末の実績294人からH29年度末は346人に増員し、地域の
防災力が向上した。
・H28年度に課題としていた防災士（地域防災リーダー）
のスキルアップ研修会を開催し、防災士の能力向上を図
るとともに、各地域での活動状況など防災士同士の情報
共有を図ることができた。今後は、防災士が各地域で活
躍できる体制づくりとして、防災士の他、自主防災会、消
防団、ボランティア団体、学校関係者などで組織する地域
防災会議（協議会）の設置も推進していく。
・今後も防災士（地域防災リーダー）の養成を行い、全て
の自主防災会に防災士の配置を目指し、防災士の制度
や必要性の周知、資格取得の働きかけを行っていく。
・ハザードマップを利用した防災訓練の実施により、市民
に“災害を自分ごと”としてとらえていただくことができ、
「自助」「共助」の意識を高めることができた。
・避難所開設運営マニュアルは、H28年度末で策定箇所
数が9か所であったが、H29年度末には17か所になった。
また、第一中学校などは、防災訓練時にマニュアルに
沿った開設運営訓練を行って、PDCAサイクルにより訓練
結果を検証し、マニュアルに反映されている。今後も未策
定の指定避難所のマニュアル策定を働きかけていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

【外部評価対象事業】
・H28年度に課題としていた防災士のスキルアップについ
て、研修会の開催、防災士同士の情報共有により課題解
決の一つとなったこと、また、防災士養成講座の開催に
より防災士が増員されたことは、地域の防災力の向上が
図られたと評価できる。
・地域の防災力の向上は、防災士だけではなく、自主防
災会、消防団、ボランティア団体等の地域団体・住民と連
携することが重要であるため、地域防災会議の設置、協
議内容の公表などにより市民意識の向上を図ることが必
要である。
・避難所開設運営マニュアルの作成に当たっては、一定
の地域住民が使用して開設するのではなく、誰もが使用
し避難所を開設できるようなマニュアルとし、広く周知され
たい。

商工観光部
工業振興課

亜炭鉱害対策
事業

・戦中戦後の資源不足時に主
に家庭用燃料として亜炭が落
合地区で採掘され、現在、その
鉱跡の陥没事故の発生が地域
住民の大きな不安となっている
ため、災害発生時の速やかな
対応とその対策を検討するた
めの状況調査を行います。

【目標】
・亜炭鉱廃坑が起因する浅所陥没への
速やかな対応と今後の対策を検討し、
被害の防止を図ります。
　調査：～H31年度
　実施設計：H30～H33年度

【効果】
・浅所陥没被害への迅速な対策を通じ
て、市民の生命、財産が守られます。

・地域住民の安全・安心を確保す
るため、現状を把握し、対策を検
討するための調査を行います。
・亜炭鉱廃坑跡に起因する宅地・
農地の浅所陥没被害の原形復旧
を行います。

＜予防対策＞
・緊急輸送路となる市道の一部を対象にボーリング調査を実施
　　ボーリング調査：4か所（L=76.0ｍ）
＜特定鉱害復旧（県基金事業）＞
・浅所陥没が発生した際の速やかな復旧工事を実施
　　家屋傾斜復旧（地盤改良、家屋解体・新築）：1か所

【効果】
・緊急輸送路の復旧に係る事前調査が完了し、整備方針決定の基礎資料が整いまし
た。
・浅所陥没が復旧され、市民の生命と財産が守られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・落合地区の亜炭鉱廃抗は毎年のように陥没・復旧を
行っており、市内でも東海・東南海地震等災害による危
機意識は高い。
・特に災害等の緊急輸送路の安全確保は、地域住民の
安全・安心を守る観点から重要であり、現状を調査し対策
を検討するために継続して事業を進める必要がある。
・亜炭復旧の制度継続について、引き続き国等への要
望、働きかけを行っている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域住民の安心・安全を確保するため必要性は非常に
高い。しかし、亜炭鉱廃坑問題は国のかつての政策の結
果でもあり、本来は国が対応すべきである。
・しかしながら、市民の安全安心を守るためには危険箇
所と判断された場合、対処していく必要がある。
・市は応急的な陥没対応のみを行い、根本的な対応につ
いては国が責任を持って行うよう働きかけを行っていくべ
きである。

基盤整備部
建築住宅課

住宅・建築物
耐震化促進事
業

・いつ起こってもおかしくないと
される東海・東南海地震による
被害を最低限にとどめ、減災対
策として事前に備えをすること
で市民の生命と財産を守り、安
心して暮らせる地震災害に強い
まちづくりを進めます。

【目標】
・本市の住宅耐震化率　H25年度住宅・
土地統計調査推計値：79％
H29年度：86％　H30年度：89％　→
H32年度（目標値）：95％

【効果】
・大規模地震の発生による建物倒壊や
損傷等の建物被害を抑え、人的被害を
減らすことができます。

・木造住宅等耐震化促進のため、
住宅建築物の耐震化の必要性に
ついて市民に広く普及啓発し、耐
震診断及び耐震化リフォームの補
助を行うことで、住宅耐震化を支
援します。
・地震による市民の被害を軽減す
るため、耐震化促進計画（H20.3策
定）により、住宅・建築物の耐震化
に取り組みます。

・無料耐震診断実施件数
　　86件（H28年度　77件→　9増）
・木造住宅耐震補強工事費補助・住宅リフォーム補助件数
    13件（H28年度　11件→　2増）
・集会所等建築物等耐震診断件数
　　 0件（H28年度　 1件→　1減）
・耐震シェルター補助件数
　　 0件（H28年度　 1件→　1減）
・住宅耐震化啓発事業（相談窓口、出前講座、戸別訪問等）
　　重点地域：蛭川地区
　　出前講座　1回
　　戸別訪問　蛭川地区内対象建物の全戸515戸
　　無料診断の申込　70戸（H28年度 　0件→  70増）蛭川地区内の無料診断済件数
100戸

【効果】
・木造住宅無料耐震診断、木造住宅耐震補強工事費補助（リフォーム補助を含む）を実
施し、市民の住宅の耐震化を支援しました。
　（本市の住宅耐震化率　H28年度：79％　H29年度：83.6％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・H29年度の実施件数は、岐阜県下42自治体中　診断3
位、補強3位(H28：診断5位、補強4位)と依然として県内の
上位グループをキープしており、本市の地震防災に対す
る市民の地震防災への意識は高いと思われる。
・今期も大阪北部で大きな地震が発生しており、今後も住
宅耐震化促進条例に基づく、事業推進が行政として有効
かつ必要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・耐震診断、補強の実績件数から、例年通り県内でも高
い順位をキープしており、事業の効果は現れている。
・地震防災は行政が担うべき必要不可欠な部門であり、
事業推進にあたり国・県の補助金やマンパワーを駆使し
ていることから、財政的な視点からも有効な事業であると
いえる。
・市民の安心安全のため将来にわたり継続していくことが
重要であり、今後も市民の地震に対する意識が希薄にな
にらないよう、出前講座や個別訪問などの普及活動を推
進する必要がある。

基盤整備部
建設課

橋りょう新設改
良事業

・老朽化した橋りょうの架替えを
行った場合に事業費が多大と
なるため、既存橋りょうを長く使
用するための対策を行います。
・地域防災上、避難ルート及び
緊急輸送路の確保として橋りょ
うの耐震化を行います。

【目標】
・橋りょう定期点検
　対象橋りょう数：約880橋
　H29年度：220橋　H30年度：250橋
・第一、二次緊急輸送路を跨ぐ橋りょう
及び避難輸送路に架かる橋りょう補修
及び耐震化工事対象橋りょう数：13橋
　H29年度：1橋　H30年度：2橋

【効果】
・避難ルート及び緊急輸送路の確保、
橋りょうの延命、橋りょう架替え工事費
の削減が図られます。

・市内にある約880の橋りょうにつ
いて、その重要性、優先度に基づ
き計画的な耐震、改修を行いま
す。

＜防災・安全社会資本整備交付金事業＞
・橋りょう耐震補強補修工事　明沢大橋　L=30.7ｍ
・橋りょう点検業務委託　市内道路橋　N=211橋
（内 ＪＲ跨線橋　N=6橋、中央自動車道跨道橋　N=8橋）
＜市単独事業＞
・中切橋補修工事　他3橋
・中津川橋詳細調査業務委託　他1橋
・橋りょう補修設計業務委託　N=5橋

【効果】
・明沢大橋の耐震補強補修工事により、緊急輸送路の確保、橋りょうの延命を図ること
ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・老朽化した橋りょうの架け替えは多大な事業費を要する
ことから、耐震化補修工事により既存橋りょうの長寿命化
対策を講じたことで経費削減を図ることができた。
・明沢大橋の耐震補強補修、211橋の橋りょう点検を実施
し、今後も優先順位を付け耐震補強や補修をしていくこと
で市民の安全・安心を守る必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域防災の向上のための避難ルート及び緊急輸送路
の確保策として、架け替えではなく耐震補強工事により
橋りょうの長寿命化を行うことは、財政的な視点からも非
常に重要であり、今後とも継続的に行う必要があると言
える。
・市内に数多く存在する橋りょうを計画的に点検するた
め、業者への委託だけではなく職員による対応などマン
パワーによる対応を行なっている。
・計画的な橋りょうの耐震補強補修や点検業務を行ううえ
で、社会資本整備総合交付金の確保が必要不可欠であ
る。積極的な要望により近年では内示率が高いことか
ら、引き続き財源の確保に努めていく必要がある。

基盤整備部
建設課

道路維持補修
事業

・市民が道路や歩道橋等を通
行するのに対し、安全を確保す
るため、道路施設の点検・補修
を行います。

【目標】
・H27～30年度　道路付属構造物施設
点検
・H27～30年度　道路付属構造物施設
点検結果により、修繕が必要となった
施設の修繕工事

【効果】
・市民生活に欠かすことのできない道
路環境の予防・保全が図られ、市民の
安全が保たれます。
・施設の長寿命化が図られます。

・緊急輸送路を確保するため、道
路施設の点検・補修を行います。
・道路管理者の責務として管理市
道の道路施設点検を実施し、道路
利用者の安全を確保します。

＜防災・安全社会資本整備交付金事業＞
・道路舗装補修工事（阿木：向ハザバ～宮ノ腰線L=400m、付知：石鋪～白沢線
L=163m）
・歩道橋塗装補修工事（三五沢横断歩道橋）
・分田～下浦線道路構造物設計業務委託
・道路付属物点検業務委託（道路照明灯：N=40基）
・道路構造物定期点検（トンネル　N=5か所）5年ごと
＜市単独事業＞
・必要箇所においては、補修等の対策を実施

【効果】
・道路維持補修事業により、市民が道路や歩道橋等を通行する際の安全確保ができま
した。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・道路や歩道橋等を市民が安全に利用するため、道路施
設の点検・補修や維持工事をすることで、安全・安心を図
ることができた。
・今後も交付金を活用し整備を進めるため、交付金の確
保に努める。
・要望に対して、優先順位を付け重要度や危険度の高い
箇所から補修を行うことで安全・安心を図ることができ
た。
・すべての要望に対して対応することはできない。復旧の
手法などを検討することで、より多くの要望に対応する必
要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市域の広い中津川市においては施設と同様に道路の
維持管理にも多額の費用を要することから、社会資本整
備総合交付金を継続的に確保できるように努めるべきで
ある。
・市道は住民生活に直結するため、地元要望に対して優
先順位を付けることは難しいが、限られた財源の中でより
効率的に維持補修を行う必要がある。
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基盤整備部
建設課

急傾斜地崩壊
防止事業

・土砂災害特別警戒区域や土
砂災害警戒区域を解消し、安
全・安心な生活環境を提供しま
す。

【目標】
・H27～29年度　野尻（2）急傾斜地崩壊
防止工事（付知）　H29完了
・H30年度　竜野急傾斜地崩壊防止工
事（付知）

【効果】
・急傾斜地隣接地に居住する住民の生
命・財産を守ることができます。

・急傾斜地に建つ住宅が大雨など
により被害を受けることのないよ
う、複数年にわたり県と連携して
崩壊対策工事を行います。

・野尻（2）急傾斜地崩壊防止工事（付知）　L=129ｍ
・大新田急傾斜地崩壊防止工事（付知）　 L=74ｍ
・県営事業負担金
　　（付知町中野、加子母渡合・番田）

【効果】
・事業実施により、急傾斜地隣接地に居住する住民の生命・財産を守る見込みができ
ました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・土砂災害特別警戒区域や土砂災害警戒区域の対策を
行い、安全・安心な生活環境を提供することができた。
・今後も補助金を活用し、危険箇所の対策工事をしていく
必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・急傾斜地崩壊防止工事は県と足並みを合わせて行って
いく必要である。
・危険箇所の対応は必須であるが、財源の確保も重要で
あるため、県の補助金の獲得していく必要がある。

消防本部
消防総務課

消防設備整備
事業

・消防は、災害や事故の多様化
及び大規模化、住民のニーズ
の多様化等の消防を取り巻く環
境の変化に的確に対応し、市
民の生命、身体及び財産を守
る責務があります。
・経年とともに老朽化した消防
車両、設備や機器を計画的に
更新し、消防力を維持します。

【目標】
・市有財産（施設）運用管理マスタープ
ラン、消防施設設備整備計画により車
両、機器を更新整備し、配備していきま
す。
・H27年度からH31年度にかけて、署車
両8台、団車両等19台を更新します。

【効果】
・機器の性能向上による活動の効率
化、維持管理の経費削減が図られま
す。

・消防力の強化を図るため、消防
施設設備整備計画により計画的
に消防設備を更新します。

・高規格救急車　2台（坂下・加子母分署：13年経過）
・団消防ポンプ自動車　1台（中津分団：23年経過）
・団小型動力ポンプ積載車　2台（川上分団：23年経過、坂本分団：22年経過）
・団小型動力ポンプ　2台（中津分団：23年経過、加子母分団：26年経過）
※更新に当たっては、地域バランス、修理歴等を勘案し計画的に更新します。

【効果】
・経年とともに老朽化した車両を更新したことにより、災害出場時の突発的な故障や異
常のリスクを軽減することができました。
・最新車両と装備により、より安全に活動することができ、市民の安全・安心を確保でき
ました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・坂下分署及び加子母分署の救急車が老朽化して現場
活動に不安があったが、合併特例債を利用して更新する
ことができ、年々増加する救急要請に対応する整備がで
きた。
・消防団のポンプ車１台、小型ポンプ積載車２台および小
型ポンプ２台を合併特例債を利用して更新することができ
た。
・団ポンプ車は２３～２４年使用して、老朽化も著しく、今
回の更新により、市民の安全・安心を確保できる体制を
整えることができる。
・今後も整備計画により計画的に更新することにより、必
要な配置を継続する。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・市民の生命、財産を守る重要な事業であり、必要性は
高いものの、車両、資機材は特殊な機材で高額であるこ
とから、選定や購入にあたっては、費用対効果を十分考
慮し必要最小限のものに留めることが必要である。
・老朽化した車両、資機材を単に更新するのではなく設
備の状況を詳細に把握し、適正な配置に努めることで、
総数を減らす工夫が必要である。

消防本部
消防総務課

消防施設建設
事業

・広大な面積を有する本市にお
いて、消防団は消防署だけで
は不足する人命救助や初期消
火などへの対応等非常に重要
な役割を担っています。
・地域防災の中核として活躍し
ている消防団の拠点である消
防団器具庫の建設を計画的に
行います。
・消防水利を効果的に配置する
ため、耐震性防火水槽建設、消
火栓の設置、移転を行います。

【目標】
・H41年度までに、現在88か所の消防
団器具庫を65か所を目標に統廃合を
図ります。
　H30年度：86か所
　H31年度：85か所
　H41年度：65か所

【効果】
・消防団員のサラリーマン化による昼間
の消防力の低下を施設統廃合により集
約することで、効率的な運用ができ、維
持管理費が軽減されます。

・消防力の強化を図るため、市有
財産（施設）運用管理マスタープラ
ン、消防施設設備整備計画により
計画的な消防団器具庫の統廃
合、消防水利の建設等を行いま
す。

・福岡分団川西器具庫建設工事
　　建設計画：H27年度用地購入、H28年度用地造成、H29～30年度建設工事
・消火栓移転工事　7か所（阿木、駒場、福岡、苗木、手賀野、恵下、中一色）
・消火栓新設工事　2か所（阿木、松田）
・消火栓塗装工事　252か所（茄子川51か所、阿木51か所、付知150か所）

【効果】
・福岡分団川西器具庫建設は入札不調に終わったため、H30年度建設に向けて設計見
直しを行うとともに、市有財産（施設）運用管理マスタープランに基づいて今後の器具庫
統廃合計画を見直し、消防団拠点の効率的な運用と維持管理費の軽減につなげまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・H29年度に予定していた消防団福岡分団第5部の統合
建設について、入札を行ったが、オリンピック需要による
人件費、資材費等の急激な高騰により、2回とも不落とな
り、H30年度建設に向けて、地元団員とも協議を重ね、仕
様書の見直し等を行った。
・入札前に地盤調査と設計委託を行った。
・今後、整備計画の見直しが必要であるが、消防力の強
化と効率化を目指し、維持費の軽減を図りながら、起こり
うる複雑多様な災害に万全の体制となるよう整備する。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・器具庫統廃合に向けた建設工事が入札不調に終わり、
次年度にずれ込むことは、統廃合の計画に年々遅れが
生じることになる。しかし、限られた予算での施設整備で
あるため、優先順位付けと再配置施設が各々の現状に
見合ったものになるよう費用対効果に留意した計画策定
が必要である。
・また、今後も統廃合による同規模の器具庫建設を行っ
ていくためには、費用対効果を十分考慮し必要最小限の
ものに留めることが必要である。

生活環境部
防災安全課

生活安全対策
事業

・安全で安心して暮らせる地域
社会を実現するため、市民の身
の回りに潜む犯罪の防止、危
険の除去に取り組みます。

【目標】
・地域安全ボランティア団体の後継者
の育成　リーダー養成講座　1回
・青色防犯パトロールの推進及び実施
公用車16台、週に1度以上の実施継続
・いじめによる重大事態発生ゼロの継
続、いじめ、非行対策部会開催　各2回
・特定空家等の除却戸数　H30年度末
5戸、特定空家等の除却以外による是
正戸数　7戸

【効果】
・安全で安心して暮らせる地域社会を
実現します。
・特定空家等の改善を図り市民の安全
安心な暮らしを確保します。

・防犯対策のため、青色防犯パト
ロールや地域安全ボランティア団
体の育成支援を行います。
・街頭犯罪抑止、生活道路におけ
る歩行者の安全な通行のため、地
域で新規設置した
防犯灯に対して交付金を交付しま
す。
・空家等の対策のため、関係部局
と連携して適正な措置（行政指
導）を行います。

＜安全安心まちづくり事業＞
・地域安全ボランティア団体育成支援、リーダー養成講座等の開催　1回
　（団体数:一般68・企業18）
・青色防犯パトロールの推進及び実施　50回以上
　（週1回以上実施し、年末年始は重点的に実施）
・地域への防犯灯新規設置費補助　91基
　（ＬＥＤ器具共架　76基、ＬＥＤポール設置　15基）
・非行、いじめ対策（地域非行対策部会・いじめ対策部会の合同会議の開催）　1回
＜身の回りの危険の除去事業＞
・ひやりはっと報告による改善　交通安全関連　57件受付（うち完了 54件（不可能含））
・生命を守る月間現地視察　H29年8月3日 3か所
・公共施設内設置ＡＥＤの維持管理　本体：6台更新
＜空家等対策事業＞
・空家等対策協議会の開催　3回
・特定空家の措置（指導）　5戸
　（うちH29年度解体完了　4戸、H30年度行政代執行　1戸）
・空家等に対して訪問または文書送付による適正管理依頼　12戸（うち7戸改善）
・空家解体支援事業　9戸

【効果】
・当市におけるH29年の犯罪が減少しました。　刑法犯：293件（前年比△21件）
・特定空家の除却を行うことにより住民が危険を回避し、周辺の生活環境を保全するこ
とができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・防犯灯設置補助はH29年度からLED化への補助を廃
止。新規の設置に対し91基の補助ができた。
・安全安心まちづくりリーダー養成講座を開催し、ボラン
ティアリーダーの安全意識高揚を図ることができた。
・空家等対策では協議会を3回開催し、市の空家対策関
係新規事業の説明と、特定空家の経過報告を行った。特
定空家5戸のうち4戸が解体までこぎつけることができた。
危険空家以外の適正管理ができていない空家について
は、所有者等を特定し、訪問または文書送付により適正
管理依頼を行い、12件中7件の改善を図ることができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・防犯灯設置補助について、補助要件の一部を廃止した
ことで、新規設置に対する補助件数が増加したことでＬＥ
Ｄ防犯灯設置が推進されたことを高く評価する。
・特定空家等の対策について、特定空家に対する解体支
援により解体が推進されたこと、適正管理ができていな
い空家への指導による状況改善が図られたことは、空家
所有者へのきめ細やかな対応を行ったことによる効果で
ある。今後も補助金を活用し空家解体支援の推進及び空
家の適正管理に対する市民への意識啓発を推進するこ
とが必要である。

基盤整備部
建設課

交通安全施設
設置事業

・児童生徒の通学時の安全確
保のため、毎年、小学校ごと
に、学校、保護者、道路管理
者、警察及び自治会等が参加
する通学路合同点検を行いま
す。
・全国的に幹線道路や生活道
路で歩行者や児童を巻き込ん
だ事故が発生しており、歩行者
に安全・安心な歩行空間の整
備を行います。

【目標】
・通学路の緊急合同点検結果による要
対策箇所の安全施設等の整備　115路
線
・通学路合同点検の実施　1回

【効果】
・児童及び歩行者の安全な歩行空間が
確保できます。
・交通事故の防止となります。

・通学路合同点検の結果を受けて
通学路の危険箇所の除去、改良
及び安全施設の補修、歩道の整
備、側溝整備、防護柵設置、カ
ラー塗装等の安全対策を行いま
す。

＜防災・安全社会資本整備交付金事業＞
・坂本80号線歩道設置工事　L=188ｍ
・通学路側溝整備工事　（坂本・坂下・蛭川・付知）　L=1,104ｍ
・通学路明色化工事　124路線　L=33,690ｍ（カラー塗装）
＜市単独事業＞
・坂下1号線歩道設置測量設計業務委託
・交通安全対策事業（道路鋲、区画線、ガードレール）　市内　37路線

【効果】
・本工事により、生徒児童及び歩行者の安全な歩行空間を確保し、安心して通行がで
きるようになりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・児童生徒の通学時の安全確保のため、学校、保護者、
道路管理者、警察、自治会等が参加する通学路合同点
検を行い、歩行者、児童に安全・安心な歩行空間の確保
に努める。
・今後も合同点検を行い、優先順位を付け整備をしていく
必要がある。
・事業を円滑に実施するため、交付金の獲得に努める必
要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・歩道設置や通学路明色化工事により、通学する児童生
徒の安全は確実に確保された。
・市民の安全・安心に直結する事業であり、今後とも継続
していくべきであるが、限られた財源で事業を行うために
優先順位を付け、計画的に実施する必要がある。
・防災・安全社会資本総合整備交付金の交付額により全
体事業量をコントロールせざるを得ないため、積極的な
要望により国庫補助の獲得に努める必要がある。
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生活環境部
環境政策課

環境管理事業

・中津川市環境基本条例に基
づき、将来に向けて環境を生か
したまちづくりを推進します。
・リニアでの開発や供用後のま
ちづくりを見据え、豊かな自然
を守り・磨き・次世代に残してい
くために、希少動植物の調査や
保護、外来生物の駆除、里地
里山の保全などに取り組みま
す。また、そのための人材育成
にも取り組みます。

【目標】
・保育園・幼稚園や小学校においての
環境教育・学習を実施します。
　H29年度：13園・15校
　H30年度：17園・17校

【効果】
・幼児期の知的好奇心の育みと探究心
や科学的思考力が芽生えます。
・自然の魅力への気付きと環境を守ろう
とする意識が向上します。
・環境教育・学習の継続による自然に
対する意識の高い人材が育成されま
す。

・市民と行政が協働し、自然共生
地域づくりの推進に向けた各種事
業に取り組みます。

＜自然共生地域づくり事業＞
・自然環境団体等連絡会議の参加団体による環境保全活動の推進
・幼児向けの環境教育　12園（H28年度　9園）
・小学生向けの河川環境学習の実施　15校（H28年度　13校）
・指導者育成　1回（H28年度　0回）
・環境に関するイベント企画　6回（H28年度　7回）
＜シデコブシ等重要自生地保全事業＞
・希少植物等（シデコブシ等）自生地の環境調査　1か所
・保全活動の実施　支障木伐採　150本
＜特定外来生物分布調査及び駆除活動推進事業（オオキンケイギク、アレチウリ等の
駆除）＞
・特定外来植物の駆除に向けた啓発、分布調査や地域行事での駆除活動の推進
・特定外来植物駆除　72か所（3,962㎏）（H28年度　82か所（3,420㎏））

【効果】
・市民への啓発及び一斉清掃等での駆除、分布調査結果に基づいた委託業務による
駆除の実施により特定外来植物の繁殖抑制につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・幼稚園児・保育園児を対象とした環境教育の実施や小
学生を対象とした河川環境学習の実施など、幅広い世代
が連携、協働し将来の環境を守る人の育成が図られ、豊
かな自然環境を保全し、安心して暮らせる地域づくりが進
められた。（前年度比：3園、2校増）
・特定外来植物駆除活動について72か所、3,962kgの駆
除を行い、環境保全に努めた。
・幅広い世代が連携し、共同することで環境保全及び人
材育成など安心して暮らせる地域づくりに資する実績が
積み上げられたが、活動を支える指導者やスタッフの育
成（高齢化など）が課題であるため、講習会を開催して育
成に取り組んだ。講習を受け、今後スタッフとして経験を
積むことで指導者として活動できるようになるため、持続
的な取り組みが必要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・幼少期の自然環境に関する体験、学習に取り組むこと
は、将来にわたり自然環境への関心を高めるために効果
的であると考えられる。実施箇所数は、毎年度増加して
いるので、今後も市全域で取り組めるよう拡大を図ること
が望まれる。
・環境保全に関する様々な活動や施策について、広くＰＲ
することで、活動に関わる機会が少ない市民の意識醸成
を図られたい。
・課題としていた指導者やスタッフを育成するための講習
会が開催できたことは評価できる。人材育成には継続的
な取り組みが必要であるため、市民へのＰＲを行い幅広
い世代の指導者を育成されたい。

基盤整備部
建設課

河川改修事業

・防災力の強化のため、異常気
象による局所的豪雨に対応が
できる河川と排水路の整備を行
います。
・自然環境と調和がとれた自然
共生型の河川を整備することで
住み良いまちづくりを行いま
す。

【目標】
・H27～28年度　河川排水能力調査（第
1期）
・H29～30年度　河川整備計画策定（第
1期）

【効果】
・家屋浸水被害が軽減できます。
・身の回りの河川環境を整え、安全で
安心な暮らしが確保できます。

・河川や基幹排水路を計画的に整
備するため、河川整備計画を策定
します。
・異常豪雨による水害の発生を抑
制する河川の整備をします。
・水害に強く異常豪雨にも対応で
きる基幹排水路の整備をします。

＜市単独事業＞
・第二辻原川河川改修工事（護岸　L=91.4ｍ）（H30年度へ一部繰越）
・六地蔵川河川改修工事（護岸  L=18ｍ）
・中津川市河川排水能力調査委託 （河川測量 L=5.5km、現況調査・治水計画
L=8.9km）
・野田川土砂排土工事委託（L=69ｍ・V=190㎥）
・河川土砂排土　市内 14河川

【効果】
・事業実施により、河川隣接地に居住する住民の生命・財産を守る見込みができまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・異常気象による局地的豪雨に対応できる河川と排水路
の整備・計画をすることで、人命災害に対して安全・安心
が図れた。
・今後も排水能力調査、計画、整備と進めていく必要があ
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・近年では台風、地震、局地的豪雨などによる河川氾濫
による水害が頻発しており、暮らしの安全を確保する観
点からも重要な事業である。
・すべての河川に対して大規模災害にも対応するだけの
改修を一斉に行うことは、財政的にも非常に厳しいもの
があるため、優先順位付けに基づいて排水能力調査を
行い、その結果を元に計画的に改修を実施していくこと
が必要である。
・普通河川改修補助制度については、毎年岐阜県市長
会議で要望を実施しており、今後も継続して財源の確保
に取り組む必要がある。

生活環境部
環境政策課

地球温暖化対
策推進事業

・地球温暖化防止対策やエネ
ルギー問題に対して、市として
も積極的に関与し、二酸化炭素
の排出が少なく、資源を循環さ
せ持続可能な地域づくりを構築
するための取り組みを推進しま
す。

【目標】
・住宅用太陽光発電システム設置に対
して補助を行います。(H29年度100件以
上、H30年度100件以上)
　H12～H30年度に累計1,800件以上の
設置を行います。（H28年度末累計
1,601件）
・薪・ペレットストーブ設置に対して補助
を行います。（H29年度20件以上、H30
年度20件以上）
　H28～H30年度に累計60件以上の設
置を行います。（H28年度末累計　24
件）
・小水力発電所開発を推進します。H30
年度までに累計4件以上設置します。
（H29年度末累計 4件）

【効果】
・自然エネルギーの更なる活用を図り、
低炭素社会が実現します。
・環境にやさしいライフスタイルが実現
します。

・自然エネルギーの活用を推進す
るため、住宅用太陽光発電システ
ム等設置に係る費用の一部を補
助します。
・薪・ペレットストーブ設置に係る
補助及び地域資源を有効活用す
るため、木質バイオマス活用に向
けた研究を行います。
・小水力発電の推進を図るため、
新たな発電施設候補地のリスト
アップと調査を行います。

・住宅用太陽光発電システム補助件数　68件（H28年度:94件）
　　設置費用の5％（上限10万円）の補助
　　　※ただし、市内業者以外が設置する場合は2.5％（上限5万円）の補助
・薪・ペレットストーブ補助件数　35件（H28年度:24件）
　　設置費用の1/3（上限10万円）の補助

【効果】
・住宅用太陽光発電システム設置や薪･ペレットストーブの設置に対し補助を行い、市
民の自然エネルギー活用推進が図られました。
　　住宅用太陽光発電システムによるＣＯ2削減量　219ｔ（H28年度:291ｔ）
　　薪・ペレットストーブによるＣＯ2削減量　151ｔ（H28年度:88ｔ）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民一人ひとりが省エネルギーの意識を持ち、実行して
いくことが必要であり、住宅用太陽光発電システム及び
薪・ペレットストーブの設置を補助することで住宅設備や
機器等の省エネルギー化を推進した。
・住宅用太陽光発電システムについては、申請件数が減
少し、設備需要が一服傾向を示すものの、当該設備によ
る災害時のメリットが大きいことから設置補助による意識
付けの継続が妥当と考える。
・薪ストーブ・ペレットストーブについては、需要が高く、市
民の自然エネルギー活用推進が図られた。
・広報誌、市公式ＨＰで補助制度の周知を行い設置促進
を図った。
・余剰電力の買取価格が年々低下していることから設備
導入意欲の低下が懸念される。
・住宅用太陽光発電システム設置補助68件（前年比26件
減）
・薪･ペレットストーブ設置補助35件（前年比11件増）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・自然エネルギーの活用など地球温暖化対策について、
引き続きＰＲ等の意識向上を図られたい。
・住宅用太陽光発電システムや薪・ペレットストーブの設
置が一過性のものとならないよう、社会情勢に合わせた
ＰＲや設置支援となることを期待する。

農林部
農林整備課

小水力発電事
業

・農業用水で小水力発電を行う
ことにより、二酸化炭素の排出
削減を図ります。
・売電収入を活用し、土地改良
施設の維持管理につなげま
す。

【目標】
・年間712ｔの二酸化炭素排出削減
　（＝1,538,163kwh×0.000579（H26代
替値採用）×0.8（年偏差））

【効果】
・土地改良施設の効果的な維持管理に
活用するとともに、二酸化炭素の排出
削減が図られます。

・用水を活用した小水力発電所を
運営することで、二酸化炭素の排
出削減を図りながら、売電収入を
活用し土地改良施設の維持管理
を図ります。

＜小水力発電施設の維持管理＞
・施設の保守・清掃委託、小水力発電所電気設備保守委託等
＜小水力発電施設建設基金＞
・小水力発電施設の更新に活用
＜土地改良施設建設改良基金＞
・後年度の土地改良施設の更新及び改良に活用
＜市内の土地改良施設修繕工事＞
・小水力発電所水車カバー修繕　一式
・山の田排水路改良工事　　L=33ｍ
・小野沢排水路改良工事　　L=37ｍ
・柿野排水路補修工事　　　L=79ｍ
・付知川右岸用水漏水補修工事
・市内土地改良施設修繕工事

【効果】
・小水力発電施設を適切に運営することにより、737ｔ（H29年度）の二酸化炭素の排出
削減を図りながら売電益を活用し、土地改良施設の維持管理をすすめました。
　（1,273,553kwh（H29年度売電量）×0.000579 = 737ｔ、売電収入:39,887,675円）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・農業用水を活用した小水力発電施設の適切な維持運
営により発生する売電収益を土地改良施設の維持管理
に活用しながら、二酸化炭素排出削減を図ることができ
た。また、水車カバーを更新したことにより、売電収入の
増加につながった。今後も現状維持で適切に運営してい
く必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・水車カバーの更新は金額の大きな修繕であったが、売
電収入がある施設であり適切に維持していくことが重要
で、今後も修繕やメンテナンスは適切に行っていく必要が
ある。
・農業用水から生み出された収入であるので農業（土地
改良施設）に還元されるのは当然であるが、その具体的
な使途については検討の余地があり、事業の予算は売
電収入で賄うのが望ましい。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

生活環境部
衛生センター

し尿収集処理
事業

・市内で発生した、し尿及び浄
化槽汚泥を「廃棄物の処理及
び清掃に関する法律」に基づき
安定的な処理を行い、放流先
河川の良好な水質を維持し、最
適な生活環境の保全に努めま
す。

【目標】
・老朽化した施設の計画的な安定処理
と維持管理の費用削減に努めます。
・施設から発生する処理水（放流水）の
水質を規制値以下とします。
　　規制値　BOD（※1）：20㎎/l 、COD
（※2）:30㎎/l、 SS（※3）:25㎎/l

【効果】
・2か所の処理施設で計画的に処理を
行い、老朽化した中津川衛生センター
の維持管理費用を削減します。
・最適な生活環境の保全、河川や海域
の水質を維持します。

・市内で発生するし尿及び浄化槽
汚泥等を適正に処理します。

・し尿収集業務
　　し尿収集量　　8,360kl（H28　8,812kl）
・汚泥処理業務
    し尿汚泥　　　6,923kl（H28　7,487kl）うち、
1,438klを恵北で処理
    浄化槽汚泥等　5,460kl（H28　5,894kl）うち、2,494klを恵北で処理
　　家庭雑排水　　　703kl（H28　793kl）
・脱水汚泥処理業務
    サーマルリサイクル（京都府）301ｔ（H28　334ｔ）
    石灰肥料（福井県）　　　　　177ｔ（H28　200ｔ）
・施設維持管理業務
　　脱臭設備修理
　　水中攪拌機修理
　　遠心分離機修理

【効果】
・全収集量の約23％を恵北衛生センターで処理し、計画的な安定処理が実施できまし
た。
・処理水を規制値以下で管理できました。
　　BOD（※1）：0.6㎎/l 、COD（※2）:5.8㎎/l、 SS（※3）:1.0㎎/l

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法律に基づき、し尿汚泥及び浄化槽汚泥を安全で安心
できる処理を行い、発生した汚泥はリサイクルするなど、
生活環境の保全に努めた。
・施設の老朽化が進み多額の維持管理を要しているた
め、新衛生センターの早期完成を推進する。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・し尿汚泥及び浄化槽汚泥を法令に基づき引き続き適正
な処理、管理により、放流先河川の良好な水質の維持、
生活環境保全に努められたい。
・老朽化が進む衛生センター、恵北衛生センターでの運
転により、多額の維持管理を要しているが、安定的な運
転に必要な最小限での修繕に留めるなど、新衛生セン
ターへの移行までの間の維持管理経費の縮減が望まれ
る。

生活環境部
衛生センター

新衛生セン
ター建設事業

・S42年に供用開始した中津川
衛生センターは、施設の老朽化
が進み維持管理等に多額の費
用を要しています。
・市内に2つある衛生センターを
1つに統合して、維持管理･汚泥
処理を円滑に行いランニングコ
ストの削減を図ることができる
施設を建設します。

【目標】
・H31年11月の完成に向け、計画的な
施設建設を進めます。

【効果】
・市内から発生するし尿、浄化槽汚泥
等の円滑な処理が行えます。
　　H31年度予測処理量　し尿：
5,555kl、浄化槽汚泥等：15,200kl
・2か所の施設の統合によりランニング
コストが削減できます。
　　H27年度実績：274,676千円
  → H34年度以降予測：102,000千円

・一般廃棄物処理基本計画に基
づき安定的稼働で自然環境に優
しい施設の建設を行います。
　　施設規模：65kl/日
　　処理方式：水処理方式（浄化
槽汚泥対応型（膜分離）脱窒素処
理）
　　資 源 化：リン回収

・総合評価入札に係る審査会支援業務委託   審査会6回開催
・施設建設工事施工監理業務委託（H29～H31年度）
・施設建設工事（H29～H31年度）
　施設規模：65kl　処理方式：水処理方式
・進入道路改良工事　L=86ｍ　線形改良
・橋りょう設置工事　L=28ｍ　W=5.0ｍ　単純非合成鈑桁
・用地購入（進入道路）231㎡

【効果】
・総合評価方式入札により、価格だけでなく、技術評価点による品質の確保、維持管理
費等の削減、地元業者を含めた施工体制の確保を行うことができました。
・施設建設工事に係る一連の事業として用地購入、進入道路改良工事、橋りょう設置
工事の完了により、事業遂行につなげることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・H29年11月に入札を行い、業者が確定した。
・一般競争入札総合評価方式を導入したことで、当初計
画の工程より遅れたが、契約額は大幅な減額につなげる
ことができた。要求事項を仕様書に盛り込むことにより地
域活性化につながる地元企業との施工協力体制やラン
ニングコストの比較を行うこともでき、今後施設を安定稼
働していくうえで重要な事項を十分に考慮した内容で業
者の決定を行うことができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

【外部評価対象事業】
・実施設計費用について、総合評価方式を取り入れたこ
とにより大幅に減額されたことや施設維持経費の比較な
どを提案内容に含め、施工費用の面だけでなく、今後の
維持管理費用の面を比較して設計業者の決定ができた
ことは評価できる。
・実施設計は、当初の計画から多少の遅れがみられる
が、業者提案の選定、費用の削減から必要な期間と捉え
られる。今後の事業進行に期待する。

生活環境部
環境センター

ごみ収集事業

・廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づき、市民から排
出される一般廃棄物の収集・運
搬を安全かつ適正に行います。

【目標】
・市民から排出される一般廃棄物の収
集・運搬を安全かつ適正に行います。
・ごみ収集日数　H30年度：257日

【効果】
・市民から排出される一般廃棄物の収
集・運搬を安全かつ適正に行うことによ
り、市民の衛生的な生活環境の保全が
図られます。

・市民から排出される一般廃棄物
の収集・運搬を安全かつ適正に行
います。

・収集車両の車検、修繕　13台
・ごみ収集委託地区
　　全てのごみ　坂下、川上、加子母、付知、福岡、蛭川、山口地区　257日
　　可燃ごみ　　中津西、中津南、苗木、坂本の一部、落合、阿木、神坂地区　206日
　　衣類・布類リサイクル回収
                    市役所、総合事務所、地域事務所、リサイクルセンター　83日
・指定ごみ収集袋製作　36,975箱6,715,000枚（H28年度　15,550箱4,975,000枚）
　  ごみ袋有料化導入に伴う指定ごみ収集袋切り替えにより製作枚数が増えました。

【効果】
・一般廃棄物の安全、適正な収集体制を構築することで、衛生的な生活環境の保全が
図れました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・一般廃棄物の収集運搬を安全かつ迅速・適正に行える
体制を継続して維持することができ、市民の衛生的な生
活環境の保全を図ることができた。
・H29年度よりごみ処理手数料の有料化制度を導入した。
導入直前には収集量が一時増加傾向であったが、周知
等により順調に収集が行えた。
・市民周知の具体的方法は、チラシを作成し新聞及び広
報紙への折り込み配布、広報紙への掲載、公式ＨＰ・防
災メールによるＰＲを行い、スムーズに移行ができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・一般廃棄物の収集運搬を適正に行うために、市民へ収
集方法等のＰＲを継続することで、収集体制等を維持さ
れたい。
・Ｈ29年度に導入した、ごみ処理手数料の有料化制度に
ついて、様々な手法を用いて事前にＰＲしたことで、大き
な混乱もなく移行できたことは、評価できる。
・引き続き、環境政策課が担当する「ごみ減量化・資源化
推進事業」と連携した事業推進を図られたい。

生活環境部
環境センター

ごみ処理事業

・一般廃棄物の焼却処理や埋
立て処分を安定的に適正に行
うため、焼却施設等について7
年間（H24～H30年度）の長期
包括運営管理業務委託を締結
するなど、ごみの定量的な処理
と施設の安全で安定した稼働
に努めます。

【目標】
・運営管理業務を長期包括委託するこ
とで、計画的に安全かつ安定した稼動
を継続します。
・長期包括運営管理業務委託
   契約額：4,246,019千円
   契約期間：H24～H30年度
・ごみ焼却炉運転日数
   H30年度：269日

【効果】
・単年度契約に比べ年平均10％程度の
経費削減が見込まれます。

・ごみの中間処理及び最終処分を
安定的かつ適正に行います。

・ごみ受入量　　　　　　　　H28年度
　　燃えるごみ    21,952ｔ　（22,194ｔ）
　　燃えないごみ     926ｔ　（　 885ｔ）
　　大型ごみ        1,451ｔ　（ 3,195ｔ）
　　下水道汚泥       706ｔ  （　 517ｔ）
　 　　　　     計　 25,035ｔ　（26,791ｔ）
・ごみ焼却量　    25,466ｔ　（24,655ｔ）
　　運転日数：1号炉　280日（ 268日）
　　　　　　　    2号炉　280日（281日）
・最終処分場埋立量
　　不燃物　　　　    973ｔ（　 991ｔ）
　  固形物　　　　    958ｔ（　 950ｔ）
　　スラグ等　　　    572ｔ（　 474ｔ）
　　　　　 　    計　 2,503ｔ（ 2,415ｔ）
・スラグ売払い量　  212ｔ（　 299ｔ）

【効果】
・長期包括運営管理業務委託により、経費削減を図りながらも、ごみ処理施設として安
定的な稼動を継続することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・長期包括運営管理業務委託により経費削減を図りなが
ら、ごみ処理施設として安全かつ安定的な稼動を継続す
ることができた。
・業務はH30年度をもって7年間の契約期間が満了となる
が、今後も施設の安定稼動を目的とした長寿命化総合計
画の策定により基幹改良工事及び長期包括運営管理業
務委託更新を行い効率的な業務展開を進める。
・また、H29年度より、ごみ処理手数料の有料化制度を導
入し将来へ向けてのごみ減量と、ごみ処理費用の財源確
保が図られた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・ごみ処理手数料の有料化制度を導入したことにより、ご
み処理費用の財源を確保できた点を高く評価できる。今
後はごみ排出量を注視し、必要に応じ手数料の見直しを
行われたい。
・長寿命化総合計画について、今後老朽化に伴い増加す
ると予測される維持補修経費、稼働状況、財政面など多
角的な視点での計画とすること。また、長期包括運営管
理業務委託についても同様である。
・引き続き、環境政策課が担当する「ごみ減量化・資源化
推進事業」と連携し、ごみ減量化の推進を図られたい。

生活環境部
環境センター

資源化対策事
業

・燃えるごみの減量化のため、
資源となるごみのリサイクルを
推進します。
・環境センターの焼却施設への
負担を軽減し、市民のリサイク
ル意識を高めます。

【目標】
・資源となるごみを正しく分別し、リサイ
クルすることにより循環型社会の実現
を目指します。
　　資源化目標　H31年度：21.5％
　（一般廃棄物処理基本計画 中間目標
年次）

【効果】
・リサイクルの推進を行うことにより、燃
えるごみが減量され、焼却施設への負
担軽減と市民のリサイクルへの意識の
向上が図られます。

・資源物の選別及び処理を適正に
行います。

・ペットボトルの減容、空缶の圧縮、空瓶の破砕処理
・資源ごみ処理実績　　　H28年度
　　缶類　　　　　141ｔ（123ｔ）
　　ビン類　　　　536ｔ（577ｔ）
　　ペットボトル　136ｔ（134ｔ）
　　牛乳パック　　　4ｔ（　4ｔ）
　　トレイ等　　　2.04ｔ（1.91ｔ）
　　　　　　計  819.04ｔ（839.91ｔ）
・雑紙・衣類・布類収集実績
　　雑紙　　　　　 3.09ｔ（ 3.41ｔ）
　　衣類・布類　35.15ｔ（36.00ｔ）
　　　　　　　計　 38.24ｔ（39.41ｔ）
・刈草・剪定枝等堆肥化事業実績
　　　　　　　　6月　 37ｔ（43ｔ）
　　　　　　　　9月   32ｔ（37ｔ）
　　　　　　　 計　    69ｔ（80ｔ）

【効果】
・資源物の収集、選別及び処理を適正に行い、リサイクルの推進を図ることができまし
た。
　　リサイクル率　H29年度 16.9％

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・資源物の収集、選別および処理を適正に行い、リサイク
ルの推進を図ることができた。
・H29年度においては16.8％のリサイクル率で資源化を図
ることができた。毎年発行「ごみの出し方」リーフレット等
により市民意識を高めさらなるリサイクルの推進を図るべ
く努めていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・リサイクル推進については、環境政策課が担当する「ご
み減量化・資源化推進事業」で実施しており、本事業はリ
サイクル処理業務であるが、収集された量や資源物の性
状からリサイクル意識の状況が確認できる。引き続きご
み減量関連の事業と連携し回収状況の公表などにより
市民の意識向上を図ることで、リサイクル率の向上、収
集物の品質向上などの効果が期待される。
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生活環境部
環境施設建設
推進室

斎場維持管理
事業

・斎場は、市民生活と深いかか
わりを持つ極めて公共性の高
い施設であり、市民に安心と安
らぎを提供できるよう適切な管
理運営を行います。

【目標】
・斎場の適切な管理運営を行います。

【効果】
・市民に安心と安らぎを提供することが
できます。

・火葬炉等の保守管理及び修繕を
行います。
・火葬業務を円滑に遂行するため
の管理運営を行います。
・廃止した火葬場の解体を行いま
す。

・火葬業務の実施　999件
・煙道耐火物修繕　1か所
・火葬炉耐火物修繕　1か所
・火葬バーナー等の点検整備　8台
・棺台車修繕　2台
・炉前ホール舗装修繕

【効果】
・火葬を適切に実施することで、市民に安心と安らぎを提供することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・既存の火葬場施設の適切な管理運営により、利用者に
支障なく運営した。
（H29年度火葬件数　999件）
・火葬を適切に実施することで、市民に安心と安らぎを提
供することができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・必要不可欠な施設であるため、安定した運営を行い利
用者に支障なくサービスを提供できた点が評価できる。
・老朽化による施設・設備の修繕費用などの運用経費が
増加傾向にあるが、必要に応じてた修繕など新斎場建設
を見据え適切な管理運営が必要である。利用者が支障
なく利用できるよう施設の管理運営を引き続き求める。

生活環境部
環境施設建設
推進室

市有墓地整備
管理事業

・高齢化社会の到来、核家族
化、新規転入者による墓地の
需要に対して長期的に対応で
きるよう既存墓地の修繕・再整
備・拡張を行い、墓地使用に支
障をきたさないようにします。

【目標】
・長期的に対応可能な墓地施設を整備
します。
・墓地に対する住民ニーズの把握をし
ます。

【効果】
・住民ニーズに基づき、墓地の提供が
できます。
・墓地の環境整備により、墓地使用者
及び周辺住民の安全性と利便性が確
保されます。

・住民のニーズに沿った墓地整備
と管理運営を行います。

・打越墓地納骨堂等整備
　  用地測量、造成設計（H30年度完成）
・苗木南八幡墓地湧水処理
・駒場青木墓地防護柵設置
・各市有墓地整備
　　打越墓地・西山墓地石垣等修繕　4か所
　　各市有墓地支障木伐採　9か所
     （打越6か所、神坂1か所、原1か所、駒場青木1か所）
　　管理組合への原材料支給　6か所
     （地蔵堂、矢柄、南八幡、道泉、落合山の田、落合西山）

【効果】
・墓地使用者及び周辺住民の安全と利便性を確保しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・打越墓地整備のため、測量・設計を行った。
・新規区画分譲促進のため、広報なかつがわ及び坂本・
苗木の地域版広報誌に掲載し、周知を図った。
・市民の墓地に対する意識調査を実施した。回答率は
48.7％で、そのうち、市営の合葬墓を使用したい世帯が
14％あり、既にお墓を所有している世帯でも、5％が永代
供養を希望しており、また利用する予定はなくても市営の
合葬墓が必要と考えている世帯も57.7％と高いため、今
後は需要が増加する可能性があると考えられる。墓地整
備事業の参考にしていきたい。
・既存墓地の清掃委託や修繕整備を行い、墓地利用に支
障をきたさないようにした。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・市民の墓地に対する意識調査を実施し市民ニーズを把
握したことは評価できる。調査結果をもとに多様化する埋
葬スタイル、墓地利用に対する市民ニーズに沿った墓地
整備を期待する。
・既存墓地の維持管理及び整備した墓地の分譲につい
て、墓地利用者の安全性や利便性の確保に努め、高齢
化社会、核家族化など実情に見合った供給と適正利用を
進めることが必要である。

商工観光部
工業振興課

若者の地元定
着推進事業

・若い世代を中心に、働く場を
求めて人口が流出しており、若
者が安心して働ける環境づくり
が求められています。
・未来を担う若者の市外流出を
抑制し、地元定着を図るため、
地元で育った若者と市内企業
の「出会う機会」を創出します。

【目標】
・若者と地元企業の「出会う機会」を創
出し、地元就職の機会を増やします。
・若者が、生涯にわたって地元で安心し
て働ける環境を創出します。
・市内高校新卒者の市内企業就職率を
増やします。
 H29年度：36％　H30年度：37％

【効果】
・市内出身者の若者と地元企業の「出
会う機会」を創出することにより、若者
の地元定着につながります。

・就職や進学のタイミングで若者
の市外流出が進んでおり、若者の
地元定着を図るため、地元企業の
魅力をＰＲするとともに、地元就職
に向けて企業、学生双方の就職
活動を支援します。

＜地元企業の情報配信＞
・地元企業の求人情報冊子を作成し、管内高校等へ配布　570部
・高校生等対象企業説明会開催　（新規）
　　参加企業　38社　参加人数　95人
・大学生向け地元企業による会社説明会等を開催
　　参加企業　31社　参加人数　42人
＜産業事業視察促進事業＞
・高校生の企業見学のためのバス代の補助
　　参加校　6校　参加人数　811人（H28 5校　521人、290人増）
＜キャリアカウンセラー設置支援事業＞
・阿木高校のキャリアカウンセラーの設置支援
　　就職者数　32人（うち市内企業　7人）内定率100％

【効果】
・市内高校新卒者の市内企業の就職率　40.9％（119人 9人増）と増え、若者の地元定
着につながりました。
・阿木高校のキャリアカウンセラーを設置することにより、内定率は100％（設置前90％）
になり、地元定着につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地元企業を知らないまま、地元以外の企業に就職する
若者が増えている。
・地元企業を知ってもらう出会い場の創出が重要であり、
高校生や大学生等の企業説明会の開催や高校生の企
業見学のためのバス代の補助等を行っている。
・H29年度卒の市内高校新卒者の市内企業就職率は、
40.9％と増え（前年度36.9％）、今後もこういった事業を進
めていくことは重要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・地元企業の魅力を高校生等にＰＲすることは、それまで
地元企業がどのようなことをしているか知らなかった学生
に対して効果的に地元の魅力を発信できる良い機会であ
る。
・企業と学生がマッチングできれば、雇用確保と人口減少
対策の両面に効く施策となるため、成果を挙げることがで
きれば効果があると認められる。
・今後は市外の大学などとの連携を強化し、進学のため
一度市外に転出した学生が中津川市に就職できるような
人を呼び込む取組みについても、検証する必要がある。

商工観光部
工業振興課

工業振興事業

・本市の製造業をはじめとする
工業分野は、地域産業と雇用
の中心的な役割を担っていま
す。
・地元企業の活力向上と雇用
の場の確保を図るため、事業
規模拡大や安定した事業継続
に向けた取組みを支援し、誰も
が安心して住み続けることがで
きるまちを目指します。

【目標】
・地元企業の活力が向上し、働く場の
確保により市内での就労人口を増やし
ます。
　 市内高校新卒者市内企業就職率
   H29年度：36％　H30年度：37％

【効果】
・企業の安定した事業活動による雇用
環境の安定により、市内での就労人口
の増加が図られます。

・地元企業が安定した事業活動を
持続していただくため、企業訪問
による情報収集と企業ニーズに即
した支援と若者が働きやすい環境
に取り組む地元企業を応援しま
す。

・企業訪問の実施　　182事業所
（H28年度：181事業所）
・中核工業団地内の環境整備（法面草刈、高木剪定等）
・市内企業の人材育成支援
　　（技術研修等派遣助成金　交付対象者　82社489人、勤労者技能検定手数料助成
金　交付対象者　36人）
・健康経営の推進、ワークライフバランスへの配慮などに取り組む企業を応援
＜認証等取得支援事業＞（新規）
・中津川市働き方改革推進アクションプランの実施
　　新はつらつ職場づくり宣言登録事業所：31事業所
　　企業認証等新規取得事業所：5事業所
＜８万人のヘルスアップ事業との連携＞
・企業へのけんぱちメニューの普及支援：ランチミーティングの実施　2回

【効果】
・企業ニーズの把握と地元企業の活力向上を図るための施策への反映により、企業活
動の活性化を図りました。
・働き方改革の推進の啓発を図りました。
・市内高校新卒者の市内企業の就職率　40.9％（119人 9人増）と増え、若者の就労率
増加につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・本市の産業の中心的役割を担う工業分野への支援は、
雇用の場の確保と地域活力の向上につながることが期
待できる。
・H28年度181件、H29年度182件企業訪問を実施してお
り、より多くの情報収集と実態把握により施策へ結び付け
ることができた。
・働き方改革アクションプランの実施等により、新はつらつ
職場づくり宣言登録事業所31社を経て健康経営推進、
ワーク・ライフ・バランスに関する企業認証を5社の企業が
取得するに至った。
・さらなる企業ニーズの把握と施策の検証に努め、事業
効果を高めていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・工業は本市の基幹産業であり、これを支援することは地
域活力の向上に有効である。
・企業訪問は前年度実績を上回る実績を上げている。他
の取り組みも含め、こうした活動が全て成果につながるも
のではないため、引き続き地道であっても継続的な取り
組みが求められる。
・「新はつらつ職場づくり宣言」については企業への参加
を促すことにより市内企業が健康経営を推進することな
り、働きやすい環境を整えることにつながっている。また、
市役所も率先して「新はつらつ職場づくり宣言」に参加で
きたことは評価できる。宣言して終わることのないよう、
フォローアップを行う必要がある。

商工観光部
商業振興課

商業振興事業

・商業活性化及び地域活性化
に取り組む各種団体を支援しま
す。
・厳しい環境下で事業を行う中
小企業、小規模企業を継続して
支援します。
・リニア開業を見据え、その効
果を活かすための活性化事業
を支援します。
・商業を活性化し、経済活動が
活発なまちづくりに結びつけま
す。

【目標】
・中小企業・小規模企業振興条例に基
づき中小企業者の振興を総合的に推
進します。

【効果】
・商工会議所、北商工会、金融機関、
学校、行政等関係者が連携すること
で、産業振興への意識を高められま
す。
・中小企業への融資制度等での支援に
より、中小企業者の経営の安定化と事
業の持続的発展に寄与します。
・空き店舗の増加抑制を図り、商業によ
る市内経済の活発化と新たな雇用を創
出します。

・商工会議所、北商工会を通じた
個店強化の促進を図ります。
・金融支援により円滑な資金確保
を図ります。
・空き店舗を改修して開業する事
業者を支援します。
・中小企業・小規模企業振興条例
に関する関係団体との連携を図り
ます。

＜商工団体等支援事業＞
・商工団体への補助金　2団体（中津川商工会議所、中津川北商工会）
・商工団体との連携会議による情報共有　3回
＜中小企業支援対策事業＞
・中小企業小口融資制度
　　信用保証料補給　30件（H28年度：34件）
　　利子補給　　　　32件（H28年度：34件）
・小規模事業者経営改善資金融資制度　53件（H28年度：51件）
・創業に関する資金融資制度　23件（H28年度：17件）
＜空き店舗活用事業＞
・空き店舗改修に対する支援　4件

【効果】
・商業団体や中小企業、小規模企業への支援により、経営の安定化と事業の持続的発
展に寄与しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・市内中小企業の支援、指導等の主体となる商業団体を
資金面から支えるとともに、協働して、中小企業の支援や
商店街の振興を図った。
・市内中小企業に対して、小口融資制度や小規模事業者
経営改善資金融資、創業融資制度をＰＲし、適切な活用
を図り、市商業の発展に寄与した。
・廃業等による空き店舗の急増に対応するため、H29年
度に空き店舗活用の補助金制度を創設し、4件の出店に
繋げることができた。個人での出店では初期投資の確保
が支障となっており、空き店舗を借用し費用負担を抑えた
出店を促進させる点で今後も高いニーズが期待される。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・団体への支援は既得権とならないよう毎年、事業内容
に応じて見直しが必要である。
・中小企業は経営基盤が強くないため、きめ細やかな支
援が望まれることから、商工会議所、商工会と十分に協
議して事業を進めることが重要である。
・空き店舗改修の補助金を創設したことにより、出店した
い個人と空家を減らしたい商店街等をマッチングさせるこ
とで費用を抑えて出店し、市全体の商業活性化につなげ
ることができたことは評価できる。
・今後も空き店舗の情報や活用できる場所の情報をス
トックしておくことで、ニーズがあった際、迅速に対応でき
るため、情報収集等アンテナを高く張る必要がある。
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商工観光部
商業振興課

中心市街地活
性化推進事業

・岐阜県の東の玄関口として、
リニア開業の2027年以降も現
在の中心市街地を本市の顔と
してにぎわいを創出していくた
め、個店強化や集客イベント等
への支援を行います。
・利便性の向上や歴史・文化資
産との結びつけなどにより、中
心市街地の求心力を向上させ
るため、中心市街地活性化基
本計画を策定し、計画に沿った
事業を推進します。

【目標】
・中心市街地活性化基本計画を策定
し、計画に沿った事業を推進します。
・中心市街地歩行者数の増加
  H30年度目標：4,777人

【効果】
・計画に沿って事業を推進することで、
商業活性化と観光振興や交流人口の
増加が図られ、まちのにぎわいが創出
されます。

・市の顔である中心市街地のにぎ
わいを取り戻し市全体の活性化に
つなげるため、集客イベントや個
店強化に対する取組みを支援しま
す。
・中心市街地の課題を整理し、計
画的にまちの活性化の実現を図
るため、基本計画を策定するとと
もに、事業実施の担い手となるま
ちづくり組織を設立します。

＜集客イベントの支援事業＞
・中心市街地にぎわい創出イベント開催等支援　「春・秋中山道まつり」
・中山道中津川宿「六斎市」開催に対する支援　11回開催
・音楽のまちづくりアーティスト手形石板設置
＜個店強化の推進事業＞
・アシスト自転車等おもてなし事業
＜中心市街地活性化検討業務＞
・中心市街地活性化協議会運営事業　協議会　3回、事務局担当者会議　48回
・まちづくりの専門知識を持つ人材の活用
・新町ビル跡地活用施設基本計画の策定（H30年3月）
・中心市街地活性化基本計画の策定（H30年3月）

【効果】
・六斎市をはじめとしたイベント等の取組みにより、市内外から中心市街地への来場者
数の維持とにぎわい創出につながりました。
・リニア時代を見据えたにぎわいのまちづくりの新たな目標となる中心市街地活性化基
本計画を策定し、実現への道筋を示しました。
・中心市街地歩行者数　4,525人

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・「第2期中心市街地活性化基本計画」については、H30
年度中に認可を得るために計画立案に向けて県などと調
整を行うなどの準備を行うことができた。（H30年6月28日
付で国の認定を受け、現在各活性化事業に着実してい
る。）
・計画にあがっている計42の事業を各主体が確実に実施
することで、まちなかのにぎわいの創出につなげる。
・主要事業である新町ビル跡地活用事業では、施設に導
入する機能については概ね決定しているものの、次の基
本設計作業に向けてより具体的な中身を詰めていく必要
がある。
・六斎市などの開催については、後継者不足やマンネリ
化といった課題はあり集客の面で苦戦しているが、新しい
出店者の募集、夕方市やパンマルシェの開催など、市民
の関心を高める企画でまちなかへの来街者確保を進め
ている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・第2期中心市街地活性化基本計画の策定について準備
を行い、策定の道筋を作ったことについては評価できる。
・今後は計画の事業が着実に成果を上げることができる
よう進捗管理を行うべきである。
・新町ビル跡地活用については整備するとなれば多額の
建設費用がかかるため、どのような機能を有した施設に
するのか、また施設を建設した結果、にぎわいプラザを
廃止することができるなど、効率的・効果的な施設の方
針を定めなくてはならない。
・六斎市などのイベントの実施により、まちなかのにぎわ
いを創出していることは評価できる。今後も持続的に活性
化させるために、創意工夫を凝らしイベントが形骸化しな
いように取り組んでいく必要がある。

商工観光部
商業振興課

にぎわいプラ
ザ運営事業

・市民等が安心して利用できる
利便性の高いコミュニティ活動
等の場を提供します。
・中心市街地の公共施設とし
て、活性化に寄与します。

【目標】
・利用者の意見に耳を傾け、ニーズに
あった施設整備、運営を行い、利用率
を35％まで引き上げます。

【効果】
・利用率向上により、市民・団体等のコ
ミュニティ活動の活発化と中心市街地
のにぎわいが創出されます。

・利便性、安全性の向上などによ
り、利用率向上を図ります。
・会議室やコミュニティーオフィス
など市民・団体等の活動しやすい
場を提供し、利用者の増加による
中心市街地活性化を推進します。

＜施設修繕による利用環境の改善＞
・地下汚水管腐食に係る漏水修理
・自動扉故障に係る修理
・照明器具増設工事　ほか
＜施設維持管理＞
・管理委託、消防用設備等点検、警備、清掃、冷暖房機等保守委託業務

【効果】
・快適で安全なにぎわいプラザを目指し、利用者の利便性向上に向けた整備の拡充を
行ったことで、にぎわいプラザ利用者数は対前年比0.7％の増となりました。
にぎわいプラザ利用実績
　貸館利用者数：55,037人（H28年度54,656人）
　稼働率：31.85％（H28年度32.62％）
　参考　にぎわいプラザ総利用者数：307,626人（H28年度：305,288人）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・老朽化による維持、修繕に要する経費が増加している。
・中心市街地内の今後の公共施設のあり方を検討してい
くなかで、施設の統廃を視野に、具体的な決定に向けて
いく必要がある。
・駅前に立地する条件から、高校生の滞留スペースとして
充実整備を図ったことで、多くの利用者を獲得できるよう
になった。
・今後も利用者の声を聞きながら、安全面の確保は勿論
のこと、出来る範囲で利便性の向上に繋げる。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・駅前という立地もあり、広く市民に活用されている。
・特に高校生がバスや電車の待合時間をにぎわいプラザ
内で過しやすいよう、余剰のイスや机を用いて滞留ス
ペースとして安価に充実させたことで、学生たちが過ごし
やすくできたことは評価できる。
・老朽化により施設の修繕費が嵩むことが予想される
が、中心市街地活性化基本計画や新町跡地の再利用に
向けた検討によってはにぎわいプラザを廃止することも
視野に入れ、必要最小限の経費で維持していくべきであ
る。

商工観光部
商業振興課

特産品振興事
業

・本市の豊かな自然や歴史、文
化などの特徴を活かして生産
又は加工された産品を、市内外
に向け情報発信することで、市
民の特産品への愛着心を育
て、商品価値の向上や販路拡
大等商業の活性化につなげま
す。
・リニア開業による首都圏との
つながり、人・物の交流が盛ん
になることを見据え、魅力ある
特産品をＰＲすることで、本市
の知名度向上を図ります。
・市内事業者の連携強化と販
売技術の向上により、特産品振
興を進めます。

【目標】
・生産者と商業者とのマッチング事業の
実施　1回
・大規模小売店舗で行うテストマーケ
ティングの実施　3回
・首都圏における特産品のＰＲ　1回

【効果】
・潜在している市産品の掘り起こしと市
産品の販路が拡大できます。

・本市への集客・商業の活性化を
図るため、県や近隣市町村その
他団体と連携しながら特産品生産
者及び販売者の育成・特産品の
販路拡大等の支援を行います。
・リニア開業を見据え、中京圏及
び首都圏で中津川をＰＲするた
め、物販及び情報発信を進めま
す。
・市内事業者の自律的運営に向
けた支援を行います。

＜テストマーケティング事業＞
・アピタ中津川店（5/18～5/23）　　出店数：15店
・イオン各務原店（9/15～9/18）　　出店数：21店
・ピアゴ多治見店（10/5～10/8）　　出店数：19店
・イオン熱田店（11/3～11/5）　　　 出店数：18店
・イオン岐阜店（11/17～11/19）　　出店数：13店
・イオン新瑞橋店（3/17～3/20）　　出店数：24店
・ふるさとまつり東京（1/12～1/21）出店数：5店
・大手デパートの宅配サービスへの出店（2/27～3/26）
＜食の特産品振興事業＞
・キッチンカーによるご当地グルメのＰＲ　16回
  公用車としてのキッチンカー利用　29回（約3,600km）
＜講習・セミナー事業＞
・キャッチコピーセミナー、商談会セミナー、商品陳列セミナー、対面販売セミナー、パッ
ケージデザイン改良セミナー、販売力強化セミナー　各１回

【効果】
・中津川市の特産品（和菓子、五平餅、調味料等）をＰＲするとともに、販路拡大につな
げることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中京圏においては大手スーパーでのテストマーケティン
グ事業が定着し、販売促進の足掛かりが確保できつつあ
る。
・販路拡大に向けては、新たな取組みとして首都圏の百
貨店の宅配事業への参画に取り組んできたが、首都圏で
は中津川市の特産品の認知度は低く、大きな売り上げに
は繋がっていない。そのため、一定期間継続したテスト
マーケティングの実施により成果を確かめていく必要があ
る。
・特産品販売には、一方で事業者や担当者の負担やリス
クの増加も伴うことから、効率かつ効果的な手法や体制
を構築しながら進めていく必要がある。
・キッチンカーの稼働率については、とりトマ丼協議会の
休止により、新たな利用方法を調整していく必要に迫られ
ている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・中津川ブランドを外部に発信していくために事業者と一
体的にPRや商品改良に取り組むことは評価できる。
・大手小売店やフェアに出店するだけではなく百貨店の
宅配事業に参画するなど積極的に事業に取り組んでい
る。
・自部門評価にもあるように中京圏での知名度は高まっ
てきた。首都圏などの大都市圏でも知名度を上げること
ができれば特産品振興につながるが、費用対効果を検
証し、闇雲に事業を拡大するのではなく、狙いを絞って事
業を展開していく必要がある。
・国や県の補助金を活用して3年計画で取り組んでいるた
め、3年目（Ｈ30年度）終了時には事業者が自立して販路
を拡大していける等自立的運営が行えることが最終的な
目標であるので、そこに向けた取組みを進めなければな
らない。
・キッチンカーの利用は年間16回とかなり利用率が悪い。
抜本的に見直しをかけなければ維持費ばかり嵩んでしま
うため、費用対効果が見込まれない場合は廃止も含めて
検討すべきである。

農林部
農業振興課

農地・担い手
対策事業

・農業従事者の高齢化や後継
者・担い手不足、農地の荒廃が
問題になる中、地域の中心とな
る経営体（個人・法人・集落営
農組織）の育成・確保や、経営
体への農地集積に必要な取り
組みを支援します。
・新規就農者の育成・確保のた
めの支援を進めます。

【目標】
・各年度、集落営農の重点指導地区を
設定し、地域単位で集落営農組織の強
化・法人化支援を進めます。
・新規集落営農組織数（法人）
H29年度:1経営体　H30年度:1経営体

【効果】
・集落営農組織の強化を図ることで、効
率的な営農体制の整備、農地の集約
化につながります。
・新規就農者の確保を図ることで、夏秋
トマト産地の維持拡大につながります。

・個人、法人、集落営農組織の経
営安定化を図るため、地域農業の
担い手に対し支援します。
・農地の集積を推進し、生産性の
高い農業経営体となるよう支援し
ます。

・国の就農給付金事業を活用し、就農（経営開始）後5年間、各年給付金を交付
　　交付対象者12人
・農地集積を進める担い手経営体を対象に高性能農業用機械導入や畦畔管理省力化
への補助支援の実施
　　補助対象組織:5組織
・農地中間管理機構を活用した農地集積に対する協力金の交付
　　2地区（福岡地区 7.0ha、阿木地区 0.6ha）
・集落営農組織の設立等への支援の実施（坂下地区）

【効果】
・新規就農者の支援については、関係機関（県、ＪＡ）と連携し、就農相談から就農定着
までのサポートを実施した結果、3人の新規就農者の確保につながりました。
・農地の集積については、対象地区への継続的な支援を行った結果、2地区を中心に
39.8haの集積につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・新規就農者の支援については、関係機関（県、JA）と連
携し、就農相談から就農定着までのサポートを実施した。
結果3名の就農者確保につなげることができた。
・農地の集積については、対象地区への継続的な支援を
行なった結果、2地区を中心に39.8haの集積につなげるこ
とができた。
・H25年度から地区を選定し、集落営農組織の設立、強
化、法人化への支援を行っており、H28年度から坂下地
区で営農組織の強化に向けた取り組みを行なった。
・上記の理由により、新規就農者の育成・確保、農地の利
用集積、又、地域の中心経営体となる営農組織の体制整
備に向けた効果的な取り組みにつながっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・本事業の目的は自立化への支援であることから、やる
気のある農業者によりインセンティブが働く仕組みが必要
であるが、国県による制度設計のため市の裁量は限定
的である。このため新たな政策の情報収集や周知を行
い、関係機関と連携しながら潜在的なやる気ある農業者
の発掘や働きかけを行っていく必要がある。
・新規就農者への支援については、5年後、10年後がどう
なっているか検証が必要である。移住定住施策と絡めた
関係機関との連携を図る必要がある。

農林部
有害鳥獣対策
室

鳥獣害対策推
進事業

・鳥獣被害の発生しない、安
全・安心に耕作が行える環境整
備を行います。
・中津川市鳥獣被害防止総合
対策協議会と連携し、国の交付
金事業を活用した侵入防止柵
資材の導入を行い、農作物被
害の軽減を図ります。

【目標】
・鳥獣を農地に入れない対策として、侵
入防止柵の設置の支援を行い、農作物
の被害額を低減します。
　　（H27年度被害額実績　12,683千円
H30年度目標　10,000千円）
・鳥獣被害対策実施隊員が有害鳥獣捕
獲活動を実施するための支援を行いま
す。

【効果】
・侵入防止柵設置の支援により、農作
物被害が低減し、生産性が向上しま
す。
・有害鳥獣の固体数を減らすことで、農
作物への被害が低減します。

・鳥獣害被害を軽減するため、侵
入防止柵の設置に要する資材費
に対して補助を行います。
・鳥獣被害対策実施隊員の育成・
支援を行います。

・侵入防止柵資材費（市単補助）：資材購入費の1/3以内で上限2万円
　　市内対象者　48戸　12,617ｍ
・鳥獣被害対策実施隊への活動報酬　163人
・中津川市鳥獣被害防止総合対策協議会への補助
　　（鳥獣被害対策実施隊員用ベスト・帽子購入　など）

【効果】
・侵入防止柵等の購入費補助により、例年被害に遭っている農地の農業被害を防ぐこ
とができました。
　　H29年度被害総額実績　12,196千円
・鳥獣被害対策実施隊員専用ベストと帽子を購入したことで隊員の士気の向上と、市民
への捕獲活動のＰＲを図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・侵入防止柵の設置は、中津川市鳥獣害防止総合対策
協議会を事業主体として、国や県の事業を活用して集落
を大きく囲う形で進めているが、納品が稲刈後になるた
め、緊急的な対応が可能な市単補助も重要な役割を担っ
ている。また、侵入防止柵では防げない加害鳥獣に対す
る鳥獣被害対策実施隊による捕獲は不可欠である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・鳥獣害は農作物そのものの被害に加え農業者への精
神面へのダメージも大きく、要望が強い事業であり、今後
も被害軽減対策は継続していく必要がある。
・鳥獣害防止対策と有害鳥獣駆除の連携が必要不可欠
であり、H29年度から有害鳥獣対策室として、担当部署が
新設されたことから、今後は侵入防止柵だけでなく捕獲も
組み合わせた取組みにより効率性を高められると良い。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

農林部
農林整備課

多面的機能支
払推進事業

・過疎化、高齢化、混住化等が
進行し共同活動が困難になっ
てきている地域に、農用地、水
路、農道等の地域資源が適切
に維持されるように地域の共同
活動を支援することで、農地の
保全を図ります。

【目標】
・荒廃農地70ha以下（荒廃農地の発
生・解消状況に関する調査）

【効果】
・国、県の交付金制度を活用し支援す
ることで、農地の多面的機能が維持さ
れるとともに、中津川市の荒廃農地増
加の抑制が図られます。

・多面的機能支払交付金は、活動
組織が活動する範囲の農振農用
地の面積に応じて交付し、組織の
活動に係る日当、機械経費、資
材、修繕等に幅広く利用されま
す。

・取組団体　43組織
・取組面積　1,319ha（田：1,240ha　畑：79ha）
・農地維持支払交付金　田：3,000円/10a、畑：2,000円/10a
　　30組織、田：798ha、畑：78ha
・資源向上支払交付金（共同活動）田：1,800円/10a、畑：1,080円/10a
　　29組織、田：773ha、畑：78ha
・資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）田：4,400円/10a、畑：2,000円
/10a
　　37組織、田：1,091ha、畑：65ha

【効果】
・多面的機能支払交付金事業により、荒廃農地の抑制につながりました。（H29 64ha
H28と同じ）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・交付金は組織による活動に幅広く活用され、農地維持
や共同活動の活性化が図られた。また、農地の草刈等を
農家だけではなく地域全体で取り組んでいる組織が増え
ており、地域ぐるみで農村の環境が守られている。
・全国的に活動組織が増加しており、資源向上支払（長
寿命化）の交付率が低下したことから、注目度が高い事
業であるため、国への要望を強く行っていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域が幅広く活用できる国県の制度に基づく交付金で
あり、地域ぐるみの活動により農地だけでなく農村環境の
保全が図られており、今後も有効活用されるよう支援が
必要である。
・事務手続きが煩雑となるのは国県による制度設計のた
め致し方ない部分があるが、活動組織の負担が軽減され
るよう国県に対して改善を要望していく必要がある。

農林部
農業振興課

農産物ブランド
化推進事業

・農産物のブランド化による生
産意欲の向上と、更なるイメー
ジアップを図るため、安心して
農業が行えるよう農業者団体
に対して支援を行います。

【目標】
・夏秋トマト、夏秋なす、栗の地域特産
物 栽培面積の維持拡大
栽培面積H30年度目標：夏秋トマト
15.2ha、夏秋なす1.6ha、栗54ha

【効果】
・ミネラル野菜、栗産地としての本市の
更なるイメージアップにつながります。
・販売額の拡大はもとより、生産者の意
欲向上・所得向上につながります。

・ミネラル野菜（夏秋トマト・なす）
の生産拡大やブランド化への取り
組みに対して補助を行います。
・間ノ根観光栗園を通じて、栗産
地のＰＲを行います。

＜ミネラル野菜のブランド化＞
・ミネラル野菜のブランド化確立のために必要な肥料の施肥や、土壌改良を行うための
精密土壌診断に対して補助を実施（市内4生産組合）
＜間ノ根観光栗園整備＞
・間ノ根観光栗園の幼木に係る育成管理、園内進入路舗装工事等を実施
　
【効果】
・ミネラル野菜のブランド化の推進により、夏秋トマトの栽培面積0.3haの増加につなが
りました。
　H29年度実績：夏秋トマト14.0ha、夏秋なす1.3ha、栗53.4ha

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・ミネラル野菜のブランド化の推進により、夏秋トマトの生
産面積0.3haのつなげることができた。また、産地としての
イメージアップに向けた効果的な取り組みにつながってい
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・ミネラル野菜のブランド化は、意欲のある生産者の存在
によって進展している。新規就農者によって生産面積も
伸びており、土壌改良を行うための精密土壌診断など高
品質を維持する必要があるため、引き続き意欲ある生産
者の支援を継続する必要がある。

農林部
農業振興課

地産地消推進
事業

・「地産地消」を推進することで
地元産農産物の消費拡大につ
なげます。
・今後、生産農家が自主的に販
売につなげていけるよう販路の
拡大、ＰＲ等に関して支援を行
います。

【目標】
・六斎市での出店やファーマーズマー
ケットの定期開催、その他各種イベント
への参加支援を行い、地元産農産物の
ＰＲ、地産地消の推進につなげます。
（開催:4月～12月  9回/年）

【効果】
・地元産農産物の直売による地産地
消、地域農産物の消費拡大につながり
ます。
・生産農家の販路拡大につながりま
す。

・地産地消を推進するため、地元
産の農産物が継続的に供給でき
るよう、耕作面積の拡大や新たな
栽培方法や技術の導入を推進す
るとともに、地元産農産物の利用
拡大に向けたＰＲを行います。

・六斎市、ファーマーズマーケットでの中心市街地における農産物販売の実施
　　4月～12月の年9回開催
・生産者団体の農産物販路拡大に向けた取組みに対して支援を実施　9団体
・学校給食での地産地消の推進に対して支援を実施　対象:市内小中学校 31校

【効果】
・ファーマーズマーケットを中心市街地で定期開催することにより、市内農家の直売機
会を増加させ、地元産農産物や農産加工品のＰＲ、消費拡大につながりました。
・市外のイベント等の参加機会が増え、都市部での中津川市産農産物のＰＲ、販路拡
大につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒A効率である

総合評価⇒B計画の承
認

・ファーマーズマーケットを中心市街地で定期開催するこ
とにより、市内農家の直売機会を増加させ、地元産農産
物や農産加工品のPR、消費拡大につなげることができ
た。
・市外のイベント等の参加機会が増え、都市部での中津
川市産農産物のPRにもつながっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・学校給食での地産地消の推進は食育の観点からも今
後も継続して支援する必要がある。
・ファーマーズマーケットも定期開催が定着し今後も継続
することが望ましいが、ある程度年数も経過していること
から、地元産農産物を地元で消費させることを拡大する
のか、都市部での消費拡大を目指すのか方向性を含め
た現状課題の抽出や行政主体からの脱却へ今後の展開
など事業の見直しが必要である。

農林部
農林整備課

土地改良整備
事業

・農業振興のために、公共性、
緊急性の高い土地改良施設の
整備、維持管理をします。

【目標】
・荒廃農地70ha以下（荒廃農地の発
生・解消状況に関する調査）

【効果】
・土地改良施設の維持補修、工事を行
うことで、本市の荒廃農地増加の抑制
が図られます。

・農業振興のため、公共性、緊急
性の高い土地改良施設（農道・農
業用水路・農業排水路・ため池な
ど）の整備、維持管理を図ります。

＜県営土地改良事業＞
・地域ため池総合整備（3か所）
・中山間地域総合整備（4地区）
・農業競争力強化基盤整備（1地区）
・農道施設強化対策（1橋）
＜調査測量等委託＞
・農道情報（農道台帳）整備　など
＜県単土地改良事業＞
・堀端水路改修工事　　　L=37ｍ
・田之尻農道改修工事　　L=239ｍ
・高之巣農道舗装工事　　L=376ｍ
・上之平排水路改修工事　L=25ｍ
・ため池調査業務　139か所
＜市単舗装工事＞
・地区農道舗装工事　4地区　7路線　L=592ｍ
＜小規模修繕＞
・農道、用排水路等小規模補修、原材料支給など　67か所

【効果】
・土地改良整備等により、荒廃農地の抑制につながりました。（H29 64ha　H28と同じ）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・土地改良施設の老朽化が進む中、土地改良施設の維
持補修及び管理を行い長寿命化を行うことで、担い手の
作業が軽減され、荒廃農地の増加が抑制された。
・県との調整により県営事業で大規模整備することで、営
農効率の向上につながった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・限られた財源の中で多くの箇所の機能保全ができたこ
とは施設更新時期の延伸の観点から有効である。
・土地改良施設の老朽化が進むなかで他のインフラ施設
同様、今後の全面的な更新は困難であるため、長期的な
視点をもって、施設ごとの更新・長寿命化・廃止等の検討
が必要である。
・施設整備は高額な予算が必要となるため、県営事業に
よる施工やより有利な補助金等の獲得など財源の確保
に努める必要がある。

農業委員会
農業委員会事
務局

農業委員会事
業

・農地法等関係法令に基づき、
農地の権利移動や転用申請に
対し、適正な審査と委員会（総
会）運営を行います。
・農地利用の最適化を図りま
す。
・農地に対する相談対応や情
報提供を行い、農業の発展を
図ります。

【目標】
・農地法等関係法令に基づく農地の適
正な権利調整による農地管理を行いま
す。
・農業の発展と農業者の地位の安定を
目指します。

【効果】
・農地が適正に管理されると共に農地
の有効利用が図られ、農業の健全な発
展につながります。

・農地の権利移動や転用申請に
対し、適正な審査と委員会（総会）
運営を行います。
・農地利用の最適化のため、担い
手への農地利用の集積、遊休農
地の解消を図ります。
・農地に対する相談対応や情報提
供を行います。

・農業委員会の開催　毎月1回
・市の農業施策に関する市長及び市議会議長への意見書の提出　年1回
・農地の権利移動及び転用申請（農地法第3・4・5条等）の審査、審議　571件
1,147,280.71㎡
・遊休農地の発生及び解消状況に関する調査
　　遊休農地面積　35.65ha（H28年度比1.86ha減、遊休農地率0.89％）
・担い手への農地利用の集積
　　集積面積　764.40ha（H28年度比44.54ha増、集積率19.06％）
・農地に対する相談業務　随時
・農業委員の任期満了に伴う農業委員及び農地利用最適化推進委員の任命・委嘱

【効果】
・農地の権利移動及び転用申請の適正な審査、審議により農地の適正管理を図りまし
た。
・農地中間管理事業、遊休農地調査等により、農地利用の最適化を図りました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・農業委員会は、農業委員会等に関する法律に基づいて
設置され、農地法等の法令業務を担っており、必要な事
業である。
・農地利用の最適化が農業委員会の必須業務として位
置付けられており、農地利用状況調査等による遊休農地
の解消と共に担い手への利用集積に努めているが、中
山間地域においては圃場条件の悪さに加え、高齢化、労
働力不足により農地利用の最適化を図ることは大きな課
題である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法令等に基づく業務を粛々と執行するものであるが、そ
の他事業と同様、効率的な執行については常に留意する
必要がある。
・遊休農地の意向調査の結果が、利用に向けて担い手
へ誘導されるよう関係機関との連携や情報共有をさらに
強化していく必要がある。
・農業委員会の改選が行なわれ、農業委員に加え、農地
利用最適化推進委員が新たに任命されたことにより、今
後は農地利用の最適化が効率的に取り組んでいけるよ
う働きかけが必要がある。

農林部
有害鳥獣対策
室

有害鳥獣駆除
事業

・有害鳥獣による生活環境、農
林水産業又は生態系への被害
が深刻になっており、有害鳥獣
の生息数を適正な水準に管理
し、被害を低減するため、有害
鳥獣の捕獲を実施します。
・永続的な有害鳥獣捕獲活動
実施のため、鳥獣被害対策実
施隊員を育成します。

【目標】
・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適
正化に関する法律に基づいて鳥獣の
個体数管理を行います。
・永続的な有害鳥獣捕獲活動実施のた
め、鳥獣被害対策実施隊員の支援と育
成を行います。

【効果】
・有害鳥獣を捕獲することで、農林水産
業への被害低減につながります。
・鳥獣被害対策実施隊員を育成するこ
とで、捕獲数の増加と継続的な捕獲活
動につながります。

・捕獲された鳥獣の種類及び数に
応じて、捕獲謝礼金を支払いま
す。
・捕獲活動を支援するため、活動
費、ハンター保険代、事故防止研
修会の費用を補助します。
・捕獲数の増加と継続的な捕獲活
動実施のため、鳥獣被害対策実
施隊員を育成し後継者の確保を
図ります。

＜有害鳥獣捕獲報償費＞
　　イノシシ　698頭、ニホンジカ　117頭、ニホンザル　43頭　他
＜鳥獣被害対策実施隊員補助金＞
　　活動費、ハンター保険代、事故防止研修会費用の補助　163人
＜鳥獣被害対策実施隊員育成事業＞
　　補助を利用した新規隊員数　4人（うち市職員1人）

【効果】
・捕獲活動に対する経費補てんにより鳥獣被害対策実施隊員の士気の向上が図れ、
捕獲活動を迅速に行うことができました。また、新たに4人の隊員を育成し、継続的な捕
獲体制の維持を図ることができました。
　　捕獲数　H28年度　→　H29年度
　イノシシ　　  768頭　　　 698頭（△70頭）
　ニホンジカ　  69頭　　　 117頭（48頭）
　ニホンザル　 31頭　　　   43頭（12頭）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

　・市内各地で発生している鳥獣による農業被害に対し、
侵入防止柵は有効であるものの、完全ではなく鳥獣の農
地への侵入は発生してしまう。それらを捕獲するために
は鳥獣被害対策実施隊の存在は不可欠であるが、身体
的・金銭的負担は大きく、少しでも隊員の負担を軽減する
ことで士気の向上、捕獲活動の活性化を図る必要があ
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・鳥獣害は農作物そのものの被害に加え農業者への精
神面へのダメージも大きく、要望が強い事業であり、今後
も強化していく必要がある。
・H29年度から有害鳥獣対策室として、担当部署が新設さ
れたことから、今後は鳥獣害防止対策と有害鳥獣駆除を
組み合わせた効果的な取組みを期待する。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

農林部
林業振興課

地域木材需要
拡大事業

・木材価格の低迷が続いてお
り、地域産材の需要拡大を図る
ため、産直住宅や公共施設等
における東濃桧等の地域産材
の利用を推進します。

【目標】
・産直住宅建築棟数
 H29年度：43棟　（H30年度：51棟）

【効果】
・産直住宅の推進等による地域産材の
利活用は、森林整備につながるだけで
なく、製材業、建築業、木工業など木材
に関連した産業の活性化につながりま
す。
・環境にやさしい木質資源を利用するこ
とは低炭素社会への貢献にもつながり
ます。

・東濃桧に代表される地域産材の
利用拡大を図るため、県産材で建
てられる産直住宅の建設や普及
活動の支援などを行います。
・地域産材の利用促進と地場産業
である木材産業の振興を図るた
め、市内で伐採された木材の製材
に対する製材所への補助を行い
ます。

・市内産直住宅組合による産直住宅建設への支援　37棟
・市内産直住宅組合への活動支援　4団体
・産直住宅展示場及びみどりの健康住宅の維持管理
・市内産材の製材量に応じた市内製材所への補助　1,164㎥
・中津川市・高山市　林業・木材産業連携協議会への負担金
・東濃桧と飛騨の杉の家づくり支援事業　61棟（中津川市　57棟、高山市　4棟）

【効果】
・東濃桧をはじめとした地域産材の活用を推進したことで、地域の森林整備が進むとと
もに製材業、建築業、木工業等の木材関連産業の活性化に寄与しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・地域産材を活用した産直住宅の建築により、森林整備
の促進と地域産業の活性化、低炭素社会への貢献につ
ながっている。
・事業の認知が進むとともに利用件数が増加した（H29実
績61件）
・今後の事業内容について高山市と協議を行う（H30）。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・新事業の東濃桧と飛騨の杉の家づくり支援事業につい
ては、事業の認知が進んだため支援の件数も増加したこ
とは評価できるが、高山市との申請件数の差に乖離があ
るため、今後の事業内容を協議するとともに連携をさらに
強化する必要がある。

農林部
林業振興課

林業振興事業

・間伐や作業道の開設など効
率的に森林整備を行うため、民
有林の森林経営計画の作成を
支援します。
・旧慣に基づいて市民に貸し付
けている市有山林は、地上権
者の高齢化や世代交代により
森林境界が不明確になってい
るため、境界を明確にし間伐等
の森林整備を促進します。

【目標】
・市貸付山林境界明確化面積
    H29年度：60ha　H30年度：50ha
・森林経営計画作成面積
    H29年度：220ha　H30年度：200ha

【効果】
・市貸付山林の境界を明確化すること
で、今後の森林整備の推進につながり
ます。
・森林経営計画作成により、間伐面積
が増加します。

・森林組合が行う民有林の森林経
営計画の作成を支援します。
・市貸付山林の森林境界を確定し
ます。

・森林組合が行う森林経営計画の作成への支援　84ha  （H28年度 200ha）
・市貸付山林の森林境界明確化　60ha
・林地台帳の整備

【効果】
・森林経営計画の作成支援や市貸付山林の森林境界明確化の実施により、今後の森
林整備の推進につながりました。
・林地台帳の整備により、森林所有者の把握が円滑化され森林整備へとつながりまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

境界が不明確なことにより森林整備が進まない市の貸付
森林の境界を明確にすることにより今後の森林整備につ
なげています。
・森林組合の森林経営計画作成に対し支援することによ
り、木質資源の有効活用と森林の持つ多面的機能の増
進へとつながります。
（貸付森林境界明確化H28年度：60ha⇒H29年度：60ha,
森林経営計画作成促進H28年度：200ha⇒H29年度
84.9ha）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市貸付山林の森林境界明確化は計画どおり進捗してお
り、今後とも確実な進捗が必要である。
・境界が明確化された森林が、今後どれくらい森林整備さ
れるか検証が必要である。また、間伐等の整備が進むよ
う働きかけを行う必要がある。
・林地台帳は他市に先駆けて整備されており、今後の森
林整備に活かされる仕組みづくりが必要である。

農林部
林業振興課

市有林整備事
業

・市有林における適切な森林整
備と木材資源の有効活用を図
るため、利用間伐を実施しま
す。
・森林整備と木材搬出を効率的
に実施するため、路網の整備を
行います。
・木材搬出の困難な森林につい
ても、森林の健全性を保つた
め、切捨て間伐を実施します。

【目標】
・市有林における森林整備
H29年度：間伐面積120ha、搬出材積
2,950㎥
H30年度：間伐面積120ha、搬出材積
5,000㎥、路網整備2,000ｍ
【効果】
・市有林を適切に管理・整備することに
より、森林の健全性が確保できます。
・路網の整備により、低コストで効率的
な森林整備と木材搬出が可能になりま
す。
・利用間伐で木材を搬出することによ
り、木材資源の有効活用につながりま
す。

・木材資源の有効活用を図るた
め、市有林における適切な森林整
備を進めます。

＜森林環境保全直接支援事業＞
・利用間伐　88.61ha、保育間伐　18.63ha
＜県森林・環境税事業＞
・切捨て間伐　46.52ha
＜路網整備＞
・林業専用道　1,355ｍ、森林作業道　3,674ｍ
＜地域の市有林整備＞
　蛭川きのこ山整備（林道・作業道補修、草刈等）

【効果】
・間伐により市有林の健全性を保ち、循環型の森林利用を進めることができました。
・木材資源を搬出し地域産材として有効活用できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市有林の整備により、木材資源の有効活用が行われ、
森林の持つ公益的機能が増進された。
・補助配分や材価により事業量は変動するので極端な増
減傾向にあるわけではない。
 （森林環境保全直接支援事業による利用間伐数
   H28年度：109.26ha ⇒H29年度：107.24ha）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・森林保全と林業振興の２つの側面があり、森林所有者
として継続的に取り組む事業である。
・木材価格の低迷など全国的な課題はあるものの、森林
環境保全直接支援事業により間伐作業を進めることで木
材資源の有効活用や森林保全の好循環につながるため
評価できる。

農林部
農林整備課

林道整備事業

・林業従事者減少や高齢化の
なか、次の担い手が意欲ある
林業を継続できる環境を整える
ため、林道の改良整備・舗装整
備・維持管理をします。

【目標】
・民有林間伐面積　200ha/年
・林道木曽越線開設工事
  L=2,910ｍ　内　L=2,837ｍ完了
　残L=73ｍ H30年度完了

【効果】
・林道の整備・維持補修を図ることで森
林整備の推進が図られます。

・林業経営の効率化及び森林整
備の推進を図るために、林道の整
備・維持管理をします。

＜公共林道事業＞
・林道木曽越線開設工事
　L=86ｍ
・林道橋りょう点検業務委託　32橋
＜県単林道事業＞
・林道布袋野線舗装工事
L=370ｍ
＜市単林道事業＞
・小規模林道修繕、原材料支給　18か所

【効果】
・林道整備等により、民有林の間伐面積が233ha（H29年度）実施されました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・林道従事者の減少や高齢化が進む中、林道の改良整
備、舗装整備や維持管理を行い林業を継続できる環境を
整え、担い手の作業効率を高めることで、利用間伐の区
域が増えた。（H28年度217ha⇒H29年度233haを実施）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・林道整備により利用間伐の区域が増加し、森林整備が
促進するため有効な事業である。
・舗装整備については、後年度の更新費用も発生するこ
とから、利用状況に応じて最低限に留めるべきである。
・局所的なゲリラ豪雨による災害が多発しているが、林道
の路面洗掘や法面崩壊の復旧費用も嵩んでいるため、
そうした点も考慮した改良整備等が必要である。

農林部
林業振興課

森林整備促進
事業

・本市の面積の8割が森林であ
り、水源涵養や山地災害防止
など森林の持つ多くの役割の
維持増進を図るため、間伐等
の森林整備を推進します。
・豊富な森林資源の中でヒノ
キ・スギ等の人工林が6割を占
めており、森林整備を促進し、
地域の木材資源の有効活用を
推進します。

【目標】
・私有林における森林整備
　H29年度：間伐面積200ha、間伐材搬
出材積10,000㎥
　H30年度：間伐面積350ha、間伐材搬
出材積14,000㎥

【効果】
・森林整備の促進と間伐材の利用拡大
へつながります。
・間伐等を促進し森林の多様な役割の
維持増進を図ることは、水源の確保や
災害の防止へつながります。

・木材の活用と林業の活性化を図
るため、間伐材の搬出に対する支
援を行います。
・良質な木材生産と森林の持つ多
くの役割の維持増進のため、切捨
間伐に対する補助を行います。
・森林経営計画が策定できない森
林の整備と木材搬出のため、作業
路整備の支援を行います。
・地域住民が主体的に行う里山保
全活動に対する支援を行います。

＜間伐促進事業＞
・観光景観林整備事業　2地区　　・間伐　18.3ha　　・植栽　0.6ha（150本）
・間伐材の搬出補助（1,000円/㎥）　9,375㎥
・小径木未利用材の搬出補助（2,000円/㎥）　993㎥
・木の駅プロジェクト事業搬出補助　85ｔ
＜美しい森林づくり基盤整備交付金事業＞
・利用間伐補助　3.97ha、保育間伐補助　1.66ha、造林作業路開設補助　802.9ｍ
＜森林・山村多面的機能発揮対策＞
・活動に対する支援　6団体
・地域住民による里山林整備への補助　2団体　1.91ha

【効果】
・利用間伐木搬出に対する補助の実施により、地域の木質資源の積極的な循環利用と
林業の活性化につながりました。
・間伐等を促進することは、地球温暖化防止をはじめとする森林の多面的機能の維持
増進へとつながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・森林の持つ多面的機能の増進と木材資源の積極的な
循環利用を図り、林業の活性化に貢献している。また、地
域住民が協働で行う里山の整備活動の支援により、山村
地域の過疎化・高齢化により荒廃している里山の整備と
地域住民の新たな絆づくりに寄与している。
・補助配分や材価により事業量は変動するので極端な増
減傾向にあるわけではない。
（間伐材搬出補助H28年度：10,471㎥⇒H29年度：9,375
㎥）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市域のほとんどが森林である当市にとって、森林の健
全な維持は根幹的な責務であることから、今後も引き続
き計画的に実施していくべき事業である。
・採算の合わない間伐材の搬出に補助を行うことで、森
林整備や地域の木材資源の積極的な循環利用と林業の
活性化に貢献している。

農林部
農業振興課

畜産振興対策
事業

・県内産飛騨牛の優良な繁殖
雌牛の確保や乳用後継牛の確
保、担い手の育成を図ることに
より、飛騨牛の生産基盤の確
立及び乳用牛の生産性効率の
向上につなげます。

【目標】
・優良繁殖雌牛の確保　　　10頭
・効率的乳用後継牛の確保　15頭

【効果】
・優良な和牛の雌牛を確保することによ
り、飛騨牛の生産基盤を確立します。
・乳用後継牛を確保することにより、生
産性の向上につなげます。

・生産基盤を確立して飛騨牛等の
畜産振興を図ります。
・畜産振興会主催の共進会に対し
て支援します。
・優良繁殖雌牛・効率的乳用後継
牛の確保対策に対して補助しま
す。
・乳用初妊牛・繁殖雌牛の増頭に
対して補助します。

・優良繁殖雌牛保留支援事業（補助金）　 　8頭
・繁殖雌牛増頭支援事業（補助金）　　　 　7頭
・効率的乳用後継牛確保対策事業（補助金） 3頭
・畜産振興会による共進会の開催　年2回（7/11　37頭、11/7　37頭）
・畜産酪農収益力強化整備等特別対策事業　 1件（事業主体：東濃地域食鳥クラス
ター協議会）

【効果】
・優良雌牛の確保や繁殖雌牛の増頭を支援することで、飛騨牛の生産基盤強化と農家
の経営安定化が図られました。
・乳用後継牛の確保を支援することで、生乳の生産量の維持につながりました。
・共進会を実施することで、和牛農家の飼養技術の向上と飛騨牛のブランド力向上につ
ながりました。
・鶏肉加工処理施設を整備することにより、鶏肉の出荷量増加に向けた生産体制が強
化されました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

 ・これまでの補助金メニューに加え、新たに「繁殖雌牛増
頭支援事業」を開始するなど、和牛増頭支援を拡充した。
・今後、畜産農家における生産基盤の強化を図るため、
施設や設備の整備等に関する各種補助メニューをH30年
度に向け予算化した。
・畜産振興会等での共進会は、各農家にとって飼育の成
果を確認できる場となり、生産基盤の強化や士気向上へ
つながった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・飛騨牛は地域の貴重なブランドであり、高齢化に伴う後
継者不足、飼料価格や子牛価格の高騰により、畜産経
営における収益性が悪化し、廃業する農家が増えている
現状を食い止め、安定経営を図るため継続して支援して
いく必要がある。
・畜産に対する助成は少なく、支援の継続は必要である
が、新規市単の助成は慎重に行うべきであり、内容につ
いては効果の検証が必要である。
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商工観光部
工業振興課

地場産業振興
事業

・本物志向にマッチしたブランド
の一つとして定着している本市
の石材製品や木工製品の認知
度を高め、地場産業の魅力を
広く知ってもらうため、首都圏で
のＰＲ活動を推進します。
・地場産業の振興を図るため、
市内中小企業の創業・経営改
革・異業種交流・商品開発など
に対する相談業務や販路拡大
を支援します。

【目標】
・石材業・木工業をはじめ市内製造業
が出展を希望する製品展示会等への
参加を後押しし、地元製品の販路拡大
を図ります。
  交流件数　  H29年度　500件
                  H30年度　550件
  事業承認件数　H29年度　15件
                      H30年度　20件

【効果】
・本市の地場産業の認知度が高まり、
地元製品の販路拡大につながります。
・市内中小企業の創業、経営革新、異
業種交流、商品開発などが進み、企業
の活力向上が図られます。

・石材業や木工業など地場産業の
振興を図るため、首都圏を中心と
した販路拡大のためのイベント等
への出展を支援するとともに、経
営改革・商品開発などの相談体制
を充実します。

・中小企業支援センターへの助成
　　市内商工業者に対する相談等支援　153件（H28年度　160件）
　　国等の補助制度採択に向けた手続き支援など　15件（H28年度　6件）
・企業展・商談会への出展費用の一部を助成
　　利用者　17事業所（H28年度　8事業所）
・販路拡大支援事業による交流　640件

【効果】
・販路拡大支援事業による交流件数640件、またものづくり補助金の採択実績15件とい
ずれも目標値を達成し、販路拡大や経営改善に加え、生産性向上に資する機器の導
入も進み、企業の活力向上に資することが出来ました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中小企業支援センターでの相談件数がH28年度160件、
H29年度153件とほぼ前年並みにある。相談指導により国
等の補助金獲得に至るなど、変化する企業ニーズに対応
している。
・販路拡大に向けた取り組みは利用者が計画を若干下
回ったものの、交渉継続や契約に結びついている。
・引き続き効果を高めていくための検証を進めていく必要
がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・企業展・商談会出展助成については地元製品の販路拡
大を行ううえで、重要な助成となっているが、利用する側
の事業者を増やすことにより、さらなる効果が見込まれ
る。
・利用する事業者が増えるためには事業自体の商談や
交渉のノウハウが必要となるため、知識習得のための研
修会を行うなど、事業者が助成等を利用しやすい環境を
整えることについても研究する必要がある。

基盤整備部
建設課

道路新設改良
事業

・交通の利便性と安全性の確
保及び生活基盤の向上と地域
間の交流の活性化を図ります。

【目標】
・道路が整備されることによる時間短縮
効果（ラッシュ時）　39％短縮

【効果】
・幹線道路と生活関連道路のネットワー
ク形成により、交通渋滞が緩和されま
す。
・災害時の避難路確保と緊急車両の進
入を可能にし、搬送時間の短縮が見込
まれます。

・市民生活に欠かすことのできな
い幹線及び生活関連道路を整備
します。

＜社会資本整備総合交付金事業＞
・津戸～那木線道路改良工事　L=300ｍ
・中津78号線道路改良工事　L=809ｍ
・東原～尾外岩線道路改良工事　L=204ｍ
・坂本290号線（坂本地区連絡道路）道路改良工事　L=245ｍ（H30年度へ一部繰越）
・坂本133号線道路改良工事　L=180ｍ（H30年度へ一部繰越）
・五ッ峯～中畑線詳細設計業務委託
　L=1,100ｍ（H30年度へ一部繰越）
＜市単独事業＞
・中津190号線道路改良工事　L=60ｍ　他待避所設置等　9件
・中津316号線舗装工事　L=303ｍ　他地区舗装等　15件
・坂本148号線排水流末検討業務委託　他7件

【効果】
・津戸～那木線、中津78号線、東原～尾外岩線の完成により交通の利便性と安全性の
確保ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民生活に欠かすことのできない幹線及び生活関連道
路を整備することで、交通の利便性の確保および生活基
盤の向上と地域間の交流の活性化が図れた。
・今後も交付金を活用し、整備していく必要がある。
･改良する路線については優先順位を付け、高い効果が
発揮できる路線を選定し、実施する必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市の計画に基づくものの他に地域からの要望などもあ
り、事業の優先順位付けが困難を極めている。道路の新
設や改良は多くの住民に関わるところであるため、より公
益性の高いものに投資していくべきである。
・既存の道路の維持にも多額の費用を要するため、新設
と維持管理のバランスを考慮しながら進めていく必要が
ある。
・社会資本整備総合交付金の配分額によっては今後の
事業規模が変動する可能性があるため、真に交通の利
便性の確保及び地域間の交流の活性化が図られる路線
から実施していく必要がある。

基盤整備部
管理課

用地監理事業

・市道・河川、法定外公共物の
安全・安心な利用を確保するた
め適正な管理を行います。

【目標】
・市道・河川、法定外公共物や設備を
適正に管理します。

【効果】
・利用者の安全と利便性が確保されま
す。

・公共用地の適正管理のため、境
界確認及び用地内民地の解消、
占用、承認工事の許可を行いま
す。また、占用料の徴収を行いま
す。
  市道延長　　  1,382.3㎞
  市管理河川　　 615.7㎞（普通河
川・準用河川）

・公共用地の境界確認と用地内民地の解消のための地権者との調整
　　処理件数　25件（測量調査件数 14件）
・占用及び承認工事の許可承認
　　道水路占用　1,365件　承認工事　61件
・占用料の徴収のためのシステム管理と納付書発行及び滞納整理
・公共物損傷の確認と原因者による修繕の確認
　　修繕件数　21件
・新規道路認定箇所等の道路台帳整備
・道路照明施設等の光熱水費の支払

【効果】
・公共用地や設備を適正に管理し、利用者の安全と利便性が確保されました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市道・河川・法定外公共物の適正な管理により、利用者
の安全性と利便性の確保が図られた。
　市道、水路等官民境界確認（208件）、
　市道未登記地（道路内民地）処理（25件）
　市道、水路等占用許可・更新（1365件）
　市道認定（認定4路線、変更認定1路線）
　道路台帳更新業務実施（新規認定・不明不整合箇所の
更新）

・今後も、市道・河川・法定外公共物の適正な管理と道路
台帳のデジタル化業務を検討する必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・課題であった道路台帳の不明不合箇所の修正を行った
ことで、市道・河川・法定外公共物の適正な管理につな
がった。
・自部門評価でもコメントしているように、今後とも限られ
た財源の中で、市民サービスの向上のために、より効果
的な事業の進め方を検討していく必要がある。

基盤整備部
地籍調査室

国土調査事業

・地籍調査又は圃場整備確定
測量未実施の土地は、公図及
び土地登記簿が現状と一致し
ていないものが大半であり、公
共事業等計画的な土地利用に
支障があります。
・大規模災害等が発生した場
合、土地の境界が不明となり復
興に時間を要する恐れがありま
す。
・土地の境界を明確にし、公図
や土地登記簿を現状と一致さ
せます。

【目標】
・進捗割合　H29年度末：43.69％
　（H31年度末：52％　第6次国土調査
事業十箇年計画）

【効果】
・土地の境界が明確になることにより、
土地に係るトラブルの未然防止、災害
復旧の円滑化、土地取引の円滑化、公
共事業の円滑化、課税の適正化が図ら
れます。

・地籍の明確化を図るため、現地
調査（立会）、測量、閲覧の実施に
より、地籍図及び地籍簿を作成し
ます。

・現地調査（立会）、測量、閲覧の実施
　　地籍図及び地籍簿を作成
　　現地調査面積　2.68㎢
　　　（坂下 0.53k㎡、加子母 1.00k㎡、付知 0.29k㎡、福岡 0.44k㎡、蛭川 0.42k㎡）
・認証遅延地区解消業務の継続
(福岡地区、蛭川地区)
　　打越調査区で杭復元測量、現地立会、閲覧を実施
　　奈良尾調査区で筆界杭の確認調査を実施

【効果】
・H29年度全体進捗割合　：43.72％
・H29年度地区別進捗割合：中津川地区8.82％　山口地区99.63％　坂下地区88.79％
川上地区 85.79％　加子母区69.33％　付知地区95.78％　福岡地区 30.38％　蛭川地
区57.18％

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・公図及び土地登記簿が現地と一致していないため、公
共事業等計画的な土地利用に支障があり、その解決策と
して地籍調査を進めることが必要である。
・H28年度より社会資本整備円滑化地籍事業交付金が創
設され、公共事業の先行調査、災害復旧の迅速化等事
業効果の高い調査区を優先し実施した。
・認証遅延地区解消のため、専属職員を配置し早期解消
に取り組んでいる。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・毎年少しずつ進捗率が向上しているものの、未だに多く
の箇所で公図と土地登記簿が現地と一致していない状
況が続いており、他の事業の支障となる可能性がある。
・特に事業費の大半が補助で占める本事業においては、
国・県の負担金が無ければ計画的な執行が難しいことか
ら、積極的に財源を確保していくべきである。
・認証遅延地区の早期解消に向けて計画的に取り組ん
でいく必要がある。

リニア都市政策
部
都市計画課

景観形成推進
事業

・景観計画に基づき、旧中山道
宿場町を中心とした景観計画
重点区域では、建築物等に位
置、高さ、色彩、素材等の規制
をかけ、街道のまちなみ景観形
成を実施しています。
・修景は徐々に進んではいます
が、まだまだ修景が必要な建築
物は多く残っています。
・強い規制の中において、修景
を促進するために補助を行いま
す。

【目標】
・景観計画重点区域において、失われ
つつある旧宿場町のまちなみ景観を取
り戻します。
　景観計画重点区域内における修景件
数　H29年度末：140件（H29年度でまち
なみ景観形成補助事業終了）

【効果】
・景観補助により修景促進をすること
で、まちなみの景観形成が図られま
す。
・統一したまちなみ景観は観光客誘致
にも期待できます。

・景観計画重点区域における私的
空間の整備（住民の役割）に対し
て助成を行います。
・策定後10年を経過する中津川市
景観計画の見直しのための評価
を行います。

・景観計画重点区域（本町）における景観形成に対する助成　15件（H29年度：当初予
定9件）
　　建築物等の設置・修景　　　　　　 7件
　　工作物（看板）の修景・修繕　　　 1件
　　工作物（門、塀等）の修景・修繕　6件
　　花壇設置、花木・緑化木等の植栽　1件
　　参考・・・H28年度：23件（本町　2件、馬籠　21件）
・市民アンケート等の実施による景観計画の評価・分析

【効果】
・景観計画重点区域内において修景箇所が増加し、統一したまちなみ景観の形成が促
進されています。
　　景観計画重点区域内における修景件数　H29年度末：165件
・景観計画の評価・分析により、景観計画見直しのための課題が整理できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・H28年度に比べ、補助金総額は減（H28年度で馬籠・落
合地区終了のため）となった。
・補助金が10年経過し、重点区域では一定の修景がなさ
れた。
・修景された街なみ景観の保全促進のため、景観づくり
活動に対しての補助の検討を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・景観計画重点区域に対する助成がH29年度で完了した
ところで、一定の修景がされ、事業に一区切りがついたと
言える。
・H30年度以降は、補助事業の実績から分析を行いつ
つ、修景された街なみ景観の保全促進のためにすべき
最善の方法を検討していく必要がある。
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基盤整備部
用地課

道路新設改良
事業（用地対
策）

・交通の利便性と安全性の確
保及び生活基盤の向上と地域
間の交流の活性化を図ります。
・道路等基盤整備事業を円滑
に施工するため、先行して用地
等の取得を行います。

【目標】
・幹線・生活関連道路整備工事（H27～
H30）の円滑な施工のため、5路線の道
路用地を取得します。

【効果】
・幹線道路と生活関連道路のネットワー
ク形成により、交通渋滞が緩和されま
す。
・災害時の避難路確保と緊急車両の進
入を可能にし、搬送時間の短縮が見込
まれます。

・市民生活に欠かすことのできな
い幹線・生活関連道路整備工事
が円滑に施工できるよう、用地等
を早期に取得します。

＜社会資本整備総合交付金事業＞
・市道坂本290号線（坂本地区連絡道路）　用地購入：契約18件、物件移転補償：契約
11件
・市道山ノ田～地蔵堂線　用地測量調査等業務　一式、用地購入：契約1件、物件移転
補償：契約2件
＜市単独事業＞
・市道福岡16号線　用地測量調査等業務　一式、用地購入：契約3件、物件移転補償：
契約3件
・市道恵下1号線　用地購入：契約１件、物件移転補償：契約1件
・市道中津535号線　用地購入：契約2件
・市道中津532号線排水路　用地購入：契約2件
・市道中津78号線　用地購入：契約2件

【効果】
・事業用地の取得により、道路整備が円滑に施工できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・生活関連道路及び幹線道路整備の効果を早期に発現
するため、用地取得はもちろんのこと、事業期間に占める
ウェイトが最も高い用地取得期間の短縮を図るため、四
半期単位でＰＤＣＡサイクルを活用した用地取得工程管
理計画を策定し、計画的な測量業務と用地取得を実施し
た。
Ｐ(業務計画）、Ｄ(業務計画の実行)、Ｃ(業務計画の分析･
評価)、Ａ(計画に沿わない箇所の改善行動)
・市道坂本290号線道路整備事業（坂本地区連絡道路）
では地権者との交渉が難航している。この路線は、こども
園と同調しており、開園に向け時間的制約が強い事業で
あるため、事業認定申請を視野に交渉を実施している。
・相続困難土地、測量範囲など事前調査でリスクを把握
し、効率的な用地取得を進める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・用地取得は他の道路等基盤整備事業を円滑に施工す
るために必要不可欠であり、今後の中津川市の発展の
ために大変重要な事業である。
・本事業との関連するところで、今後は青木斧戸線、リニ
ア関連事業など大型事業が目白押しであり、いずれの事
業も数年以内に用地購入をいかに円滑に進めることがで
きるかが事業進捗のカギとなることは間違いない。そうし
た点においては、課内でＰＤＣＡサイクルを活用した用地
取得工程管理計画を策定し、計画的な事務の遂行を心
掛けていることは評価すべきである。
・用地交渉は市民相手となるものであり、場合によっては
計画より所有者の合意に想定以上の日数を要することも
充分に考えられるため、臨機応変な対応が求められる。

基盤整備部
建設課

青木斧戸線道
路整備事業

・手賀野から駒場地区にかけて
は道路が狭く通行に不便をきた
しており、指定避難所である西
小学校へも大型車輌の乗り入
れができない状態にあります。
この道路は手賀野と駒場をつ
なぐ背骨であり、まちづくりのた
めには欠かすことのできない幹
線道路であるとともに、西小学
校が災害時の指定避難所にも
なっていることから、防災上非
常に重要な路線でもあります。
また、駅前周辺から郊外へ出
入りするルートとして、既成市
街地の交通混雑を解消すること
からも本道路を整備します。

【目標】
・道路が整備されることによる時間短縮
効果（ラッシュ時）
　 青木斧戸線（中津531号線）：44％、
駒場線（中津532号線）：67％、H32年度
完成予定

【効果】
・市街地の環状道路として形成され、市
街地通行車両の交通渋滞が緩和され
ます。
・緊急輸送路として防災面での機能向
上が図られます。

・リニア開業を見据えて、市の主
要幹線道路である国道19号と国
道257号を円滑に結ぶ幹線道路と
して、さらには主要生活道路として
青木斧戸線を整備し、利用者の利
便性の向上と渋滞低減を図りま
す。
・中津西地区の避難所である西小
学校へ大型車輌が進入できる防
災道路として青木斧戸線から西小
学校までの道路を整備します。

・中津531号線（青木斧戸線）道路改良工事　L=145ｍ
・中津531号線（青木斧戸線）道路改良工事（駒場工区）　L=60ｍ（H30年度へ一部繰
越）
・中津531号線（青木斧戸線）道路改良工事（手賀野工区）　L=200ｍ（H30年度へ一部
繰越）
・中津531号線（青木斧戸線）埋蔵文化財発掘調査業務委託　A=1,800㎡
・用地購入　契約62件（内繰越20件）
・建物等移転補償　契約77件（内繰越11件）
■全体計画　（H25～H32　総事業費　3,500百万円）
・青木斧戸線　国道257号青木交差点から国道19号間　 L=1,360ｍ　W=16.0ｍ
                  国道19号から会所沢～円通寺線　　　　L=228ｍ　W=12.0ｍ
・駒場線　　　青木斧戸線から西小学校　　　　　　　L=267ｍ　W=12.0ｍ

【効果】
・H27年度より工事着手した事により、この地域の生活道路、防災道路を兼ねた幹線道
路整備の見込みができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・リニア開業を見据えて、市の主要幹線道路である国道
19号と国道257号を円滑に結ぶ幹線道路として青木斧戸
線を整備することで、利用者の利便性の向上と渋滞低減
が図れる。
・今後も早期完成出来るよう交付金の確保と課題の解決
をする必要がある。
※H29年度末進捗率：64％（事業費ベース）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・社会資本整備総合交付金の積極的な要望により財源を
確保できたことで、課題を抱えながらも地道に事業進捗
が図られている
・完成を目指すにあたり、社会資本整備総合交付金次第
で事業の進捗が前後することから、補助金を確保できる
よう引き続き働きかけていく必要がある。
・当初計画から総事業費が増額とならないよう計画に
沿った事業の推進が必要であり、労務単価の増加などや
むを得ない点もあるが、事業の手綱をしっかりつかみ、総
額の事業規模が過大とならないよう努める必要がある。
・自部門評価における利用者の利便性の向上と渋滞緩
和の観点では事業がまだ完了していないため、効果の発
現はまだないと判断する。

基盤整備部
建設課

神坂ＰＡスマー
トインターチェ
ンジ設置事業

・広域観光として周辺地域と連
携強化を図り、馬籠などへの観
光誘客を推進させます。また、
災害等の緊急時に高速道路外
への避難や緊急車輌の進入な
どのため、現在の神坂ＰＡに出
入り口（スマートインターチェン
ジ）の設置が望まれています。

【目標】
・山口、坂下、神坂地区等の利便性向
上と、馬籠への観光誘客を図るために
必要な神坂スマートインターチェンジを
設置します。

【効果】
・馬籠地区を含めた市内全域への観光
客の増加が見込まれます。
・市内外に点在する観光施設を結ぶ観
光ネットワークが構築されます。
・トンネルと長大橋の中間点であるの
で、災害等の緊急時に高速道路外へ
の避難、緊急輸送路の確保、災害復旧
車輌の進入が可能となります。

・H28年度より実施計画書を作成
し、H29年度より新規事業採択を
受け、詳細設計、用地測量、用地
買収を行い、買収ができたところ
から工事を進め、H33年度末の完
成を目標に進めます。

＜社会資本整備総合交付金事業＞
・神坂スマートインターチェンジ測量調査設計業務委託（H30年度へ一部繰越）
　　路線測量　L=750ｍ、詳細設計　L=920ｍ
　　地質調査（土質ボーリング　L=105ｍ・岩盤ボーリング　L=55ｍ）
＜市単独事業＞受託（ＮＥＸＣＯ分）
・神坂スマートインターチェンジ調査設計業務委託（H30年度へ一部繰越）
　　路線測量　L=240ｍ、詳細設計　L=240ｍ
　　地質調査（土質ボーリング　L=30ｍ・岩盤ボーリング　L=10ｍ）

【効果】
・H29年度から事業着手した事により、代表観光地「馬籠宿」へのアクセス性向上、第三
次救急医療施設へのアクセス性向上、災害時における代替ルートの確保の見込みが
できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・本事業は、広域観光の推進、とりわけ馬籠などへの観
光誘客の推進を図るとともに、災害等の緊急時において
高速道路外への避難や緊急車両の進入を可能にするな
どの効果が見込まれる。
・地区協議会を開催し、連結許可をいただき、事業着手す
ることができた。
・事業を円滑に進めるため、補助金の獲得に努める必要
がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・H29年度より事業着手を行うにあたり、社会資本整備総
合交付金やNEXCOからの受託事業収入を財源として
H33年度末完成の目途ができた。
・大型事業であり事業費も大きいことから市の財政に大き
な負担となる。事業を進めていくにあたり、工法の検討や
国・NEXCOとの負担割合等について、経費の軽減に向け
た調整を続けていく必要がある。
・地元との調整を丁寧に行い、理解を得て進めることが重
要である。
・完成年度がH33年度末と非常にタイトであることから、財
源の確保を行いながら計画的な進捗を図っていく必要が
ある。

基盤整備部
建築住宅課

公営住宅等整
備事業

・既存の公営住宅や市営住宅
の効果的な管理運営を図るた
め、中津川市公営住宅等長寿
命化計画に基づいて、既存の
市営住宅の安全安心な住環境
の確保及び老朽化した住宅の
長寿命化に取り組みます。

【目標】
・公営住宅等ストック活用計画に基づい
て、長期活用を図るべき住棟の計画的
な施設整備を進めます。
H27年度：山手団地　狩宿団地　 H28年
度：松田団地　　H29年度：駒場団地
H30年度：安森団地　後洞団地

【効果】
・居住環境の向上を図ることで、市営住
宅の長寿命化による更新コストの削減
と中長期的な居住安定の確保ができま
す。

・国の支援を受け、公営住宅等ス
トック総合改善事業（計画期間：
H19年度からH30年度）の年次計
画に基づき、老朽化した既存市営
住宅の中規模修繕と危険住宅の
除去を行います。

＜公営住宅等ストック総合改善事業（長寿命化）＞
・駒場団地（外壁塗装工事）　3棟 60戸
＜危険住宅除去事業＞
・須母田団地（解体工事）　1棟 1戸

【効果】
・駒場団地3棟の長寿命化工事を計画的に実施し、老朽化した公営住宅を除去したこと
により、市営住宅の修繕費等の維持管理費抑制と住環境の向上が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・既存の公営住宅ストックを活用し長寿命化を計画的に
推進することや危険住宅を除去して、市有財産の有効活
用をすすめ、良質な住宅を確保している。
・建替え等の大きな投資を抑制し、さらに増大傾向にある
修繕費など維持コストを低減している。
・国の支援を前提としているので、予算の平準化を図って
事業を実施していることからさらに効率を高める。
・社会資本整備総合交付金の基幹事業に位置づけ市営
住宅の長寿命化と再編成に向け計画どおり事業を実施
できている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・厳しい財政状況により社会資本整備総合交付金をベー
スとして事業を実施せざるを得ないため、今後とも計画を
遂行させるために補助金獲得に向けて働きかける必要
がある。
・今後も効率的な手法で長寿命化、撤去ができるよう検
討し、目標に向け計画的に事業を進めていく必要があ
る。

市長公室
市長公室

ふるさと応援隊
事業

・ふるさと応援隊を活用し、中津
川市の魅力を市外にＰＲすると
ともに、首都圏等と中津川市を
つなぐための核となる組織を構
築することにより、観光振興、
定住推進、企業誘致等「リニア
のまちづくり」に向けた諸施策を
推進します。

【目標】
・中津川市の情報を発信する人のネット
ワークを拡大します。
・応援隊員加入総人数
  H30年度末：500人

【効果】
・首都圏を中心とした観光ＰＲイベント
の情報提供、参加協力等によりイベント
を盛り上げるとともに、中津川市に興味
を持ち応援する人を増やします。

・ふるさと応援隊員の加入促進、
隊員との情報交換や情報提供等
を行います。

・ふるさと応援隊の新規加入　40人（総加入人数345人）
・ふるさと応援隊員へのメールによる情報発信　22回
・役員会の開催、役員との意見交換　役員会 1回、役員との意見交換 12回
・首都圏等におけるイベント等への応援隊員の参加　74人（把握できた方のみ）

【効果】
・観光ＰＲイベントの情報提供、参加協力等により、多くのふるさと応援隊員の皆様にご
参加いただき、ふるさと応援隊事業が商工観光部や定住推進部の開催するイベント成
功の一助を担うことができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・イベント情報の提供、参加協力により多くのふるさと応
援隊の皆様にイベント参加いただき、イベントを盛り上げ
ることができた。
 H29：74名　H28：80名
・ふるさと応援隊の新規加入は伸び悩んでいるものの、
今後幅広く加入促進することで市外のニーズ、トレンドを
取り込んでいきたい。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・商工観光部や定住推進部が首都圏で開催するイベント
に隊員が参加することでイベントが盛り上がるだけでな
く、そこからの波及効果をさらに期待することができる。
・隊員との連携を強化し情報提供を徹底して行うことで、
ふるさと応援隊員を通じ、中津川市のＰＲを行う必要があ
る。

定住推進部
定住推進課

シティプロモー
ション推進事業

・人口が減少する中、中津川市
が将来にわたり持続的に発展
するため、市の魅力をさらに掘
り起こし、効果的に市外へＰＲ
することで移住定住を促進しま
す。

【目標】
・県内外の住民をターゲットとし、住む・
働く、そして子育てしやすい中津川をア
ピールし、移住者の増加につなげま
す。また、地域の魅力（自慢）を発掘す
ることで、市民の地域への愛着が高ま
ります。
（本市の魅力発信を行う団体等への支
援　H29年度：1団体　H30年度：2団体）

【効果】
・地域の魅力に気づくことで地域への愛
着が高まり、若者のふるさと回帰につな
がります。
・情報発信により中津川の魅力を伝え
ることで中津川市への興味を高めま
す。

・地域情報誌（フリーペーパー）を
活用し、ＪＲ中央線沿線地域の子
育て世代に向けた情報発信を行
います。
・地域の魅力発信のために地域
資源の掘り起こしにつながる事業
を支援します。

＜中京圏移住ＰＲ事業＞（新規）
・中京圏の中でも中央線沿線地域にターゲットを絞り子育て世代に向けた、本市での生
活情報や移住支援情報を発信
　　地域情報誌配布地区：中村区、千種区、東区、守山区、中区、熱田区
    各戸配付：285,450世帯
＜中津川市魅力発信事業＞
・将来的なＵターンにつながるよう、地域資源の掘り起こしや市民が地域に誇りや愛着
を持てるよう活動に補助金を交付
・中津川の魅力である「ひと」の情報を発信するWEBマガジン「なかつが話」の制作・発
行支援

【効果】
・中津川への移住を検討している方に向けて、移住定住活動の推進を行うことができま
した。
・移住実績　H28年度：132世帯・343人→H29年度：141世帯・345人

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・人口減少が進むなか、当市が持続的に発展するため
に、魅力を発掘し磨き上げ、それを市外に向けてPRする
ことで移住定住を促進することができた。
・地域資源の一つである中津川ならではの地域で活躍し
ている人財を紹介するウェブサイト「なかつが話」を立ち
上げ、情報発信した団体に補助金を交付し、中津川の魅
力を伝える選択肢を増やすことができた。
・新たな取組みとして中京圏（中央線沿線名古屋市内6
区）にポスティングされるフリーペーパーに中津川市のPR
記事を掲載したことにより、名古屋市内から移住相談に
来所したり、空き家めぐりなどを行う移住ツアーに参加し
た読者がいたため、PR効果があらわれた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・移住定住に関するPRについては、自治体横並びの状
態にあるなかでも、大規模な広告動画を作成するなどし
て、独自色を出している自治体も散見される。
・中津川市の財政状況を考えると大規模で目新しいプロ
モーションを行うことはなかなか厳しいところであるが、自
部門評価で記載しているように、ターゲットを絞ったPRに
重点を置くなどして、内容や方法を研究していく余地があ
る。
・名古屋市の子育て世帯にターゲットを絞ってＰＲしていく
ことで、効果的なＰＲを行うことができている。今後も漠然
と事業を行うだけでなく、目的やターゲットを明確に絞って
事業を展開していくべきである。
・移住者の実績については、どういった事情（Ｕターン、Ｉ
ターン）で中津川に移住してきたかを把握するなどを聞き
とりするなどして、効果的な手法について研究していく余
地がある。
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商工観光部
工業振興課

企業立地奨励
事業

・雇用の創出と若者の地元定
着の促進、市内企業や新たな
進出企業が安定した事業を継
続し、事業規模の拡大を図れる
よう、奨励金制度により支援し
ます。

【目標】
・企業の立地促進、既存企業への支援
を行い、企業活動が活性化し、雇用の
拡大と地域経済の持続的発展を図りま
す。
　　事業所設置数　2社/年
    新規雇用数　10人/年

【効果】
・企業立地奨励金により、企業活動が
活発化し、雇用の拡大と地域経済の持
続的発展が図られます。

・雇用の拡大と市内産業の活性化
を実現するため、企業立地奨励金
により企業の立地や新規設備投
資に対する支援を行います。

＜企業立地奨励金＞
・操業開始後初めて課税される年度の固定資産税評価額の100分の10以内の額を交
付
・交付件数　2事業所（H28年度　2事業所）
＜雇用促進奨励金＞
・新たに雇用した従業員で引き続き1年以上雇用している者に対して定額（30万円/人）
を交付
・交付件数　5事業所（H28年度　3事業所）
＜事業所設置奨励金＞
・操業開始後初めて課税される投下固定資産に対する固定資産税及び都市計画税相
当額を5年間交付
・交付件数　15事業所（H28年度　13事業所）

【効果】
・企業の市外流出を抑え、新たな雇用を確保し、地域経済の発展につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・企業立地動向調査では、多くの企業が立地に際して「補
助金、税優遇支援」を行政に求めており、新規企業の誘
致、既存企業の投資拡大、本社機能移転を積極的に後
押しし、若い世代の流出抑制や地域活力の向上を図るた
めに同事業が有効な事業と捉えている。
・H29年度においては新規設備投資事業所5社、31人の
新規雇用を創出し、税収の増加と合わせ、地域の賑わい
の創出や活性化、若者の地元定着の一翼を担っている。
※投資企業・雇用数は支払いベース

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・自部門評価にあるとおり補助金や税優遇支援は企業が
新たに立地する場合の必須条件といっても過言ではな
い。
・また既存企業への設備投資への支援処置についても
県内他市でも実施している自治体が多く、企業の市外流
出を抑えるためでも制度の必要性は認める。
・しかしながら昨年の財務部評価でもあるように投下した
公費に対して設備の固定資産税や、新規雇用を創出した
ことによる市税の増収などの効果がどれほど出ているか
については引き続き検証されたい。

商工観光部
工業振興課

企業誘致推進
事業

・若い世代を中心に、働く場を
求めて人口が流出しており、若
い世代が安心して働く場の創出
が求められています。
・市内企業の振興とともに、新
たな分野の企業を誘致すること
により働く場を創出し、本市で
育った若者が市内に留まり、市
外からも若者が集まる活気あ
ふれるまちをつくります。

【目標】
・新たな分野の企業を立地し「働く場の
確保」により定住人口を増加させ、活気
あふれるまちづくりを進めます。
・継続的に情報交流を持つ企業を5社、
新規企業訪問を3社開拓します。

【効果】
・若者をはじめ定住人口が増加し、活
気あふれる持続可能なまちを形成しま
す。

・若い世代が魅力を感じる企業を
誘致するため、リニア岐阜県駅の
西側に西部テクノパークを整備し
ます。
・市有地や民間遊休地等の活用
を含めた、新たな「受入基盤の確
保」と企業とのつながりづくりを進
めます。

＜中津川西部テクノパークの整備＞（新規）
・地形測量、地質調査、基本計画の策定
　　地形測量：A=35.2ha　用地測量：13.8ha　地質調査：14か所　基本計画：A=23.2ha
・民間企業と連携（直接対話）し、市場調査、開発から企業誘致までの事業手法を分析
＜企業立地動向調査＞
・情報収集、企業訪問による本市のＰＲと、企業ニーズの把握
　　企業立地動向調査：161社（航空機・リニア鉄道・医療医薬品関連）
・市有地・民間遊休地等の把握、事業用地確保に向けた調査
　　工場用地開発可能性調査：A=26ha

【効果】
・中津川西部テクノパーク整備に向け、事業実施に向けた現地調査を進め、開発手法
に関する対話を行うことで、事業実施に向けた基盤を整えることができました。
・企業立地動向調査により、企業の立地動向を把握するとともに、当市のＰＲにつなが
りました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・岐阜県全体で、工場用地が不足し、用地確保が喫緊の
課題となっている。
・中津川市では、中核工業団地整備（H4竣工）以降、事業
用地の整備をしておらず、H26年度以降20件以上の用地
照会があったが、事業用地不足などの理由により立地機
会を逃している。
・新たに整備されるリニア中央新幹線による新たな産業
の誘致を見据え、中津川西部テクノパークの建設を新た
に計画している。
・企業誘致のための事業用地確保が、今後の労働人口
の減少対策となりうる「若者の地元定着」や「女性・高齢
者の雇用の場の創出」に向けたハード面での有効な施策
と捉え、積極的に進める必要がある。
・民間の資金とノウハウを活用した公共事業の手法を検
討するなど、対事業費的な効果・効率性を精査し、テクノ
パーク整備に向けた事業スキームづくりを進める。
・市内既存企業からの施設増設（拡張）の相談も多く、各
種法規制への対応などワンストップによる立地支援を
行っている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・テクノパークは中津川市に新たな職種の企業を呼びこ
み、労働人口を確保することができることから、事業の必
要性は認める。
・また、テクノパークは予定地近隣住民の関心も高いこと
から丁寧な地元説明を行い、地元の理解を得ながら事業
を進める必要がある。
・テクノパークの造成にあわせ、企業立地動向を調査す
るなど情報収集を図っており、今後とも継続的に実施して
いく必要がある。

総務部
情報政策課

川上地区ＣＡＴ
Ｖ運営事業

・川上地区は難視聴地域である
ため、地上デジタル放送を視聴
できるようかわうえケーブルテ
レビの適切な維持管理を行い
ます。

【目標】
・かわうえケーブルテレビにより、川上
全地区で地上デジタル放送を視聴でき
るよう適切な維持管理を行います。

【効果】
・事業の実施により、川上地区の住民
が地上デジタル放送を視聴し、インター
ネットを利用することができます。

・難視聴地域である川上地区住民
が地上デジタル放送を視聴できる
よう地上デジタル放送機器の保守
点検等適切な維持管理を行いま
す。
・地区住民への地上デジタル放送
の配信、インターネットの提供、自
主放送による静止画、動画及び地
域情報等を地区住民へ配信して
います。

・ケーブルテレビ加入件数　319件
・インターネット加入件数　183件
・静止画の配信　　 　　　　87件
・動画の配信　　　 　　　　11件　361分

【効果】
・施設を適正に維持することにより、他地区と同様にテレビの視聴等環境が確保されま
した。
・静止画によるお知らせにより、各種イベント等の参加を促すとともに周知することがで
きました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・年間を通して停止することなく利用するため、施設を適
正に維持管理することにより、川上地区の住民が地上デ
ジタルテレビを視聴し、インターネットを利用することがで
きた。
・川上地区難視聴対策事業は、中期事業計画に位置付
けられることから、老朽化した設備の更新について、方式
の検討を始めている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・テレビ視聴のための設備であり、故障の際には大きな
影響が出るおそれがあるため適切な維持管理に努める
必要がある。
・情報通信ネットワークが段階的に民間移譲されることが
決定している今、市内の他地域との間で今後効率性に課
題が生まれることが予想される。ケーブル等の経年劣化
に伴う設備更新についても課題があり、自部門評価にあ
るように方式そのものの検討が必要である。

総務部
情報政策課

情報通信ネット
ワーク基盤維
持管理事業

・情報通信の地域格差是正の
ために市が整備した情報通信
ネットワーク基盤による、安定し
た高速通信サービスが提供で
きるよう適切な維持管理を行い
ます。

【目標】
・安定した高速通信サービスが提供で
きるよう適切な維持管理を行います。
・新たな光ケーブルの引込工事等、市
民ニーズに対する工事実施を100％とし
ます。

【効果】
・市内どこに住んでいても、高速通信
サービスを受けることができます。

・情報通信の地域格差是正のた
めに市が整備した情報通信ネット
ワーク基盤（光ファイバー網）を適
切に維持管理します。

・新築住宅の新たな引込工事、道路の改修等による支障移転工事の実施　1,337件
・情報通信ネットワーク整備事業で整備した光ケーブル網の保守管理　988km
・H29年度末　加入件数　9,778件（世帯普及率58.8％）
・H29年度　加入増加数　　205件

【効果】
・高速通信サービスが提供できるよう維持管理を行うことにより、市民が市内どこに住
んでいても、高速通信サービスを受けることができます。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・高速通信サービスが提供できるよう維持管理を行うこと
により、市民が市内どこに住んでいても高速通信サービ
スを受けることが出来た。
・H29年度の光ファイバー網の賃貸借契約満了に伴う契
約更新の際に、経費の削減交渉等を行ったところ、相手
方に3年間かけて無償譲渡することで合意に至った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民がどこに住んでいても公平に高速通信サービスを
受けられるために必要性はある。
・新築住宅への引込工事、道路改修等による支障移転工
事、既存ケーブルの維持補修に大きなコストがかかる点
で効率性に課題があったが、民間事業者への無償譲渡
が合意されたことで、完了後はコストは発生しなくなる。こ
れは大きな成果である。

定住推進部
定住推進課

中津川に住も
うサポート事業

・人口減少を食い止めるため、
転入者の増加に取り組みます。
・移住定住者への住宅確保の
ために、増加する空き家の有効
活用や住宅取得、増改築等の
支援を行います。
・地域の高齢化による地域産業
後継者対策や、地域活性化の
ため移住希望者へのＰＲを行い
ます。

【目標】
・移住定住ポータルサイトや都市部で
の移住相談会への参加により中津川
市の移住に関する情報発信を行いま
す。
・移住希望者の住まいの確保のために
住宅取得等に関する支援を行い、移住
者数の増加につなげます。（移住者数
H29年度：150人　H30年度：180人）

【効果】
・情報発進による本市への関心や、住
まいの支援による移住意識の醸成が図
られることで移住者の確保につなげ、
人口減少に歯止めをかけます。

・都市部で行われる移住フェアへ
の参加や、移住セミナー、中津川
体験ツアーを実施します。
・移住者の住宅取得に対する支援
と市内で働く若者の定住を支援し
ます。
・空き家情報バンク物件増加のた
め奨励金を交付します。

＜三大都市圏で開催の移住フェアへの参加等＞
・ふるさと回帰フェア出展(新規) （東京：1回、大阪：1回）
・都市部住民向けセミナーや移住相談　9回（東京：2回、大阪：1回、名古屋：6回）
・中津川市での住まい・仕事・暮らしを知るツアー　1回
＜ＵＩＪターン者などの転入者に対し、住宅取得やリフォームへの支援＞
・ふるさとお帰り支援事業　31件（新築：21件　中古取得：7件　リフォーム：3件）
・空き家情報バンク物件成約の所有者、紹介者奨励金　6件
＜空き家再生リフォーム補助事業＞（新規）
・住まいを必要とする方へ空き家を賃貸するために係る改修費用を補助　2件
＜中津川で暮らそう家賃補助事業＞（新規）
・中津川で働き暮らす転入者向け家賃補助　9件

【効果】
・移住実績　H28年度：132世帯　343人→H29年度：141世帯　345人
・空き家の所有者、借受者や、転入者向けの新たな補助事業の創設により、移住定住
支援の幅が広がり、移住者の増加につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・新規で東京、大阪で開催されたふるさと回帰フェアへ1
回ずつ参加し、中津川市のPRを行ったことで、全国の移
住支援PRの状況も研究することができた。
・補助金交付に関し、この補助金が移住や結婚につな
がったかのアンケート項目に対する回答では、いずれも
つながっていないが、満足度は高い。近隣市では補助金
額がさらに大きいところもあり、移住支援、生活支援の市
の姿勢として補助金の交付は必要と考えている。
・ふるさとお帰り支援事業は、H28年度15件からH29年度
31件と倍増、新婚さんいらっしゃい事業もH28年度16件か
らH29年度29件と倍増、アンケートでは、家族、友人、知
人等から聞いた方が多く、口コミで利用者が増えていると
思われる。
・他部署からも要望があり、H29年度から始まった中津川
で暮らそう家賃補助（市内へ転入、市内で働く）は9件、空
き家再生リフォーム（所有者・仮受者のリフォーム補助）2
件は、利用者が少なかった。H28年度から始まった移住
定住の支援メニューも口コミで徐々に件数が伸びている
例もあるが、次年度以降どう施策をPRし、利用者を増や
していくか考える必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ｃ 効率でな
い

総合評価⇒Ｃ 縮小/見
直

・移住定住施策のアウトカム指標は、移住者数と定住人
口数という数値としてはっきり見えやすい部分であり、担
当課で把握している移住実績が増えていることから、定
住施策全体としては一定の成果が出ているように見受け
られる。
・しかしながら、補助金交付という取組の成果を分析する
と、自部門評価で記載されているような満足度の高さは
成果指標としては適切ではなく、直接的に補助メニュー
が移住の決め手になる取組にしなければ効果を発現して
いるとは言い難い。
・いずれの補助事業も定着すれば効果が出る可能性は
あるが、費用対効果の観点から分析し、効果が上がらな
い事業については廃止するなど、取組内容について定期
的に検証をしていく必要がある。
・移住施策は、全国的に「横並び」となっており、他市で
行っていることを中津川市でも行うことはあまり効果的で
はない。既存の事業の見直しを行いながら、独自性のあ
る取組へとシフトしていく必要がある。
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商工観光部
観光課

観光推進事業

・苗木城跡や常盤座などの新た
な観光地には、中京圏を始め
首都圏からも多くの観光客が訪
れるようになっています。これを
一過性で終わらせることがない
よう、リニア開業を見据え多くの
観光客の方に訪れていただくた
め、観光資源の一つひとつの
魅力の向上や積極的なＰＲ活
動を展開し、観光入込客数を増
加させ地域活性化に結びつけ
ます。

【目標】
・観光入込客数
H29年：4,720千人　H30年：4,850千人
（※入込客数は、「県観光入込客統計
調査（暦年集計）」に基づく。）

【効果】
・観光入込客数の増加により地域の活
性化が図られます。

・市内各地にある観光資源の一層
の魅力向上を図るとともに、岐阜
の宝もの（中山道三宿・苗木城跡・
地歌舞伎）を中心とした周遊観光
ルートの確立、首都圏等へのＰ
Ｒ、メディアとタイアップした売り込
みなどを積極的に行います。

＜観光ＰＲ事業＞
・20代、30代の女性をターゲットにした新観光パンフレット作成　40,000部
・「お城ＥＸＰＯ2017」で苗木城跡をＰＲ　12/22～12/24　入場者数　19,100人（横浜）
・県観光連盟主催商談会出席（東京・大阪、延べ23社と商談）
＜受入環境整備事業＞
・中津川ガイドボランティアの育成・支援　H29年度末ガイド人数　74人（H28年度末73
人）
・中山道誘導案内看板を坂本地区から落合地区間で整備　12か所
・中山道17宿で統一したデザインの多言語案内看板設置　3基（馬籠宿、落合宿、中津
川宿に各1基）
・苗木城跡ＰＲ看板を設置　2か所（苗木遠山史料館前駐車場、足軽長屋）
＜ブラッシュアップ事業＞
・株式会社ＡＮＡ総合研究所と「地域活性化のための連携協定」を締結　8月
　　各観光協会の取組の実態調査、観光資源の洗い出し等地域資源の検証
　　外国人観光客の受入体制強化として、おもてなし向上セミナーを開催　2回、延べ参
加人数　40人

【効果】
・観光入込客数　H29年実績：4,592千人（速報値）（H28年実績：4,583千人　前年比
100.2％）
・効果的なＰＲや、ターゲットを絞ったプロモーションにより観光入込客数が増加しまし
た。
※入込客数は、「県観光入込客統計調査（暦年集計）」に基づく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・主要観光地に絞った情報発信等により、H29年度の入
込客数は492.2万人となり、H28年度の458万人から微増
であるが増加した。
・特に、「続日本100名城」選定、「岐阜の宝もの」に認定さ
れた苗木城跡では、H29年度が7.6万人（H28年度の4.5万
人）となっており、積極的なPRの効果が表れた。
・リニア開通を見据え、中津川市の知名度の向上のた
め、今後も継続的かつ積極的なPR活動を行っていく必要
がある。
・市内を周遊させ、観光消費を増加させる仕組みが未だ
弱く、テーマに沿った周遊ルートの設定や、魅力ある観光
資源の提供など、市内での滞在時間、観光消費の増加
に結びつく仕組みづくりが必要である。
・その一つの手段として、今年度ANA総合研究所(株)と連
携協定を締結し、観光資源の洗い出し等地域資源の検
証、外国人観光客の受入体制強化として、おもてなし向
上セミナーを開催した。今年度の検証結果を踏まえ、民
間目線での助言をいただきながら課題解決に取り組むた
め、引き続きANA総合研究所(株)との連携は必要であ
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・観光行政への取組みにより、観光入込客数は前年度よ
りも増加しており、成果が着実に表れていると認める。
・また、苗木城跡は「続日本100名城」選定、「岐阜の宝も
の」に認定され、今後のＰＲ次第では観光客がさらに増加
することが期待できる。
・ただし、市としても独自にPRやツアー造成を行わなけれ
ば、認定されて一時的に観光客が増加しても、一過性の
ものとなってしまうため、機を逃すことなく事業を効果的に
行っていく必要がある。
・観光客が市内に長く滞在し、観光消費を促すためにも、
ＡＮＡ総合研究所と連携し、専門家の意見を参考にしなが
ら観光資源をＰＲできるよう、効果的に活用しなければな
らない。

商工観光部
観光課

観光広域連携
事業

・より多くの観光客の方に訪れ
ていただくため、本市だけでなく
本市の周辺自治体と連携し、各
自治体が持つ魅力ある観光資
源を結ぶ観光ルートを構築し、
相乗効果により観光入込客数
の増加につなげます。
・他の自治体との連携において
は、南北軸では飛騨街道をつ
ながりに下呂市と、東西軸では
中山道をつながりに木曽地域、
東濃地域の自治体との連携を
強化するとともに、連携の拡大
に向けた検討を行っていきま
す。

【目標】
・観光入込客数
H29年：4,720千人　H30年：4,850千人
　（※入込客数は、「県観光入込客統計
調査（暦年集計）」に基づく。）

【効果】
・圏域としての魅力が向上し、市の観光
入込客数の増加につなげます。

・圏域としての知名度向上と当市
への誘客を図るため、各自治体が
持つ魅力ある観光資源を結ぶ周
遊ルートの構築と情報発信を行い
ます。

＜下呂・中津川広域観光振興協議会事業＞
・首都圏向けプロモーション（ツーリズムＥＸＰＯジャパン2017に出展（9/20～9/24）、参
加者交流型イベントの開催：参加者数70人（2/23～2/25））
・インバウンド事業（ＢｔｏＢ国際旅行博「ＩＦＴＭ　ＴＯＰ　ＲＥＳＡ2017」に出展　開催地：フ
ランス、来場者数32,480人、ビジットジャパントラベルマートで30社以上と商談）
・国内誘客事業（周遊バスプラン運行支援：バス43台、送客実績1,464人、タクシーでの
個人向け旅行、商品の支援：6件、利用者20人）
・旅行商品造成事業（昇龍道フリーバスきっぷを活用したインバウンド旅行者の誘致及
び支援、苗木城跡の土産物開発支援、裏木曽古事の森での新たな体験プログラムの
開発支援）
＜東濃5市広域観光連携事業への負担金＞
・中京圏を中心としたプロモーションの実施（ＭＥＥＴＳ　ＴＯＮＯ（3/16～3/18　入場者数
2,750人）、刈谷ハイウェイオアシス（7月実施：ブース来場者数約300人）、土岐プレミア
ムアウトレット（9月実施））
・ＮＨＫ連続テレビ小説「半分、青い。」を活用した東濃地域の紹介パンフレット作成
50,000部、旅まつり名古屋2018でのＰＲ（3月実施、入込客数約300,000人）

【効果】
・観光入込客数　H29年実績：4,592千人（速報値）（H28年実績：4,583千人　前年比
100.2％）
・近隣他市町村と連携し、地域一帯での観光誘客が実施でき、当市への観光入込客数
が増加しました。
　※入込客数は、「県観光入込客統計調査（暦年集計）」に基づく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・下呂・中津川広域観光振興協議会や、東濃ぐるりんで
の効果的なプロモーションにより、年間観光入込客数が
H28年458万人からH29年459.2万人に増加した。
・Ｈ30.4月から放映が開始されるＮＨＫ連続テレビ小説「半
分、青い。」の波及効果を最大限に活用するため、放映
前にPRパンフレットの作成や旅まつり名古屋2018でのＰ
Ｒを行うことで、放映開始時から最大限の効果を発揮す
ることができた。他市と連携することで得られる効果も大
きいことから、今後も連携して取り組んでいく必要がある。
・協議会での活動は各々のスケジュールで事業を実施し
ていくため、大きな事業が重なった場合は、職員の負担
が大きくなる可能性があり、その際には事務手法の見直
しが必要となる。
・観光客にとっては、行政区での区分けはないことから、
今後も近隣市町と連携した事業を実施することで地域の
魅力ある観光資源を観光客に提供し、継続的な観光客
増加の相乗効果を図っていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・自部門評価にもあるように観光客にとって中津川市だけ
を目的に来るのではなく、近隣の自治体を含めた観光を
行うため、他自治体を連携しＰＲすることで相乗効果によ
り周辺地域を含め活性化することが期待される。
・とりわけＮＨＫ連続テレビ小説「半分、青い。」について
は放映期間（Ｈ30.4～Ｈ30.9）の間に対外的にＰＲできるよ
うＨ29年度中にパンフレットを作成するなど、連携した取
組みができている。Ｈ30年度も継続して、ドラマによる波
及効果を最大限活用し、ＰＲしていくべきである。
・ただ連携するだけではなく、連携するなかでも中津川市
をアピールできるよう、工夫していく必要がある。

商工観光部
観光課

観光施設管理
事業

・市内を訪れる観光客の安全・
安心と快適さを提供するため、
各観光関連施設、自然公園な
どを適切に維持管理します。

【目標】
・観光入込客数
H29年：4,720千人　H30年：4,850千人
（※入込客数は、「県観光入込客統計
調査（暦年集計）」に基づく。）

【効果】
・適切な管理を行うことで、観光入込客
数の増加につなげます。

・市内を訪れる観光客に対して魅
力ある観光地を常に提供するた
め、市内に点在する観光関連施
設や自然公
　園の適正な維持管理と施設の改
修を行います。

＜施設維持・管理＞
・馬籠集会所　改修工事
・けやき平キャンプ場　解体工事
・馬籠岩田水車塚橋　改修工事
・馬籠大水車　改修工事
・夕森ふれあいキャンプ場　トイレ改修工事
・道の駅花街道付知　木製遊具設置工事
・道の駅賤母　第2駐車場舗装工事
・ごへー本舗　施設整備工事（厨房、加工場等）
＜指定管理＞
・椛の湖園地　指定管理
・椛の湖自然公園　指定管理
・道の駅きりら坂下　指定管理
・道の駅五木のやかたかわうえ　指定管理

【効果】
・観光入込客数　H29年実績：4,592千人（速報値）（H28年実績：4,583千人　前年比
100.2％）
・適切な施設管理、迅速な施設修繕の実施で、観光入込客数の増加につなげることが
できました。
　※入込客数は、「県観光入込客統計調査（暦年集計）」に基づく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・観光客に対し、安全・安心な施設サービスの提供ができ
るよう、優先順位をつけて、施設の修繕を行い、観光客の
利便性を向上させ、28年年間入込客数458万人に対し
て、H29年年間入込客数459.2万人に増加した。
・馬籠集会所改修工事については財源として過疎対策事
業債、清流の国ぎふ推進補助金を活用し、多額の改修費
用を有利な財源を活用し、最小の費用で効果を出すこと
ができた。
・紅岩山荘の民間移譲に向けた調整を行い、市有財産
（施設）運用管理マスタープランに沿った事業を実施する
ことができた。
・当市を訪れる観光客に対し、今後も魅力ある観光地を
常に提供するため、計画的な観光施設の維持管理は必
要である。多くの施設は建設してから年数が経過してお
り、今後も施設の計画的な修繕とともに、民間移譲、廃止
も視野に入れた計画が必要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・施設の修繕を行い観光客の利便性を向上させることが
入込客数の増加に直ちに結びつくわけではなく、施設を
適切に管理し、サービスを提供した結果、また来たいと思
わせることでリピーターを増加させるためにも継続して維
持管理していく必要がある。
・馬籠集会所については有利な財源を活用し改修できた
ことは評価できる。観光課が所管している施設は多く、そ
の多くが老朽化しているため、今後も改修費用や修繕費
用が必要となってくるが、有利な財源を確保しながら取り
組めるよう、適宜対応してく必要がある。
・限られた予算で老朽化が進む全ての施設を維持するこ
とは困難であることから、破損箇所等については必ずしも
復旧するのではなく、施設や設備の必要性を十分考慮し
たうえで廃止の検討も必要である。
・一方で、集客実績等の良好な施設については、早めに
手を入れることで健全な状態を保てるようにするなどメリ
ハリを効かせた対策が必要である。

商工観光部
観光課

外国人観光促
進事業

・人口減少、少子高齢化の進展
という厳しい時代を迎え、日本
人観光客の減少が見込まれる
なか、海外から日本に訪れる観
光客は増加傾向にあります。
・国や県においても海外からの
誘客活動に力を入れており、市
としてもリニア開業を見据え、県
が主導する外国人観光客誘致
の取組に積極的に参加し、海
外誘客にも取り組みます。

【目標】
・馬籠～妻籠間を歩く外国人観光客数
H29年度：27,200人　H30年度：31,200人

【効果】
・外国人観光客の口コミやＳＮＳを利用
した情報発信などにより、更なる外国人
観光客の誘客につながります。

・県や民間企業との連携による外
国人観光客の誘客活動を行うとと
もに、市内を周遊してもらうための
サービスの提供、充実に取り組み
ます。

＜ＰＲ事業＞
・岐阜県知事の欧州トップセールスに同行（11/6～11/12）
　 スペインマドリードでの観光レセプション及び地歌舞伎ＰＲ
　 フランスコルマール旅行博ジャパンパビリオンでのトップセールス及び地歌舞伎ＰＲ
・地歌舞伎ラッピングバスの運行（4月～）
・台湾旅行社を招聘　1社（9月）
・イギリス旅行社を訪問し、「中山道路地裏ツアー」をＰＲ（2月）
＜受入環境整備＞
・外国人向け宿泊パンフレット製作　5,000部
・中津川宿での外国人向け体験プログラム「中山道路地裏ツアー」の造成支援
・苗木城跡Wi-fi新設（企業版ふるさと納税活用事業）

【効果】
・中山道　馬籠～妻籠間を歩く外国人観光客数　H29年度：26,145人（H28年度：23,160
人　前年比112.9％）
・県や民間事業者と連携した海外への観光誘客活動を展開することで、市内に訪れる
外国人観光客の増加につなげることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・岐阜県知事の欧州トップセールスに同行し、スペイン・マ
ドリードでの市長トップセールス、フランス・コルマール旅
行博での観光PRの実施や、当市に訪れた外国人観光客
へのおもてなしとして地歌舞伎ラッピングバスの運行、苗
木城跡のWi-Fｉ新設、外国人向け宿泊パンフレットの作成
などを実施することで、馬籠・妻籠間を歩く外国人観光客
数がH28年度23,160人からＨ29年度は26,145人に増加し
た。
・しかし、JR中津川駅で降りる外国人観光客のほとんど
が下車後すぐに馬籠行のバスに乗車してしまい、中心市
街地での周遊に結びついていない。
・滞在時間・観光消費の増加を図るには中心市街地での
周遊が不可欠。地元と連携して周遊させる仕組みつくりを
図るとともに、今後もターゲットを絞り、海外に対して積極
的なＰＲや情報発信の実施が必要である。
・市長のトップセールスは、現地における中津川のポテン
シャル（馬籠宿、地歌舞伎）の高さを実感できる場であ
る。今後当市がインバウンドに積極的に取り組む姿勢を
国内外にPRするだけでなく、海外との繋がりを拡大してい
くためにも効果的であり、定期的に実施していく必要があ
る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・外国人観光客が着実に増加していることは、事業の成
果が現れているという評価ができる。
・ただし、自部門評価でもあるように、いかに外国人観光
客が市内を周遊し、長期間中津川市に留まるかどうか
が、観光消費の増加につながるため、外国人インフルエ
ンサーを活用するなどして、主要な観光地である馬籠の
ＰＲだけではなく周辺の観光スポットについても効果的に
周知していく必要がある。
・トップセールスにより外への売り込みも必要ではある
が、まずは海外でのＰＲの地盤を作らなければ飛び込み
営業になりかねないため、事前に調整するなどし、効果
的に実施していかなければならない。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

文化スポーツ部
生涯学習ス
ポーツ課

交流事業

・国際的な視野を持った若者を
育てるため、海外での生活を通
じて多様な文化や風習などを学
ぶ機会をつくります。
・自治体間の交流協定等で結
ばれているそれぞれのまちの
魅力や個性に触れ、郷土の魅
力を再認識し新たなまちづくり
につなげます。
・市の国際交流活動として姉妹
都市レジストロ市との交流を市
民協働の民際外交として引き
続き行います。

【目標】
・東南アジアを中心とした地域に中学生
を毎年20名以上派遣します。
（H29年度:24名　H30年度:24名）
・姉妹都市提携都市と友好親善を継続
します。

【効果】
・研修等での経験を活かし、将来リー
ダーとなる人材が育成されます。
・他市等の魅力や個性に触れ、郷土の
魅力を再認識し新たなまちづくりにつな
がります。

・将来の中津川市を担う国際感覚
やリーダーシップをもった人材を育
成するため、中学生を海外に派遣
し交流研修を行います。
・合併前から提携や協定を結んで
いる他市町村等との地域間交流
を行います。
・姉妹都市提携しているレジストロ
市と友好を深めるため、市民交流
を行います。

・中学生を中心としたタイ王国への派遣
　　派遣人数：中学生24人、スタッフ14人
・対馬市、小諸市、大磯町との地域間交流
　　対馬市：夏季は蛭川小学校の児童6名を対馬市に派遣、冬季は両市の児童が当市
でスキー交流
　　小諸市：「信州小諸ふーどまつり」に職員等が参加
　　大磯町：「なぎさの祭典」に職員等が参加

【効果】
・国際交流では、将来を担う子ども達が海外での人との交流や異文化に触れることで、
国際感覚などを身につけ、視野を広げることができました。また、地域間交流では、相
互の交流事業により、人や風土に触れることで、郷土の魅力を再認識することができま
した。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・当事業は市民ボランティアを公募し、自ら企画・運営を
行う市民参加型の事業として進めている為、スタッフの確
保が大きな課題である。また、世界情勢に左右されない
安定した事業運営の為に、企業からの寄付金を募り財源
の確保に努めているが、十分ではない為拡充が必要であ
る。人員・財源の確保ともに事業について興味、賛同を得
ることが大切な為、報告会を充実させることで参加者を増
やすことやイベント等に参加しPRに努めることで効果の
継続を図る。
・事業終了後参加者の学校・保護者にアンケートを実施し
たところ、中学生の姿勢から、成長が感じられると評価を
いただいている為、継続的に実施していく必要がある。
・対馬市との児童生徒夏冬季交流事業では、生徒たちが
それぞれのまちの魅力や個性に触れることで郷土の魅力
を再認識することができた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・中学生海外研修事業は、“人づくり”の観点から有益な
事業であり、学校・保護者による参加者の評価からも効
果があるといえる。しかし、自部門評価で触れられている
内容を鑑みると、継続的な財源確保と市民ボランティアの
不足という点で効率性に課題がある。
・地域間交流は、相互に人や風土に触れることで、郷土
の魅力を再認識することができるという効果は認められ
る。しかし、合併前の旧市町村にあった交流を継続してい
る地域限定的なものであるため、市全体で考えれば有効
性に疑問が生じる。事業内容と今後の方向を見直してい
くべきである。

リニア都市政策
部
リニア対策課

リニア中央新
幹線対策事業

・少子高齢化、人口減少の進展
という厳しい時代を迎えている
中、千載一遇のチャンスである
リニア開業をまちづくりに活か
し、持続的に発展する中津川市
をつくります。
・市民の理解を得ながら円滑な
事業推進を図っていきます。

【目標】
・2027（H39）年の開業に向けて、関係
機関との連携によるリニア建設の円滑
な事業促進を図ります。
・リニアの波及効果を最大限取り込む
具体的な活性化策を検討し、市の持続
的発展を図ります。

【効果】
・リニアを見据えたまちづくりを検討し推
進していくことで、市民の暮らし向上に
つながります。

・リニアの波及効果を最大限活用
し、周辺地域との連携による広域
拠点としての市の持続的発展と、
リニア事業の円滑な推進を図るた
め、関係機関（事業者、県、周辺
自治体、沿線地域、庁内関係機関
等）との連携、調整を行うほか、市
民への情報提供を行います。

・「庁内推進本部」の開催・運営（必要に応じ随時開催）    調整会議 1回
・ＪＲ東海による地元説明等に対する調整及び対応
・ＪＲ東海との協議（各種協議、工事説明、環境調査）
・市民への情報提供（ＪＲ東海によるリニア事業の進捗、リニアまちづくりに関する市及
び市民の取り組み等）
　　広報なかつがわへリニア中央新幹線等の情報を掲載　6回
・関係機関（国、県、周辺自治体、沿線地域、庁内関係機関等）との連携によるリニアを
活かしたまちづくりの検討
・市内沿線地域と連携した事業推進

【効果】
・関係地域及びＪＲ東海との協議を行うことにより、「中央新幹線、中央アルプストンネ
ル（山口）」の工事着手のほか、「中央新幹線瀬戸トンネル新設」の工事契約が締結さ
れるなど、事業推進が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・リニア中央新幹線については、事業主体および沿線地
域との協議・打合せ等を随時行い、6地区で計16回の地
元説明会を行った。
・市民への啓発活動として、広報なかつがわへ年6回記
事を掲載したほか、リニア関連施設への親子バス見学会
を2回開催し参加者から好評を得たが、リニア事業の進捗
に合わせ取り組み内容を検討していく。
・事業を円滑に進めるには、市民の理解と協力が必要で
あり、引き続き実施していくことが重要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市民の理解を得て事業を進めるために情報提供や地元
調整など本事業の必要性は高く、今後も継続していく必
要がある。
・市民への啓発事業はH30年度より事業内容の検討を行
い、「親子バス見学会」の実施を取りやめており、広く市
民の理解と協力を得られる取り組みを検討しているところ
である。
・今後、特に坂本地域を中心にリニア事業や関連する基
盤整備事業の工事が輻輳することとなるため、全ての関
連工事を総合的に調整しながら事業を進め、地域住民の
生活に与える影響を極力少なくする必要がある。

リニア都市政策
部
リニア対策課

リニア中央新
幹線関連拠点
整備事業

・リニア岐阜県駅を本市のみな
らず岐阜県の新たな東の玄関
口として位置づけ、リニアの波
及効果を県土及び周辺地域一
体の発展に活かしていくため、
駅及び車両基地周辺の都市基
盤整備を行うとともに周辺地域
とのアクセス機能を充実させま
す。

【目標】
・濃飛横断自動車道と一体的に機能す
る市内幹線道路網の整備を行います。
H30年度までに一部の用地取得を計画
しています。

【効果】
・駅利用者が二次交通を利用して目的
地へ円滑に移動できるような動線の確
保ができ、また、駅、車両基地、中心市
街地を円滑に結ぶことで各拠点が一体
的に機能し、秩序あるまちづくりができ
ます。

・周辺地域の振興に資する岐阜県
の新たな東の玄関口としての岐阜
県駅の広域的役割を踏まえなが
ら、国や県などの関係機関と連携
し、リニア岐阜県駅及び中部車両
基地と幹線道路とを結びネット
ワーク化し、また中心市街地とリ
ニア岐阜県駅を有機的に結びつ
けるため、駅及び車両基地周辺の
道路整備等の基盤づくりに取り組
みます。

＜東濃東部都市間連絡道路＞
・2-1工区　詳細設計業務委託、補償調査業務委託、鑑定評価、用地購入、立木補償
・2-2（2）工区　測量業務委託、詳細設計業務委託
・2-3工区　測量業務委託、詳細設計業務委託
＜坂本58号線他＞
・詳細設計業務委託
＜坂本264号線＞
・詳細設計業務委託、用地測量業務委託
＜中部総合車両基地周辺土地利用計画設計等＞
・基本設計業務委託

【効果】
・広域交通拠点となるリニア駅から各拠点へのアクセス性の向上と、地域住民の生活
環境の安心・安全や利便性の向上に向けた道路ネットワークが構築され、リニア効果を
活かしたまちづくりが推進されます。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・東濃東部都市間連絡道路については、本市の中心市街
地からリニア岐阜県駅を直結し、恵那市街地までの両市
街地を連絡する幹線道路として、H28年度より補助事業
の採択を受け、H30年度末までに事業化区間の詳細設計
が完了見込みである｡また、H29年度から用地買収にも着
手した。
・坂本58号線他・坂本264号線の両路線については、濃
飛横断自動車道と一体的に機能する幹線道路として、
H28年度より社総金の重点事業の採択を受け、H29年度
末までに詳細設計が完了した。
・上記事業について、地元説明会を各地で計14回開催
し、詳細設計に地元意見を反映することで、地元住民の
理解に努めた。
・今後、各種のリニア関連事業が本格化するなかで、関
係機関との連携を密にして、地域住民の生活環境への影
響を最小限にするための取り組みが重要である。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・リニア開業を見据えた大型インフラ整備事業として本市
の目玉となっていく事業であり、今後も拡充・重点化を
図っていくべき事業である。
・関係機関であるJR東海や岐阜県等とも緻密な連携を行
いながら事業進捗を図っている。特に、東濃東部都市間
連絡道路2-2(1)工区においては、JR東海による費用負
担とするなど市費を抑えており、今後とも継続して事業費
のコントールに努めていく必要がある。
・また、国庫補助金の活用にも努めており、官民連携によ
る地域活性化についての検討を慎重に行っている。

リニア都市政策
部
リニア駅周辺整
備課

リニア駅周辺
土地区画整理
事業

・リニア駅の設置により新たな
広域交通拠点となる岐阜県の
東の玄関口に相応しいまちづく
りを行うため、アクセス道路や
駅前広場等の交通結節機能の
整備と周辺の土地利用を一体
的に図ります。
・リニア駅の設置により日影等
の影響を受ける家屋等への対
策や、リニア駅周辺住民の住環
境等を確保するため、都市計画
に基づく新たなまちづくりを行い
ます。

【目標】
・H29年度は都市計画決定、その後事
業認可を受け、地区界測量等の事業に
着手し完了します。
・H30年度には公共施設の測量・各種
設計と公安協議・河川協議を進め、事
業の進捗を図ります。

【効果】
・計画的な事業の進捗により、リニア開
業時に土地区画整理事業を概成し、ア
クセス道路や駅前広場などの必要な公
共施設を整備することができます。

・広域交通拠点に必要なアクセス
道路、駅前広場等の基盤整備を
図ります。
・生活道路の整備や土地造成など
民間用地を含めた面的な整備を
行い、土地を再配置（換地）するこ
とにより、周辺の土地利用を図る
とともに、リニア駅の設置等による
住環境への影響を抑制します。

＜土地区画整理事業＞
・土地区画整理事業委託業務　1式（H30年度へ繰越）
・区画整理事業開発計画検討ＶＲ作成業務委託
　　（参考…H29年10月17日土地区画整理事業の事業認可（岐阜県知事））
＜リニア駅周辺施設検討＞
・美乃坂本駅自由通路新設及び橋上駅舎化の基本計画調査委託業務　1式

【効果】
・土地区画整理事業の事業認可を受けたことにより、交付金を活用した事業の進捗が
可能となりました。
・測量・各種設計業務が発注可能となり、事業を進めることができました。
・駅周辺住民との区画整理事業に対する合意形成の進捗が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・リニア駅の設置により必要となるアクセス道路や駅前広
場等を整備するため、土地区画整理理業について、H29
年10月17日に岐阜県知事の認可を受け、同日事業計画
決定を行い、国からの交付金を有効活用し、地区界測量
や路線測量を実施した。
・リニア駅周辺住民の住環境を守りつつ、周辺の土地利
用を図るため、地権者への全体説明会を2回（9月、10
月）、検討委員会を2回（6月、2月）開催した。
・リニア駅の設置により、新たな広域交通拠点となる岐阜
県の東の玄関口に相応しいまちづくりを行うため、市施行
による土地区画整理事業の必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

【外部評価対象事業】
・地元説明に始まり、地権者との交渉やアクセス道路等
の設置、駅前広場の整備などリニア開業までに行うべき
ことは目白押しであり、今後数年は市の大型事業として
重点的に事業推進を図っていくべきである。
・地域住民、ＪＲ、国県をはじめとした関係機関との調整・
協議を行うなかで、事業費の増減や工程の変更が予想さ
れるところである。市単独事業ではないことから、やむを
得ない部分はあるものの、財政との協議や庁内関係部
署と情報共有や調整を十分に行いつつ、可能な限り事業
費を抑制したうえで、リニア開業を迎えたいところである。

政策推進部
広報広聴課

ホームページ
作成管理事業

・市公式ホームページは、イン
ターネットを利用して即時、大容
量の情報を発信できる
手段であり、市の魅力をアピー
ルし、市民が知りたい情報を確
実に得ることができるように、適
正に維持管理します。
・市政情報や市の魅力を的確
に発信していくために、専門技
術スタッフを確保し、市職員へ
の技術指導を継続して実施しま
す。

【目標】
・市ホームページ閲覧件数をH30年度
に年間100万件を目指します。
  H28年度：97万件
  H29年度：98万件
  H30年度：100万件

【効果】
・市民との情報共有や市の魅力発信が
行えます。

・誰もが使いやすく見やすいホー
ムページとなるように維持管理し
ます。
・利用者の安全性を確保し、誰も
が使いやすいホームページである
ために、専門業者による適正な保
守管理を行い、ホームページを維
持管理します。

・市ホームページを誰もが使いやすい基準を定めたＪＩＳ規格に準拠したホームページ
に再構築
・リニューアルしたホームページの公開　H30.3.14
・専門業者によるシステムの保守管理を実施

【効果】
・市公式ホームページへの訪問者数　1,065,529件
  （H28年度：947,974件　117,555件の増）
・市民との情報共有や市外への市の魅力発信が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・当事業は、市民生活に必要な情報や市の魅力などにつ
いてインターネットを通して発信する重要な事業である。
また、一度に多くの人へ伝えることができるため有効的で
ある。
・H29年度は、ホームページのリニューアルに取り組み、
その際には、見やすさやアクセシビリティの改善などを行
なった。リニューアルに際しては、職員に対しホームペー
ジ研修を行い、誰もが見やすく使いやすいページとなるた
めの意識醸成なども行なった。
・今後は、広報モニターなどへのアンケートを行い、より一
層、誰もが使いやすく見やすいものにしていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・市公式ホームページのリニューアルが終了したことで、
ウェブアクセシビリティの改善が図られた点を評価する。
・今後は、ホームページ利用者（訪問者）に対する定期的
なニーズ調査を実施するなどしてのニーズ把握、改修を
実施し、利用者満足度の向上を図る必要がある。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

政策推進部
広報広聴課

広報広聴事業

・広報紙などで市の情報を発信
することや、市政懇談会などで
市民の声を聴くことにより、市民
との情報共有を図り、市民の声
を市政に反映することで市民本
位の市政を実現します。
・市の魅力を広く情報発信する
ことで、市民によるまちづくり
や、市外の人が本市に魅力を
感じてもらうためのきっかけづく
りとします。

＜広報事業＞
【目標】
・各種広報媒体により市政情報を発信
することで市民との情報共有を進めま
す｡
【効果】
・市民との信頼関係の構築や市民の市
政参加につながります。
＜広聴事業＞
【目標】
・市長が市民と直接懇談することで市
民の声を市政に反映する機会をつくり
ます｡
【効果】
・市民の市政への参画につながりま
す。

＜広報事業＞
・市政情報と市の魅力発信のた
め、広報なかつがわと各地域の地
域版広報を毎月発行し、全世帯に
配布し、ホームページなどでも閲
覧できるようにします。また、報道
機関への情報発信なども行いま
す。
＜広聴事業＞
・市民の声を直接聴く機会として、
市政懇談会などを開催します。

＜広報事業＞
・広報なかつがわの発行
　　特集記事、連載記事を掲載（1回/月　発行部数　27,700部/月）
・報道発表
　　定例記者会見及び報道機関へ情報を提供
＜広聴事業＞
・各種懇談会の開催
　　市政懇談会　 15回（参加者686人）
　　女性懇談会　　2回（参加者 23人）
　　若者懇談会　　1回（参加者 16人）
　　市老連懇談会　1回（参加者 35人）
　　意見を集約し、各所属への伝達及び情報共有
【効果】
・市民へのお知らせ、市外への市の魅力の情報発信ができました。
・各種懇談会にて市政に対する声を聴くことができました。
　　市政懇談会等で出された意見　53件（うち、政策に反映した件数17件）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・当事業は、紙面などを通じ、市の取り組みなどをお伝え
する重要な事業である。
・情報発信にあたっては、単なるできごとのお知らせにな
らないよう、今後は各部署が力を入れてとりくんでいるこ
となど各施策についても理解を深めていただけるようなも
のとしていく。
・また市政懇談会などについては、多様な方に参加いた
だけるようにしていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・インターネット環境が整備され、誰でも・いつでも・どこに
いても情報が手に入る社会となっても、広報誌等の紙媒
体による市政の情報発信は必要であるため、より見やす
い紙面作りに努められたい。
・各種懇談会で出された意見を政策へ反映できた点は評
価できる、今後は、各総合事務所等で実施している地区
懇談会で出された意見だけでなく、ホームページなどを
通して市民の声を聴取し、政策に反映する仕組みなどを
創ることでさらに広く意見を集め、様々な政策に反映され
ることを期待する。

財務部
財政課

行政改革推進
事業

・本市が将来にわたって持続的
に発展するためには、今必要と
する事業を効果的に推進するこ
とと、将来の行政ニーズにも余
裕をもって対処できる体力（財
政基盤）の維持を両立しなけれ
ばなりません。そのため、財政
構造改革取り組み宣言に掲げ
た項目を中心に歳入・歳出の両
面から見直すとともに、第三セ
クター等の自立化、病院経営の
改革等を図ることにより財政構
造の改革を進め、限りある財源
を効果的かつ効率的に活用す
る行財政運営を推進します。

【目標】
・行財政改革推進プランに掲げる取組
に着手し、歳入歳出両面から財政構造
の改革を行います。
・目標効果額　H31年度合計約7億900
万円（歳入増加額:約3億100万円、歳出
削減額:約4億800万円）
　（対H27年度）H29年度合計約3億
6,800万円（歳入増加額:約1億9,600万
円、歳出削減額:約1億7,200万円）

【効果】
・市民の暮らしを守るための行政サービ
スを持続的かつ安定的に提供すること
ができ、また、将来の市民生活を支え
る基盤整備の財源確保ができます。

・行財政改革推進プランに掲げる
取組項目について、進捗管理を行
い、公表します。
・限られた財源でより高い事業効
果を得られるよう財政的な視点に
重きを置いた事務事業評価（内部
評価）を行います。
・行財政改革に関する職員研修を
開催します。

・行財政改革推進プラン取り組み項目（23項目）の進捗管理を実施
　 ＜対象＞ 1.財政構造改革取り組み宣言項目（歳入10項目、歳出11項目）
　　　　  　　　 2.第三セクターの自立（1項目）
　　　　         3.病院経営の改革（1項目）
　　進捗状況を行財政改革推進本部会議へ報告し、公表（市議会、市ホームページ等）
　　目標効果額　計画：合計約2億2,600万円（歳入増加額:約1億1,900万円、歳出削減
額:約1億800万円）
　　（H28年度）　実績：合計約2億6,900万円（歳入増加額:約9,400万円、歳出削減額:約
1億7,500万円）
　　達成率：合計118.7％（歳入：78.8％、歳出：162.8％）
・事務事業評価（内部評価）
　　必要性、有効性、効率性の3要素による評価及びこれを基にした総合評価
　　外部評価の基礎データとして活用、外部評価結果のフィードバック → 双方向からの
チェック→ 自部門評価 → 財務部評価 → 次年度以降の予算へ反映
　　対象事業：163事業（評価結果：拡充/重点化　17事業、計画の承認　141事業、縮小
/見直　5事業、 整理/統合　0事業、休止/廃止　0事業）

【効果】
・行政サービスを提供するための財源確保ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・行財政改革推進プランに掲げる取組み項目について進
捗管理を行うことで、目標効果額に対して歳入歳出の合
計で118.7%の達成率となり、着実にプランを遂行できた。
しかしながら、厳しい財政状況を考えると、歳入の確保及
び歳出の削減は急務であることから、単年度において目
標効果額を達成できたことに甘んじることなく進捗管理に
努めていく。
・財政的な視点に重きを置いた事業評価も2年目となり、
ＰＤＣＡサイクルの下でより客観的な視点での評価を実施
できた。
・しかし、評価対象事業の中で縮小、見直しとして評価さ
れるものは数少なく、大半が現状維持という位置づけと
なってしまっている。限られた財源の中でより投資効果の
優れた事業に予算を投入していけるように必要性と有効
性の厳格化が重要である。
・総合評価C判定（縮小/見直）の事業へのフォローアップ
及びA判定（拡充/重点化）事業への進捗管理などに取り
組んでいく必要がある。
　対象事業：163事業（H28年度決算における主要施策に
関する資料に掲載された事業）
　評価結果
　　A評価（拡充/重点化）：17事業（10.4％）
　　B評価（計画の承認）：141事業（86.5％）
　　C評価（縮小/見直）：5事業（3.1％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・行財政改革推進プランについては目標値を上回る成果
を達成したことで評価できる。
・今後も継続して行財政改革推進プランに取り組むにあ
たり、ＰＤＣＡサイクルのもと適切な目標設定を行うことが
重要となるため、プランの見直しを行う場合は各課の目
標設定が本当に適切かどうかを精査する必要がある。
・事業評価についてはＡ評価又はＣ評価となった事業に
対して予算上どのようにメリハリをつけ反映させるか、そ
の後のフォローアップについてどのように行うかという点
についてはまだまだ改善の余地があるため、事業評価の
手法について今後検証していく必要がある。

財務部
資産経営課

マスタープラン
推進事業

・市町村合併により多くの市有
財産を所有することは、維持管
理に必要な経費の増加につな
がり、厳しい財政状況の中で全
てを維持していくことは困難で
す。
・市有財産（施設・土地）運用管
理マスタープランの推進によ
り、施設の統廃合・再編、土地
の有効活用及び売却に取り組
み、将来にわたる財政負担の
軽減と自主財源の確保に向け
た、効率的、効果的な資産経営
を目指します。

【目標】
（施設）
・個別施設計画（長寿命化・管理方針
等）の素案を策定します。
・施設再編による維持管理費の削減額
　 H29:1.6億円　H30:3.3億円
（土地）
・未利用地の売却額
   2,500万円以上/年間

【効果】
（施設）
・施設のスリム化により、財政負担が軽
減され計画的な保全を実施することが
可能です。
（土地）
・未利用地の売却を進めることにより、
遊休財産の有効活用、財源確保につな
がります。

・市有財産（施設・土地）運用管理
マスタープランを着実に実施する
ため、計画的に対応します。
・全ての市有施設の情報を集約
し、個別施設計画（長寿命化・管
理方針等）の素案を策定します。

＜市有財産（施設・土地）運用管理マスタープラン＞
・積極的な再編に取り組むために必要な、測量・登記・鑑定を実施
　　椿苑、加子母・付知デイサービスセンター（高齢支援課）：登記業務
　　紙屋団地（建築住宅課）：分筆測量登記
・紅岩山荘の民間譲渡へ向けた、不動産鑑定等実施
・紅岩山荘に隣接する長島鉱物博物館の取壊し
＜中津川市譲渡施設等の運営費補助＞
・H28年4月からH33年3月までの民間譲渡施設の運営及び整備に要する経費に対し、
固定資産税相当額以内の額を5年を限度として補助
　　対象：株式会社クアリゾート湯舟沢

【効果】
（施設）H29年度　再編 9施設　削減効果額　　7,600千円
　　　　　累計　　 再編31施設　削減効果額　152,700千円
（土地）H29年度　市全体27件　56,911㎡　　売却額　120,210千円
・マスタープランの推進により、将来に渡る財政負担の軽減と自主財源の確保につなが
りました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・5年毎に再編方針の見直しを行う計画のため、すべての
施設を対象に担当部署及び総合事務所のヒアリングを実
施した。
・これまでの経過を踏まえ、再編年度、再編方針、目標設
定額の見直しを行い、実効性のある市有財産（施設）運
用管理マスタープラン（改訂版）の策定が必要である。
・H29年度までの累計目標額160,700千円のうち、実績は
152,700千円（95.1％）を削減した。
・再編可能な施設は積極的に前倒して再編（民間移譲、
地域移譲、用途廃止、統廃合）を進めてきたが、地域移
譲における地元自治会との協議の長期化、老朽化してい
る市営住宅の取り壊しが入居者が転居等に応じてくれな
いため実施できないなどの課題がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・公共施設の維持管理経費が財政を大きく圧迫している
現状において、市有財産（施設）運用監理マスタープラン
の着実な遂行が必要である。
・しかしながらＨ29年度末までの実績は95.1％に留まって
おり、自部門評価でもあるように進捗が鈍化している要因
を分析し、進捗管理を行うなど、資産経営課だけでは無く
施設所管課と連携してマスタープランの推進に取り組ん
でいく必要がある。
・5年毎の計画の見直しでは「検討中」となっている施設
の方針が固まるようヒアリング等のなかで関係部署と連
携し、課題解策を模索するべきである。

総務部
人事課

職員研修費

・地方分権の進展により地方自
治体の裁量による行政運営の
幅が広がることに伴い、職員に
はこれまで以上に市民の声を
実現するための企画立案・実
行・評価検証力が求められま
す。
・職員の人材育成を図るための
研修事業と、能力向上を把握し
評価するための人事評価制度
を適正に運営することで組織力
を向上させます。

【目標】
・限られた予算と人員で効率的かつ最
大の効果を発揮して業務を行えるよう、
職員に適正なスキルアップ研修を計画
的に実施します。（目標値：H28～H30
年度の研修回数　年間55回、対象者
全職員）
・人材育成を計画的に行い、人材育成
基本方針で定める「中津川市の目指す
べき職員像」を目標に、職員一人ひとり
が十分な能力を発揮することで、総合
計画の実現を図ります。

【効果】
・行政の専門家としての人材育成が図
られ、組織力が向上します。

・職員一人ひとりが「中津川市の
目指すべき職員像」である「市民
に信頼され、協働して取り組み、
政策を実行する職員」に近づくた
め、職員研修、人事評価研修を体
系的かつ継続的に行い職員のス
キルアップを図ります。

＜職員研修事業＞
・集合研修　12研修　536名参加（H28年度　13研修 587名）
　　採用1,2年目、係長級、課長補佐級、再任用、管理職、政策研修、女性活躍推進研
修（新規）　等
・実務研修（研修センター等）　29研修　264名参加（H28年度　20研修 145名）
　　企画力・政策形成、コーチング、法令事務、ＯＪＴ研修等
＜人事評価者研修事業＞
・人事評価者研修　新任、2年目、3年目　3研修　79名参加（H28年度　2研修 114名）
＜接遇研修事業・その他研修事業＞
・接遇研修等　3研修　95名参加（H28年度　3研修 96名）
　　マナー推進員、新人接遇等
・その他研修（実務等）　23研修　52名参加（H28年度　21研修 141名）
　　市町村アカデミー等主催
合計70研修　1,026名参加　（H28年度　59研修　1,083名参加）

【効果】
・新規で女性活躍推進研修を実施したことにより、女性が活躍できる職場づくりや働き
方改革への理解と意識付けが図れました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・職員人材育成基本方針に則り、体系的に職員研修を実
施した。
・H29年度は、青山特別顧問を講師に招いた管理職研修
や、女性活躍推進研修など新規研修を実施したことで、
研修回数が増加した。
(H28年度59研修、H29年度70研修)
・総合計画の実現に向け、今後も職員の人材育成を計画
的に行うため、研修については年度毎の見直し(PDCA)を
行い研修内容の充実を図っていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・職員のスキルアップには職階に応じた研修の充実、職
員の意識改革が不可欠である。また、職員に対する市民
の期待も年々高まってきていることから事業としての必要
性は高い。
・選択した研修が、職員が市の業務を行う上で必要とな
るスキルを身に付けるのに最適なものであるか、有効性
を検証する必要はある。
・現在は半強制的に研修を受講させているように見える
が、これは一過性になりかねない。「命令されたから受講
する」のではなく、「職員自らが進んでで受講する」ような
意識付けができれば、より効果を上げられる。
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所属名 事務事業名 事業目的（必要性） 中長期的な目標・効果 事業概要 平成29年度の事業内容 自部門評価 評価_コメント 財務部評価 財務部評価_コメント

財務部
資産経営課

財産管理事務
事業

・市有財産の適正な管理を行う
ため、市庁舎等における業務
の適正かつ円滑な遂行を確保
するとともに、市有財産（施設・
土地）運用管理マスタープラン
に基づき、不要な財産処分を進
めます。

【目標】
・市庁舎等の日常的な維持管理を適正
に行います。
・マスタープランに基づき、施設の統廃
合・再編を行いH32年度までに維持管
理経費を6億円削減のうち
H30年度までに3.3億円削減します。

【効果】
・来庁者の安全と利便性及び良好な庁
舎環境が確保されます。
・将来の維持更新にむけた施設の老朽
化対策が可能になります。

・市庁舎等の日常的な管理を行
い、市民が快適に利用できる施設
にします。
・市有財産（施設）運用管理マス
タープラン実施計画に基づき、施
設の統廃合や不要な施設の取壊
しを進め、維持管理経費の削減を
図ります。

＜庁舎等維持管理＞
・本庁舎及び総合事務所庁舎等の維持管理
・施設改修
　　4階大会議室の音響設備更新、本庁舎階段の手摺り設置
・食堂及び売店の事業者を公募型プロポーザルにより選定
　　選定事業者による厨房及び食堂ホールの改修
＜庁舎等施設の解体＞
・旧苗木駐在所解体工事の実施（建築年度不明　木造瓦葺平屋建　78.75㎡）

【効果】
・H25年1月から高圧業務用電力を新電力（ＰＰＳ）に切り替えており、H29年度は51施設
で25,268,548円の削減効果がありました。（累積削減効果額　71,194,325円）
・食堂及び売店の改修により、ホール全体が明るくなり食堂利用者の増加や利便性向
上につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

今後も引き続き経常経費の削減については、取り組むべ
き課題である。
・市有財産（土地）運用管理マスタープランでは、主に工
業用地として旧恵那北高校の売却、青木斧戸線代替地と
して売却を行った。延べ27件、56,911㎡、12,021万円の市
有財産の売却を行い、目標である2,500万円を大きく上
回った。
・公売で売れ残っていた市有地が市有地売却包括委託を
締結していたことで売却する事ができ、今後も民間の力を
借り市有地の売却に努めたい。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・電力の切り替えなどにより累積の削減効果額が顕著に
なってきている。今後とも経常経費の削減については長
期的な視点をもって取り組んでいく必要がある。
・施設の維持管理経費として大規模な修繕料を要するも
のがある。市有財産（施設）運用管理マスタープランに
沿って、必要に応じて適切な費用を計上していく必要が
ある。
・市有地の売り払いについては民間の力を活用しながら
効果的に売却を進めることができた。今後も連携し、市有
地を売却することで、遊休土地の解消と自主財源の確保
に努めるべきである。

財務部
財政課

財政管理事務
事業

・普通交付税の減少等本市の
財政運営を取り巻く環境が一層
厳しいものとなるなか、将来に
わたり安定的かつ弾力的な行
政運営を可能とするため、財政
計画及び行財政改革推進プラ
ンに基づき健全財政を確保しま
す。
・財政のマネジメント強化により
市の限られた財源を有効に活
用するため、地方公会計を予算
編成等に活用する仕組みを整
備します。

【目標】
・実質公債費比率
H28年度（H27年度決算）：10.0％
H29年度（H28年度決算）：10.2％
H30年度（H29年度決算）：10.0％

【効果】
・真に必要な事業を見極め、優先順位
付けを行い計画的な執行に努めるとと
もに、公債費負担適正化計画に基づ
き、身の丈にあった計画的な借入・償
還に努め、持続可能で健全な財政を維
持します。

・中長期にわたって効率的な財政
運営を実現するため、複式簿記・
発生主義による財務書類を作成
し、単式簿記・現金主義会計では
見えにくいコストやストック情報を
明らかにするなど財政の見える化
を進めます。保有資産の老朽化
の程度等現状を正確に把握した
上で、更新費用等将来の負担を
適切に予測し、効率的なマネジメ
ントを行います。

・財務書類作成支援業務委託
　　固定資産台帳の更新、統一的な基準に基づく財務書類の作成支援、
　　新地方公会計制度研修（全課対象、参加人数：142人）
・財務会計システム保守管理委託
　　財務会計システムカスタマイズ（科目新設制御、当初予算説明資料等改修）
・当初予算編成、当初予算書印刷（一般会計・特別会計　各100部）
・緊急課題等に対応した補正予算の編成、議案作成9回
　　①6月その1、②6月その2、③9月、④9月追加、⑤9月追加その2、⑥12月その1、⑦
12月その2、⑧12月追加、⑨3月
・地方財政状況調査（決算統計）の回答　6月
・健全化判断比率（実質公債費比率 他3指標）及び資金不足比率の算定、報告　6～9
月
・中津川市の財務書類作成、公表　10～3月
・財政状況資料集の作成、公表　2～3月
・普通交付税及び特別交付税基礎資料の報告（通年）　普通交付税本算定事務　7月
・起債管理事務　県との借入協議、金融機関からの借入れ、借入済み額に対する定期
償還　通年
【効果】
・必要な予算を必要なタイミングで編成することにより、行政サービスを遅滞なく市民に
提供することができました。
・将来負担比率：12.9％（H28末：22.7％）　※実質公債費比率：10.5％（H28末：9.9％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・行政サービスを遅延なく行うことができるように、必要な
予算を適切なタイミングで編成するとともに、執行管理を
徹底することで、健全財政を心がけている。
・しかしながら、普通交付税の減少や今後予定されている
大型事業によって公債費の増加が見込まれるなど効率
的な財政運営を行ううえでの課題は山積みである。特
に、財政の硬直化を図る指標となる実質公債費比率につ
いては、病院事業会計への特別繰出などの影響により増
加するなど、健全財政への道は険しい状態である。
・統一的な基準に基づく財務書類を作成したことにより、
ストック情報の適切な管理や他団体との比較可能性を確
保できた。
・今後は財務書類のさらなる有効的な活用方法を検討
し、公表していくことで、中長期にわたり効率的な財政運
営を実現するよう努める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・人口減少に伴う税収の減少や合併算定替の終了に伴
い普通交付税が減少するなかで、今後予定される大型
事業は目白押しである。持続的発展には健全財政が前
提となることから、財政担当部局として長期的かつ全体
的な視点に留意し、予算措置にメリハリをつけるなど的確
な財政運営に努めることが必要である。
・地方債の抑制などにより、近年減少傾向にあった実質
公債費比率については坂下病院の特別繰出などの理由
によりＨ28年度決算に引き続き増加している。この指標
のみが財政状況を示すわけではないが、実質公債費比
率の増加が財政の硬直化をもたらす大きな要因になり得
ることは間違いないため、県内他市の状況等を考慮する
と今後も低下させていく必要がある。

政策推進部
政策推進課

総合政策事務
事業

・総合計画基本構想に定める
将来都市像を実現するため、前
期事業実施計画事業の進捗管
理を行うとともに、H31年度から
スタートする中期事業実施計画
の作成を進めます。
・中津川市まち・ひと・しごと創
生総合戦略の基本目標達成の
ため、事業の評価・検証等の進
捗管理を行います。
・国・県等の補助金の獲得、ふ
るさとづくり寄附金の募集により
財源を確保します。

【目標】
・前期事業実施計画の着実な推進と中
期事業実施計画の作成
・中津川市まち・ひと・しごと創生総合戦
略の基本目標及びＫＰＩ（※1）を達成
・ふるさとづくり寄附金　H30年度目標：
100,000,000円

【効果】
・総合計画に定める将来都市像の実現
に近づけます。
・人口減少を抑制するとともに人口減少
社会への対応を進めます。
・財源確保により、地方創生を推進しま
す。

・総合計画を推進します。
・中津川市まち・ひと・しごと創生
総合戦略を推進します。
・国・県等の補助金を獲得します。
・ふるさとづくり寄附金を推進しま
す。

＜総合計画＞
・前期事業実施計画事業の進捗を把握するとともに、中期事業実施計画作成に着手
・市民による外部評価委員会で重点事業ほか20事業の評価を実施(開催　委員会6回、
部会6回　計12回）
＜中津川市まち・ひと・しごと創生総合戦略＞
・推進委員会で総合戦略の検証を受け、改訂(開催　委員会6回）
＜財源の確保＞
・地方創生推進交付金13,499,040円、地方創生拠点整備交付金62,733,208円（H28繰
越）を獲得
・大手ふるさと納税ポータルサイトを利用したふるさと納税の募集を開始
　　ふるさとづくり寄附金の採納　14,778件、287,526,111円
　　（H28年度　113件　5,790,000円　H27年度　127件　5,635,320円）
・企業版ふるさと納税 3件　1,000,000円
　　活用事業:中津川市の未来を担う人材育成事業、外国人観光促進事業

【効果】
・外部評価委員会や推進委員会での意見を参考に事業の見直しを実施し、H30年度予
算に反映しました。
・地方創生推進交付金やふるさとづくり寄附金を獲得し、事業推進に活用しています。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・外部評価委員会、総合戦略推進委員会でのご意見を参
考に事業の見直しを実施し、H30予算での新規組み立て
の際に効果の出ていない取り組みを廃止できた。
・地方創生交付金は交付要件が変更され、年々獲得が
困難になっている中ではあるが、各部横断的な組み立て
を行うことで申請し、着実に獲得してきた。
・ふるさと納税についてはH29年度から大手ふるさと納税
ポータルサイトの利用を開始し、寄付額は前年比50倍、
件数前年比130倍と大幅増となった。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・外部評価委員会、総合戦略推進委員会のご意見を参
考にし、取り組みを精査できたことは今後の施策、新規
事業の組み立てに活用することを期待する。
・ふるさと納税について、大手ポータルサイトの利用を開
始したこと、それにより、納税額が大幅に増額された点を
高く評価できる。返礼品、返礼割合の制限など、制度の
動向を見据え広く中津川市をＰＲする手段の一つとする
などの効果を期待する。

財務部
税務課

賦課事務事業

・市財政の根幹であり、自主財
源の要である市税を適正に確
保するため、課税客体や課税
資料の正確な把握に努め、公
正な賦課・徴収を行います。

【目標】
・現年度課税分の徴収率を高めます。
　　H29年度：98.75％
    H30年度：98.80％
・納税者の利便性向上のため多様な納
税方法を整えます。（窓口・振込・口座
振替・コンビニ納付他）

【効果】
・自主財源の要である市税が適正に確
保でき、市民サービスの維持・充実が
図られます。

・市税の申告受付、実態調査、課
税資料に基づいた適正な賦課・徴
収を行います。
・研修を通して職員の知識向上を
図るとともに、児童・生徒を対象と
する租税教室を開催して税制度の
理解と普及に努めます。
・納付の利便性を高めるため、多
様な納付方法を整えます。

・個人市民税の申告受付、実態調査及び賦課・徴収、法人市民税の調査及び賦課・徴
収
・土地・家屋・償却資産調査、固定資産税・都市計画税の賦課・徴収
   H30年度固定資産評価替準備（土地評価業務（路線価1,621本、比準標準地203地
点、田・畑・山林281地点、航空写真撮影454.56㎢））
・軽自動車税、市たばこ税及び入湯税の賦課・徴収
・実務研修への参加及び租税教室の開催（小・中学校30校）
・納付方法の拡充（固定資産税・都市計画税納税通知書及び市税督促状によるコンビ
ニ納付開始）
【効果】　　　　　     　       調定額　　　　　　  収入済額　　  　　 （対H28年度比）
・現年度課税分計    10,767,121,163円　   10,633,589,263円 　　（245,794,440円増）
　　市　民　税　   　    4,620,811,050円　　　4,567,264,048円　 　 （ 91,970,074円増）
　　固定資産税 　　    4,841,580,800円　 　 4,774,652,902円　　  （162,197,866円増）
　　軽自動車税 　 　     248,253,900円　 　 　242,480,200円　　   （　9,303,619円増）
　　市たばこ税 　 　      461,496,863円　 　 　461,496,863円　　  （ 32,212,369円減）
　　都市計画税 　 　     557,019,100円　 　 　549,735,800円 　　 （ 13,236,700円増）
　　入　湯　税 　 　         37,959,450円　 　 　 37,959,450円 　　 （  1,298,550円増）
・現年度課税分徴収率：98.76％（H28年度：98.51％） 　※滞納繰越分：30.53％（H28年
度：24.42％）   ※H29年度現滞計：95.89％（H28年度：95.33％）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・研修を通じて職員の知識向上を図り正確な事務処理に
努めるとともに、賦課・徴収に関する誤った事例を毎月課
内会議で検証し、係員に周知することで再発防止に努め
た。
・H29年度現年度分の収入済額は約10,634百万円とな
り、H28年度と比べて約246百万円の増収となった。
・H29年度における市税の未収入額は約440百万円と、
H28年度と比べて約37百万円減少することができた。
・コンビニ納付ができる税目を拡大したことにより、納税者
の利便性と徴収率を向上させることができた。
・今後も市税の適正な賦課・徴収を進めるとともに、未収
入額の早期回収に努める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・普通交付税の減少に伴い市の財政状況が年々厳しくな
るなかで、市税は重要な自主財源となることから、賦課徴
収は市政運営の根幹にかかわる重要な業務であり、引き
続き正確で適切な執行を心がける。
・事務を行う上で、研修を通じた知識を共有できているこ
とは適正な事務を行う上でも評価できる。
・コンビニ納付で税目を拡大したことは、納付できる幅が
広がり市税の収納率向上に良い影響を与えていると思
われるが、コンビニ納付を行うにあたり費用も発生してい
ることから、費用対効果を検証していくことは必要であ
る。

財務部
収納管理室

収納管理事業

・H26年度決算において、約
12.5億円となっている主要な公
債権（市税・国民健康保険料・
後期高齢者医療保険料・介護
保険料・保育所保育料）の滞納
額を減少させるため、公債権担
当部署と法的知識・情報の共
有を図り、徴収体制を強化しま
す。
・複数の公債権担当部署に重
複する滞納者に対して、連携し
て対応することにより滞納者の
負担軽減と事務の効率化を図
ります。

【目標】
・主要公債権（税・国保・後期高齢・介
護・保育）の滞納額を縮減します。
　 H29年度：10.4億円
   H30年度：9.7億円
・法律アドバイザー（弁護士）の協力の
下、多重債務の解消など自立支援型の
対応・相談に努め、滞納者が滞納を繰
り返すことのないようにします。

【効果】
・財源が適正に確保でき、市民サービ
スの維持・充実が図られます。

・公債権担当部署との連絡会議を
開催し、方針と目標を共有します。
・重複滞納者の情報共有と連携に
より、確実な収納の実現と滞納者
の負担軽減を図ります。
・収納事務の効率化を図ります。
・法律アドバイザー（弁護士）の協
力の下、法的な課題を解消して債
権の収納を促進します。

・公債権担当部署との連絡会の開催、目標の共有及び課題の整理4回
・滞納者・滞納額等名簿の作成、重複滞納者の把握及び連携対応、単独・共同での催
告・差押の実施
・公債権担当部署での督促状及び催告書印刷業務の収納管理室への集約
・法律アドバイザー（弁護士）への面談相談及びメール相談の実施
・生活困窮者等への助言と滞納解消のための庁内連携

【効果】
・主要公債権滞納額の推移（税・国保・後期高齢・介護・保育）
　　H29年度　1,068,115,508円（対前年比　81,582,025円減）
　　H28年度　1,149,697,533円（対前年比　24,064,364円減）
　　H27年度　1,173,761,897円（対前年比　74,608,976円減）
　　H26年度　1,248,370,873円
・滞納処分等の実績
　　共同催告　　1回（主要公債権の重複滞納者に対して実施）（H28年度：2回）
　　市税差押　231件（H28年度：140件）
　　共同差押　　6件（税及び国保料の重複滞納者に対して実施）（H28年度：6件）
・主要公債権滞納者数
　　H29年度：4,660人（H28年度：4,961人、対前年比301人減）

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・主要公債権(税・国保・後期高齢・介護及び保育)の滞納
額は、H29年度は約1,068百万円とH28年度と比べて約82
百万円圧縮できた。
・主要公債権の滞納繰越者数をH28年度の4,961人から
H29年度末の4,660人と301人減少することができた。
・公債権担当部署との連絡会議において、行財政改革推
進プランにおける目標達成に向けた取組みを確認すると
ともに、H30年度から税以外の主要公債権の困難案件を
収納管理室に移管して処理できるように準備を進めた。
法律アドバイザー(弁護士)への面談相談やメール相談を
行い、債権所管課が抱える困難な事例解決の法的アドバ
イスを行った。
・今後も収納管理室が主導して連携した取り組みを強化
し、滞納繰越額・滞納者数の圧縮に努める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

･主要公債権滞納者数が年々着実に減少していることで
事業としての効果は着実に現れている。
・ただし、市税以外の公債権（国保・後期高齢・介護・保
育）についての連携はまだまだ出来ておらず、連携をさら
に深めることで、より効率的に滞納額を減少させていく余
地がある。
・滞納を減少させることは市の財源として重要な役割があ
るため、今後も他課との連携を含め引き続き推進し圧縮
に努める必要がある。
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健康福祉部
蛭川診療所

川上医科一般
管理費

・地域住民が安心して住み続け
られるよう、医療の面から地域
住民の安全、安心を確保する
ため地域に根ざした診療所の
運営を行います。

【目標】
・週2日の診療を維持し、地域医療の格
差是正を図ります。

【効果】
・民間医療機関のない地区で医療の面
から地域住民の安全、安心が確保され
ます。

・医師の確保に努め、地域医療を
確保します。
・地域住民が住み慣れた自宅や
地域で安心して暮らせるよう、在
宅医療を充実し、保健、医療、福
祉、介護等が連携した地域包括ケ
アの取組を推進します。

・中津川市地域総合医療センターとの連携により医師を確保し、週2日の診療を実施
　  診療日数　　　94日（常勤医師1名、週2日診療）
　  診療件数　 2,396件
（うち在宅医療　59件）
・保健、医療、福祉、介護等が連携した地域包括ケアを推進
　  居宅療養管理指導件数　52件
　  連絡会議の開催　6回
　  メンバー：看護師、ケアマネジャー、保健師、在宅支援相談員、川上総合事務所職
員
・予防接種と健康診断を実施

【効果】
・週2日の診療を維持し、医療面から地域住民の安全、安心が確保できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・年々患者数は減少傾向となっており、診療収入ともに減
少している。
・在宅医療の充実や、保健、医療、福祉、介護等が連携
した包括ケアの取り組みにより、地域住民が住み慣れた
地域で、安全、安心して暮らすことに寄与している。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・民間医療機関がない地区の地域住民にとって必要性は
高い。
・ただし、医師不足や年々減少傾向にある患者数及び診
療収入等を踏まえ、診療所のあり方、中津川市の地域医
療の在り方そのものを検討していく必要がある。

健康福祉部
蛭川診療所

加子母歯科一
般管理費

・地域歯科医療の格差をなく
し、民間歯科医療機関のない
地区で地域住民の安全、安心
を確保するため地域に根ざした
歯科診療所の運営を行いま
す。

【目標】
・週5日の歯科診療を維持し、地域歯科
医療の格差是正を図ります。

【効果】
・民間歯科医療機関のない地区で歯科
医療の面から地域住民の安全、安心が
確保されます。

・地域歯科医療を確保します。
・地域住民の口腔ケアのため、歯
科検診、歯科保健指導を推進しま
す。

・週5日の歯科診療を実施
　　診療日数　　　215日（常勤歯科医師1名）
　　診療件数　　5,381件
・保育園、小、中学校、乳幼児、妊婦、成人の歯科検診を実施
　　歯科検診　　　　7回
・保育園、小、中学校の歯科保健指導を実施
　　歯科指導　　　　2回
・2歳児歯科健診を実施　 4回
・はみがき教室を実施　　4回

【効果】
・診療をはじめ地区内の予防活動を実施し、歯科保健予防・早期治療を推進することが
できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・年々患者数は減少傾向となっており、収入も減少傾向
ではあるが、各種検診等を実施し、地域住民が住み慣れ
た地域で、安全、安心して暮らすことに寄与している。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・民間医療機関がない地区の地域住民にとって必要性は
高い。
・しかし、患者数は減少しており診療収入も減っている現
状で、継続した医療を提供するには診療所の健全運営
が不可欠であり、今後の診療収入の推移等も踏まえ可
能な限りコスト削減に努めていく必要がある。

健康福祉部
蛭川診療所

蛭川医科一般
管理費

・地域住民が安心して住み続け
られるよう、医療の面から地域
住民の安全、安心を確保する
ため地域に根ざした診療所の
運営を行います。

【目標】
・週5日の診療を維持し、地域医療の格
差是正を図ります。

【効果】
・民間医療機関のない地区で医療の面
から地域住民の安全、安心が確保され
ます。

・医師の確保に努め、地域医療を
確保します。
・地域住民が住み慣れた自宅や
地域で安心して暮らせるよう、在
宅医療を充実し、保健、医療、福
祉、介護等が連携した地域包括ケ
アの取組を推進します。

・中津川市地域総合医療センターとの連携により医師を確保し、週5日の診療を実施
　　診療日数　　　237日（常勤医師1名、非常勤医師2名、週5日診療）
　　診療件数　　7,098件（うち在宅医療　188件）
・在宅療養支援診療所（24時間往診の実施）　　利用件数　111件
・保健、医療、福祉、介護等が連携した地域包括ケアを推進
　　居宅療養管理指導件数　　139件
　　地域包括ケアネットワーク会議の開催　　2回
　　メンバー：診療所医師及び歯科医師、ケアマネジャー、保健師、薬剤師、社会福祉
協議会、
　　駐在所、郵便局、ＪＡ、民生委員・児童委員、区長会、蛭川総合事務所職員
・介護予防・生活習慣改善教室を実施  20回
　　対象者：50歳から70歳代の方
　　参加者：11名
・予防接種と健康診断を実施

【効果】
・週5日の診療を維持し、医療面から地域住民の安全、安心が確保できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・H29年6月より在宅療養支援診療所（24時間往診）を開
始し、年間111件の利用があり、今後も利用者が増える見
込みである。
・50歳から70歳を対象にした介護予防・生活習慣改善教
室では、有酸素運動やリハビリ機器を使用した筋力ト
レーニングにより参加者の柔軟性や筋力アップが図ら
れ、体力維持、生活習慣病の予防に繋げることができ
た。
・在宅医療の充実や、保健・医療・福祉・介護等が連携し
た包括ケアの取り組みにより、地域住民が住み慣れた地
域で安全、安心して暮らすことに寄与している。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・民間医療機関がない地区の地域住民にとって必要性は
高い。
・新たに在宅療養支援診療所（24時間往診）を開始したこ
とにより、診療収入の増加及び在宅医療の充実につな
がっている。
・継続した医療の提供には診療所の健全運営が不可欠
であり、今後の診療収入の推移等も踏まえ可能な限りコ
スト削減に努めていく必要がある。

健康福祉部
蛭川診療所

蛭川歯科一般
管理費

・地域歯科医療の格差をなく
し、民間歯科医療機関のない
地区で地域住民の安全、安心
を確保するため地域に根ざした
歯科診療所の運営を行いま
す。

【目標】
・週5日の歯科診療を維持し地域歯科
医療の格差是正を図ります。

【効果】
・民間歯科医療機関のない地区で歯科
医療の面から地域住民の安全安心が
確保されます。

・地域歯科医療を確保します。
・地域住民の口腔ケアのため、歯
科検診、歯科保健指導を推進しま
す。

・週5日の歯科診療を実施
　　診療日数　　238日（常勤歯科医師1名、非常勤歯科医師1名）
　　診療件数　5,704件（うち在宅診療　6件）
・デイサービス、保育園、小、中学校、乳幼児、成人の歯科検診を実施
　　歯科検診　　 24回
・保育園、小、中学校の歯科保健指導を実施
　　歯科指導　　 10回
・2歳児、3歳児の歯科検診を実施
　　歯科検診　 　 8回
・保健、医療、福祉、介護等が連携した包括ケアを推進
　　居宅療養管理指導件数　6件
【効果】
・診療をはじめ地区内の予防活動を実施し、歯科保健予防・早期治療を推進することが
できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・年々患者数は増加傾向となっており、今年度も患者数、
診療収入ともに増加している。
・各種検診の実施や乳幼児から高齢者まで様々な世代を
対象にした歯科指導の実施など、保健・医療・福祉・介護
等連携した包括ケアの取り組みにより、地域住民が住み
慣れた地域で安全、安心して暮らすことに寄与している。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・民間医療機関がない地区の地域住民にとって必要性は
高い。
・患者数及び診療収入は年々増加傾向にあるため、引き
続き健全運営に努めていく必要がある。

健康福祉部
蛭川診療所

阿木医科一般
管理費

・地域住民が安心して住み続け
られるよう、医療の面から地域
住民の安全、安心を確保する
ため地域に根ざした診療所の
運営を行います。

【目標】
・週2日の診療を維持し、地域医療の格
差是正を図ります。

【効果】
・民間医療機関のない地区で医療面か
ら地域住民の安全、安心が確保されま
す。

・医師の確保に努め、地域医療を
確保します。
・地域住民が住み慣れた自宅や
地域で安心して暮らせるよう、在
宅医療を充実し、保健、医療、福
祉、介護等が連携した地域包括ケ
アの取組を推進します。

・中津川市地域総合医療センターとの連携により医師を確保し、週2日の診療
を実施
　　診療日数　　　99日（常勤医師1名、週2日診療）
　　診療件数　 2,555件
（うち在宅医療　64件）
・保健、医療、福祉、介護等が連携した地域包括ケアを推進
　　居宅療養管理指導件数　　56件
　　阿木地域包括支援ネットワーク会議の開催　　3回
　　　メンバー：診療所医師、診療所看護師、歯科医師、区長会、社協、民生委員、
　　　　　　　　老人クラブ、ケアマネジャー、包括支援員、阿木事務所職員　等
・予防接種と健康診断を実施
【効果】
・週2日の診療を維持し、医療面から地域住民の安全、安心が確保できました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・昨年と比べ患者数は若干増加しており、診療収入も増
加している。
・在宅医療の充実や、保健、医療、福祉、介護等が連携
した包括ケアの取り組みにより、地域住民が住み慣れた
地域で、安全、安心して暮らすことに寄与している。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・民間医療機関がない地区の地域住民にとって必要性は
高い。
・患者数及び診療収入は微増となっているが、継続した
医療を提供するには診療所の健全運営が不可欠であ
り、今後の診療収入の推移等も踏まえ可能な限りコスト
削減に努めていく必要がある。

健康福祉部
国民健康保険
課

医療費拠出金

・医療技術の高度化などによ
り、高額な医療費の給付が
年々増加しており、保険者の事
業運営に対し、不安定な要因と
なっています。
・こうした高額な医療費の財政
負担を緩和するため、県内各保
険者が医療費負担を共用し、
互助する共同事業の財源とす
るための拠出金を支出します。

【目標】
・保険者間の医療費負担割合の格差を
軽減します。

【効果】
・国保財政の急激な給付の増加に備
え、財政の安定が図られるとともに、保
険料の平準化が図られます。

・岐阜県国民健康保険団体連合
会を共同事業の実施主体として、
県内各保険者が拠出金を出し合
い、高額な医療費の実績に応じて
交付金を受ける事業で、保険者間
の医療費負担の格差の軽減を図
り、国保運営の安定につなげま
す。

・共同事業の財源として、岐阜県国民健康保険団体連合会に拠出金を支出し、高額な
医療費の実績に応じて連合会から交付金が交付されます。
・高額医療費共同事業拠出金（1か月80万円を超える高額の医療費を対象とした拠出
金）
　　H29年度拠出金額　　144,569,307円
　  （H28年度　　164,017,413円　対H28年度比　△19,448,106円）
・保険財政共同安定化事業拠出金（1か月1円以上80万円未満の医療費を対象とした
拠出金）
　　H29年度拠出金額　1,573,485,796円
    （H28年度　1,643,444,842円　対H28年度比　△69,959,046円）

【効果】
・国民健康保険が負担する医療費の激変緩和の効果があり、財政の安定が図られまし
た。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・岐阜県国民健康保険団体連合会を実施主体として、県
内各保険者が拠出金を出し合い、高額な医療費の支出
の実績に応じて交付金が受けられるという事業で、保険
者間の負担により、急激な医療費負担の緩和が図られる
という制度であるので、必要かつ有効である。
・高額医療費共同事業
　H28　 164,017,413円
　H29　 144,569,307円 (▲19,448,106円)
・保険財政共同安定化事業
　H28　1,643,444,842円
　H29　1,573,485,796円 (▲69,959,046円)
※H29年度までで事業廃止

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・制度として負担が求めらるものであり市の裁量の余地
はない。
・事業としての必要はあるが、H30年度の広域化により廃
止となる事業であることから、それまでは現状維持とす
る。
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健康福祉部
国民健康保険
課

特定健診事業

・「高齢者の医療の確保に関す
る法律」により保険者に義務付
けられた事業で、生活習慣病発
症予防及び重症化予防を行う
ことにより、健康の確保と医療
費の適正化に取り組みます。

【目標】
・特定健診及び指導対象者の継続受診
の受診率向上に取り組みます。
・受診率　H26年度実績：36.2％　H29年
度：39.0％　H30年度：40.0％
・生活習慣病の発症や重症化予防を行
います。

【効果】
・健康の確保と医療費の適正化が図ら
れます。

・生活習慣病の発症や重症化を
予防するため、30歳代健診及び
特定健診（40歳から74歳）の被保
険者を対象とした健康診査を実施
します。

・血液検査、尿検査等により生活習慣病を早期発見
・保健師や管理栄養士による生活習慣病改善の支援
＜特定健康診査、保健指導＞
・市内指定医療機関と各地区集団健診会場にて実施
　　特定健康診査実績　　健診対象者　12,158人  （H28年度　12,666人）
　　　　　　　　　　　　受診者　　　 4,554人　（H28年度　 4,863人）
　　　　　　　　　　　　受診率        37.6％　（H28年度　　38.4％）
　
＜30歳代健康診査、保健指導＞
・各地区集団健診会場にて実施
　　30歳代健康診査実績　健診対象者　　 950人　（H28年度 　968人）
　　　　　　　　　　　　受診者　　　　 142人　（H28年度 　161人）
　　　　　　　　　　　　受診率　　　　14.9％　（H28年度　16.6％）
　　　　　　　　　　　　　　                   　　　（実績値）
【効果】
・「特定健康診査、保健指導」、「30歳代健康診査、保健指導」を実施したことにより、健
康の確保と医療費の適正化につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・特定健診等の事業は、高血圧、糖尿病等の生活習慣病
の早期発見、早期治療や保健指導等により、食事や運動
など日常の習慣を見直すことにより疾病に至る前の予
防、重症化を抑えるための手段の一つとして必要性があ
り、医療費抑制対策として有効と考える。しかし、国保は、
広報や電話による受診勧奨を行っているものの、被用者
保険事業所が行う健康診断のような高い成果につながっ
ていない。今後は、習慣的に保険医療機関を受診してい
る人に対し、医師会の協力を得ながら、医師、歯科医師と
しての指導に加え特定健診データを提供していただき、
お互いに連携しあう関係を築いていけるよう努力し、効率
を高めていきたいと考える。
・特定健診受診率
　H28　38.4％
　H29　37.6％

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・特定健診の受診や保健指導により、病気の早期発見や
重症化を防ぐとともに、長期的な観点では医療費の抑制
に寄与する事業として有効性は高い。
・H30年度の受診率40％達成を目指し、自部門評価にあ
るように医師会をはじめとする関係機関との連携を密に
し、引き続き受診率向上に努める必要がある。

商工観光部
商業振興課

駐車場事業

・中心市街地を訪れる買い物客
や観光客等の利便性を向上さ
せるため、駅前市営駐車場及
び駅前広場市営駐車場を適切
に管理、運営し、利用を促進し
ます。

【目標】
・利用台数の増加
   H29年度:247,000台
 　H30年度:250,000台

【効果】
・道路交通を円滑化します。
・中心市街地来街者及び公共交通機関
利用者の利便性が向上します。

・駅前市営駐車場及び駅前広場
市営駐車場を指定管理により効
率的かつ適切に管理、運営しま
す。

＜市営駐車場運営の指定管理委託＞
・中津川駅前市営駐車場（一般用80台・身障者用3台・月極40台）
　　入庫から2時間無料、その後30分100円
・中津川駅前広場市営駐車場（一般用17台・身障者用1台）
　　入庫から30分無料、その後30分100円
＜施設改善による利用環境の改善＞
・防犯カメラの設置
・施設内掲示物の修繕　等

【効果】
・駅前に立地する駐車場として市民や観光客の安全面と快適性に配慮した施設運営を
実施できました。
　　年間駐車場利用料金　22,341,160円（H28年度：22,036,190円）
　　年間利用台数　　　 　 240,032台（H28年度：242,761台）
　　　駅前市営駐車場　　 126,035台（H28年度：130,989台）
　　　駅前広場駐車場　　 113,997台（H28年度：111,772台）

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・指定管理制度の適切な運営により、大きな問題もなく稼
働させているが、施設の老朽化もあり、今後のあり方や
改廃時期について具体的な検討を行うことが望まれる。
・駅前周辺には、空き店舗や空き家を駐車場として再整
備する民間の動ぎが活発化してきており、ニーズやマー
ケテイング調査から、今後のサービス内容や展開を見極
めていく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒Ｃ 効率でな
い

総合評価⇒Ｃ 縮小/見
直

・車で商店街に訪れる利用者に対して、駐車場を適切に
管理しサービスを提供できている。
・黒字経営を維持できることから、来るべき大規模改修や
解体に備えて、決算剰余金については適切に積み立て
ておく必要がある。
・利用状況から当駐車場は民間経営が十分可能な施設
であると思われる。
・ニーズ調査やマーケティング調査を行うなかで、新たな
活用方法があれば検討していくべきである。

水道部
下水道課

下水道整備事
業（中津川処
理区）

・木曽川上流域に位置する都
市として、公共用水域への負担
を軽減し、居住環境の向上を図
るため、未整備地区の整備を
計画的に進めます。

・全体計画区域：1,153ha　・事業計画区
域面積：986ha　・整備済面積：773.90ha
（H27年度末）
・全体計画面積整備率:67.1％ ・事業計
画区域面積整備率:78.5％ ・全体計画
期間：S49年度からH37年度
【目標】・公衆衛生の向上を目指し整備
可能な地区の整備を推進します｡
（青木、小向井、子野、上金、三五沢地
区ほか）
【効果】
・河川、湖沼、沿岸海域などの公共用
水域の水質汚濁が防止されます。
・生活排水やトイレの水洗化により、快
適で衛生的な居住環境の向上が図れ
ます。

・中津川処理区の全体計画区域
面積1,153haのうち、H27年度末現
在の事業計画区域整備率は
78.5％であり、未整備地区の下水
道工事を計画的に推進します。

・下水道管渠整備
　　5工区（H28繰越分：青木、子野、西山工区、H29：青木、上金工区）
　　延長　L=1,025ｍ
・測量設計業務
　　1工区（地蔵堂工区）
　　延長　L=130ｍ

【効果】
・H29年度整備面積　1.42ha
・H29年度末 整備済面積　781.71ha
・H29年度末 全体計画面積整備率：67.8％
・H29年度末 事業計画区域面積整備率：79.3％
・生活排水やトイレの水洗化により、快適で衛生的な居住環境が向上しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・青木斧戸線道路改良工事に合わせた効率的な整備を
進める。
・合併処理浄化槽と合わせた水洗化を進めていく。
・当該処理区の水洗化率は85％と高いが、昨年度と比べ
ると微増のため、引き続き戸別訪問等による水洗化促進
を進める。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・水洗化率については高い水準にあるが、さらなる向上を
図る余地があるため、引き続き個別訪問等による地道な
取り組みを積極的に進める必要がある。
・合併処理浄化槽設置率が高いなどの要因により接続意
向が低調なエリアについては、工事を先送りするなど費
用対効果を重視した整備を行うことが重要である。

水道部
下水道課

下水道整備事
業（坂本処理
区）

・木曽川上流域に位置する都
市として、公共用水域への負担
を軽減し、居住環境の向上を図
るため、未整備地区の整備を
計画的に進めます。
・リニアのまちづくり計画に基づ
くインフラ整備（下水道整備）を
進めます。

・全体計画区域：282ha　・事業計画区
域面積：153ha　・整備済面積：91.19ha
（H27年度末）
・全体計画面積整備率:32.3％ ・事業計
画区域面積整備率:59.6％ ・全体計画
期間：H19年度からH37年度
【目標】・公衆衛生の向上を目指し整備
可能な地区の整備を推進します。
（深沢、与ヶ根、旭、中洗井、諏訪地区
ほか）
【効果】・河川、湖沼、沿岸海域などの
公共用水域の水質汚濁が防止されま
す。
・生活排水やトイレの水洗化により、快
適で衛生的な居住環境の向上が図れ
ます。

・坂本処理区の全体計画区域面
積282haのうち、H27年度末現在
の整備率は59.6％であり、未整備
地区の下水道工事を計画的に推
進します。

・下水道管渠整備
　　7工区（H28繰越分：千旦林工区、H29：旭、与ヶ根、中洗井第1～第2、上諏訪、青木
工区）
　　延長　L=4,757ｍ
・測量設計業務
　　3工区　（長連寺工区、深沢工区、中垣外工区）　延長　L=1,818ｍ

【効果】
・H29年度整備面積　5.03ha
・H29年度末 整備済面積　104.98ha
・H29度末 全体計画面積整備率：37.2％
・H29年度末 事業計画区域面積整備率：41.5％
・生活排水やトイレの水洗化により、快適で衛生的な居住環境が向上しました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・幹線の整備やリニア中央新幹線や幹線道路の整備に
合わせた効率的な整備が必要である。
・合併処理浄化槽と合わせた水洗化を進めていく。（ただ
し、リニア駅周辺や中核工業団地は例外である。）
・当該処理区の水洗化率は54％と低調であるが、今後中
核工業団地の整備により水洗化促進が期待される。
・リニア駅周辺整備や西部テクノパーク整備による新たな
企業誘致により経営健全化を図る。

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・中津川処理区と比べ優先順位は高く、社会資本整備総
合交付金の配分次第で事業費が増減する可能性がある
が、優先順位を付け事業量の調整を行う必要がある。
・今後行われる中核工業団地の整備や未整備地区の解
消を計画的に進める必要があるが、費用対効果を重視し
た整備を行うことも重要である。

水道部
下水道課

終末処理事業
（公共）

・中津川及び坂本処理区の終
末処理場の適切な維持管理を
行い、自然環境及び公共用水
域の水質保全・生活環境の向
上を図ります。

【目標】
・中津川及び坂本処理区終末処理場
を、年間を通し適切な設備稼働します。

【効果】
・自然環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上が図られます。

・利用者が安心して快適に利用で
きるよう中津川処理区、坂本処理
区の終末処理場の維持管理を行
います。

＜中津川処理区＞
・維持管理及び修繕
　　中津川市浄化管理センターの機械設備修繕
　　中津川市浄化管理センターの破砕機修繕
・汚泥運搬、処理委託　1,815ｔ
・処理水量　8,727㎥/日平均
　　　　　 12,744㎥/日最大

＜坂本処理区＞
・維持管理及び修繕
　　公共処理施設の窒素・リン計修繕
・汚泥運搬、処理委託　189ｔ
・処理水量　　832㎥/日平均
　　　　　　1,215㎥/日最大

【効果】
・公共下水道終末処理施設の正常な稼動を保つとともに設備の延命を図り、公共用水
域の水質保全・生活環境の向上を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・公共下水道2処理区（中津川処理区・坂本処理区）を水
質保全のため適切に維持管理をしていくうえで、欠かすこ
とのできない事業である。
・汚泥処分先について、資源化していたものを削減し、市
環境センターの焼却処分にまわしたことにより、処分費・
運搬費の経費の削減ができた。
・汚泥運搬について、今までは1社独占だったが、危機管
理面などから市内業者を1社増やし、複数業者契約とし
た。(H29年10月から坂本浄化ｾﾝﾀｰ毎月1車）
・電気料金（高圧契約）について、電力自由化を活用して
12月から中部電力から丸紅に契約変更し電気料金の削
減ができた。（中津川・坂本）

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・汚泥運搬を今までは1社独占から危機管理面などから
市内業者を1社増やし、複数業者で実施し、リスク分散や
競争原理が働くなど手法の精査と見直しを図っており評
価できる。
・電気料金も電力自由化を活用して効果的な方法を実施
し、経費削減を図っており評価できる。
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水道部
下水道課

下水道施設長
寿命化対策事
業

・老朽化が進んでいる処理場の
機械・電気設備が耐用年数を
超えており、施設の長寿命化計
画を策定し、施設の老朽化に対
して更新費用を平準化すること
で財政負担を分散します。
・ストックマネジメントにより既存
施設の改築更新と機能アップを
図り、ライフサイクルコストの低
減を図ります。

【目標】
・長寿命化計画を策定し、効率のよいス
トックマネジメントを実施します。
・H27～H28年度　中津川市浄化管理セ
ンター汚泥処理設備の機械・電気設備
工事
・H29～H30年度　中津川市浄化管理セ
ンター管理棟内の耐震補強と空調設備
の更新､処理設備の機械･電気設備工
事

【効果】
・計画的に改築更新を行う事で、費用
の平準化を図り効率的な維持管理が可
能となります。

・浄化管理センター（S63年度建
築）の老朽化に伴い、機能を維持
するための設備更新や建物改修
工事をH30年度までに行います。

・長寿命化計画による改築更新（H29～H30全体計画承認）
　　汚泥処理施設の機械設備・電気設備工事
　　酸素発生装置の制御盤の再構築・汚泥脱水・減菌給水コントロールセンター等の再
構築
　　中津川市浄化管理センター管理棟の耐震補強工事

【効果】
・長寿命化計画による改築更新により、安定した施設の運用が可能になりました。

　

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・中津川市浄化管理センターを改築更新し、長寿命化を
図ることは必要不可欠である。
・下水道法改正により変更になった下水道ストックマネジ
メント計画（旧長寿命化計画）を策定し、交付金を活用し
効率的に改築更新を進めていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・浄化管理センターに限らず他の施設も含め経年により
機械設備の故障が多く、維持補修の経費が嵩む状況に
あることから、計画的に設備更新等の対策を進めていくこ
とが重要である。
・交付金を活用した長寿命化計画に基づいた計画的な改
修は評価できる。長期的な視点で工法などをさらに精査
しながら更新にかかる費用の圧縮が求められる。

水道部
下水道課

農業集落排水
施設長寿命化
対策事業

・農業集落排水施設は経年劣
化により処理場やマンホールポ
ンプ等施設の老朽化が進み、
施設の維持管理費に多額の費
用を要しているため、計画的に
改修を行い、施設の長寿命化
を図ります。

【目標】
・長寿命化計画を策定し、効率のよいス
トックマネジメントを実施します。
・H28年度：実施設計、加子母北部・中
部の機能強化事業実施
・H29年度：加子母北部・中部の機能強
化事業実施
・H30年度：加子母南部の機能強化事
業、川上の機能診断
【効果】
・計画的に機能強化事業を行う事で、
費用の平準化を図り効率的な維持管理
が可能となります。

・施設の計画的な改修を行うた
め、農業集落排水の各処理場の
長寿命化計画を策定し、それに
沿った改修を進めます。

・加子母（中部・北部）処理場の機能強化事業
　　機械・電気設備の更新（非常用エンジンポンプ・UV計等）

【効果】
・計画的に機能強化事業を行う事で、費用の平準化を図り効率的な維持管理が可能と
なりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・加子母北部・中部処理場の改築更新は処理場の機能
強化を図るため必要不可欠である。
・交付金を活用し効率的に改築更新を進めていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・経年により機械設備の故障が多く発生し維持補修の経
費が嵩む状況にあることから、計画的に設備更新等の対
策を進めていくことが重要である。
・施設改修が一時期に集中しないよう長期的な視点で計
画的な改修に努める必要があり、交付金を活用して工法
などもさらに精査しながら更新にかかる費用の圧縮が求
められる。

水道部
下水道課

終末処理事業
（農集）

・農集9処理区の終末処理場の
適切な維持管理を行い、自然
環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上を図りま
す。

【目標】
・農集9処理区終末処理場を、年間を通
し適切な設備稼働します。

【効果】
・自然環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上が図られます。

・利用者が安心して快適に利用で
きるよう、農集9処理区の終末処
理場の維持管理を行います。

・農集9処理区の終末処理場の維持管理及び修繕
　　農集処理施設の窒素・リン計修繕
　　農集処理施設の機械設備修繕
・汚泥運搬　　4処理区 合計 1,700ｔ
・コンポスト　5処理区 合計　  31ｔ
・処理水量（各処理区）
　　坂本北部　　519㎥/日平均
　　阿木　　　　230㎥/日平均
　　川上　　　　206㎥/日平均
　　加子母北部　295㎥/日平均
　　加子母中部　261㎥/日平均
　　加子母南部　329㎥/日平均
　　田瀬処理区　161㎥/日平均
　　高山処理区　136㎥/日平均
　　蛭川処理区　154㎥/日平均

【効果】
・農集排終末処理施設の正常な稼動を保つとともに設備の延命を図り、公共用水域の
水質保全・生活環境の向上を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・農集９処理区（坂本北部、阿木、川上、加子母北・中部・
南部、田瀬、高山、蛭川処理区）を水質保全のため適切
に維持管理をしていくうえで、欠かすことのできない事業
である。
・コンポスト装置が設置してある処理場では、設備の老朽
化により依然として処理が困難であり、修繕が必要であ
る。
・電気料金（高圧契約）について、電力自由化を活用して
12月から中部電力から丸紅に契約変更し電気料金の削
減ができた。
　（坂本北部・阿木・川上・加子母南部・田瀬・高山）

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・機械設備の故障が多く発生し維持補修の経費が嵩む状
況にあることから、計画的に設備更新等の対策を進める
とともに、修繕工事についても計画的に行う必要がある。
・電気料金も電力自由化を活用して効果的な方法を実施
し、経費削減を図っており評価できる。

水道部
下水道課

特環下水道施
設長寿命化対
策事業

・各下水道施設は供用開始か
ら年月が経過しているため、老
朽化が進んでいる処理場をは
じめとする施設の効率的な改築
更新を行います。
・特環7処理区からの放流水質
を確保し、河川環境の保全を図
ります。

【目標】
・長寿命化計画を策定し、効率のよいス
トックマネジメントを実施します。
・H29年度　効率的な汚泥脱水設備設
置に関する調査、実施設計、事業計画
変更申請
・H30～H31年度　長寿命化調査・計画
策定（福岡クリーンセンター）

【効果】
・計画的に改築更新を行う事で、費用
の平準化を図り効率的な維持管理が可
能となります。

・施設の計画的な改修を行うた
め、特環下水道の各処理場の長
寿命化計画を策定し、それに沿っ
た改修を進めます。

・マンホールポンプ緊急通報装置更新工事
　　合計　11基（蛭川地区　8基、付知地区　3基）

【効果】
・緊急通報装置は管理上最重要な設備であるため、更新により緊急対応が確実に図ら
れ、マンホールポンプからの流出防止対応が図られました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・マンホールポンプ緊急通報装置の更新は管理上重要な
ため必要不可欠である。
・下水道法改正により変更になった下水道ストックマネジ
メント計画（旧長寿命化計画）を策定し、交付金を活用し
効率的に改築更新を進めていく。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・経年により機械設備の故障が多く発生し維持補修の経
費が嵩む状況にあることから、計画的に設備更新等の対
策を進めていくことが重要である。
・施設改修が一時期に集中しないよう長期的な視点で計
画的な改修に努める必要があり、交付金を活用して工法
などもさらに精査しながら更新にかかる費用の圧縮が求
められる。

水道部
下水道課

終末処理事業
（特環）

・特環7処理区の終末処理場の
適切な維持管理を行い、自然
環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上を図りま
す。

【目標】
・特環7処理区終末処理場を、年間を通
し適切な設備稼働します。

【効果】
・自然環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上が図られます。

・利用者が安心して快適に利用で
きるよう、特環7処理区の終末処
理場の維持管理を行います。

・特環7処理区の終末処理場の維持管理及び修繕
　　特環処理施設の窒素・リン計修繕
　　苗木浄化センターの酸素発生設備修繕
・汚泥運搬、処理委託　7処理区合計　1,025ｔ
・処理水量（各処理区）
　　落合　　 701㎥/日平均
　　苗木　 1,265㎥/日平均
　　まごめ　 170㎥/日平均
　　坂下　 1,116㎥/日平均
　　付知　 1,558㎥/日平均
　　福岡　 　744㎥/日平均
　　蛭川　　 662㎥/日平均

【効果】
・特環下水道処理施設の正常な稼動を保つとともに設備の延命を図り、公共用水域の
水質保全・生活環境の向上を図ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・特環下水道7処理区（落合・苗木・まごめ・坂下・付知・福
岡・蛭川処理区）を水質保全のため適切に維持管理をし
ていくうえで、欠かすことのできない事業である。
・汚泥運搬について、今までは1社独占だったが、危機管
理面などから市内業者を1社増やし、複数業者契約とし
た。(H29年10月から坂下浄化ｾﾝﾀｰ毎月1車）
・電気料金（高圧契約）について、電力自由化を活用して
12月から中部電力から丸紅に契約変更し電気料金の削
減ができた。
　（落合・苗木・坂下・付知・福岡）

必要性⇒A必要である

有効性⇒Ｂ 高める余
地がある

効率性⇒Ａ 効率であ
る

総合評価⇒B計画の承
認

・汚泥運搬を今までは1社独占から危機管理面などから
市内業者を1社増やし、複数業者で実施し、リスク分散や
競争原理が働くなど手法の精査と見直しを図っており評
価できる。
・電気料金も電力自由化を活用して効果的な方法を実施
し、経費削減を図っており評価できる。
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健康福祉部
介護保険室

介護サービス
給付費

・高齢者が住みなれた地域で、
健康で、生きがいをもって、い
つまでも安心して尊厳を持ち、
自立した暮らしができるまちづく
りを行います。
・地域全体で支え合う持続可能
な福祉社会を実現するため、自
助・互助・共助・公助の考え方
に基づくサービスを提供しま
す。

【目標】
・地域全体で支え合う持続可能な福祉
社会を実現するため、自助・互助・共
助・公助の考え方に基づくサービスを提
供します。

【効果】
・支援が必要な高齢者が必要な居宅
サービスを受けることで、住み慣れた自
宅や地域で安心した生活を送ることが
できます。

・介護保険法に基づき、要介護に
判定された方が利用する介護
サービス費用のうち、所得状況に
よって9割又は8割を給付します。

・要介護に判定された方が利用する訪問介護、デイサービス、訪問入浴、福祉用具貸
与、地域密着型サービス、特定有料老人ホーム等にかかる介護給付費の支払を行い
ます。
・年間利用件数　　 　 93,791件
　＜主な介護サービス利用件数＞
　　　訪問介護　　　　　  　　　　　6,493件
　　　デイサービス　 　  　　　　 15,285件
  　　訪問入浴　　　　  　　　　　 　1,258件
　　　福祉用具貸与　 　  　　　　16,718件
　　　地域密着型サービス 　   　7,966件
　　　特定有料老人ホーム 　   　1,093件

【効果】
・自助・互助・共助・公助の考え方に基づくサービスを提供し、支援が必要な高齢者が
必要な居宅サービスを受けることで、住み慣れた自宅や地域で安心した生活を送ること
ができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・介護サービスの安定的な供給ができるよう、介護保険
事業の施設整備計画に基づき地域密着型施設の整備を
行った。利用件数は主に訪問系サービスの増加により
668件の増となった。
・介護給付の適正化を図るため、介護認定調査員の資質
向上のための研修や情報交換の会議の開催、給付費適
正化支援システムを活用したケアプランの点検、介護支
援専門員や全事業者に対する適正化研修を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法に基づく必要なサービスであり、制度の趣旨を踏まえ
た適切な運用が求められるが、特に自部門評価にあるよ
うに介護認定調査員の資質向上、介護支援専門員や事
業者に対する指導は、サービスの継続、給付の適正化の
面で重要である。
・高齢化により今後利用者の増加がさらに見込まれる
が、限られた財源の枠組みのなかでは、8万人のヘルス
アップ事業をはじめトータル的な市民の健康づくりの推進
により、給付費の抑制につなげていくことが必要である。

健康福祉部
介護保険室

施設介護サー
ビス給付費

・高齢者が住みなれた地域で、
健康で、生きがいをもって、い
つまでも安心して尊厳を持ち、
自立した暮らしができるまちづく
りを行います。
・地域全体で支え合う持続可能
な福祉社会を実現するため、自
助・互助・共助・公助の考え方
に基づくサービスを提供しま
す。

【目標】
・地域全体で支え合う持続可能な福祉
社会を実現するため、自助・互助・共
助・公助の考え方に基づくサービスを提
供します。

【効果】
・支援が必要な高齢者が必要な施設介
護サービスにより日常生活の介護や療
養上の支援を受けることで安心した生
活を送ることができます。

・介護保険法に基づき、要介護に
判定された方が施設に入所して受
ける介護サービス費用のうち、所
得状況によって9割又は8割を給
付します。

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型医療施
設にかかる介護給付費の支払を行います。
・年間利用件数　　　　　　9,505件
　　介護老人福祉施設　　6,197件
　　介護老人保健施設　　3,123件
　　介護療養型医療施設　　185件

【効果】
・自助・互助・共助・公助の考え方に基づくサービスを提供し、支援が必要な高齢者が
必要な施設介護サービスにより日常生活の介護や療養上の支援を受けることで安心し
た生活を送ることができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・施設介護サービスを受けることにより、支援が必要な高
齢者が日常生活の介護や療養上の支援で生活すること
ができた。Ｈ28年度より205件の利用件数増。
・介護給付の適正化を図るため、介護認定調査員の資質
向上のための研修や情報交換の会議の開催、介護支援
専門員や全事業者に対する適正化研修を行った。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法に基づく必要なサービスであり、制度の趣旨を踏まえ
た適切な運用が求められるが、特に自部門評価にあるよ
うに介護認定調査員の資質向上、介護支援専門員や事
業者に対する指導は、サービスの継続、給付の適正化の
面で重要である。
・高齢化により今後利用者の増加がさらに見込まれる
が、限られた財源の枠組みのなかでは、8万人のヘルス
アップ事業をはじめトータル的な市民の健康づくりの推進
により、給付費の抑制につなげていくことが必要である。

健康福祉部
介護保険室

住宅改修費

・高齢者が住みなれた地域で、
健康で、生きがいをもって、い
つまでも安心して尊厳を持ち、
自立した暮らしができるまちづく
りを行います。
・地域全体で支え合う持続可能
な福祉社会を実現するため、自
助・互助・共助・公助の考え方
に基づくサービスを提供しま
す。

【目標】
・地域全体で支え合う持続可能な福祉
社会を実現するため、自助・互助・共
助・公助の考え方に基づくサービスを提
供します。

【効果】
・住み慣れた自宅で、自立した生活を
継続することができます。

・介護保険法に基づき、要介護に
判定された方の住宅改修費用の
うち20万円までを、所得状況に
よって9割又は8割を給付します。

・要介護者が住宅改修をした費用を給付費として支払います。
　　住宅改修件数　　181件

【効果】
・住宅改修を行うことで、住み慣れた自宅で自立した生活を継続することができました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・全体の改修件数は47件の増となった。要介護者が自宅
で生活するために必要な住宅改修ができた。
・住宅改修の申請書類や改修状況の点検を行い、給付
費の適正化に努めた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・法に基づく必要なサービスであり、制度の趣旨を踏まえ
た適切な運用が求められる。
・引き続き、給付費の適正化に努める必要がある。

健康福祉部
高齢支援課

介護予防・日
常生活支援総
合事業

・高齢者が住み慣れた地域で、
自立した生活を送れるよう、介
護予防に取り組める環境を整
備します。
・要支援認定者等に対する訪
問介護、通所介護の介護予防
サービスを実施します。

【目標】
・H29年度までに従来型の訪問介護、
通所介護以外に、要支援者等向けの
新たな生活支援サービスについて検
討、実施を目指します。
・あんきなくらぶ事業等を柱として一般
向け介護予防教室の体制の拡充を図
ります。

【効果】
・高齢者が住み慣れたところで自立した
生活が継続できることにつながります。

・要支援認定者への介護予防・生
活支援サービス事業を行います。
・地域で介護予防に取り組む機会
として各種教室を開催し個別支援
を行います。
・地域で介護予防のボランティアと
して活動していただける方を育成
します。

＜介護予防・生活支援サービス事業＞
・要支援認定者等に対しての訪問サービス及び通所サービスを提供　6,371件
・生活支援サービスの実施調整
＜一般介護予防事業＞
・集中型一般介護予防事業（あんきなくらぶ）
　　15地区31教室、実施回数 1,431回、参加実人数 　367人
・介護予防教室　13か所
　　実施回数 　430回、参加実人数 1,086人
・各地域での運動教室、水中運動教室、訪問指導等
　　実施回数 　109回、参加実人数 　113人
・健康福祉まつり、出前講座等による普及啓発
　　実施回数 　 41回、延参加人数 1,058人
・介護予防サポーターの養成講座
　　実施回数 　　5回、養成者人数  　16人

【効果】
・多くの高齢者が、地域の身近な場所で介護予防に取り組む機会を提供することで、高
齢者の健康維持を図ることができています。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・一般介護予防事業には実人数で2,074人の高齢者が参
加されており、高齢者が介護予防に取り組む機会として
重要な機会となっている。
・介護予防・生活支援サービスについては、要介護認定
者への介護予防相当サービスとして適切に実施が出来
ている。
・高齢者の増加に伴い、軽度者向けの新たな生活支援
サービスの実施が今後の取り組み課題となっている。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・社会的に高齢化が進むなかで要介護にならないことが
重要であり、介護予防事業を充実させ、参加者の増加を
図る必要がある。そのため、引き続き制度の周知や参加
しやすい環境づくりに努める必要がある。
・介護予防事業は8万人のヘルスアップ事業と強く関連す
るため、事業間のいっそうの連携を図る必要がある。

健康福祉部
高齢支援課

包括的支援事
業

・高齢者が住み慣れた地域で、
尊厳をもって安心して生活がで
きるよう、地域包括支援セン
ターが中心となって高齢者の保
健、医療、福祉、介護、権利擁
護の関係機関と連携した体制
づくりを進め、高齢者等の相談
支援に継続的に対応します。

【目標】
・高齢者等の総合相談支援、虐待等の
権利擁護について対応できる体制を強
化します。

【効果】
・高齢者等の総合相談、支援の体制が
できることで地域で安心して過ごすこと
ができます。

・高齢者やその家族が安心して暮
らせるよう、介護保険法に位置付
けられた総合相談、権利擁護、在
宅医療・介護連携の推進、認知症
施策の推進、家族支援などの在
宅支援の事業を行います。

・地域包括支援センターの設置運営　4か所（市直営　1か所、法人委託　3か所）
　　高齢者総合相談対応　相談件数　4,503件、権利擁護関連相談　148件、高齢者虐
待相談　147件
　　会議・研修、地域ケア会議の開催　218回
・相談協力員の設置、地域住民との連携作り及び懇話会等の実施　7地域
・在宅医療介護連携事業　  在宅医療介護連携支援センターの設置（中津川市民病院
内）
・認知症地域支援推進員を設置
認知症講演会の開催　3回、参加者　379人
　　　　認知症サポーター養成講座の実施　39回　受講者数　984人
　　　　認知症家族の会の開催　33回、若年性認知症家族の会の開催　4回
　　　　認知症カフェ（あったカフェ）の開催　9回、延べ来場者数　408人
・認知症初期集中支援チームの設置（構成：医師1名、相談員2名）
・生活支援体制整備事業　　第2層（市内15地区）生活支援コーディネーター及び協議
体の設置
・おむつ購入費助成事業　　利用者数　219人
・介護相談員派遣事業　　　相談員　7名、派遣施設　55か所、対話数　4,045人
・配食サービス事業　　　　　利用者数　376人、配食数　27,468食
・介護給付等費用適正化事業　　給付状況分析、研修会の開催　2回

【効果】
・地域包括支援センターの複数設置により、相談支援体制の強化が図れ各種事業の推
進につながりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・多様化する高齢者等に関する、保健、医療、介護福祉
の総合相談に対応する機関として、地域包括支援セン
ターの機能強化を図り継続的に運営していくことが必要
である。
・市直営の地域包括支援センターのほか、H29年度新た
に3ヶ所（※）の地域包括支援センターを委託により設置、
介護保険事業により財源を確保しつつセンターの人員体
制等機能強化を図った。
（※）在宅介護支援センター7か所のうち北部地域5か所
を1か所に集約、3か所を新たに委託
・H29年度は新たに、在宅医療介護連携支援センター、認
知症初期支援集中チーム、生活支援コーディネーター
（15地区）の設置を行い、地域包括ケアシステムの推進を
図った。
・H30年度以降の地域包括支援センターの追加設置につ
いて調整を進めた。

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒A効率である

総合評価⇒A拡充/重
点化

・地域包括支援センターは、高齢者の総合的な相談機関
として、また支援の内容としても多岐にわたり必要な事業
である。
・H29年度については、機能の強化及び財政負担の観点
から、在宅介護支援センター7か所のうち北部地域5か所
を1か所に集約、新たに3か所を地域包括支援センターへ
移行しており、利用者目線及びコストの削減努力がなさ
れている。
・残る6か所の在宅介護支援センターの移行に向け、引き
続き調整を進める必要がある。

水道部
下水道課

個別排水処理
事務事業

・個別排水処理施設の適切な
維持管理を行い、自然環境及
び公共用水域の水質保全と生
活環境の向上を図ります。

【目標】
・対象となる合併処理浄化槽を、年間を
通し適切に設備稼働します。

【効果】
・自然環境及び公共用水域の水質保
全・生活環境の向上が図られます。

・利用者が安心して快適に利用で
きるよう、個別排水処理施設整備
事業（福岡・川上・加子母地区）で
設置した合併処理浄化槽の維持
管理を行います。

・合併処理浄化槽の料金徴収及び施設維持管理
　　管理基数　79基（福岡　68基、川上　6基、加子母　5基）
・定額制廃止に伴う量水器の設置　7戸
　
【効果】
・生活環境及び公共用水域の水質保全が適切に保たれました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・対象となる79戸の合併処理浄化槽を適切に維持管理す
ることができた。
・今後は制度の一部廃止等を検討していく必要がある。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・維持管理については計画どおり適切に行われている
が、更新については方針を示す必要があり、一部廃止を
含めた慎重な判断が求められる。
・個別排水処理事業会計自体の存続についても、法適化
に合わせて見直す必要がある
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健康福祉部
国民健康保険
課

後期高齢者保
健事業

・生活習慣病予防及び重症化
予防を行うことにより、健康の
確保と医療費の適正化に取り
組みます。
・口腔内の状態や口腔清掃の
チェックを行うことにより、健康
の確保と医療費の適正化に取
り組みます。

【目標】
・すこやか健診及びさわやか口腔健診
の受診率向上に取り組みます。
・すこやか健診受診率
   H29年度目標 4.5％
   H30年度目標 5.0％
・さわやか口腔健診受診率
   H29年度目標 2.0％
   H30年度目標 2.5％

【効果】
・75歳以上の高齢者の健康の確保と医
療費の適正化が図られます。

・生活習慣病の発症や重症化を
予防するため、75歳以上の後期
高齢者を対象とした健康診査（す
こやか健診）を実施します。
・口腔機能の低下や肺炎等の疾
病予防のため、75歳以上の後期
高齢者を対象とした口腔健康診査
を実施します。

＜すこやか健診＞
・血液検査、尿検査等による生活習慣病の早期発見
　　対象者数　13,511人（H28年度　13,383人）
　　受診者数　   573人（H28年度　　 528人）
　　受診率　　　 4.2％　（H28年度　　 3.9％）
＜さわやか口腔健診＞
・口腔内診査や口腔機能の評価による高齢者の口腔機能の維持、異常の早期発見
　　対象者数　13,511人（H28年度　13,383人）
　　受診者数　   270人　（H28年度　　 205人）
　　受診率　　　 2.0％　（H28年度　　 1.5％）

【効果】
・健康の確保と医療費の適正化につなげる取り組みとなりました。

必要性⇒A必要である

有効性⇒B高める余地
がある

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・後期高齢者の保健事業は、岐阜県後期高齢者医療広
域連合の事業を市が委託を受け「ぎふ・すこやか健診」と
「ぎふ・さわやか口腔健診」として行っている。
・後期高齢者は、すでに傷病等の治療を行っている人が
多いが、健診項目の多い診断を追加することにより、疾
病の早期発見、早期治療の機会を提供するという意味で
必要性と有効性があると考えている。
・しかし、分母に全被保険者数を置いているため、受診率
が低くなってしまっているが、リピーターを増やしていきな
がら高齢者医療確保法の基本理念(第2条)にもあるよう
に「…自ら加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常
に健康の保持増進に努める…」事業として　、少しずつ受
診率を高めていきたいと考える。
・ぎふ・すこやか健診受診率
　H28　3.9％
　H29　4.2％
・ぎふ・さわやか口腔健診受診率
　H28　1.5％
　H29　2.0％

必要性⇒A必要である

有効性⇒A有効である

効率性⇒B高める余地
がある

総合評価⇒B計画の承
認

・病気の早期発見や重症化を防ぐことは、高齢者の健康
維持はもとより長期的な観点で医療費の抑制につながる
ことから、必要性は高い。
・年々受診率は上がっているものの、既に治療中の方は
受診しないなど効率性としてはB評価とした。
・H30年度目標に向け、特定健診事業と同様に医師会を
はじめとする関係機関との連携を密にし、引き続き受診
率向上に努める必要がある。
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